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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-2-14「格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するた

めの資料を以下に示す。 

 

 

別紙 1 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 2 地震荷重の入力方法 

別紙 3 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 4 杭の極限支持力及び極限引抜き抵抗力の設定 

別紙 5 杭頭接合部の検討 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 
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1. 概要 

  本資料は，格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）の基礎スラブの応力解析

におけるモデル化，境界条件及び拘束条件についての概要を示すものである。 
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2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

  装置基礎の基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2－1に示す。 

 

  杭基礎の底面地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。 

・水平ばね 

    地震応答解析モデルにおける地盤部分の 3次元 FEM モデルを用いて無質量剛基礎による水

平方向の加振解析を行い，算定した複素インピーダンスの実部から設定する。 

・鉛直ばね 

    水平ばねと同様に算定した複素インピーダンスの実部から設定する。水平加力時の鉛直ば

ねについては，転倒モーメントを適切に評価するため，回転方向の加振解析により算出した

回転ばねより設定する。鉛直加力時及び長期荷重時の鉛直ばねについては，ロッキング挙動

が卓越しないため，鉛直方向の加振解析から算出した鉛直ばねより設定する。 

 

有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊については，以下のとおり。 

・シェル要素 

    要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重状態より要素

分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2以下，その他の

領域や応力変化が少ない領域では，1：3程度までで，分割に際しては 4角形要素を利用して

格子状とするのが一般的である。また，面内曲げ・軸力及び面外のせん断や曲げを受ける部

材のシェル要素の辺の長さは，シェルの広がり方向の応力分布の状態から決まり，応力変化

が大きい領域は要素を小さくする必要がある。 

 

   注記＊：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE 協会，2008 年） 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(1/4) 

  

モデル概要 

〇モデル化範囲 

 ・基礎スラブ及び遮蔽壁をモデル化する。 

 

〇使用要素 

 ・基礎スラブ，遮蔽壁：シェル要素 

 

（単位：m） 

モデル概要（全体図） 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(2/4) 

  

モデル概要 

〇要素分割 

・要素の一辺の長さを 1m 以下として分割する。上部構造及び杭のモデル化に加え，フィルタ

装置の荷重を考慮するため，遮蔽壁，杭及びフィルタ装置の位置を考慮して分割する。 

 

 
（単位：m） 

モデル概要（基礎スラブ） 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(3/4) 

 

  

境界条件，拘束条件 

上部構造物と基礎スラブの境界 

・基礎スラブと上部構造物との境界部においては，上部構造物の剛性を考慮することで，基礎ス

ラブの応力・変形状態を評価する。 

・主要な開口部については，要素を設置しないことで考慮する。 

・基礎スラブから立ち上がる独立柱はない。 

基礎スラブと地盤の境界 

・基礎スラブ底面の地盤ばね 

設定に用いる水平ばね，回転ばね及び鉛直ばねは，地震応答解析モデルにおける地盤部分の 3

次元 FEM モデルを用いて加振解析を行い，算定した複素インピーダンスの実部から設定する。

解析に用いる水平ばね及び鉛直ばねは以下のとおりとする。 

水平ばね：設定した水平ばねを以下の式で離散化 

/
H H

K k n  

鉛直ばね：水平加力時は設定した回転ばねを以下の式で離散化し，NS 方向と EW 方向の平均値

により鉛直ばねを算定 

2

1
/

n

V R ii
K k L


   

鉛直加力時及び長期荷重時は鉛直ばねを以下の式で離散化 

/
V V

K k n  

ここで， 

H
K ：応力解析で用いる水平地盤ばね定数 

V
K ：応力解析で用いる鉛直地盤ばね定数 

H
k ：加振解析により設定した水平地盤ばね定数 

R
k  ：加振解析により設定した回転地盤ばね定数 

V
k  ：加振解析により設定した鉛直地盤ばね定数 

n   ：杭本数 

i
L  ：各杭の中心と基礎スラブの回転中心軸との距離 

 

・上記の地盤ばね（3方向）は各杭位置周辺の 7～8節点に均等に離散化してモデル化する。 
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表 2－1 装置基礎の基礎スラブ(4/4) 

 

 

  

基礎スラブと地盤の境界 

 

 

 

 

  
 

モデル概要 

基礎スラブ

ばね要素

：地盤ばね 

：場所打ち鋼管コンクリート

PN

各杭位置に設置される

底面地盤ばね(3 方向) 

（単位：m） 



 

 
 

別紙1－1 底面地盤ばねの設定方法 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-2-14「格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性についての計算書」における，応

力解析に用いる基礎スラブ底面の地盤ばね定数の設定方法を示すものである。 

 

2. 算出方法 

格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）は 3次元 FEM モデルを用いての地震

応答解析を行っている。そのため，応力解析に用いる基礎スラブ底面の地盤ばね定数も同様の 3

次元 FEM モデルを用いた加振解析により算出する。 

解析モデルは，Ⅴ-2-2-13「格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答計算書」における 3 次元

FEM モデルのうち，遮蔽壁及び基礎スラブの一軸多質点系モデルを除いたものとする。なお，基

礎スラブ－原地盤間，杭－原地盤間及び地盤改良体－原地盤間のジョイント要素は削除し，基礎

スラブ－原地盤間は相互作用のない二重節点とし，杭－原地盤間及び地盤改良体－原地盤間は節

点共有とする。地盤定数は，地震時に地盤の非線形化が最も進行する基準地震動 Ss-1 の等価地盤

物性値とする。解析モデルを図 2－1に，地盤定数を表 2－1に示す。 

加振方法は単位加振，加振位置は基礎スラブ中央とし，加振方向は NS 方向，EW 方向及び鉛直

方向とする。加振位置と加振方向を図 2－2に示す。加振解析には，解析コード「ＳｏｉｌＰｌ

ｕｓ」を用いる。 

地盤ばね定数は，加振解析で算出したインピーダンスの実部の値のうち，振動数が 0.2Hz の際

の値とする。地盤ばね定数とインピーダンスの概念図を図 2－3に示す。  
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(a) 装置基礎－杭モデル (b) 地盤改良体モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 全体モデル 

図 2－1 解析モデル 

  

置換（CD） 

置換（開削） 

高圧噴射 

33.9m 

37.34m 

26.4m 

3.2m 

22.6m 

X 

Z 

Y 

装置基礎 

PN 

地盤改良体 

1
0
2
.
0
m
 

自由地盤 

粘性境界 173.9m 177.34m 
（境界条件） 
底面：粘性境界 
側面：粘性境界 

28.3m 

基礎スラブ 
（無質量剛シェル要素） 

場所打ち鋼管 
コンクリート杭 



 

別紙 1-1-3 

表 2－1 地盤定数 

（a）原地盤 

 

 

（b）地盤改良体（置換（CD）） 

 

注：T.M.S.L.-10.6m以深は原地盤の値を採用する 

 

（c）地盤改良体（置換（開削）） 

 

注：T.M.S.L.-10.6m以深は原地盤の値を採用する 

 

（d）地盤改良体（高圧噴射） 

 

注：T.M.S.L.-3.5m 以深は原地盤の値を採用する 
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図 2－2 加振位置と加振方向 

 

 

図 2－3 地盤ばね定数とインピーダンスの概念図 
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3. 算出結果 

杭頭位置を水平，回転及び鉛直に加振した際のインピーダンスの算出結果を図 3－1～図 3－3

に，作成した地盤ばね定数を表 3－1に示す。 
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(a)水平方向 

 

 

(b)回転方向 

図 3－1 杭頭インピーダンス（NS 方向） 
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(a)水平方向 

 

 

(b)回転方向 

図 3－2 杭頭インピーダンス（EW 方向） 
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図 3－3 杭頭インピーダンス（鉛直方向） 

 

 

表 3－1 地盤ばね定数 

ばねの種類 NS 方向 EW 方向 鉛直方向 

水平地盤ばね H
k (kN/m) 1.81×106 1.65×106 ― 

回転地盤ばね R
k  (kN･m/rad) 7.12×108 6.42×108 ― 

鉛直地盤ばね V
k  (kN/m) ― ― 1.98×107 
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1. 概要 

  本資料は，格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）の基礎スラブに作用する

地震荷重の入力方法について示すものである。 
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2. 地震荷重の入力方法 

  装置基礎の基礎スラブの応力解析にあたっては，FEM モデルに入力する地震荷重として，水平

地震力及び鉛直地震力を考慮する。なお，FEM モデルについては，評価対象である基礎スラブに

加え，上部構造物からの地震荷重及び拘束効果を適切に評価するため，構造物全体をモデル化し

ている。 

  構造物の地震荷重の入力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果を考慮し，FEM モデル

の基礎スラブ底面ばね（地盤ばね反力）並びに基礎スラブ上端質点位置での最大応答せん断力，

最大応答曲げモーメント及び最大応答軸力が地震応答解析結果と等価になるように設定する。 

具体的には，FEM モデルに入力する水平地震力のうち，耐震壁に作用する地震荷重は，FEM モデ

ルにおける耐震壁上端レベルの各節点に支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。基

礎スラブに作用する地震荷重は，地震応答解析より求まる杭のせん断力から，耐震壁より作用す

る水平荷重を差し引いた値を，FEM モデルの基礎スラブの各節点に支配面積に応じて分配し，節

点荷重として入力する。 

曲げモーメントについては，地震応答解析により求まる最大応答曲げモーメントと FEM モデル

に作用した水平荷重により発生する曲げモーメントの差分（以下「付加曲げモーメント」という。）

を考慮する。耐震壁に作用する付加曲げモーメントは，基礎スラブの節点のうち耐震壁直下の節

点に支配面積と中心位置からの距離に応じて鉛直方向の偶力に置換して分配し，節点荷重として

入力する。基礎スラブに作用する付加曲げモーメントは，地震応答解析より求まる杭の軸力を用

いて算出した曲げモーメントから耐震壁より作用する曲げモーメントを差し引いた値を，FEM モ

デルの基礎スラブの各節点に支配面積と中心位置からの距離に応じて鉛直方向の偶力に置換して

分配し，節点荷重として入力する。 

鉛直地震力のうち，耐震壁に作用する地震荷重は，FEM モデルにおける耐震壁上端レベルの各

節点に支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。基礎スラブに作用する地震荷重は，

地震応答解析より求まる杭の軸力から，耐震壁より作用する鉛直力を差し引いた値を，FEM モデ

ルの基礎スラブの各節点に支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。 

フィルタ装置の地震荷重の入力は，フィルタ装置の設計用震度に基づき設定する。 

具体的には，水平地震力はフィルタ装置を支持する範囲の要素に水平方向の分布荷重として入

力する。 

曲げモーメントについては，フィルタ装置の水平地震力及び重心位置に基づき設定する。曲げ

モーメントは，基礎スラブの要素のうちフィルタ装置を支持する範囲の要素に要素の面積と中心

位置からの距離に応じて鉛直方向の偶力に置換して分配し，鉛直方向の分布荷重として入力する。 

鉛直地震力については，フィルタ装置を支持する範囲の要素に鉛直方向の分布荷重として入力

する。 

  FEM モデルに入力する地震荷重の概念図を図 2－1 及び図 2－2 に示す。FEM モデルに入力する

水平地震力，付加曲げモーメント及び鉛直地震力の概要を図 2－3～図 2－12 に示す。 
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  Ｑ1 ：地震応答解析による最大応答せん断力 

  Ｑpｉ ：地震応答解析による杭の応答せん断力 

  Ｑp ：地震応答解析による基礎スラブ底面の最大応答せん断力 

  Ｍ1 ：地震応答解析による最大応答曲げモーメント 

  Ｖpｉ ：地震応答解析による杭の応答軸力 

  Ｍp ：地震応答解析による基礎スラブ底面の最大応答曲げモーメント 

  Ｐｉ ：FEM に入力する水平荷重 

  Ｍ’ｉ ：FEM に入力した水平荷重により発生する曲げモーメント 

  Ｍ’C ：FEM に入力した水平荷重により基礎スラブ中心位置に発生する曲げモーメント 

  Ｍ”ｉ ：FEM に入力する付加曲げモーメント 

 （最大応答曲げモーメントと水平荷重により発生する曲げモーメントの差分） 

 

(a) 水平地震力 

図 2－1 FEM モデルに入力する構造物の地震荷重の概念図（1/2） 
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Ｖpi
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■付加曲げモーメントＭ"の算出
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■水平力Ｐの算出
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Ｑpi

Ｐ2=Ｑ -Ｑ1p
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p
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  Ｖ1 ：地震応答解析による最大応答軸力 

  Ｖpｉ ：地震応答解析による杭の応答軸力 

  Ｖp ：地震応答解析による基礎スラブ底面の最大応答軸力 

  Ｐｉ ：FEM に入力する鉛直力 

 

(b) 鉛直地震力 

 

図 2－1 FEM モデルに入力する構造物の地震荷重の概念図（2/2） 

  

Ｐ1

Ｖpi

Ｖ1

Ｐ2

Ｐ1=Ｖ1

Ｐ2=Ｖ -Ｖ1
Ｖ =ΣＶp pi

p

■鉛直力Ｐの算出
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  αｈ ：フィルタ装置の設計用水平震度 

  Ｗ ：フィルタ装置の重量 

  Ｈｇ ：基礎スラブ中心からフィルタ装置重心までの高さ 

  ｔ ：基礎スラブの厚さ 

  Ｐ1 ：FEM に入力する水平荷重 

  Ｍ1 ：FEM に入力する曲げモーメント 

 

(a) 水平地震力 

 

 

  αｖ ：フィルタ装置の設計用鉛直震度 

  Ｗ ：フィルタ装置の重量 

  Ｐ1 ：FEM に入力する鉛直荷重 

 

(b) 鉛直地震力 

図 2－2 FEM モデルに入力するフィルタ装置の地震荷重の概念図 

  

▽フィルタ装置の重心高さ

Ｈｇ

水平震度αｈ

重量Ｗ

Ｍ1 ｔ/2
ｔ

Ｐ1

■水平力Ｐ1の算出
　　Ｐ1＝αｈ×Ｗ

■曲げモーメントＭ1の算出
　　Ｍ1＝Ｐ1×Ｈｇ

鉛直震度αｖ

重量Ｗ Ｐ1

■鉛直力Ｐ1の算出
　　Ｐ1＝αｖ×Ｗ
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(a) 断面荷重図 

 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

 

図 2－3 FEM モデルに入力する水平地震力（NS 方向） 

  

(PN) 

地震荷重加力方向 
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(a) 断面荷重図 

 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

 

図 2－4 FEM モデルに入力する水平地震力（EW 方向）  

地震荷重加力方向 
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(a) 断面荷重図 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

図 2－5 FEM モデルに入力する付加曲げモーメント（NS 方向） 

 

 

 

 

(a) 断面荷重図 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

図 2－6 FEM モデルに入力する付加曲げモーメント（EW 方向） 

(PN) 

分布荷重 

節点荷重 

分布荷重 

節点荷重 

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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(a) 断面荷重図 

 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

 

図 2－7 FEM モデルに入力する鉛直地震力 

  

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 



 

別紙 2-10 

 

 

図 2－8 FEM モデルに入力するフィルタ装置の水平地震力（NS 方向） 

 

 

 

(a) 断面荷重図 

 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

 

図 2－9 FEM モデルに入力するフィルタ装置の曲げモーメント（NS 方向） 

 

  

(PN) 

分布荷重 

地震荷重加力方向 
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図 2－10 FEM モデルに入力するフィルタ装置の水平地震力（EW 方向） 

 

 

 

(a) 断面荷重図 

 

 

(b) 鳥瞰荷重図 

図 2－11 FEM モデルに入力するフィルタ装置の曲げモーメント（EW 方向） 

  

分布荷重 

地震荷重加力方向 
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図 2－12 FEM モデルに入力するフィルタ装置の鉛直地震力 

 

 

地震荷重加力方向 



 
 

 

 

 

 

 

 

別紙 3 応力解析における断面の評価部位の選定 
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1. 概要 

  本資料は，格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）の基礎スラブの応力解析

における断面の評価部位の選定に関し，工認記載の断面の評価要素の選定結果について示すもの

である。 
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2. 断面の評価部位の選定 

  装置基礎の基礎スラブの荷重の組合せケースを表 2－1に，基礎スラブの配筋一覧を表 2－2 及

び表 2－3に，せん断補強筋の配筋領域を図 2－1に示す。 

  装置基礎の面外せん断力の検討においては，開口部の範囲を除く遮蔽壁直下の要素を評価対象

外とする。ただし，B通りの開口部については，基礎スラブ上端から開口下端までの高さが 3300mm

あることから，当該開口部直下の基礎スラブの面外変形は十分に拘束されると判断できるため，

評価対象外とする。また，装置基礎においては，基礎スラブ厚さに対して杭と遮蔽壁の間隔が狭

く，せん断スパン比が 1 以下であることから，遮蔽壁からの地震力は基礎スラブ内でアーチ作用

により斜めに伝わる圧縮力として杭へ流れる。そのため，遮蔽壁と杭の間の要素のうち，遮蔽壁

からの距離が基礎スラブ厚の 1/2 に包絡される要素についても，面外せん断力の評価対象外とす

る。面外せん断力の評価対象外範囲を図 2－2に示す。 

  各評価項目の検定値一覧を表 2－4 に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価

結果を図 2－3 に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの応力コンター図を図 2－4

に示す。 
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表 2－1 荷重の組合せケース 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1 

1.0：0.4 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＷＥ－0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
2 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
3 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＥＷ－0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
4 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
5 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＳＮ－0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
6 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
7 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＮＳ－0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
8 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
9 

0.4：1.0 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＷＥ－1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
10 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
11 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＥＷ－1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
12 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
13 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＳＮ－1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
14 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
15 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＮＳ－1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
16 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ＋ＢＬ 
17 

1.0：0.4 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＷＥ－0.4ＳｓＵＤ 
18 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＷＥ＋0.4ＳｓＵＤ 
19 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＥＷ－0.4ＳｓＵＤ 
20 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＥＷ＋0.4ＳｓＵＤ 
21 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＳＮ－0.4ＳｓＵＤ 
22 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＳＮ＋0.4ＳｓＵＤ 
23 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＮＳ－0.4ＳｓＵＤ 
24 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋1.0ＳｓＮＳ＋0.4ＳｓＵＤ 
25 

0.4：1.0 

上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＷＥ－1.0ＳｓＵＤ 
26 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＷＥ＋1.0ＳｓＵＤ 
27 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＥＷ－1.0ＳｓＵＤ 
28 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＥＷ＋1.0ＳｓＵＤ 
29 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＳＮ－1.0ＳｓＵＤ 
30 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＳＮ＋1.0ＳｓＵＤ 
31 上向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＮＳ－1.0ＳｓＵＤ 
32 下向き Ｇ＋Ｅ＋Ｐｓ＋0.4ＳｓＮＳ＋1.0ＳｓＵＤ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｅ ：機器荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

ＳｓＷＥ ：水平地震荷重（W→E入力，EW 方向） 

ＳｓＥＷ ：水平地震荷重（E→W入力，EW 方向） 

ＳｓＳＮ ：水平地震荷重（S→N入力，NS 方向） 

ＳｓＮＳ ：水平地震荷重（N→S入力，NS 方向） 

ＳｓＵＤ ：鉛直地震荷重 

ＢＬ ：浮力 
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表 2－2 装置基礎の基礎スラブの配筋（主筋） 

スラブ厚 

(m) 
方向 位置 設計配筋 

断面積 

(mm2/m) 

2.5 

NS 
上ば筋 2-D38@200 11400 

下ば筋 2-D38@200 11400 

EW 
上ば筋 2-D38@200 11400 

下ば筋 2-D38@200 11400 

 

 

表 2－3 装置基礎の基礎スラブの配筋（せん断補強筋） 

 鉄筋 ピッチ 
断面積 

（mm2／m2） 

領域 A D25 @400×@400 3169 

領域 B D25 @400×@200 6338 

 

 

（単位：m）      

図 2－1 装置基礎の基礎スラブの配筋領域（せん断補強筋） 
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               （単位：m） 

(b)A-A 断面図 

図 2－2 面外せん断力評価対象外範囲 

  

A A 

(a)平面図 

基礎スラブ 

遮蔽壁 

アーチ作用 

PN
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表 2－4 各評価項目の検定値一覧 

項目 方向 要素番号 
荷重 

ケース 
検定値 

軸力 
＋ 

曲げモーメント 
＋ 

面内せん断力 

NS 1319 24 0.549 

EW 3120 18 0.522 

面外せん断力 

NS 1604 24 0.759 

EW 3120 20 0.706 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

 

 

 

図 2－3 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

　要素番号 3120

  軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力

　ケース 18

　EW方向
　検定値：0.522

A

C

1 2

B

PN

　要素番号 3120

  面外せん断力
　ケース 20

　EW方向

　検定値：0.706

　要素番号 1604

  面外せん断力

　ケース 24
　NS方向

　検定値：0.759

　要素番号 1319

  軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力

　ケース 24

　NS方向
　検定値：0.549
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（単位：kN/m） 

面外せん断力（NS 方向，ケース 24） 

 

図 2－4 断面算定部位の選定に関する荷重組合せケースの応力コンター図 

 

 

PN
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（参考資料１）杭の周面摩擦力を考慮しない鉛直支持力を用いた評価結果 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-2-14「格納容器圧力逃がし装置基礎の耐震性についての計算書」に

おいて用いる杭の極限支持力及び極限引抜き抵抗力の設定方法を示すものである。 

 

2. 杭の極限支持力の設定 

格納容器圧力逃がし装置基礎（以下「装置基礎」という。）において，杭の極限支持

力は「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説」（（社）日本道路協会，平成

14 年 3 月）（以下「道路橋示方書」という。）に基づき，以下①及び②から設定する。 

 

①地盤から決まる極限支持力 

②杭体から決まる極限支持力 

 

2.1 地盤から決まる極限支持力 

地盤から決まる極限支持力の評価式を以下に，極限支持力の算定に用いる諸元と

算定結果を表 2－1 に示す。 

 

iidu fLUAqR   

 

ここで， 

uR ：地盤から決まる杭の極限支持力（kN） 

dq ：杭先端における単位面積あたりの極限鉛直支持力度（kN/m2） 

A：杭先端面積（m2） 

U ：杭の周長（m） 

iL ：周面摩擦力を考慮する層の層厚（m） 

if ：周面摩擦力を考慮する層の最大周面摩擦力度であり，杭の施工方法及び地

盤種別により，標準貫入試験の N 値及び地盤の粘着力を用いて定められる。

装置基礎に用いる場所打ち鋼管コンクリート杭では，施工時に鋼管の外周

面にグラウトを充填することから，地盤との摩擦面は場所打ち杭と同等で

ある。このため，𝑓は場所打ち杭工法の値を参考に，砂質土の場合は 5N

（≦200）（kN/m2），粘性土の場合は c 又は 10N（≦150）（kN/m2）とする（N

は標準貫入試験の N 値，c は地盤の粘着力）。ここで， N 値は装置基礎直下

地盤の地盤調査結果に基づき，各層の平均 N 値とする。場所打ち鋼管コン

クリート杭の施工手順を図 2－1 に示す。 

 

なお，周面摩擦力を考慮せずに設定した極限支持力を用いた鉛直支持力の評価結

果を（参考資料１）に示す。  
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表 2－1 地盤から決まる極限支持力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

地盤から決まる極限支持力 Ru（kN） 24360 

杭先端における単位面積あたりの極限鉛直支持力度 qd（kN/m2） 6178 

杭先端面積 A（m2） 1.131 

杭の周長 U（m） 3.770 

周面摩擦力を考慮する層の 

最大周面摩擦力度 fi（kN/m2） 

新期砂層(1) 

（T.M.S.L.  9.5m～T.M.S.L.  7.3m） 
95 

新期砂層(2) 

（T.M.S.L.  7.3m～T.M.S.L. -3.5m） 
195 

古安田層 

（T.M.S.L. -3.5m～T.M.S.L.-10.6m） 
150 

西山層 

（T.M.S.L.-10.6m～T.M.S.L.-18.8m） 
150 
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2.2 杭体から決まる極限支持力 

杭体から決まる極限支持力の評価式を以下に，極限支持力の算定に用いる諸元と

算定結果を表 2－2 に示す。 

 

0 .8 5P U c k c y sR A A    

 

ここで， 

PUR  ：杭体から決まる極限支持力（kN） 

ck  ：コンクリートの設計基準強度（kN/m2） 

cA  ：コンクリートの断面積（m2） 

y  ：鋼材の降伏点（kN/m2） 

sA  ：鋼材の断面積（m2） 

 

表 2－2 杭体から決まる極限支持力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

杭体から決まる極限支持力 RPU（kN） 49960 

コンクリートの設計基準強度σck（kN/m2） 24000 

コンクリートの断面積 Ac（m2） 1.039 

鋼材の降伏点σy（kN/m2） 325000 

鋼材の断面積 As（m2）＊ 0.08852 

注記＊：鋼管の腐食代 1mm を考慮した値 

 

 

2.3 杭の極限支持力 

杭の極限支持力を表 2－3 に示す。 

 

表 2－3 杭の極限支持力 

（単位：×103kN）  

地盤から決まる極限支持力 杭体から決まる極限支持力 杭の極限支持力 

24.4 50.0 24.0 
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3. 杭の極限引抜き抵抗力の設定 

装置基礎において，杭の極限引抜き抵抗力は「道路橋示方書」に基づき，以下①及び

②から設定する。 

 

①地盤から決まる極限引抜き抵抗力 

②杭体から決まる極限引抜き抵抗力 

 

3.1 地盤から決まる極限引抜き抵抗力 

地盤から決まる極限引抜き抵抗力の評価式を以下に，極限引抜き抵抗力の算定に

用いる諸元と算定結果を表 3－1 に示す。 

 

u UP P W   

U i iP U L f   

 

ここで， 

uP  ：杭の有効重量を考慮した地盤から決まる杭の極限引抜き抵抗力（kN） 

W  ：杭の有効重量（kN） 

UP  ：地盤から決まる杭の極限引抜き抵抗力（kN） 

U  ：杭の周長（m） 

iL  ：周面摩擦力を考慮する層の層厚（m） 

if  ：周面摩擦力を考慮する層の最大周面摩擦力度であり，杭の施工方法及び地

盤種別により，標準貫入試験の N 値及び地盤の粘着力を用いて定められる。

装置基礎に用いる場所打ち鋼管コンクリート杭では，施工時に鋼管の外周

面にグラウトを充填することから，地盤との摩擦面は場所打ち杭と同等で

ある。このため，𝑓は場所打ち杭工法の値を参考に，砂質土の場合は 5N

（≦200）（kN/m2），粘性土の場合は c 又は 10N（≦150）（kN/m2）とする（N

は標準貫入試験の N 値，c は地盤の粘着力）。ここで，N 値は装置基礎直下

地盤の地盤調査結果に基づき，各層の平均 N 値とする。場所打ち鋼管コン

クリート杭の施工手順については図 2－1 に示したとおりである。 
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表 3－1 地盤から決まる極限引抜き抵抗力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

杭の有効重量を考慮した地盤から決まる極限引抜き抵抗力 Pu（kN） 17830 

地盤から決まる極限引抜き抵抗力 PU（kN） 17380 

杭の有効重量 W（kN） 454 

杭の周長 U（m） 3.770 

周面摩擦力を考慮する層の 

最大周面摩擦力度 fi（kN/m2） 

新期砂層(1) 

（T.M.S.L.  9.5m～T.M.S.L.  7.3m） 
95 

新期砂層(2) 

（T.M.S.L.  7.3m～T.M.S.L. -3.5m） 
195 

古安田層 

（T.M.S.L. -3.5m～T.M.S.L.-10.6m） 
150 

西山層 

（T.M.S.L.-10.6m～T.M.S.L.-18.8m） 
150 
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3.2 杭体から決まる極限引抜き抵抗力 

杭体から決まる極限引抜き抵抗力の評価式を以下に，極限引抜き抵抗力の算定に用

いる諸元と算定結果を表 3－2 に示す。 

 

P U y sP A  

 

ここで， 

P UP  ：杭体から決まる極限引抜き抵抗力（kN） 

y  ：鋼材の降伏点（kN/m2） 

sA  ：鋼材の断面積（m2） 

 

表 3－2 杭体から決まる極限引抜き抵抗力の算定に用いる諸元と算定結果 

項目 算定結果 

杭体から決まる極限引抜き抵抗力 RPU（kN） 28760 

鋼材の降伏点σy（kN/m2） 325000 

鋼材の断面積 As（m2）＊ 0.08852 

注記＊：鋼管の腐食代 1mm を考慮した値 

 

 

3.3 杭の極限引抜き抵抗力 

杭の極限引抜き抵抗力を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 杭の極限引抜き抵抗力 

（単位：×103kN）  

地盤から決まる 

極限引抜き抵抗力 

杭体から決まる 

極限引抜き抵抗力 
杭の極限引抜き抵抗力 

17.8 28.8 17.0 

 



 

（参考）1－1 

（参考資料１）杭の周面摩擦力を考慮しない鉛直支持力を用いた評価結果 

 

1. 概要 

装置基礎の杭の評価は，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」の補足説明資料

「地盤の支持性能について」に基づき，杭頭の発生軸力により評価を行っている。本資

料は，参考用に周面摩擦力を考慮しない極限支持力と杭先端軸力を用いて評価した結果

を示す。 

 

2. 評価方法 

杭の周面摩擦力を考慮しない極限支持力は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造

編）・同解説」（（社）日本道路協会，平成14年3月）に示される地盤から決まる極限支持

力の評価式のうち，周面摩擦力に関する項を無視した下式により算定する。 

 

pu dR q A  

 

ここで， 

puR ：地盤から決まる杭先端の極限支持力（kN） 

dq ：杭先端における単位面積あたりの極限鉛直支持力度（kN/m2） 

A：杭先端面積（m2） 

 

極限支持力に周面摩擦力を考慮しないため，鉛直支持力の評価には杭頭軸力ではなく

杭先端軸力を用いる。評価対象は，Ⅴ-2-2-13「格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応

答計算書」の補足説明資料「格納容器圧力逃がし装置基礎の地震応答計算書に関する補

足説明資料」の別紙3－2「材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果」において，

杭頭の最大応答軸力が最も大きくなるケース3（地盤剛性－σ）のSs-2の杭番号2401と

する。 

  



（参考）1－2 

3. 評価結果 

杭先端の最大応答軸力及び評価結果を表3－1に示す。検定値が1.0を超えないことを

確認した。 

 

表3－1 杭先端の最大応答軸力及び評価結果  

杭 

番号 

杭先端の 

最大応答軸力 

（×103kN） 

杭先端における 

単位面積あたりの 

極限鉛直支持力度 

qd（kN/m2） 

杭先端 

面積 

A（m2） 

杭先端 

極限支持力 

Rpu（×103kN） 

検定値 

2401 5.03 6178 1.131 6.98 0.721 
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1. 概要 

柏崎刈羽原子力発電所の格納容器圧力逃がし装置基礎は，24本の場所打ち鋼管コンク

リート杭で支持されている。杭頭部は，杭を基礎スラブに杭径分（1200mm）の長さを埋

め込むことで基礎スラブへの定着を行っている。本資料は，地震応答解析で得られた杭

頭軸力，杭頭せん断力及び杭頭曲げモーメントに対する定着部の検討結果を説明するも

のである。 

杭頭接合部の検討は「建築基礎構造設計指針」（（社）日本建築学会，2001改定）及び

「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（（社）日本建築学会，1999改定）に基づき

実施する。 
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2. 杭の鉛直力に対する検討 

2.1 鉛直押抜きせん断の検討 

基礎スラブの鉛直押抜きせん断応力度τの検討は下式により行う。考慮する破壊面

は，鉛直押抜き力が一番大きく，せん断抵抗の小さい基礎スラブ隅角部とする。概略

図を図2－1に，検討結果を表2－1に示す。 

τ＝Ｐ／｛π(Ｄ＋h)h･(θ/360)｝≦τu 

ここで， 

Ｐ ：杭の鉛直押抜き力（N） 

Ｄ ：杭径（mm） 

h ：杭頭から基礎スラブ上面までの距離（mm） 

θ ：せん断抵抗として考慮できる角度（°） 

τu ：せん断強度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 杭の押抜きせん断の概要 
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表 2－1 鉛直押抜きせん断応力度に対する検討 

杭番号 

鉛直 

押抜き力Ｐ 

(×103N) 

杭径 

Ｄ 

(mm) 

h 

 

(mm) 

θ 

 

(°) 

せん断応力度 

τ 

(N/mm2) 

せん断強度 

τu
＊ 

(N/mm2) 

 

τ/τu 

2401 10400 1200 1300 227 1.62 2.19 0.740 

注記＊：平成 12 年建設省告示第 1450 号に基づく。 
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2.2 鉛直支圧の検討 

杭頭における基礎スラブの鉛直支圧応力度σnの検討は下式により行う。考慮する

支圧面は，図2－1と同様に鉛直押抜き力が一番大きくなる基礎スラブ隅角部を対象と

する。検討結果を表2－2に示す。 

σn＝Ｐ/(πＤ2/4)≦σu 

ここで， 

Ｐ ：鉛直支圧力（N）（杭の鉛直押抜き力と同じ値） 

Ｄ ：杭径（mm） 

σu ：支圧強度（N/mm2） 

 

表 2－2 鉛直支圧応力度に対する検討 

杭番号 

鉛直支圧力 

Ｐ 

(×103N) 

杭径 

Ｄ 

(mm) 

支圧応力度 

σn 

(N/mm2) 

支圧強度 

σu 

(N/mm2) 

 

σn/σu 

2401 10400 1200 9.20 24.0 0.384 
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3. 杭の引抜きに対する検討 

基礎スラブの引抜きせん断応力度τの検討は下式により行う。考慮する破壊面は，引

抜き力が一番大きい基礎スラブ隅角部とする。概略図を図3－1に，検討結果を表3－1に

示す。 

τ＝Ｐu／｛π(Ｄ＋h')h'｝≦τu 

ここで， 

Ｐu ：杭の引抜き力（N） 

Ｄ ：杭径（mm） 

h' ：リングプレート中段下端から基礎スラブ底面までの距離（mm） 

τu ：せん断強度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－1 杭の引抜きせん断の概要 
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表 3－1 引抜きせん断応力度に対する検討 

杭番号 

杭の 

引抜き力Ｐu 

(×103N) 

杭径 

Ｄ 

(mm) 

h' 

 

(mm) 

せん断応力度 

τ 

(N/mm2) 

せん断強度 

τu
＊ 

(N/mm2) 

 

τ/τu 

601 9910 1200 850 1.81 2.19 0.827 

注記＊：平成12年建設省告示第1450号に基づく。 
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4. 杭の水平力に対する検討 

4.1 水平押抜きせん断の検討 

基礎スラブの水平押抜きせん断応力度τhの検討は下式により行う。考慮する破壊

面は，水平押抜き力が一番大きくなる基礎スラブ隅角部を対象とする。概略図を図4

－1に，検討結果を表4－1に示す。 

τh＝Ｑ/{d1(2･Ｌ+Ｄ+2･d1)}≦τu 

ここで， 

Ｑ ：水平押抜き力（N） 

Ｄ ：杭径（mm） 

Ｌ ：杭の基礎スラブへの定着長（mm） 

d1 ：杭縁から基礎スラブ縁までの最小距離（mm） 

τu ：せん断強度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 杭の水平押抜きせん断の概要 
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表 4－1 水平押抜きせん断応力度に対する検討 

杭番号 

水平押抜き力 

Ｑ 

(×103N) 

d1 

 

(mm) 

杭径 

Ｄ 

(mm) 

杭定着長 

Ｌ 

(mm) 

せん断応力度 

τh 

(N/mm2) 

せん断強度 

τu
＊ 

(N/mm2) 

 

τh/τu 

1901 5070 550 1200 1200 1.96 2.19 0.895 

注記＊：平成12年建設省告示第1450号に基づく。 
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4.2 水平支圧の検討 

杭頭における基礎スラブの水平支圧応力度σnの検討は下式により行う。考慮する

支圧面は，図2－1と同様に水平押抜き力が一番大きくなる基礎スラブ隅角部を対象と

する。検討結果を表4－2に示す。 

σn＝Ｑ/(Ｄ･Ｌ)≦σu 

ここで， 

Ｑ ：水平支圧力（N）（水平押抜き力と同じ値） 

Ｄ ：杭径（mm） 

Ｌ ：杭の基礎スラブへの定着長（mm） 

σu ：支圧強度（N/mm2） 

 

表 4－2 水平支圧応力度に対する検討 

杭番号 

水平支圧力 

Ｑ 

(×103N) 

杭径 

Ｄ 

(mm) 

杭定着長 

Ｌ 

(mm) 

支圧応力度 

σn 

(N/mm2) 

支圧強度 

σu 

(N/mm2) 

 

σn/σu 

1901 5070 1200 1200 3.52 24.0 0.147 
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4.3 曲げモーメントの検討 

基礎スラブの曲げモーメントＭの検討は下式により行う。杭頭の曲げモーメントが

一番大きくなる基礎スラブ隅角部を対象に，図4－2に示す方法で曲げモーメントを検

討する。検討結果を表4－3に示す。 

Ｍ≦Ｍp=sＭp+tＭp 

sＭp=σu(Ｄ･Ｌ2/4)+ τu(π･Ｄ･Ｌ/4)･d’ 

tＭp=sin3θ･(Ｄ3･σu)/12 

ここで， 

Ｍp ：杭全体の終局抵抗モーメント（N・mm） 

sＭp ：杭側面におけるコンクリートの終局抵抗モーメント（N・mm） 

tＭp ：杭上面におけるコンクリートの終局抵抗モーメント（N・mm） 

Ｄ ：杭径（mm） 

Ｌ ：杭の基礎スラブへの定着長（mm） 

θ ：ＭとＮから決まる圧縮コンクリートの範囲を示す回転角（°） 

σu ：支圧強度（N/mm2） 

τu ：せん断強度（N/mm2） 

d’ ：円弧重心距離で，4Ｄ/(3π)（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 曲げモーメントの概要 
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表 4－3 曲げモーメントに対する検討 

杭番号 

杭頭軸力 

 

Ｎ 

(×103N) 

杭頭曲げ 

モーメント 

Ｍ 

(×106N･mm) 

回転角 

 

θ 

(°) 

側面抵抗 

モーメント 

sＭp 

(×106N･mm) 

上面抵抗 

モーメント 

tＭp 

(×106N･mm) 

終局抵抗 

モーメント 

Ｍp 

(×106N･mm) 

検定値 

 

Ｍ/Ｍp 

 

1901 6660 13100 65.7 11600 2620 14220 0.922 

 

        
 

101 701 1301 1901

201 801 1401 2001

301 901 1501 2101

401 1001 1601 2201

501 1101 1701 2301

601 1201 1801 2401

14600

1
5
1
0
0

杭番号（杭頭の要素番号） 

Y(EW)

X(NS)

Z
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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-2-16「緊急時対策所の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を以下

に示す。 
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1. 概要 

本資料は，5 号機原子炉建屋基礎スラブの既工認時及び今回工認時の応力解析モデル及び手法

の比較を示すものである。 
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2. 応力解析モデル及び手法の比較 

5 号機原子炉建屋の応力解析モデル及び手法の比較を表 2－1に示す。また，今回工認時の応力

解析モデルを図 2－1に示す。 

比較に用いる既工認時の応力解析モデル及び手法は，昭和 58 年 8 月 22 日付け 58 資庁第 9522

号にて認可された工事計画の添付資料「Ⅳ-1-3 原子炉格納施設の基礎に関する説明書」（以下「既

工認」という。）のものである。
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表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（5号機原子炉建屋基礎スラブ） 

項目 内容 既工認 今回工認 備考 

解析手法 ・3次元 FEMモデルを用いた応力解析（弾性解析） ・同左 － 

解析コード ・ＮＡＳＴＲＡＮ ・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ － 

モ 

デ 

ル 

モデル化範囲 

（基礎スラブモデル部分） 

・基礎スラブ 

（上部構造モデル部分） 

・基礎スラブより立ち上がる耐震壁 

・同左 ① 

材料物性 

検討時の各規準，コンクリートの設計基準強度に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数：Ｅ＝2.06×104N/mm2 (SI換算) 

・コンクリートのポアソン比：ν＝0.167 

適用規準等の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数：Ｅ＝2.48×104N/mm2 

・コンクリートのポアソン比：ν＝0.2 

② 

③ 

④ 

要素種別 
・基礎スラブ：シェル要素 

・耐震壁：はり要素 
・同左 － 

境界条件 

・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは，浮上りを考慮 

・側面の水平ばねは考慮せず 

・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは，浮上りを考慮 

・側面の水平ばねを考慮 

⑤ 

非線形特性 ・考慮しない ・同左 － 

地震荷重との 

組合せ 

ＶＬ＋Ｏ＋Ｓ＋ＳＯＥ 

ＶＬ：鉛直荷重（固定荷重，機器荷重，配管荷重，積載荷重，積雪荷重，浮力） 

Ｏ：通常運転時荷重 

Ｓ：地震荷重 

ＳＯＥ：地震時土圧 

ＶＬ＋Ｓｓ＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

ＶＬ：鉛直荷重（固定荷重，機器荷重，配管荷重，積載荷重，積雪荷重） 

Ｓｓ：地震荷重 

ＳＯＥ：地震時土圧 

ＢＬ：浮力 

⑥ 

荷 

重 

の 

設 

定 

固定荷重 ・構造体の自重を考慮 ・同左 － 

地震荷重 
・基礎自体の物体力及び基礎上端面における上部構造からの地震力（転倒モー

メント，水平力，鉛直力）を入力 
・同左 － 

地震時土圧荷重 

Ｐａ＝0.763・γ・ｈ 

  γ ：土の単位体積重量（t/m3） 

  ｈ ：地表面からの深度（m） 

常時土圧 

Ｐ0＝0.5・γ・ｈ 

  γ ：土の単位体積重量（kN/m3） 

  ｈ ：地表面からの深度（m） 

地震時増分土圧 

・（加力側）Ｐａ＝0.6・ｒ・ρ・Ｈａ・αmax 

・（支持側）Ｐｓｉ=βｉ・Ｆ／（Ｂ・Ｈｉ） 

  ｒ ：埋戻し土部分の補正係数 

  ρ ：地盤一般部の密度（×103kg/m3） 

  Ｈａ ：地盤一般部の厚さ（m） 

  αmax ：地表面の最大加速度（m/s2） 

  βｉ ：建物・構築物の慣性力に対する側方地盤部ｉ層の分担率 

  Ｆ ：建物・構築物の慣性力（kN） 

  Ｂ ：建物・構築物の奥行幅（m） 

  Ｈｉ ：ｉ層の厚さ（m） 

 

⑦ 
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地震時土圧 

Ｐ＝Ｐ0＋max(Ｐａ，Ｐｓ) 

評価 

方法 
応力解析 ・発生応力が許容応力度を超えないことを確認。 

・鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力が評価基準値を超えない

ことを確認 
⑧ 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

① 壁のモデル化範囲，開口部等の扱いについては，別紙 2「応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方」に示す。 

② コンクリートのヤング係数及びせん断弾性係数については，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－」（(社)日本建築学会，1999改定）に基づき再計算。 

③ 「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－」（（社）日本建築学会，2005改定）に基づき設定。 

④ コンクリートのヤング係数を算出するための圧縮強度は実強度，断面の評価のための圧縮強度は設計基準強度を採用。 

⑤ 今回工認では地震応答解析モデルと整合させた境界条件を設定。 

⑥ 浮力について，既工認と今回工認で凡例の記載が異なっているが，浮力算定時の地下水位面の設定は変更していない。 

⑦ 「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）日本電気協会）に基づき再計算し，詳細は図 2－2に示す。 

⑧ 「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格」（（社）日本機械学会,2003）（以下「CCV 規格」という。），「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（（社）日本建

築学会,2005制定）に基づき評価する。鉄筋及びコンクリートのひずみ算定においては，エネルギ一定則に基づいた等価ひずみを算定する。詳細は図 2－3～図 2－4に示す。 
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（単位：m）  

図 2－1 応力解析モデル図 
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(1) 地震時土圧荷重の算定方法 

図 2－2 に地震時土圧荷重の算定方法を示す。地震時土圧荷重は，「原子力発電所耐震設計技

術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会）」に基づき，常時土圧に地震時増

分土圧を加えて算定した地震時土圧を包絡させて設定する。 

地震時増分土圧は，建物・構築物に対し加力側に作用する地震時増分土圧と建物・構築物を支

える支持側の地震時増分土圧を算定し，加力側増分土圧及び支持側増分土圧を包絡した値とする。 

地震時土圧荷重は，基本ケース及びパラスタケースごとに算定した地震時土圧を包絡するよう

に設定する。 
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(a) NS方向 

 

 

(b) EW方向 

注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

 

図 2－2 地震時土圧荷重の算定方法 

  

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 200 400 600 800 1,000 1,200

標
高

T
.M

.
S.

L
.(

m
)

土圧 （kN/m2）

基礎スラブ下端

基礎スラブ上端

B3F

B2F

1F

B1F
埋
戻
土

古
安
田
層

西
山
層

T.M.S.L(m) 決定ケース

12.0～0.0

0.0～-9.0

-9.0～-24.0

Ss-1 ケース2

Ss-1 ケース5

Ss-1 ケース2

Ss-8 ケース3

Ss-1 ケース2

地震時土圧包絡値

Ss-1 ケース5

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 200 400 600 800 1,000 1,200

標
高

T
.M

.
S.

L
.(

m
)

土圧 （kN/m2）

基礎スラブ下端

基礎スラブ上端

B3F

B2F

1F

B1F

埋
戻
土

古
安
田
層

西
山
層

T.M.S.L(m) 決定ケース

12.0～0.0

0.0～-9.0

-9.0～-24.0

Ss-1 ケース2

Ss-2 ケース1

Ss-1 ケース2

Ss-2 ケース1

Ss-1 ケース2

地震時土圧包絡値

Ss-2 ケース1



 

別紙 1-8 

(2) 基礎スラブの弾性応力解析における等価ひずみの採用について 

基礎スラブのコンクリート及び鉄筋のひずみ評価結果は，以下のとおりである。 

コンクリートひずみについては，別紙 4「応力解析における断面の評価部位の選定」に示すと

おり，コンクリート最大圧縮ひずみは要素番号 106の 530×10-6（許容限界 3000×10-6）であり，

最大圧縮ひずみにおいても許容限界に対して大きな余裕がある。なお，コンクリートのひずみコ

ンター図を図 2－3に示す。 

鉄筋ひずみについては，荷重の組合せ全 16ケースのうち，発生応力に対応するひずみが降伏

時ひずみ（1683×10-6）を超えるケースはなく，鉄筋の最大ひずみは要素番号 141 の 1018×10-6

（許容限界 5000×10-6）となっている。検定値が最大となる鉄筋のひずみコンター図を図 2－4

に示す。 

この結果より発生ひずみが降伏時ひずみを超える要素はなく，エネルギ一定則に基づく等価ひ

ずみによる断面評価を行うことは妥当であると考えられる。 

 

 

図 2－3 コンクリートのひずみコンター図 

（ケース 1） 
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図 2－4 鉄筋のひずみコンター図 

（ケース 5，鉄筋降伏時ひずみ：1683×10-6） 
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1. 概要 

  本資料は，5 号機原子炉建屋基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件

についての概要を示すものである。 
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2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

  5号機原子炉建屋基礎スラブの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2－1に

示す。 

 

  直接基礎の底面及び側面の地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。 

(1) 底面地盤ばね 

  ・水平ばね 

   振動アドミッタンス理論に基づく水平ばねより算出する。 

  ・鉛直ばね 

   基礎浮上りを考慮し，回転ばね反力として生じる転倒モーメントを適切に評価するため，振

動アドミッタンス理論に基づく回転ばねより算出する。 

 

(2) 側面地盤ばね 

  ・水平ばね 

   Novakの手法に基づく水平ばねにより算出する。 
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  有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊については，以下のとおり。 

 ・はり要素 

はり要素の場合は，曲げの変位関数が 3次で精度が高いため，基本的に要素分割の細分化

は不要であるが，部材の接合点間で変位情報出力や荷重入力がある場合には複数要素に細分

し，曲線部材がある場合はその曲線が直線近似できる程度の分割にすることが一般的である。

また，分布荷重がある場合や分布質量が関係する自重荷重などの計算では，要素分割するこ

とにより質量分布がより正確になり，解析結果の精度が向上する。更に，要素分割の細分化

により，変形図やモード図で構造物の変形状態を容易に把握することが可能となる。 

 

 ・シェル要素 

要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重状態より要素

分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2以下，その他の

領域や応力変化が少ない領域では，1：3程度までで，分割に際しては 4角形要素を利用して

格子状とするのが一般的である。曲面版構造の場合は，平板要素や軸対象シェル要素の大き

さは，集中荷重や不連続部を含む曲面部近傍では 2.5√(R/t)を 10～20 分割すると適切な応

力分布が求められ，構造物の半径（R）と板厚（t）が考慮されている。また，面内曲げ・軸

力及び面外のせん断や曲げを受ける部材のシェル要素の辺の長さは，シェルの広がり方向の

応力分布の状態から決まり，応力変化が大きい領域は要素を小さくする必要がある。 

 

注記＊：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE協会，2008年） 
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表 2－1 5号機原子炉建屋基礎スラブ（1/3） 

モデル概要 

〇モデル化範囲 

 ・基礎スラブ及び基礎スラブより立ち上がる T.M.S.L.-1.1m～T.M.S.L.-17.5mの耐震壁をモデ

ル化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル化範囲 

〇使用要素 

 ・基礎スラブ：シェル要素 

・耐震壁  ：はり要素 

 

〇要素分割 

・要素の一辺の長さを 3.0m程度とし，耐震壁の配置を考慮して分割する。 

 

モデル概要 
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モデル化範囲 

耐震壁による拘束を

表すはり要素 
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表 2－1 5号機原子炉建屋基礎スラブ（2/3） 

  

境界条件，拘束条件 

上部構造物と基礎スラブの境界 

・基礎スラブと上部構造物との境界部においては，上部構造物の剛性を考慮することで，基礎ス

ラブの応力・変形状態を評価する。 

・開口部については，要素の剛性を低減することで考慮する。 

・基礎スラブから立ち上がる独立柱については，その剛性を考慮しない。 

 

はり要素の剛性（断面性能） 

・軸剛性（軸断面積）        ：A＝t×h 

・曲げ剛性（断面二次モーメント）  ：I＝t×h3／12 

                     ＋A×（h／2+D／2）2 

・せん断剛性（せん断断面積）    ：As＝t×h 

 

t：壁厚 

h：モデル化する壁の高さ 

D:基礎スラブ厚(6.5m) 

基礎スラブと地盤の境界 

・基礎スラブの節点には，底面地盤を表現するばね要素を設ける。解析では鉛直方向の底面地盤

ばねに引張力が作用すると，鉛直方向及び水平方向（2 方向）の合計 3 つのばね剛性をゼロと

することにより，基礎の浮上りを表現する。 

 

 

ばね要素拡大図 

 

基礎底面ばね（鉛直方向）
基礎浮上り考慮

基礎底面ばね（水平方向）
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表 2－1 5号機原子炉建屋基礎スラブ（3/3） 

 

基礎スラブと地盤の境界 

○底面地盤ばね 

水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：振動アドミッタンス理論による水平ばね KH NS(EW)を節点支配面積 Aiで離散化。 

      KHi NS(EW)＝（KH NS(EW)／A）×Ai  A：基礎スラブの底面積 

・鉛直剛性：転倒モーメントが支配的となるため振動アドミッタンス理論による回転ばね KRを

節点支配面積 Aiで離散化。 

      KVi＝（KR NS／I NS＋ KR EW／I EW）／2×Ai 

I：基礎スラブの断面二次モーメント 

 

 

底面地盤ばね 

○側面地盤ばね 

水平剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性： Novakの手法に基づく側面水平地盤ばね定数 sKsを節点支配長さ Liで離散化。 

sksi＝（sKs／(2×LNS＋2×LEW)）×Li 

sksi:地反力係数（側面水平） 

sKs:地盤ばね定数（側面水平） 

LNS:基礎スラブ辺長（NS方向） 

LEW:基礎スラブ辺長（EW方向） 

Li：節点支配長さ 

 

 

側面地盤ばね 

 

基礎スラブ底面全体で 

離散化 

基礎スラブ外周で 

離散化 



 

別紙 3 地震荷重の入力方法 
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1. 概要 

  本資料は，5 号機原子炉建屋基礎スラブに作用する地震荷重の入力方法について示すものであ

る。 
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2. 地震荷重の入力方法 

5号機原子炉建屋基礎スラブの応力解析に当たって，FEMモデルに入力する地震荷重として，水

平地震力，鉛直地震力及び地震時土圧荷重を考慮する。また，上部構造物の基礎スラブへの地震

時反力を考慮する。 

地震荷重の入力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果を考慮し，FEM モデルの基礎ス

ラブ底面ばねと基礎スラブ側面地盤ばね並びに基礎スラブ質点位置でせん断力，曲げモーメント

及び軸力が地震応答解析結果と等価になるように設定する。 

具体的には，水平地震力のうち，上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反力は，FEMモ

デルにおける上部構造物脚部に対応する各節点に支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力

する。基礎スラブについては，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面地盤ばねと基礎スラブ側

面地盤ばねに生じるそれぞれの最大水平力の合算値から，上部構造物から作用するせん断力を差

し引いた値と等価になる荷重（以下「付加せん断力」という。）を FEMモデルの基礎スラブの各節

点に節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。 

また，曲げモーメントのうち，上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反力は，地震応

答解析モデルの曲げ剛性で評価した地震直交方向の耐震壁のフランジ部分と地震方向の耐震壁の

ウェブ部分を含めて平面保持を仮定し，偶力に置換して水平荷重の入力位置と同じ箇所に節点荷

重として入力する。基礎スラブについては，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面地盤ばねに

生じる最大曲げモーメントから上部構造物から作用する曲げモーメントを差し引いた値と等価に

なる荷重（以下「付加曲げモーメント」という。）を FEMモデルの基礎スラブの各節点に節点の支

配面積と中心位置からの距離に応じて鉛直方向の偶力に置換して分配し，節点荷重として入力す

る。 

水平荷重のうち，地下外壁部に作用する地震時土圧荷重により基礎スラブに作用する荷重は，

外壁を各階スラブ位置で支持した連続はりモデルを用いて算定する。算定した外壁脚部に生じる

単位長さ当たりの曲げモーメント及びせん断力は，FEM モデルにおける地下外壁部に対応する各

節点に支配長さに応じて分配し，節点荷重として入力する。 

鉛直地震力のうち，上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反力は，FEM モデルにおけ

る上部構造物脚部に対応する各節点に支配面積に応じて分配し，節点荷重として入力する。基礎

スラブについては，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面地盤ばねの鉛直力から上部構造物か

ら作用する軸力を差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加軸力」という。）を入力する。 

FEMモデルに入力する地震荷重の概念図を図 2－1に示す。また FEMモデルに入力する地震荷重

を図 2－2に示す。なお，図 2－2における地震時土圧荷重は，地震時増分土圧荷重として示す。 
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ＱＳ：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用するせん断力 

ＦＢ：FEMに入力する付加せん断力 

ＱＲ：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる水平力 

ＦＢ＝ＱＲ－ＱＳ 

 

ＱＲ＝Ｑｂ＋Ｗｂ・ａｂ 

 

ここで， 

Ｑｂ:基礎要素の応答せん断力 

Ｗｂ:基礎下端質点の質量 

ａｂ:基礎下端質点の水平応答加速度 

 

(a) 水平地震力 

 

図 2－1 FEMモデルに入力する地震荷重の概念図（1/4） 

  

ＱＳ 

ＦＢ 

ＱＲ 
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ＭＳ：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用する曲げモーメント 

ＭＢ：FEMに入力する付加曲げモーメント 

ＭＲ：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる曲げモーメント 

ＭＢ＝ＭＲ－ＭＳ 

 

ＭＲ＝Ｍｂ＋Ｉｂ・θｂ 

 

ここで， 

Ｍｂ:基礎要素下端の応答曲げモーメント 

Ｉｂ:基礎下端質点の回転慣性質量 

θｂ:基礎下端質点の回転応答角加速度 

 

(b) 曲げモーメント 

 

図 2－1 FEMモデルに入力する地震荷重の概念図（2/4） 

  

ＭＳ 

ＭＢ 

ＭＲ 
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ＶＳ：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに作用する軸力 

ＦＢ：FEMに入力する付加軸力 

ＶＲ：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる鉛直力 

ＦＢ＝ＶＲ－ＶＳ 

 

ＶＲ＝Ｖｂ＋Ｗｂ・ａｂ 

 

ここで， 

Ｖｂ：基礎要素の応答軸力 

Ｗｂ：基礎下端質点の質量 

ａｂ：基礎下端質点の鉛直応答加速度 

 

 

(c) 鉛直地震力 

 

図 2－1 FEMモデルに入力する地震荷重の概念図（3/4） 

  

ＶＳ 

ＦＢ 

ＶＲ 



 

別紙 3-6 

 

 

ＱＡ：基礎スラブに入力するせん断力 

ＭＡ：基礎スラブに入力する曲げモーメント 

 

 

(d) 地震時土圧荷重 

 

図 2－1 FEMモデルに入力する地震荷重の概念図（4/4） 
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(a) せん断力（NS方向） 耐震壁 

 

 

 

(b) 曲げモーメント（NS方向） 耐震壁 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（1/7） 

  

PN

PN

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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(c) せん断力（EW方向） 耐震壁 

 

 

 

(d) 曲げモーメント（EW方向） 耐震壁 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（2/7） 

  

PN

PN

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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(e) 軸力 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（3/7） 

  

PN

地震荷重加力方向 
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(f) 付加せん断力（NS方向） 

 

 

 

(g) 付加曲げモーメント（NS方向） 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（4/7） 

  

PN

PN

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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(h) 付加せん断力（EW方向） 

 

 

 

(i) 付加曲げモーメント（EW方向） 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（5/7） 

  

PN

PN

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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(j) 付加軸力 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（6/7） 

  

PN
地震荷重加力方向 
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(k) 地震時増分土圧荷重（NS方向） 

 

 

 

(l) 地震時増分土圧荷重（EW方向） 

 

 

図 2－2 FEMモデルに入力する地震荷重（7/7） 

 

PN
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別紙 4-1 

1. 概要 

  本資料は，5 号機原子炉建屋基礎スラブの応力解析における断面の評価部位の選定に関し，工

認記載の断面の評価要素の選定結果について示すものである。 
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2. 断面の評価部位の選定 

  5号機原子炉建屋基礎スラブの荷重の組合せケースを表 2－1に，配筋領域図を図 2－1～図 2－

9に，配筋一覧を表 2－2～表 2－10に示す。 

  各評価項目の検定値一覧を表 2－11，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結

果を図 2－10 に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図を図 2－

11に示す。 
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表 2－1 荷重の組合せケース 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓSN＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

2 上向き (1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓSN＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓNS＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

4 上向き (1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓNS＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

5 下向き (1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓEW＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

6 上向き (1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓEW＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

7 下向き (1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓWE＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

8 上向き (1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓWE＋ＳＯＥ＋ＢＬ 

9 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓSN＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

10 上向き (1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓSN＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

11 下向き (1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓNS＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

12 上向き (1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓNS＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

13 下向き (1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓEW＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

14 上向き (1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓEW＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

15 下向き (1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓWE＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

16 上向き (1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓWE＋0.4ＳＯＥ＋ＢＬ 

 

ＶＬ ：鉛直荷重 

ＳｓSN ：水平地震荷重（S→N入力，NS方向） 

ＳｓNS ：水平地震荷重（N→S入力，NS方向） 

ＳｓEW ：水平地震荷重（E→W入力，EW方向） 

ＳｓWE ：水平地震荷重（W→E入力，EW方向） 

Ｋｖ ：鉛直震度 

ＳＯＥ：土圧荷重 

ＢＬ ：浮力 
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表 2－2 基礎スラブの配筋一覧（NS方向，上ば筋） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－1 基礎スラブの配筋領域図（NS方向，上ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm
2
/m)

領域A D38@130 D38@260 D38@260 D38@260 － － － 21920

領域B D38@200 D38@200 D38@200 － － － － 17100

領域C D38@200 D38@200 D38@400 － － － － 14250
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表 2－3 基礎スラブの配筋一覧（NS方向，下ば筋） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－2 基礎スラブの配筋領域図（NS方向，下ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm
2
/m)

領域A D38@130 D38@260 D38@260 D38@260 D38@260 － － 26310

領域B D38@200 D38@200 D38@200 D38@400 － － － 19950

領域C D38@200 D38@200 D38@200 － － － － 17100
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表 2－4 基礎スラブの配筋一覧（EW方向，上ば筋） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－3 基礎スラブの配筋領域図（EW方向，上ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm
2
/m)

領域A D38@130 D38@260 D38@260 D38@260 － － － 21920

領域B D38@200 D38@200 D38@200 － － － － 17100

領域C D38@200 D38@200 D38@400 － － － － 14250
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表 2－5 基礎スラブの配筋一覧（EW方向，下ば筋） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－4 基礎スラブの配筋領域図（EW方向，下ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm
2
/m)

領域A D38@130 D38@260 D38@260 D38@260 D38@260 － － 26310

領域B D38@200 D38@200 D38@200 D38@400 － － － 19950

領域C D38@200 D38@200 D38@200 － － － － 17100
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表 2－6 基礎スラブの配筋一覧（半径方向，上ば筋） 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－5 基礎スラブの配筋領域図（半径方向，上ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm
2
/m)

領域A 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 － － － 23610

領域B 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 － － 23000

領域C 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 － － 37680

領域D 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 － － 27030

領域E 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 － － 21180

領域F 432-D38 432-D38 432-D38 216-D38 216-D38 － － 27750

領域G 432-D38 432-D38 432-D38 216-D38 216-D38 － － 24300

領域H 432-D38 432-D38 432-D38 216-D38 216-D38 － － 21620

領域I 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － － 24120

領域J 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － － 21720

領域K 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － － 19600
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表 2－7 基礎スラブの配筋一覧（半径方向，下ば筋） 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－6 基礎スラブの配筋領域図（半径方向，下ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm
2
/m)

領域A 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 － － 29510

領域B 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 108-D38 32200

領域C 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 108-D38 48990

領域D 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 108-D38 35140

領域E 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 216-D38 － 25420

領域F 432-D38 432-D38 432-D38 216-D38 216-D38 216-D38 － 31210

領域G 432-D38 432-D38 432-D38 216-D38 216-D38 216-D38 － 27340

領域H 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － 32430

領域I 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － 28950

領域J 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － 26060

領域K 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 432-D38 － 23510
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表 2－8 基礎スラブの配筋一覧（円周方向，上ば筋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－7 基礎スラブの配筋領域図（円周方向，上ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm2/m)

領域A D38@200 D38@200 D38@200 － － － － 17100

領域B D38@200 D38@200 D38@200 D38@200 D38@200 － － 28500
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表 2－9 基礎スラブの配筋一覧（円周方向，下ば筋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m）      

図 2－8 基礎スラブの配筋領域図（円周方向，下ば筋） 

  

一段目 二段目 三段目 四段目 五段目 六段目 七段目
断面積

(mm2/m)

領域A D38@200 D38@200 D38@200 D38@400 D38@400 － － 22800

領域B D38@200 D38@200 D38@200 D38@200 D38@400 － － 25650
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表 2－10 基礎スラブの配筋一覧（せん断補強筋） 
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図 2－9 基礎スラブの配筋領域図（せん断補強筋） 

  

鉄筋 ピッチ
断面積

(mm2/m)

領域A D32 @520×@520 2937

領域B D32 @400×72/周 3138

領域C D32 @200×216/周 7565

領域D D32 @200×216/周 6826

領域E D32 @600×@400 3309

領域F D32 @600×@600 2206
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表 2－11 各評価項目の検定値一覧 

項目 方向 要素番号 
荷重 

ケース 
検定値 

コンクリート 

最大圧縮ひずみ 

NS 365 1 0.102 

EW 510 5 0.103 

半径 106 1 0.177 

円周 765 6 0.061 

鉄筋最大ひずみ 

NS 217 6 0.166 

EW 353 3 0.180 

半径 141 5 0.204 

円周 90 3 0.191 

面外せん断力 

NS 342 1 0.767 

EW 453 5 0.766 

半径 197 5 0.812 

円周 108 5 0.727 

注：  は検定値が最大となる要素を示す。 
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（単位：m） 

図 2－10 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

1
.2
5

RA

8
.0

8
.0

7
.5

9
.5

9
.0

9
.0

8
.5

7
.5

7.5 9.5 7.5 7.5 9.5 7.5 11.5 4.25

80.5

8
0.
5

1
.2
51.25 1.25

RB

RC

RD

RE

RF

RG

RH

RJ

RK

RL

9
.2
5

4
.2
5

11.54.25

R11R10R9R8R7R6R5R4R3R2R1

PN

要素番号217
鉄筋最大ひずみ
ケース6
NS方向
検定値：0.166

要素番号108
面外せん断力
ケース5
円周方向
検定値：0.727

要素番号197
面外せん断力
ケース5
半径方向
検定値：0.812

要素番号765
コンクリート最大圧縮ひずみ
ケース6
円周方向
検定値：0.061

要素番号453
面外せん断力
ケース5
EW方向
検定値：0.766

要素番号510
コンクリート最大圧縮ひずみ
ケース5
EW方向
検定値：0.103

要素番号90
鉄筋最大ひずみ
ケース3
円周方向
検定値：0.191

要素番号342
面外せん断力
ケース1
NS方向
検定値：0.767

要素番号353
鉄筋最大ひずみ
ケース3
EW方向
検定値：0.180

要素番号365
コンクリート最大圧縮ひずみ
ケース1
NS方向
検定値：0.102

要素番号106
コンクリート最大圧縮ひずみ
ケース1
半径方向
検定値：0.177

要素番号141
鉄筋最大ひずみ
ケース5
半径方向
検定値：0.204
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（単位：m）       

面外せん断力（半径方向，ケース 5） 

 

図 2－11 断面算定部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 
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要素番号：197 ：評価対象外範囲

(kN/m)



 

別紙5 緊急時対策所の設置に伴う評価結果の影響について 
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別紙 5－1 緊急時対策所の設置に伴う偏心率について 
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1. 概要 

本資料は，5号機原子炉建屋において，緊急時対策所の設置に伴う重量の増加分を考

慮した地震応答解析を実施し，「緊急時対策所の地震応答解析による評価」に与える影

響について確認するものである。 
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2. 検討方針 

今回工認評価に用いている質点系モデル（以下，「今回工認モデル」という。）と緊急

時対策所の設置に伴う重量の増加分を考慮したモデル（以下，「重量考慮モデル」とい

う。）を比較することにより，重量変更による建屋応答への影響を確認する。なお，緊

急時対策所の設置に伴う 5 号機原子炉建屋のねじれの影響を確認するため，別紙 5－1 に

おいて，緊急時対策所の設置に伴う重量の増加分を考慮した建屋の偏心率を算定し，制

限値（0.15）以下であることを確認している。 

影響検討は，応答倍率を用いた手法により行うことから，応答倍率の算出のための

「重量考慮モデル」を用いた地震応答解析は，位相特性の偏りがなく，全周期帯におい

て安定した応答を生じさせる基準地震動 Ss-1 に対して実施することとする。 
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3. 検討条件 

3.1 緊急時対策所の設置に伴う増加重量 

緊急時対策所の設置に伴う増加重量と設置後の変更となる重量考慮モデルの振動諸

元を表 3－1～表 3－3 に示す。なお，緊急時対策所の設置に伴う変更箇所は耐震壁の

変更を伴わないことより，地震応答解析モデルの諸元の変更箇所は質点重量と回転慣

性重量のみである。 
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表 3－1 増加重量と補強後の振動諸元（NS 方向） 

 

 

 

 

表 3－2 増加重量と補強後の振動諸元（EW 方向） 

 

  

質点重量
(kN)

回転慣性重量

(×106kN･m2)

質点重量
(kN)

回転慣性重量

(×106kN･m2)
51.0 1   39440    10.5 0    39440   10.5
39.5 2   50840    20.4 0    50840   20.4
33.0 3  249590   146.1 12690   262270  153.5
27.8 4  341850   187.1 4200   346050  189.4
20.3 5  477550   262.7 750   478300  263.1
12.3 6  471970   300.9 340   472310  301.1
5.3 7  454390   299.4 20   454400  299.4

-1.1 8  608920   373.9 10   608930  374.0
-10.1 9  637660   436.1 0   637660  436.1
-17.5 10  815450   472.1 90   815540  472.1
-24.0 11  526750   304.0 0   526750  304.0

4674410 ― 18100  4692490 ―総重量

今回工認モデル標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

重量考慮モデル
増加重量

(kN)

質点重量
(kN)

回転慣性重量

(×106kN･m2)

質点重量
(kN)

回転慣性重量

(×106kN･m2)
51.0 1   39440    14.3 0    39440   14.3
39.5 2   50840    18.0 0    50840   18.0
33.0 3  249590   153.1 12690   262270  160.9
27.8 4  341850   192.5 4200   346050  194.9
20.3 5  477550   268.4 750   478300  268.8
12.3 6  471970   293.0 340   472310  293.2
5.3 7  454390   285.8 20   454400  285.8

-1.1 8  608920   365.3 10   608930  365.3
-10.1 9  637660   432.1 0   637660  432.1
-17.5 10  815450   476.9 90   815540  476.9
-24.0 11  526750   304.0 0   526750  304.0

4674410 ― 18100  4692490 ―総重量

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

今回工認モデル
増加重量

(kN)

重量考慮モデル
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表 3－3 増加重量と補強後の振動諸元（鉛直方向） 

 

  

今回工認モデル 重量考慮モデル

質点重量
(kN)

質点重量
(kN)

12    3680 0     3680
13    3670 0     3670
14    1830 0     1830
1   30260 0    30260

39.5 2   50840 0    50840
33.0 3  249590 12690   262270
27.8 4  341850 4200   346050
20.3 5  443140 750   443890
12.3 6  471970 340   472310
5.3 7  454390 20   454400

-1.1 8  547990 10   548000
-10.1 9  637660 0   637660
-17.5 10  910790 90   910880
-24.0 11  526750 0   526750

4674410 18100  4692490

51.0

増加重量
(kN)

標高
T.M.S.L.

(m)

質点
番号

総重量
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3.2 解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルを図 3－1 に，地盤ばね定数を表 3－4 及び表 3－5 に

示す。また，鉛直方向の地震応答解析モデルを図 3－2 に，地盤ばね定数を表 3－6 に

示す。 

また，重量増分に伴うせん断及び曲げスケルトンへの影響は軽微であるため「今回

工認モデル」の諸元を用いる。 
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注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

 

図 3－1 地震応答解析モデル（水平方向） 
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表 3－4 地盤ばね定数と減衰係数（Ss-1，NS 方向） 

(a) 重量考慮モデル 

 

 

(b) 今回工認モデル 

 

  

Ks1 8 側面・並進 3.01 × 10 6 1.65 × 10 6

Ks2 9 側面・並進 8.56 × 10 6 2.99 × 10 6

Ks3 10 側面・並進 1.00 × 10 7 2.88 × 10 6

Ks4 11 側面・並進 4.68 × 10 6 1.34 × 10 6

Ks5 11 底面・並進 9.77 × 10 7 5.61 × 10 6

Kr5 11 底面・回転 2.06 × 10 11 3.30 × 10 9

　注記*1：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN/m　Kr5はkN･m/rad 

　　　*2：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN･s/m　Kr5はkN･m･s/rad 

減衰係数*2ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分 ばね定数*1

Ks1 8 側面・並進 3.01 × 10 6 1.65 × 10 6

Ks2 9 側面・並進 8.56 × 10 6 2.99 × 10 6

Ks3 10 側面・並進 1.00 × 10 7 2.88 × 10 6

Ks4 11 側面・並進 4.68 × 10 6 1.34 × 10 6

Ks5 11 底面・並進 9.77 × 10 7 5.61 × 10 6

Kr5 11 底面・回転 2.06 × 10 11 3.31 × 10 9

　注記*1：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN/m　Kr5はkN･m/rad 

　　　*2：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN･s/m　Kr5はkN･m･s/rad 

ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分 ばね定数*1 減衰係数*2
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表 3－5 地盤ばね定数と減衰係数（Ss-1，EW 方向） 

(a) 重量考慮モデル 

 

 

(b) 今回工認モデル 

 

  

Ks1 8 側面・並進 3.01 × 10 6 1.65 × 10 6

Ks2 9 側面・並進 8.56 × 10 6 2.99 × 10 6

Ks3 10 側面・並進 1.00 × 10 7 2.88 × 10 6

Ks4 11 側面・並進 4.68 × 10 6 1.34 × 10 6

Ks5 11 底面・並進 9.77 × 10 7 5.61 × 10 6

Kr5 11 底面・回転 2.06 × 10 11 3.30 × 10 9

　注記*1：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN/m　Kr5はkN･m/rad 
　　　*2：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN･s/m　Kr5はkN･m･s/rad 

減衰係数*2ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分

ばね定数*1

Ks1 8 側面・並進 3.01 × 10 6 1.65 × 10 6

Ks2 9 側面・並進 8.56 × 10 6 2.99 × 10 6

Ks3 10 側面・並進 1.00 × 10 7 2.88 × 10 6

Ks4 11 側面・並進 4.68 × 10 6 1.34 × 10 6

Ks5 11 底面・並進 9.77 × 10 7 5.61 × 10 6

Kr5 11 底面・回転 2.06 × 10 11 3.31 × 10 9

　注記*1：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN/m　Kr5はkN･m/rad 
　　　*2：　Ks1, Ks2, Ks3, Ks4, Ks5はkN･s/m　Kr5はkN･m･s/rad 

ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分

ばね定数*1 減衰係数*2
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注記＊：屋根トラス端部回転拘束ばね 

 

図 3－2 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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表 3－6 地盤ばね定数と減衰係数（Ss-1，鉛直方向） 

(a) 重量考慮モデル 

 

 

(b) 今回工認モデル 

 

  

K1 11 底面・鉛直 1.79 × 10 8 1.36 × 10 7

ばね定数 減衰係数
(kN/m) (kN･s/m)

ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分

K1 11 底面・鉛直 1.79 × 10 8 1.36 × 10 7

ばね定数 減衰係数
(kN/m) (kN･s/m)

ばね番号
質点
番号

地盤ばね
成分
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4. 検討結果 

4.1 固有値解析結果 

「重量考慮モデル」と「今回工認モデル」の固有値解析結果（固有周期及び固有振

動数）の比較を表 4－1 に示す。 

「重量考慮モデル」の固有周期は，緊急時対策所の設置による重量増加の影響によ

り「今回工認モデル」の結果に比べてわずかに大きくなるものの，同等となることを

確認した。 
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表 4－1 固有値解析結果 

(a) NS 方向 

 

 

(b) EW 方向 

 

 

(c) 鉛直方向 

 

  

今回工認モデル 重量考慮モデル 今回工認モデル 重量考慮モデル

1 0.514 0.516   1.95   1.94
2 0.251 0.251   3.98   3.98
3 0.101 0.102   9.89   9.85
4 0.087 0.087  11.55  11.53
5 0.069 0.069  14.58  14.51

次数
固有周期（s） 固有振動数（Hz）

今回工認モデル 重量考慮モデル 今回工認モデル 重量考慮モデル

1 0.514 0.516   1.95   1.94
2 0.251 0.251   3.99   3.98
3 0.100 0.100  10.03   9.99
4 0.084 0.084  11.94  11.92
5 0.066 0.066  15.19  15.14

次数
固有周期（s） 固有振動数（Hz）

今回工認モデル 重量考慮モデル 今回工認モデル 重量考慮モデル

1 0.332 0.333   3.01   3.00
2 0.286 0.286   3.49   3.49
3 0.081 0.081  12.29  12.29
4 0.059 0.059  17.01  16.99
5 0.057 0.058  17.42  17.35

次数
固有周期（s） 固有振動数（Hz）
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4.2 最大応答値 

基準地震動 Ss-1 による最大応答値を図 4－1～図 4－11 に，最大せん断ひずみを表 4

－2 及び表 4－3 に示す。 

「重量考慮モデル」の最大応答値は，「今回工認モデル」の結果と同等であること

を確認した。 
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図 4－1 最大応答加速度（Ss-1，NS 方向） 
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図 4－2 最大応答変位（Ss-1，NS 方向） 
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図 4－3 最大応答せん断力（Ss-1，NS 方向） 
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図 4－4 最大応答曲げモーメント（Ss-1，NS 方向） 

 

 

  

×105(kN・m)

今回工認
モデル

重量考慮
モデル

  3.26   3.25

 11.7  11.7
 17.0  16.9

 25.3  25.2
 57.3  58.5
 76.1  77.8
114 116

162 164
209 210

282 284
331 332

413 415
460 461

552 553

604 605

706 713

762 769

867 873

51.0 

39.5 

33.0 

27.8 

20.3 

12.3 

5.3 

-1.1 

-10.1 

-17.5 
0 400 800 1200

今回工認モデル
重量考慮モデル

×105(kN・m)

T.M.S.L.(m)

10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11
10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ks1

Ks2

Ks3

Ks4

Ks5 Kr5

T.M.S.L.(m)

51.0

39.5

33.0

27.8

20.3

12.3

5.3

-1.1

-10.1

-17.5

-24.0



 

別紙 5-19 

 

図 4－5 最大応答加速度（Ss-1，EW 方向） 
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図 4－6 最大応答変位（Ss-1，EW 方向） 
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図 4－7 最大応答せん断力（Ss-1，EW 方向） 
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図 4－8 最大応答曲げモーメント（Ss-1，EW 方向） 
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図 4－9 最大応答加速度（Ss-1，鉛直方向） 

 

  

屋根トラス部

(m/s2)

今回工認モデル
   9.90   26.8   49.5   63.3

重量考慮モデル
   9.94   26.8   49.4   63.0

(m/s2)

今回工認
モデル

重量考慮
モデル

   9.90    9.94

   9.35    9.38

   9.15    9.18

   9.02    9.04

   8.64    8.64

   8.16    8.17

   7.95    7.95

   7.74    7.73

   7.57    7.57

   7.67    7.69

51.0 

39.5 

33.0 

27.8 

20.3 

12.3 

5.3 

-1.1 

-10.1 

-17.5 
0 10 20 30

今回工認モデル
重量考慮モデル

(m/s2)

T.M.S.L.(m) 耐震壁

0.0 7.0 13.9 20.8 
0

30

60

90

(m/s2)

(m)

今回工認モデル
重量考慮モデル

屋根トラス部

K1

10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11
10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Kθ＊

12 13 14

6.95 6.90 6.90

12 13 14

T.M.S.L.(m)

51.0

39.5

33.0

27.8

20.3

12.3

5.3

-1.1

-10.1

-17.5

-24.0

屋根トラス部

（単位：ｍ）

CL



 

別紙 5-24 

 

図 4－10 最大応答変位（Ss-1，鉛直方向） 
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図 4－11 最大応答軸力（Ss-1，鉛直方向） 
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表 4－2 最大せん断ひずみ（NS 方向） 

 

 

表 4－3 最大せん断ひずみ（EW 方向） 

 

 

  

①今回工認
モデル

②重量考慮
モデル

1   0.170   0.170 1.00
2   0.268   0.263 0.98
3   0.116   0.119 1.03
4   0.173   0.177 1.02
5   0.196   0.198 1.01
6   0.204   0.206 1.01
7   0.205   0.205 1.00
8   0.216   0.219 1.01
9   0.230   0.233 1.01

最大せん断ひずみ(×10-3)
（Ss-1）部材

番号
③応答比
(②／①）

①今回工認
モデル

②重量考慮
モデル

1   0.126   0.125 0.99
2   0.191   0.190 0.99
3   0.0983   0.102 1.04
4   0.168   0.170 1.01
5   0.214   0.219 1.02
6   0.186   0.188 1.01
7   0.209   0.210 1.00
8   0.208   0.210 1.01
9   0.253   0.259 1.02

部材
番号

最大せん断ひずみ(×10-3)
（Ss-1） ③応答比

(②／①）

10
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2
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5
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5
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1
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T.M.S.L.(m)
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5. 5 号機原子炉建屋の地震応答解析による評価に与える影響 

緊急時対策所の設置に伴う重量の増加分を考慮した地震応答解析結果を踏まえ，重量

増加が，5 号機原子炉建屋の地震応答解析による評価に与える影響について確認する。 

 

5.1 せん断ひずみに対する影響 

5.1.1 検討方法 

検討は，以下の通り，保守的な評価とする。 

最大せん断ひずみの検討として，材料物性の不確かさを考慮した最大せん断ひ

ずみ（基準地震動 Ss-1～Ss-8 に対する包絡値）に，基準地震動 Ss-1 に対する

「重量考慮モデル」と「今回工認モデル」の応答比（「重量考慮モデル」／「今

回工認モデル」）を乗じた値の最大値が許容限界を超えないことを確認する。 

 

5.1.2 検討結果 

最大せん断ひずみの検討における 5 号機原子炉建屋の応答比及び応答比を乗じ

た最大せん断ひずみを表 5－1 及び表 5－2 に示す。 

表 5－1 及び表 5－2 より，最大せん断ひずみに応答比を乗じた値の最大値が許

容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

5.2 床応答に対する影響 

基準地震動 Ss-1 における今回工認モデルの床応答スペクトルと重量考慮モデルの床

応答スペクトルとの比較を図 5－1～図 5－3 に示す。 

図 5－1～図 5－3 に示すとおり，重量考慮モデルの床応答スペクトルは，今回工認

モデルの床応答スペクトルと同等の応答を示すことを確認した。 
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表 5－1 5 号機原子炉建屋に生じる最大せん断ひずみに最大応答比を乗じた値（NS 方向） 

 

 

  

①今回工認
モデル

②重量考慮
モデル

④材料物性の
不確かさを考慮

したモデル

応答比を
乗じた値

（③×④）

1 0.170 0.170 1.00 0.179 0.179

2 0.268 0.263 0.98 0.391 0.384

3 0.116 0.119 1.03 0.121 0.124

4 0.173 0.177 1.02 0.183 0.187

5 0.196 0.198 1.01 0.208 0.210

6 0.204 0.206 1.01 0.246 0.248

7 0.205 0.205 1.00 0.238 0.238

8 0.216 0.219 1.01 0.229 0.232

9 0.230 0.233 1.01 0.296 0.300

最大せん断ひずみ(×10-3）
(Ss-1～Ss-8）部材

番号

最大せん断ひずみ(×10-3）
（Ss-1） ③応答比率

(②／①）

10
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表 5－2 5 号機原子炉建屋に生じる最大せん断ひずみに最大応答比を乗じた値（EW 方向） 

 

 

  

①今回工認
モデル

②重量考慮
モデル

④材料物性の
不確かさを考慮

したモデル

応答比を
乗じた値

（③×④）

1 0.126 0.125 0.99 0.137 0.136

2 0.191 0.190 0.99 0.239 0.238

3 0.0983 0.102 1.04 0.104 0.108

4 0.168 0.170 1.01 0.184 0.186

5 0.214 0.219 1.02 0.393 0.402

6 0.186 0.188 1.01 0.227 0.229

7 0.209 0.210 1.00 0.385 0.387

8 0.208 0.210 1.01 0.303 0.306

9 0.253 0.259 1.02 0.329 0.337

部材
番号

最大せん断ひずみ(×10-3）
（Ss-1） ③応答比率

(②／①）

最大せん断ひずみ(×10-3）
(Ss-1～Ss-8）

10
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8

9
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2
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5.3

-1.1

-10.1

-17.5

-24.0



 

別紙 5-30 

 

  
（a）質点 1 （b）質点 2 

 
 

（c）質点 3 （d）質点 4 

  
（e）質点 5 （f）質点 6 

図 5－1 基準地震動 Ss-1 の床応答スペクトル比較（Ss-1，NS 方向，h＝0.01）（1/2） 
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（g）質点 7 （h）質点 8 

  
（i）質点 9 （j）質点 10 

図 5－1 基準地震動 Ss-1 の床応答スペクトル比較（Ss-1，NS 方向，h＝0.01）（2/2） 
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（a）質点 1 （b）質点 2 

  
（c）質点 3 （d）質点 4 

  
（e）質点 5 （f）質点 6 

図 5－2 基準地震動 Ss-1 の床応答スペクトル比較（Ss-1，EW 方向，h＝0.01）（1/2） 
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（g）質点 7 （h）質点 8 

  
（i）質点 9 （j）質点 10 

図 5－2 基準地震動 Ss-1 の床応答スペクトル比較（Ss-1，EW 方向，h＝0.01）（2/2） 

  

今回工認モデル 重量考慮モデル

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

0

20

40

60

80

100

120

140
加
速

度
（
m
/s

2
）

周期（s）

減衰定数:0.01EW方向 質点7

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

0

20

40

60

80

100

120

140

加
速

度
（

m
/s

2
）

周期（s）

減衰定数:0.01EW方向 質点8

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

0

20

40

60

80

100

120

140

加
速
度

（
m/
s
2 ）

周期（s）

減衰定数:0.01EW方向 質点9

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5

0

20

40

60

80

100

120

140

加
速

度
（
m
/s

2
）

周期（s）

減衰定数:0.01EW方向 質点10

10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11
10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ks1

Ks2

Ks3

Ks4

Ks5 Kr5

T.M.S.L.(m)

51.0

39.5

33.0

27.8

20.3

12.3

5.3

-1.1

-10.1

-17.5

-24.0



 

別紙 5-34 

 

  
（a）質点 1 （b）質点 2 

  
（c）質点 3 （d）質点 4 

  
（e）質点 5 （f）質点 6 

図 5－3 基準地震動 Ss-1 の床応答スペクトル比較（Ss-1，鉛直方向，h＝0.01）（1/2） 
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（g）質点 7 （h）質点 8 

  
（i）質点 9 （j）質点 10 

図 5－3 基準地震動 Ss-1 の床応答スペクトル比較（Ss-1，鉛直方向，h＝0.01）（2/2） 
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6. まとめ 

緊急時対策所の設置に伴う重量の増加分を考慮し，「重量考慮モデル」を用いて，基

準地震動 Ss-1 に対する地震応答解析を実施し，「今回工認モデル」を用いた結果と比較

した。 

その結果，「重量考慮モデル」の固有周期は，重量を増加させた影響により「今回工

認モデル」の結果に比べてわずかに大きくなるものの，同等となることを確認し，最大

応答値は，「今回工認モデル」の結果と同等となることを確認した。更に，5 号機原子炉

建屋に生じる最大せん断ひずみ（材料物性の不確かさを考慮した基準地震動 Ss-1～Ss-8

に対する包絡値）に，基準地震動 Ss-1 に対する「重量考慮モデル」と「今回工認モデル」

の応答比（「重量考慮モデル」／「今回工認モデル」）の最大値を乗じた値が許容限界を

超えないことを確認した。 



別紙 5－1 緊急時対策所の設置に伴う偏心率について 
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1. 概要 

  緊急時対策所の設置に伴う 5号機原子炉建屋のねじれの影響を確認するため，緊急時対策所の

設置に伴う重量の増加分を考慮した建屋の偏心率を算定し，制限値（0.15）以下であることを確

認する。偏心率の算定方法は建築基準法施行令に準拠する。 

  なお，偏心率の算定は，緊急時対策所の設置に伴う重量増加の影響を受ける T.M.S.L.33.0m 以

下の階層を対象に行う。 
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2. 偏心率の算定方法 
  重心，剛心及び偏心距離の概念図を図 2－1に示す。偏心率は，重心と剛心から得られる偏心距

離及び弾力半径から算出する。以下に算定方法を示す。 

 

図 2－1 重心，剛心及び偏心距離の概念図 

 

 a. 重心 

   重心は，各階において鉛直力を支持する柱等の構造耐力上主要な部材に生じる長期荷重と緊

急時対策所の設置に伴う追加重量による軸力 及びその部材の座標 ， から計算する。重心の

座標をg ，g とすると， 

g = ∑( ∙ )
 

g = ∑( ∙ )
 

= ∑  

ここで，記号∑は鉛直荷重を支持する柱等についての和をとる。 

 

 b. 剛心 

   柱，耐震壁等の水平剛性を ， ，その座標を ， とすれば，各階の剛心座標 ， は下式

より得られる。 

= ∑( ∙ )∑  

= ∑( ∙ )∑  

ここで，記号∑は X 方向または Y 方向に有効な耐震要素について和をとる。なお，5 号機原

子炉建屋に緊急時対策所を設置することによる，既設の柱，耐震壁等の水平剛性への影響はな

いため，5 号機原子炉建屋の水平剛性及び剛心位置は建設時から変わらない。また，剛心の算

定においては，柱，耐震壁の剛性が支配的であること，補助壁は平面的にバランスよく配置さ

れていることから，補助壁の剛性については考慮しない。 

 

偏心距離

偏心距離

 

  

剛心 ( , ) 
重心 (g , g ) 
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 c. 偏心距離  

   偏心距離 は，重心及び剛心の座標から次式のように計算される。 

= | − g | 
= | − g | 

 

 d. ねじり剛性 

   各階の剛心周りのねじり剛性は階ごとに一つ求められる。剛心周りに計算を行うので，座標

の平行移動により剛心を原点座標とする。新しい座標系を ， とすれば，各耐震要素の座標は， 

= −  

= −  

  と表示される。剛心周りのねじり剛性 は 

= ∑ ∙ 2 +∑ ∙ 2
 

  により求められる。記号∑は，X方向及び Y方向に有効な耐震要素について和をとる。 

 

 e. 弾力半径 

   X，Y 方向検討時の弾力半径 （ 及び ）は，次式で与えられる。 

＝ ∑ = ∑ ∙ +∑ ∙∑  

＝ ∑ = ∑ ∙ +∑ ∙∑  

 

 f. 偏心率 

 X，Y 各方向に対する偏心率 （ 及び ）は， 

= ⁄  

= ⁄  

 によって求められる。 
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3. 偏心率の算定結果 
  各階における偏心率を表 3－1 に示す。緊急時対策所設置に伴う重量増加分を考慮した 5 号機

原子炉建屋の偏心率は，制限値（0.15）以下であることを確認した。 

 

表 3－1 各階における偏心率 

T.M.S.L.(m) 
方

向 

重心＊ 

g , gｙ 

(m) 

剛心＊ 

,  

(m) 

偏心距離 

,  

(m) 

ねじり剛性 

 

(kN･m) 

弾力半径 

,  

(m) 

偏心率

,  

 

27.8～33.0 
NS 42.35 41.77 0.58 

1.51×106 
74.69 0.015 

EW 42.01 40.93 1.08 77.79 0.008 

20.3～27.8 
NS 42.56 42.18 0.38 

1.48×106 
76.04 0.007 

EW 41.28 41.77 0.49 76.74 0.005 

12.3～20.3 
NS 43.01 41.93 1.08 

2.11×106 
75.95 0.010 

EW 41.89 42.64 0.75 77.41 0.014 

5.3～12.3 
NS 42.25 41.45 0.80 

2.98×106 
75.50 0.032 

EW 41.42 39.02 2.40 73.65 0.011 

－1.1～5.3 
NS 42.18 41.47 0.71 

3.97×106 
75.35 0.002 

EW 40.83 40.92 0.09 75.35 0.010 

－10.1～－1.1 
NS 41.30 41.89 0.59 

3.39×106 
75.64 0.001 

EW 40.91 40.89 0.02 74.73 0.008 

－17.5～－10.1 
NS 41.12 41.49 0.37 

4.97×106 
74.77 0.003 

EW 40.66 40.87 0.21 74.58 0.005 

注記＊：重心及び剛心は原点からの距離 
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1. 概要 

本資料は，緊急時対策所の基準地震動Ｓｓによる地震力（以下「Ｓｓ地震時」という。）

に対する接地圧を示すものである。 
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2. 接地圧 

 2.1 Ｓｓ地震時 

Ｓｓ地震時の最大接地圧が，地盤の極限支持力度（ 4410kN/m2）を超えないこ

とを確認する。  

Ｓｓ地震時の接地圧を表 2－ 1～表 2－ 10 に示す。材料特性の不確かさを考慮

したＳｓ地震時の最大接地圧は 2220kN/m2 であることから，地盤の極限支持力度

を超えないことを確認した。なお，鉛直力及び転倒モーメントは減衰力を含んだ

反力とする。  

 

 

表 2－1 Ｓｓ地震時の接地圧（基本ケース，NS 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 61.5 105 2200 

Ss-2 56.2    82.7 1720 

Ss-3 57.8    85.2 1780 

Ss-4 53.8    52.3 1330 

Ss-5 54.2    52.8 1350 

Ss-6 54.2    53.6 1350 

Ss-7 53.7    44.6 1250 

Ss-8 51.0 105 2030 

 

 

表 2－2 Ｓｓ地震時の接地圧（基本ケース，EW 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 61.5 105 2200 

Ss-2 56.2 109 2220 

Ss-3 57.8    85.1 1780 

Ss-4 53.8    75.8 1590 

Ss-5 54.2    81.9 1680 

Ss-6 54.2    80.9 1670 

Ss-7 53.7    87.4 1750 

Ss-8 51.0 105 2030 
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表 2－3 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 2，NS 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 60.5 103 2140 

Ss-2 55.9    77.0 1640 

Ss-3 57.1    84.5 1760 

Ss-8 50.6 101 1950 

 

 

表 2－4 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 2，EW 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 60.5 104 2140 

Ss-2 55.9 108 2170 

Ss-3 57.1    84.5 1760 

Ss-8 50.6 101 1950 
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表 2－5 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 3，NS 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 62.0    93.1 1970 

Ss-2 55.7    74.2 1600 

Ss-3 58.6    80.6 1720 

Ss-8 51.4 103 2010 

 

 

表 2－6 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 3，EW 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 62.0    93.1 1970 

Ss-2 55.7 102 2040 

Ss-3 58.6    80.5 1720 

Ss-8 51.4 103 2000 
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表 2－7 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 4，NS 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 61.3 105 2180 

Ss-2 56.0    81.4 1700 

Ss-3 57.8    83.8 1760 

Ss-8 50.9 103 2000 

 

 

表 2－8 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 4，EW 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 61.3 105 2180 

Ss-2 56.0 109 2210 

Ss-3 57.8    83.7 1760 

Ss-8 50.9 103 2000 
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表 2－9 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 5，NS 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 61.6 105 2200 

Ss-2 56.3    83.1 1730 

Ss-3 57.9    85.7 1790 

Ss-8 51.0 105 2030 

 

 

表 2－10 Ｓｓ地震時の接地圧（ケース 5，EW 方向） 

基準地震動Ｓｓ 
鉛直力 

Ｎ（×105 kN） 

転倒モーメント 

Ｍ（×106 kN・m） 

最大接地圧 

（kN/m2） 

Ss-1 61.6 105 2190 

Ss-2 56.3 109 2200 

Ss-3 57.9    85.5 1780 

Ss-8 51.0 104 2030 
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使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震性についての 

計算書に関する補足説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震性についての計算書」の記載内

容を補足するための資料を以下に示す。 

 

 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 3 地震荷重の入力方法 

別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 5 応力解析における応力平均化の考え方 

別紙 6 地震時動水圧荷重の算定方法 

別紙 7 原子炉格納容器コンクリート部の荷重組合せに対する影響検討 

別紙 8 壁の面内せん断力及び面外せん断力の許容値について 

別紙 9 鋼製ライナの検討 

別紙 10 使用済燃料貯蔵ラックの地震時反力の検討 

 

 



 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 
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別紙 1-1 

1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの既工認時及び今回工認時の応

力解析モデル及び手法の比較を示すものである。 
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2. 応力解析モデル及び手法の比較 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析モデル及び手法の比較を表2－1

に示す。また，今回工認時の応力解析モデルを図2－1に示す。 

比較に用いる既工認時の応力解析モデル及び手法は，平成5年6月17日付け4資庁第

14562号にて認可された工事計画の添付資料Ⅳ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール（キャス

クピットを含む。）の耐震性についての計算書」（以下「既工認」という。）のものである。 
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 表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット）（1/3） 
項目 内容 既工認 今回工認 備考 

解析手法 ・3次元 FEMモデルを用いた応力解析（弾性解析） 

（Ｓｄ地震時）   

・同左 

（Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時，（異常＋Ｓｓ地震）時） 

・3次元 FEMモデルを用いた応力解析（弾塑性解析） 

－ 

解析コード ・ＮＡＳＴＲＡＮ 

（Ｓｄ地震時）    

・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

（Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時，（異常＋Ｓｓ地震）時）  

・ＡＢＡＱＵＳ 

－ 

モ 

デ 

ル 

モデル化 

範囲 

・使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾燥器・気水分離器ピットのほか，RCCV シェル
部，トップスラブ部及びダイヤフラムフロア（東西軸に対して北半分をモデ
ル化） 

（上部構造モデル部分） 
・使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾燥器・気水分離器ピットのほか，RCCV シェル
部，トップスラブ部及びダイヤフラムフロア（全周をモデル化） 

（基礎スラブモデル部分） 
・RCCV底部を含む基礎スラブ 
上記を一体でモデル化 

① 

材料物性 

検討時の各規準，コンクリートの設計基準強度に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数：Ｅ＝2.65×104 N/mm2 （SI換算） 
・コンクリートのポアソン比：ν＝0.167 

適用規準等の見直しによる再設定 
・コンクリートのヤング係数 上部構造 ：Ｅ＝2.88×104 N/mm2  

基礎スラブ：Ｅ＝2.79×104 N/mm2  
・コンクリートのポアソン比：ν＝0.2 

・鉄筋のヤング係数：Ｅ＝2.05×105 N/mm2 

・鉄筋のポアソン比：ν＝0.3 

② 

③ 

④ 

要素種別 ・シェル要素 

（Ｓｄ地震時） 
・同左 
（Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時，（異常＋Ｓｓ地震）時） 

・積層シェル要素 

－ 

境界条件 

・東西軸に対して対称 
・基礎スラブの上端で固定 

・側面の水平及び回転ばねを考慮せず 
・周辺床の剛性を考慮 
・ライナの剛性を考慮せず 

（上部構造モデル部分） 
・全周をモデル化 

・基礎スラブモデル部分と一体化 
・側面の水平及び回転ばねを考慮せず 
・周辺床の剛性を考慮 

・ライナの剛性を考慮せず 
（基礎スラブモデル部分） 
・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは，浮上りを考慮 
・側面の水平及び回転ばねを考慮 
・上部構造物の剛性を考慮 

① 
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 表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット）（2/3） 
項目 内容 既工認 今回工認 備考 

モ 

デ 

ル 

非線形 

特性 
・考慮しない 

（Ｓｄ地震時）    

・同左 
（Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時，（異常＋Ｓｓ地震）時） 
コンクリート 

・圧縮側のコンクリート構成則 ：CEB-FIP Model codeに基づき設定 
・ひび割れ発生後の引張軟化曲線：出雲ほか（1987）による式 
鉄筋 

・バイリニア型 

－ 

地震荷重との 

組合せ 

地震時(1) ：ＤＬ＋Ｐ１（＋Ｔ１）＋Ｈ１＋Ｋ１＋Ｒ４１＋ＫＨ１ 
地震時(2) ：ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋Ｋ２＋Ｒ４２＋ＫＨ２ 
（異常＋地震）時：ＤＬ＋Ｐ２１＋Ｋ１＋Ｒ４１＋ＫＨ１ 

 
 
ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

Ｐ１ ：運転時圧力  Ｔ１ ：運転時温度荷重 
Ｐ２１ ：異常時圧力（直後） 
Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重   

Ｋ１ ：Ｓ１地震荷重 Ｒ４１ ：Ｓ１地震時配管荷重 
ＫＨ１ ：Ｓ１地震時動水圧荷重 
Ｋ２ ：Ｓ２地震荷重 Ｒ４２ ：Ｓ２地震時配管荷重 

ＫＨ２ ：Ｓ２地震時動水圧荷重 

Ｓｄ地震時 ：ＤＬ＋Ｐ１（＋Ｔ１）＋Ｈ１＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋ＫＨｄ 
Ｓｓ地震時 ：ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋ＫＨｓ 
（異常＋Ｓｄ地震）時：ＤＬ＋Ｐ２１＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋ＫＨｄ 

（異常＋Ｓｓ地震）時：ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋ＫＨｓ 
 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

Ｐ１ ：運転時圧力 Ｔ１ ：運転時温度荷重 
Ｐ２１ ：異常時圧力（直後） 
Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重   

Ｋｄ ：Ｓｄ地震荷重 Ｒｄ ：Ｓｄ地震時配管荷重 
ＫＨｄ ：Ｓｄ地震時動水圧荷重 
Ｋｓ ：Ｓｓ地震荷重 Ｒｓ ：Ｓｓ地震時配管荷重 

ＫＨｓ ：Ｓｓ地震時動水圧荷重 
ＰＳＡ ＬＬ：重大事故等時圧力  

－ 

荷 

重 

の 

設 

定 

死荷重 

及び 
活荷重 

・躯体自重，機器配管重量，静水圧 ・同左 － 

運転時荷重 ・運転時圧力，運転時温度荷重及び逃がし安全弁作動時荷重 ・同左 － 

異常時荷重 ・異常時圧力 ・同左 － 

重大事故等
時荷重 

・考慮せず ・重大事故等時圧力 － 

地震荷重 ・上部構造の各階床位置に地震力（水平力，曲げモーメント，鉛直力）を入力 ・同左 － 

地震時 

配管荷重 
・配管貫通部の地震時配管反力 ・同左 － 

地震時 

動水圧荷重 
・Housner理論に基づく地震時動水圧荷重 ・同左 － 
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 表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット）（3/3） 
項目 内容 既工認 今回工認 備考 

評価 

方法 
応力解析 

・地震時(1) ：発生応力が許容限界を超えないことを確認 
・地震時(2) ：発生応力又はひずみが許容限界を超えないことを確認 
・（異常＋地震）時 ：同上 

 

・Ｓｄ地震時 ：発生応力が許容限界を超えないことを確認 
・Ｓｓ地震時 ：発生応力又はひずみが許容限界を超えないことを確認 
・（異常＋Ｓｄ地震）時 ：同上 

・（異常＋Ｓｓ地震）時 ：同上 

⑤ 

⑥ 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

①記載したモデル化範囲及び境界条件は，地震荷重時のものである。地震荷重以外の荷重時については，以下の変更を行っている。 

温度荷重以外の荷重時：原子炉本体基礎及び下部ドライウェルアクセストンネルをモデル化範囲に加え，境界条件として外壁の剛性を考慮したロッド要素を基礎スラブに接続する。 

温度荷重時：上記に加えてライナの剛性を考慮する。 

それぞれの詳細については，別紙 2「応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方」に示す。 

②コンクリートのヤング係数及びせん断弾性係数については，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－」（(社)日本建築学会，1999改定）に基づき再計算 

③「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－」（（社）日本建築学会，2005改定）に基づき設定 

④コンクリートのヤング係数を算出するための圧縮強度は実強度，断面の評価のための圧縮強度は設計基準強度を採用 

⑤「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格」（（社）日本機械学会,2003）に基づき評価 

⑥弾性解析によるＳｄ地震時については，既工認時と同様に，モデル化範囲及び境界条件が異なる荷重ごとに解析を行い，解析結果を組み合わせた応力により評価を実施する。 

弾塑性解析によるＳｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時については，荷重の種類で区分した解析ステップを設定し，解析ステップごとにモデル化範囲及び境界条件を

変えて荷重を入力する一連の解析を実施し，最終的な応力又はひずみにより評価を実施する。なお，解析ステップは圧力及び地震荷重以外の荷重，圧力，地震荷重の順であり，荷重ごとの

モデル化範囲及び境界条件の考え方は弾性解析と同じである。 
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（a）全体図 （b）北側半分図化 

図 2－1 応力解析モデル図（地震荷重時） 

 

 

 

Ｎ 

Ｅ 

Ｎ 
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別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 
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別紙 2-1 
 

1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析におけるモデル化，境界条件

及び拘束条件についての概要を示すものである。 

 

 
  



 

別紙 2-2 
 

2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条

件は，原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書に関する補足説明資料の別紙 2

の内容と同一である。 
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別紙 3-1 

1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットに作用する地震荷重の入力方法

について示すものである。 
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2. 地震荷重の入力方法 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析に当たって，FEM モデルに入力

する地震荷重として，水平地震力及び鉛直地震力を考慮する。 

地震荷重の入力方法は，原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書に

関する補足説明資料の別紙 3 の内容と同一である。 



 

別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 
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別紙 4-1 

1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析における断面の評価

部位の選定に関し，工認記載の断面の評価要素の選定結果について示すものである。 
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2. 断面の評価部位の選定 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの荷重の組合せケースを表2－1に，配筋領

域図を図2－1に，配筋一覧を表2－2に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表2－3に，各壁及び底面スラブに対して断面力ごとの検定

値が最大となる要素及び断面の評価結果を図2－2～図2－5に，断面の評価部位の選定に

関する荷重組合せケースの断面力コンター図を図2－6～図2－10に示す。 
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表 2－1 荷重の組合せケース（1/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 1-1 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ  

1-2 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-3 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-4 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

1-5 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-6 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-7 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-8 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

1-9 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

1-10 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

1-11 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

1-12 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

1-13 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

1-14 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

1-15 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

1-16 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

1-17 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-18 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-19 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-20 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

1-21 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

1-22 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

1-23 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

1-24 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

注：[ ]は応力状態 2 に対する荷重を表す。 

  



 

別紙 4-4 

表 2－1 荷重の組合せケース（2/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 2-1 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ  

2-2 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

2-3 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

2-4 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

2-5 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ 

2-6 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

2-7 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

2-8 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

2-9 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

2-10 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

2-11 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

2-12 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 

2-13 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

2-14 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

2-15 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

2-16 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 
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表 2－1 荷重の組合せケース（3/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

（異常＋ 

Ｓｄ地震） 

時 
 

 

 

 

3-1 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ  

3-2 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-3 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-4 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

3-5 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-6 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-7 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-8 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

3-9 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

3-10 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

3-11 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

3-12 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

3-13 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＳＮ 

3-14 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＫＨｄＷＥ 

3-15 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＳＮ 

3-16 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ－0.4ＫＨｄＷＥ 

3-17 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-18 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-19 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-20 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 

3-21 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＳＮ 

3-22 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＫＨｄＷＥ 

3-23 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＳＮ 

3-24 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ－1.0ＫＨｄＷＥ 
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表 2－1 荷重の組合せケース（4/4） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

（異常＋ 

Ｓｓ地震） 

時 

4-1 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ  

4-2 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

4-3 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

4-4 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

4-5 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＳＮ 

4-6 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＫＨｓＷＥ 

4-7 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＳＮ 

4-8 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－1.0ＫＨｓＷＥ 

4-9 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

4-10 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

4-11 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

4-12 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 

4-13 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＳＮ 

4-14 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＫＨｓＷＥ 

4-15 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＳＮ 

4-16 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ－0.4ＫＨｓＷＥ 
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図 2－1 配筋領域図  

西側壁 東側壁 

北側及び南側壁 

底面スラブ 
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表 2－2 使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの配筋一覧 

(a) 北側及び南側壁 

区分 タテ方向 ヨコ方向 

Ａ 
2-D38@200 

5-D38@200 

Ｂ 
3-D38@200 

Ｃ 3-D38@200 

 

(b) 東側壁 

区分 タテ方向 ヨコ方向 

Ｄ 2-D38@200 2-D38@200 

 

(c) 西側壁 

区分 タテ方向 ヨコ方向 

Ｅ 2-D38@200 2-D38@200 

Ｆ 4-D38@200 

3-D38@200 
Ｇ 

2-D38@200 

＋D38@400 

 

(d) 底面スラブ 

区分 EW 方向 NS 方向 

Ｈ 4-D38@200 3-D38@200 

 

注：配筋は片側を示す。 
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（1/4） 

(a) Ｓｄ地震時 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

鉛直

-

NS

NS

鉛直

水平

鉛直

EW

水平

水平

-

鉛直

鉛直

鉛直

-

鉛直

-

鉛直

水平

0.647

102286 1-8

2146 1-8

2145 1-19

1606 1-14 0.868

101549 1-14 0.355

0.379

2286 1-8

2146 1-8 0.609

0.6851546 1-2

102146 1-8

102145 1-17

2379 1-6

2469 1-23

0.381

0.661

0.611

0.400

102146 1-8 0.620

0.604

2383 1-6 0.431

2379 1-6 0.658

0.264

2382 1-21 0.344

102489 1-23 0.570

102493 1-8 0.140

102493 1-23 0.748

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

評価項目

面外せん断応力度

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（2/4） 

(b) Ｓｓ地震時 

 

注 1：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

注 2：( )内は，応力平均化前の値を示す。 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

0.852

1.06

102493 2-8 0.189

102469 2-3 0.100

2469 2-7 0.276

2485 2-5 0.419

102469 2-5 0.069

102414 2-5 0.053

2390 2-5 0.259

102386 2-6 0.530

0.345

102092 2-16 0.559

102379 2-6 0.149

102379 2-6 0.131

2-5 0.094

102145 2-7 0.094

2320 2-2 0.345

2092 2-16 0.563

2145 2-5 0.440

1601 2-8 0.159

2320 2-8 0.102

102145 2-7 0.439

102320 2-8 0.101

102320 2-2

1607 2-14

101548 2-6 0.088

水平

-

鉛直

水平

鉛直 2145

面外せん断応力度

鉛直

NS

EW

EW

鉛直

-

水平

鉛直

鉛直

水平

-

鉛直

鉛直

鉛直

水平

-

鉛直

水平鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

面内せん断力

軸力

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

面外せん断力

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

面内せん断力

軸力

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

(    )
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（3/4） 

(c) （異常＋Ｓｄ地震）時 

 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

EW 1601 3-8

面外せん断力 NS 1606 3-14

0.074

EW 1601 3-8 0.031

0.059

水平 2318 3-4 0.037

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2145 3-21

面外せん断力 鉛直 2145 3-21 0.400

面内せん断力 - 2092 3-8 0.341

0.105

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102145 3-23 0.059

水平

軸力 鉛直 2145 3-8

102318 3-4 0.037

面外せん断力 鉛直 102145 3-23 0.399

面内せん断力 - 102092 3-8 0.339

0.105軸力 鉛直 102145 3-8

面外せん断応力度

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 3-6 0.053

鉛直 102379 3-6 0.035

面外せん断力 鉛直 2383 3-6 0.250

面内せん断力 - 2414 3-17 0.187

3-20

0.013

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2469 3-19 0.066

鉛直

軸力 鉛直 2398 3-6

0.236

2469 3-17 0.079

面外せん断力 鉛直 2469

0.772

軸力 鉛直 102469 3-21

0.192

面内せん断力 - 102489 3-17 0.335

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋圧縮ひずみ

面外せん断応力度

評価項目

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（4/4） 

(d) （異常＋Ｓｓ地震）時 

 

注：( )内は，応力平均化前の値を示す。 

  

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

0.843

1.05

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

EW 1601 4-8

面外せん断力 NS 1607 4-14

0.147

EW 1548 4-6 0.084

0.083

鉛直 2145 4-2 0.144

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2145 4-5

面外せん断力 鉛直 2145 4-1 0.491

面内せん断力 - 2092 4-8 0.532

0.347

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102145 4-7 0.083

鉛直

軸力 水平 2320 4-2

102145 4-2 0.145

面外せん断力 鉛直 102145 4-3 0.490

面内せん断力 - 102092 4-8 0.530

0.347軸力 水平 102320 4-2

面外せん断応力度

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 4-6 0.128

鉛直 102379 4-6 0.148

面外せん断力 鉛直 102386 4-6 0.515

面内せん断力 - 2390 4-5 0.250

0.036

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2469 4-3 0.069

鉛直

軸力 鉛直 2382 4-6

102469 4-3 0.098

面外せん断力 鉛直 102469 4-4

0.282軸力 鉛直 102469 4-5

0.188

面内せん断力 - 2489 4-5 0.386

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

(    )
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注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

(a) 北側壁 

 

 

 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

(b) 南側壁 

 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

Ｓｄ地震時（1/3） 

y

2146

2286

2145

x

y

x

102146

102286

102145

要素番号：2145 

面外せん断応力度 

ケース：1-19 

検定値：0.611 

 

要素番号：2286 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.647 

 

要素番号：2146 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.379 

 

要素番号：102145 

面外せん断応力度 

ケース：1-17 

検定値：0.604 

 

要素番号：102146 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.381 

 

要素番号：102286 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.661 

 

要素番号：2146 

面内せん断応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.609 

 

 

要素番号：102146 

面内せん断応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.620 
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注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

(c) 東側壁 

 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

(d) 西側壁 

 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

Ｓｄ地震時（2/3） 

  

y

x

2379

2382

2383

y

x

2469

102489

102493

要素番号：2383 

面外せん断応力度 

ケース：1-6 

検定値：0.431 

 

要素番号：2379 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-6 

検定値：0.400 

 

要素番号：2382 

面内せん断応力度 

ケース：1-21 

検定値：0.344 

 

要素番号：102493 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.748 

 

要素番号：102489 

面内せん断応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.570 

 

要素番号：2469 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.264 

 

要素番号：2379 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-6 

検定値：0.658 

 

 

要素番号：102493 

面外せん断応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.140 
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(e) 底面スラブ 

 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

Ｓｄ地震時（3/3） 

  

1546

y

x

1606

101549

要素番号：1546 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-2 

検定値：0.685 

 

要素番号：101549 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-14 

検定値：0.355 

 

要素番号：1606 

面外せん断応力度 

ケース：1-14 

検定値：0.868 
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(a) 北側壁 

 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 2－3 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

Ｓｓ地震時（1/3） 

  

2145

y

2092

2320

x

102145

y

x

102092

102320

要素番号：2145 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：2-5 

検定値：0.094 

 

要素番号：2320 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：2-8 

検定値：0.102 

 

要素番号：2092 

面内せん断応力度 

ケース：2-16 

検定値：0.563 

 

要素番号：102145 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：2-7 

検定値：0.094 

 

要素番号：102320 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：2-8 

検定値：0.101 

 

要素番号：102092 

面内せん断応力度 

ケース：2-16 

検定値：0.559 

 

要素番号：2320 

圧縮応力度 

ケース：2-2 

検定値：0.345 

 

要素番号：2145 

面外せん断応力度 

ケース：2-5 

検定値：0.440 

 

要素番号：102145 

面外せん断応力度 

ケース：2-7 

検定値：0.439 

 

要素番号：102320 

圧縮応力度 

ケース：2-2 

検定値：0.345 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 2－3 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

Ｓｓ地震時（2/3） 

  

y

x

102379

102386

102414

2390

y

x

2485

102493

102469 2469

要素番号：102414 

圧縮応力度 

ケース：2-5 

検定値：0.053 

 

要素番号：102379 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：2-6 

検定値：0.131 

 

要素番号：102386 

面外せん断応力度 

ケース：2-6 

検定値：0.530 

 

要素番号：2390 

面内せん断応力度 

ケース：2-5 

検定値：0.259 

 

要素番号：102469 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：2-3 

検定値：0.100 

 

要素番号：2485 

面内せん断応力度 

ケース：2-5 

検定値：0.419 

 

要素番号：102493 

面外せん断応力度 

ケース：2-8 

検定値：0.189 

 

要素番号：102379 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：2-6 

検定値：0.149 

 

要素番号：102469 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：2-5 

検定値：0.069 

 

要素番号：2469 

圧縮応力度 

ケース：2-7 

検定値：0.276 
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注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

(e) 底面スラブ 

 

図 2－3 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

Ｓｓ地震時（3/3） 

  

y

x

1601

1607

101548

要素番号：1601 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：2-8 

検定値：0.159 

 

要素番号：1607 

面外せん断応力度 

ケース：2-14 

検定値：0.852 

 

要素番号：101548 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：2-6 

検定値：0.088 
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(a) 北側壁 

 

 

 

 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 2－4 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

（異常＋Ｓｄ地震）時（1/3） 

y

2145

2092

2318

x

y

x

102145

102092

102318

要素番号：2145 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-21 

検定値：0.059 

 

要素番号：102318 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-4 

検定値：0.037 

 

要素番号：2092 

面内せん断応力度 

ケース：3-8 

検定値：0.341 

 

要素番号：2318 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-4 

検定値：0.037 

 

要素番号：2145 

面外せん断応力度 

ケース：3-21 

検定値：0.400 

 

要素番号：2145 

圧縮応力度 

ケース：3-8 

検定値：0.105 

 

要素番号：102145 

コンクリート圧縮ひずみ

ケース：3-23 

検定値：0.059 

 
要素番号：102145 

面外せん断応力度 

ケース：3-23 

検定値：0.399 

 
要素番号：102145 

圧縮応力度 

ケース：3-8 

検定値：0.105 

 

要素番号：102092 

面内せん断応力度 

ケース：3-8 

検定値：0.339 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 2－4 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

（異常＋Ｓｄ地震）時（2/3） 

  

y

x

2383

102379

2398

2414

y

x

2469

102489

102469

要素番号：2383 

面外せん断応力度 

ケース：3-6 

検定値：0.250 

 

要素番号：102379 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-6 

検定値：0.053 

 

要素番号：2414 

面内せん断応力度 

ケース：3-17 

検定値：0.187 

 

要素番号：2398 

圧縮応力度 

ケース：3-6 

検定値：0.013 

 

要素番号：102489 

面内せん断応力度 

ケース：3-17 

検定値：0.335 

 

要素番号：102469 

圧縮応力度 

ケース：3-21 

検定値：0.236 

 

要素番号：2469 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-17 

検定値：0.079 

 

要素番号：102379 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-6 

検定値：0.035 

 

要素番号：2469 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-19 

検定値：0.066 

 

要素番号：2469 

面外せん断応力度 

ケース：3-20 

検定値：0.192 
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(e) 底面スラブ 

 

図 2－4 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

（異常＋Ｓｄ地震）時（3/3）  

y

x

1601

1606

要素番号：1601 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-8 

検定値：0.074 

 

要素番号：1606 

面外せん断応力度 

ケース：3-14 

検定値：0.772 

 

要素番号：1601 

鉄筋圧縮ひずみ 

ケース：3-8 

検定値：0.031 
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(a) 北側壁 

 

 

 

 

 

(b) 南側壁 

 

図 2－5 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

（異常＋Ｓｓ地震）時（1/3） 

  

y

2320

2145

2092

x

y

x

102320

102145

102092

要素番号：2145 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-5 

検定値：0.083 

 

要素番号：102320 

圧縮応力度 

ケース：4-2 

検定値：0.347 

 

要素番号：2092 

面内せん断応力度 

ケース：4-8 

検定値：0.532 

 

要素番号：2320 

圧縮応力度 

ケース：4-2 

検定値：0.347 

 

要素番号：102145 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-7 

検定値：0.083 

要素番号：102092 

面内せん断応力度 

ケース：4-8 

検定値：0.530 

 

要素番号：2145 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-2 

検定値：0.144 

 
要素番号：2145 

面外せん断応力度 

ケース：4-1 

検定値：0.491 

 

要素番号：102145 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-2 

検定値：0.145 

 
要素番号：102145 

面外せん断応力度 

ケース：4-3 

検定値：0.490 
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(c) 東側壁 

 

 

(d) 西側壁 

 

図 2－5 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

（異常＋Ｓｓ地震）時（2/3） 

  

y

x

2382

102386

2390

102379

y

x

2469102469

2489

要素番号：102386 

面外せん断応力度 

ケース：4-6 

検定値：0.515 

 

要素番号：102379 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-6 

検定値：0.128 

 

要素番号：2390 

面内せん断応力度 

ケース：4-5 

検定値：0.250 

 

要素番号：2382 

圧縮応力度 

ケース：4-6 

検定値：0.036 

 

要素番号：2489 

面内せん断応力度 

ケース：4-5 

検定値：0.386 

 
要素番号：102469 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-3 

検定値：0.098 

 

要素番号：2469 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-3 

検定値：0.069 

 

要素番号：102379 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-6 

検定値：0.148 

 

要素番号：102469 

圧縮応力度 

ケース：4-5 

検定値：0.282 

 

要素番号：102469 

面外せん断応力度 

ケース：4-4 

検定値：0.188 
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(e) 底面スラブ 

 

図 2－5 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果 

（異常＋Ｓｓ地震）時（3/3） 

y

x

1607

1601

1548

要素番号：1601 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-8 

検定値：0.147 

 

要素番号：1607 

面外せん断応力度 

ケース：4-14 

検定値：0.843 

 

要素番号：1548 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-6 

検定値：0.084 
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(a) 軸力（水平方向，ケース 1-8） 

 

 

(b) 曲げモーメント（水平方向，ケース 1-8） 

 

図 2－6 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

北側壁（1/2） 

要素番号：2286 

(kN/m) 

圧縮 

引張 

要素番号：2286 

(kN･m/m) 注：全面外側引張 
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(c) 面内せん断力（ケース 1-8） 

 

図 2－6 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

北側壁（2/2） 

  

要素番号：2286 

(kN/m) 
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(a) 軸力（水平方向，ケース 1-8） 

 

 

(b) 曲げモーメント（水平方向，ケース 1-8） 

図 2－7 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

南側壁（1/2） 

  

要素番号：102286 

(kN/m) 

圧縮 

引張 

要素番号：102286 

(kN・m/m) 注：全面外側引張 
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(c) 面内せん断力（ケース 1-8） 

図 2－7 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

南側壁（2/2） 

  

要素番号：102286 

(kN/m) 
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(a) 軸力（鉛直方向，ケース 1-6） 

 

 

(b) 曲げモーメント（鉛直方向，ケース 1-6） 

図 2－8 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

東側壁（1/2）  

要素番号：2379 
(kN/m) 

引張 

圧縮 

要素番号：2379 
外側引張 

内側引張 

(kN・m/m) 



 

別紙 4-30 

 

(c) 面内せん断力（ケース 1-6） 

図 2－8 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

東側壁（2/2） 

 

  

要素番号：2379 (kN/m) 
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(a) 軸力（水平方向，ケース 1-23） 

 

 

(b) 曲げモーメント（水平方向，ケース 1-23） 

図 2－9 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

西側壁（1/2） 

  

要素番号：102493 

(kN/m) 

引張 

圧縮 

要素番号：102493 外側引張 

内側引張 

(kN・m/m) 
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(c) 面内せん断力（ケース 1-23） 

図 2－9 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

西側壁（2/2） 

  

要素番号：102493 

(kN/m) 



 

別紙 4-33 

 

 

面外せん断力（NS 方向，ケース 2-14） 

 

図 2－10 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

底面スラブ 

(kN/m) 

PN 

要素番号：1607 
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1. 概要 

3 次元 FEM モデルを用いた応力の算定において，FEM 要素に応力集中等が見られる場合

については，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，

2005)」（以下「RC-N 規準」という。）に基づき，応力の再配分等を考慮してある一定の

領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行っている。この場合，当該要素における

応力度ではなく，周囲の複数の要素で平均化した応力度に対して断面の評価を実施して

いることから，本資料では，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット（以下「SFP」

という。）における複数の要素での応力平均化の考え方及びその結果を示す。 
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2. 応力平均化の考え方 

2.1 応力平均化を実施した領域における断面の評価要素 

断面の評価要素は，応力平均化を行うことによって応力が変わることから，応力平

均化前の断面力に対する検定値を元に選定している。 

SFP の底面スラブでは，応力平均化前の応力分布において，局所的に大きな面外せ

ん断力が発生している要素を断面の評価要素とし，応力平均化を行い，応力平均化後

の値に対する断面の評価を実施した。 

応力平均化を実施した要素を表 2－1，要素位置図を図 2－1 に示す。 

 

表 2－1 応力平均化要素 

部位 評価項目 方向 要素番号 
組合せ 

ケース 

平均化前の検定値 

（発生値／許容値） 

底面 

スラブ 

面外 

せん断力 

面外 

せん断 

応力度 

NS 1607 
2-14 

（Ｓｓ地震時） 
1.06 

NS 1607 

4-14 

（（異常＋Ｓｓ

地震）時） 

1.05 

NS 101607 
2-14 

（Ｓｓ地震時） 
1.06 

NS 101607 

4-14 

（（異常＋Ｓｓ

地震）時） 

1.05 
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図 2－1 要素位置図 

  

PN 
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2.2 応力平均化の方法 

3 次元 FEM モデルを用いた応力解析においては，部材断面やモデル形状が大きく変

化して不連続になっている箇所は，局部的な応力集中が発生しやすい。 

図 2－2 に SFP の 3 次元 FEM モデルを示す。図 2－2 に示すように，当該部は北側壁

又は南側壁との接続部分であり，応力が集中しやすい。図 2－3 に示す面外せん断力の

コンター図を見ると，当該要素周辺では大きな面外せん断力が発生していることが分

かる。 

そこで，今回の SFP の応力解析においては，RC-N 規準を参考に，コンクリ－トのひ

び割れによる応力の再配分を考慮し，応力の平均化を行った。なお，今回の SFP の応

力解析には弾塑性解析を採用し，材料の非線形特性を設定しているが，面外せん断力

に対しては非線形特性を考慮できないことから，算出された応力に対して平均化を行

った。 

RC-N 規準においては，「線材では，部材端に生じる斜めせん断ひび割れによって部

材有効せい程度離れた断面の引張鉄筋の応力度が部材端と同じ大きさまで増大する現

象（テンションシフト）が生じるが，面材では，斜めひび割れが発生した場合におい

ても，材軸直交方向への応力再配分によって，線材におけるテンションシフトのよう

な現象は生じにくいと考えられる。」とされており，耐震壁の面外せん断力について，

「面材であるため，局部的に応力の集中があったとしても，応力の再配分を生じ，破

壊に至ることはない。」とされている。また，基礎スラブのような大断面を有する面

材の面外せん断力について，「通常の場合，FEM 解析の要素サイズは，基礎スラブ版厚

より小さいため，付図 2.2 に模式的に示されるように設計用面外せん断力は想定され

るひび割れ領域での平均面外せん断力に対して大きめの評価となっているといえる。

また，基礎スラブにおいても，耐震壁と同様，面材における面外せん断力の再配分も

期待できる。」とされている。RC-N 規準の付図 2.2 を図 2－4 に示す。 

壁，床スラブ，基礎スラブのような面材については，RC-N 規準に示されるように，

面材に荷重を作用させる直交部材からせん断破壊面が 45 度の角度で進展すると考えら

れることから，せん断破壊面が面材の表面から裏面まで貫通する範囲，すなわち部材

厚の範囲に応力が再配分されると考えられる。SFP の底面スラブにおける面外せん断

力に対する応力平均化の考え方を図 2－5 に示す。 

以上より，応力の平均化は，当該要素の壁から離れる側の応力方向に位置する隣接

要素に対して，壁面から底面スラブの部材厚である 2.3m 分の範囲で行った。 

各要素について応力平均化範囲を図 2－6 に示す。 
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図 2－2 SFP の 3 次元 FEM モデル（地震荷重時） 

  

PN 

 ：SFP 

底面スラブ 

北側壁 

応力平均化要素位置 
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(a)  組合せケース 2-14（NS 方向） 

 

 

(b)  組合せケース 4-14（NS 方向） 

 

図 2－3 面外せん断力のコンター図 

  

PN 

PN 

(kN/m) 

(kN/m) 
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図 2－4 RC-N 規準の付図 2.2 

 

 

 

図 2－5 SFP の底面スラブにおける面外せん断力に対する応力平均化の考え方 

せん断破壊面 

北側壁（又は南側壁） 

部材厚ｔ 

応力平均化範囲 
（部材厚ｔ） 

45° 



 

 

別紙 5-8 

 

 

 

 

(a) 要素番号 1607 

図 2－6 応力平均化範囲（1/2） 

 応力平均化実施要素 

 平均化実施に用いた周辺要素 

 壁直下の範囲（平均化対象外） 

PN 
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(b) 要素番号 101607 

図 2－6 応力平均化範囲（2/2）  

 応力平均化実施要素 

 平均化実施に用いた周辺要素 

 壁直下の範囲（平均化対象外） 

PN 
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2.3 応力平均化の結果 

応力平均化の手法として，下式のとおり，要素面積を考慮した重み付け平均で平均

化を行っている。応力平均化に用いる各要素の発生値，面積及び重み付け値を表2－2

に示す。また，応力平均化の結果を表2－3に示す。 

 

τａｖｅ＝∑(τｉ×Ａｉ)／ΣＡｉ 

ここで， 

τａｖｅ ：平均化後の面外せん断応力度 

τｉ  ：平均化前の各要素の面外せん断応力度（発生値） 

Ａｉ  ：応力平均化範囲における各要素の面積 

 

表2－2 応力平均化に用いる各要素の発生値，面積及び重み付け値 

応力平均化  

対象要素 
方向 

組合せ 

ケース 
要素番号 

発生値 

τｉ 

(N/mm2) 

要素面積 

Ａｉ 

(m2) 

重み付け値 

τｉ×Ａｉ 

(×106N) 

1607 NS 2-14 
1586 0.831 2.24 1.86 

1607 1.28 1.72 2.20 

    合計 3.96 4.05 

1607 NS 4-14 
1586 0.823 2.24 1.84 

1607 1.27 1.72 2.18 

    合計 3.96 4.03 

101607 NS 2-14 
101586 0.831 2.24 1.86 

101607 1.28 1.72 2.20 

    合計 3.96 4.06 

101607 NS 4-14 
101586 0.824 2.24 1.84 

101607 1.27 1.72 2.18 

    合計 3.96 4.03 
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表2－3 応力平均化結果 

要素番号 方向 組合せケース 

面外せん断応力度 

(N/mm2) 

平均化前 平均化後 

1607 NS 

2-14 1.28 1.03 

4-14 1.27 1.02 

101607 NS 

2-14 1.28 1.03 

4-14 1.27 1.02 
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2.4 断面の評価結果 

2.4.1 断面の評価方法 

Ｓｓ地震時及び（異常＋Ｓｓ地震）時の面外せん断応力度について，発生値が

許容値を超えないことを確認する。許容値は，「発電用原子力設備規格 コンク

リート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」に基づき算出する。 

 

2.4.2 断面の評価結果 

応力平均化後の評価結果を表 2－4 に示す。表 2－4 より，応力平均化後の面外

せん断応力度の発生値が許容値を超えないことを確認した。 

 

表 2－4 応力平均化後の評価結果 

要素番号 方向 
組合せ 

ケース 

面外せん断応力度 

(N/mm2) 平均化後の検定値 

（発生値／許容値） 
発生値 許容値 

1607 NS 

2-14 1.03 1.21 0.852 

4-14 1.02 1.21 0.843 

101607 NS 

2-14 1.03 1.21 0.852 

4-14 1.02 1.21 0.843 
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1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの応力解析における地震時動水

圧荷重の算定方法について示すものである。 

 

2. 地震時動水圧荷重の算定方法 

地震時動水圧荷重は，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）

日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。）における Housner 理論に基

づき，衝撃圧と揺動圧に分けて考える。表 2－1 にＪＥＡＧ４６０１-1987 における動水

圧算定式を示す。 

 

表 2－1 ＪＥＡＧ４６０１-1987 における動水圧算定式 

 

ここで， 
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3. 地震時動水圧荷重の算定諸元 

3.1 単位長さ当たり液体の質量 

液体は水であり，単位長さ当たり液体の質量ρは 1.0(tf・s2/m2)とする。 

 

3.2 寸法及び固有周期 

表 3－1 に液体の深さｈ及び矩形プール幅 2Ｌ並びにＨを示す。また，表 3－2 の寸法

より算定した自由水の 1 次円振動数ω1 及び固有周期を示す。 

 

表 3－1 液体の深さｈ及び矩形プール幅２Ｌ並びにＨ（単位：m） 

ｈ 11.51 

2Ｌ 
NS 方向 14.00 

EW 方向 17.90 

Ｈ 
NS 方向 10.50 

EW 方向 11.51 

 

表 3－2 自由水の 1 次円振動数ω 1 及び固有周期 

 NS 方向 EW 方向 

ω1（rad/s） 1.475 1.293 

固有周期（s） 4.26 4.86 
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3.3 応答最大加速度 

衝撃圧の算定に用いるプール設置床の応答最大加速度Ｘ
̈
は，「工事計画に係る説明

資料（建屋・構築物の地震応答計算書）」のうち「原子炉建屋の地震応答計算書に関

する補足説明資料」の別紙 3-2「材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果」

に示す地震応答解析結果の最大加速度のうち，T.M.S.L.18.1m及び T.M.S.L.23.5mの包

絡値とする。表 3－3 にプール設置床の応答最大加速度Ｘ
̈
を示す。 

 

表 3－3 プール設置床の応答最大加速度Ｘ
̈
 

(a) 弾性設計用地震動Ｓｄ 

T.M.S.L. 

（m） 

地震応答解析結果から得られた 

最大加速度（m/s²） Ｘ
̈
（m/s²） 

NS 方向 EW 方向 

23.5 4.94 5.21 
5.21 

18.1 4.50 4.75 

 

(b) 基準地震動Ｓｓ 

T.M.S.L. 

（m） 

地震応答解析結果から得られた 

最大加速度（m/s²） Ｘ
̈
（m/s²） 

NS 方向 EW 方向 

23.5 9.84 9.87 
9.88 

18.1 8.89 9.22 
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3.4 床応答スペクトラム 

 揺動圧の算定に用いるＸ
̈
（ｔ）に対するω1 の床応答スペクトラムＳＡ（ω1）は，Ⅴ

-2-1-7「 設 計 用 床 応 答 曲 線 の 作 成 方 針 」 に 基 づ き 設 定 し た T.M.S.L.18.1m，

T.M.S.L.23.5m 及び T.M.S.L.31.7m の減衰定数 0.5％の床応答スペクトラムより，表 3

－2 に示した固有周期における加速度を読み取った値（以下「読み取り値」という。）

を包絡するように設定した値である。 

 表 3－4 にＸ
̈
（ｔ）に対するω1 の床応答スペクトラムＳＡ（ω1）を示す。 

 

表 3－4 Ｘ
̈
（ｔ）に対するω1 の床応答スペクトラムＳＡ（ω1） 

(a) 弾性設計用地震動Ｓｄ 

T.M.S.L. 

（m） 

読み取り値 

（m/s²） 

ＳＡ（ω1） 

（m/s²） 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

31.7 7.75 8.34 

10.0 10.9 23.5 7.75 8.34 

18.1 7.75 8.34 

 

(b) 基準地震動Ｓｓ 

T.M.S.L. 

（m） 

読み取り値 

（m/s²） 

ＳＡ（ω1） 

（m/s²） 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

31.7 15.6 16.9 

20.2 21.9 23.5 15.6 16.8 

18.1 15.6 16.8 
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4. 地震時動水圧荷重の算定結果 

「3. 地震時動水圧荷重の算定諸元」の各諸元を表 2－1 の動水圧算定式に代入するこ

とで算定した衝撃圧を表 4－1 に，揺動圧を表 4－2 に示す。また，衝撃圧と揺動圧を合

計することで算定した地震時動水圧荷重を表 4－3 に示す。 
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表 4－1 衝撃圧 

（単位：kN/m2） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

    

 

表 4－2 揺動圧 

（単位：kN/m2） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4－3 地震時動水圧荷重 

（単位：kN/m2） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 

NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

    

 

58.6 

47.7 

81.2 

66.3 

118 

91.5 

163 

128 

38.8 45.4 73.7 86.1 

42.1 17.8 20.9 8.9 

163 118 81.2 58.6 
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1. 概要 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット（以下「SFP」という。）については，Ⅴ-

2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震性についての計算書」（以下

「SFP の耐震計算書」という。）にて，Ｓｄ地震時，Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時

及び（異常＋Ｓｓ地震）時の耐震性評価を実施している。 

一方で，RCCV のコンクリート部については，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリー

ト部の耐震性についての計算書」（以下「RCCV の耐震計算書」という。）にて，荷重状態

Ⅲ～Ⅴの地震時に関する荷重の組合せに対する評価を実施している。 

本資料では，SFP が床面及び壁面の一部を RCCV と共有していることを踏まえ，SFP に

ついて，RCCV で考慮している重大事故等時の状態である荷重状態Ⅴにおける荷重の組合

せに対する影響検討を実施する。 
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2. SFP の影響検討 

2.1 検討方針 

SFP の影響検討は，3 次元 FEM モデルを用いた応力解析によることとし，荷重状態Ⅴ

に対して，地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力又はひずみが許

容限界を超えないことを確認する。RCCV の耐震計算書における荷重状態Ⅴの荷重の組

合せを表 2－1 に示す。ここで，表 2－1 に示す（異常＋地震）時（4）については，

SFP の耐震計算書において（異常＋Ｓｓ地震）時として評価しているため，本検討は，

表 2－1 に示す（異常＋地震）時（3）について検討する。 

なお，RCCV の耐震計算書の「4.4 解析モデル及び諸元」に示すとおり，RCCV の応

力解析において SFP を含めたモデルを用いているため，本検討には，RCCV の耐震計算

書の「4. 応力解析による評価方法」にて得られた SFP の応力を用いるものとする。 
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表 2－1 RCCV の耐震計算書における荷重状態Ⅴの荷重の組合せ 

荷重

状態 
荷重時 

荷重

番号 
荷重の組合せ 

Ⅴ 
（異常＋地震）時（3） 5 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋Ｅｄ 

（異常＋地震）時（4） 6 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋Ｅｓ 

 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

ＰＳＡＬ ：SA（L）時圧力 

ＨＳＳＡＬ ：SA（L）時水圧荷重 

ＨＳＡ ：チャギング荷重（SA 時） 

ＰＳＡＬＬ ：SA（LL）時圧力 

ＨＳＳＡＬＬ ：SA（LL）時水圧荷重 

Ｋｄ，Ｋｓ ：地震荷重 

Ｒｄ，Ｒｓ ：地震時配管荷重 

Ｅｄ，Ｅｓ ：地震時土圧荷重 
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2.2 荷重の組合せケース 

荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3）で考慮する応力は，次の荷重ケースによる応力

を組み合わせて求める。 

 

ＤＬ  ：死荷重及び活荷重 

ＰＳＡＬ  ：SA（L）時圧力 

ＨＳＳＡＬ ：SA（L）時水圧荷重 

ＨＳＡ  ：チャギング荷重（SA 時） 

Ｋｄ１ＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ１ＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ１ＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｒｄ  ：Ｓｄ地震時配管荷重 

ＥｄＮＳ  ：NS 方向 Ｓｄ地震時土圧荷重 

ＥｄＥＷ  ：EW 方向 Ｓｄ地震時土圧荷重 

 

注記＊：計算上の座標軸を基準として，EW 方向は W→E 方向の加力，NS 方向は S→N

方向の加力，鉛直方向は上向きの加力を記載している。 

 

荷重の組合せケースを表 2－2 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程ＪＥＡＣ４

６０１－2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は 1.0 と

0.4）を用いるものとする。 
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表 2－2 荷重の組合せケース 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅴ （異常＋

地震）時 

（3） 

5-1 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-2 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-3 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-4 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-5 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-6 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-7 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-8 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-9 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-10 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

5-11 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-12 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

5-13 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-14 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

5-15 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-16 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 
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2.3 断面の評価方法 

断面の評価方法は，SFP の耐震計算書の「3.5.2 断面の評価方法」に記載のＳｓ地

震時，（異常＋Ｓｄ地震）時及び（異常＋Ｓｓ地震）時に対する評価方法に準ずるも

のとする。 

 

2.4 検討結果 

「2.3 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を以下のとおり選定する。 

壁については，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリー

トのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度に対

する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小となる要素をそれぞれ選定す

る。 

底面スラブについては，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひ

ずみ並びに面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が

最小となる要素をそれぞれ選定する。 

選定した要素の位置を図 2－1 に，検討結果を表 2－3 に示す。 

荷重状態Ⅴ・（異常＋Ｓｄ地震）時（3）において，壁について，軸力，曲げモーメ

ント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力度，

面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。

また，底面スラブについて，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの

ひずみ並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。 

  



 

別紙 7-7 

   

(a)  北側壁 

 

 

(b)  南側壁 

図 2－1 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・（異常＋Ｓｄ地震）時（3）（1/3） 

 

y

x

23282325

2213

2143

2145

y

x

102328102325

102213

102143

102145



 

別紙 7-8 

 

(c) 東側壁 

 

  

(d)  西側壁 

図 2－1 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・（異常＋Ｓｄ地震）時（3）（2/3） 
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(e)  底面スラブ 

図 2－1 選定した要素の位置 荷重状態Ⅴ・（異常＋Ｓｄ地震）時（3）（3/3） 
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表 2－3 検討結果 荷重状態Ⅴ・（異常＋Ｓｄ地震）時（3） 

 

 

部位 方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋引張ひずみ

(×10-3)

圧縮応力度

(N/mm2)

面内せん断応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm2)

コンクリート圧縮ひずみ

(×10-3)

鉄筋圧縮ひずみ

(×10-3)

面外せん断応力度

(N/mm2)

3.00  

EW 101601 5-4 0.177  5.00  

評価項目

底面
スラブ

軸力
＋

曲げモーメント

EW 1601 5-8 0.249  

面外せん断力 NS 101605 5-6 1.06   

3.00  

鉛直 2145 5-2 0.776  5.00  

北側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 2143 5-10 0.223  

面外せん断力 水平 2328 5-1 1.11   2.00  

面内せん断力 - 2213 5-2 2.97   4.91  

南側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102143 5-10 0.224  3.00  

鉛直

軸力 水平 2325 5-2 3.57   21.4   

102145 5-2 0.774  5.00  

面外せん断力 水平 102328 5-3 1.11   2.00  

面内せん断力 - 102213 5-2 2.97   4.91  

軸力 水平 102325 5-2 3.57   21.4   

東側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102379 5-6 0.167  3.00  

水平 102414 5-3 0.338  5.00  

面外せん断力 鉛直 2383 5-6 0.407  1.68  

面内せん断力 - 2410 5-1 0.613  3.03  

西側壁

軸力
＋

曲げモーメント
＋

面内せん断力

鉛直 102469 5-1 0.281  3.00  

鉛直

軸力 鉛直 2398 5-2 0.447  21.4   

2469 5-1 0.233  5.00  

面外せん断力 鉛直 102469 5-4 0.943  

軸力 鉛直 102469 5-5 2.66   21.4   

2.06  

面内せん断力 - 102489 5-1 0.874  2.26  

1.21  
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1. 概要 

使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピット（以下「SFP」という。）の応力解析におけ

る断面の評価については,発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格

（（社）日本機械学会，2003）（以下「CCV 規格」という。）に基づき実施している。この

うち，壁の面内せん断力及び面外せん断力に対する評価は，CCV 規格のシェル部の規定

（CVE-3512 及び CVE-3513）に準拠して行っている。 

一方，平成 5 年 6 月 17 日付け 4 資庁第 14562 号にて認可された工事計画の添付資料

Ⅳ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール（キャスクピットを含む。）の耐震性についての計

算書」（以下「既工認」という。）では，面内せん断力及び面外せん断力については，鉄

筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，1991 改訂）（以下「RC 規準

1991」という。）に準拠していた。 

本資料は，円筒壁を対象としている CCV 規格シェル部の規定を平板壁である SFP の壁

に適用することの妥当性について説明する。 
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2. CCV 規格を用いることの妥当性 

2.1 面内せん断力に対する評価 

面内せん断力の評価基準値（許容値）は，CCV 規格では円筒壁であるシェル部のみ

に規定されているため，CCV 規格に基づき面内せん断力に対する評価を実施する際は，

円筒壁の評価式を用いることとなる。 

また，CCV 規格での評価式は基本的には RC 規準 1991 と同様に，面内せん断力を全て

鉄筋で負担させる全補強式であるため，壁の断面形状には依存しない。 

さらに，種々実験結果との比較により CCV 規格の式は十分な裕度を持つことが確認

されている。CCV 規格の解説図 CVE-3512-1 を図 2－1 に示す。図 2－1 より，CCV 規格

の式 CVE-3512.2-1 式及び CVE-3512.2-2 式は実験結果の下限を評価しており，十分な

裕度を持つことが確認できる。 

以上より，平板壁である SFP の壁に CCV 規格の面内せん断応力度の評価式を適用す

ることは妥当である。 

 

2.2 面外せん断力に対する評価 

面外せん断力の評価基準値（許容値）は，CCV 規格のシェル部の規定では主筋や軸

力の効果を考慮しており，RC 規準 1991 とは異なる評価式ではあるが，平板壁の切り

出しモデルである梁の試験でその適用性が確認されている。CCV 規格の解説図 CVE-

3513-1 を図 2－2 に示す。図 2－2 より，CCV 規格の式 CVE-3513.2-1 式は実験結果の下

限を評価しており，十分な裕度を持つことが確認できる。 

以上より，平板壁である SFP の壁に CCV 規格の面外せん断応力度の評価式を適用す

ることは妥当である。 
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図 2－1 CCV 規格の解説図 CVE-3512-1（一部加筆） 

  

CVE-3512.2-2 式による下限値 
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図 2－2 CCV 規格の解説図 CVE-3513-1 
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3. まとめ 

円筒壁を対象としている CCV 規格シェル部の規定を平板壁である SFP の壁に適用する

ことの妥当性を確認した。 
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1. 概要 

使用済燃料貯蔵プールはコンクリート躯体に鋼製ライナ（材質：SUS304，厚さ：6 ㎜）

を内張りしたもので，鋼製ライナは耐漏洩機能を，鉄筋コンクリート部分は支持機能を

有しており，内張りの下のコンクリート躯体で強度を保持しているため，Ⅴ-2-4-2-1

「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震性についての計算書」では，鉄筋コ

ンクリート部分の構造強度の確認による評価を実施している。 

本資料は，使用済燃料貯蔵プールの内面におけるステンレス鋼製ライナひずみの検討

の補足説明資料であり，Ⅴ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震

性についての計算書」の補足説明をするものである。 

 

2. 使用済燃料貯蔵プールのライナひずみの算出方法 

使用済燃料貯蔵プールのライナひずみは，Ⅴ-2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキ

ャスクピットの耐震性についての計算書」に示す応力解析結果を元に算出する。使用済

燃料貯蔵プール内面の鋼製ライナについては，躯体に追従するため，鉄筋コンクリート

のひずみを鋼製ライナに生じるひずみとみなして，ひずみの検討を行うことで，耐漏洩

機能の確認を行う。 

図 2－1 に使用済燃料貯蔵プールのライナひずみの算出対象要素を示す。 
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2.1 ひずみの評価式 

(1) Ｓｄ地震時 

ライナひずみは，下式により算出した鋼製ライナ側コンクリート表面の最大主ひ

ずみ（ε1）と最小主ひずみ（ε2）の絶対値が大きい方の値とする。 

ε1＝
1

2
(εx＋εy)＋

1

2
√(εx－εy)

2
＋γxy

2 

ε2＝
1

2
(εx＋εy) −

1

2
√(εx－εy)

2
＋γxy

2 

x 方向の垂直ひずみ εx＝
１

Ｅ
(
Ｎ

ｘ

Ａ
＋

Ｍ
ｘ

Ｚ
) −

ν

Ｅ
(
Ｎ

ｙ

Ａ
＋

Ｍ
ｙ

Ｚ
) 

y 方向の垂直ひずみ εy＝
１

Ｅ
(
Ｎ

ｙ

Ａ
＋

Ｍ
ｙ

Ｚ
) −

ν

Ｅ
(
Ｎ

ｘ

Ａ
＋

Ｍ
ｘ

Ｚ
) 

せん断ひずみ    γxy＝
１

Ｇ
(
Ｎ

ｘｙ

Ａ
＋

Ｍ
ｘｙ

Ｚ
) 

 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｎｘｙ  ：面内せん断力 

Ｍｘｙ  ：ねじりモーメント 

Ａ   ：断面積 

Ｚ   ：断面係数 

Ｅ   ：ヤング係数 

Ｇ   ：せん断弾性係数 

ν   ：ポアソン比 

 

(2) Ｓｓ地震時，（異常＋Ｓｄ地震）時，（異常＋Ｓｓ地震）時 

弾塑性解析で出力される鋼製ライナ側コンクリート表面の最大主ひずみ（ε 1）と

最小主ひずみ（ε2）の絶対値が大きい方の値とする。 
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2.2 許容値の設定 

ライナひずみの許容値は，発電用原子力設備規格（コンクリート製原子炉格納容器

規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥ１- 2003）（日本機械学会 2003 年 12 月）（以下「ＣＣＶ規格」

という。）を準用し，表 CVE-3611-1 ライナプレートの許容ひずみより，引張：

3.0×10-3，圧縮：5.0×10-3 とする。 

ＣＣＶ規格の許容値は，コンクリート製原子炉格納容器の円筒部ライナプレートに

限定されるものではなく，底部の平面のライナプレートにも適用されるものであるた

め，適用性について形状に依存するものではない。また，ライナプレートは鉄筋コン

クリート部分の変形によるひずみに対し，漏洩を生じることなく追従できる変形性能

を有していればよい（解説 CVE-3611）。よって，要求機能の観点からも，使用済燃料

貯蔵プールは鉄筋コンクリートに強度を，鋼製ライナに耐漏洩性をもたせた構造とな

っているため，ＣＣＶ規格におけるライナプレートの許容ひずみを準用することは，

問題ないものと考える。 
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(a)俯瞰図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)断面図 

 

図 2－1 使用済燃料貯蔵プールのライナひずみの算出対象要素 
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3. ライナひずみの検討結果 

ライナひずみの検討結果を表 3－1 に示す。また，図 3－1 に最大ひずみの要素位置を

示す。 

 

表 3－1 検討結果 

検討項目 
最大ひずみの 

発生要素 
解析結果 許容値 備考 

ひずみ 102379 1.025×10-3 3.0×10-3 Ｓｓ地震時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 最大ひずみの要素位置図（東側壁） 

 

4. まとめ 

使用済燃料貯蔵プールの内面の鋼製ライナについて，ひずみの検討を行った。その結

果，最大ひずみは 1.025×10-3 であり，許容値 3.0×10-3 に対して十分小さいことを確認

した。 

 

T.M.S.L.31.8m 

T.M.S.L.19.88m 

最大ひずみの発生要素 
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1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵ラックの地震時反力の検討に関する説明資料であり，Ⅴ-

2-4-2-1「使用済燃料貯蔵プール及びキャスクピットの耐震性についての計算書」の補

足説明をするものである。 

 

2. 解析モデルについて 

使用済燃料貯蔵プールの解析モデルでは，使用済燃料貯蔵ラックの質量は固定荷重と

して扱っている。これは，使用済燃料貯蔵ラックの質量が，躯体に対して大きくないこ

とから，評価上連成させる必要がないと考えられるためである。以下に，使用済燃料貯

蔵ラックと躯体の質量比較を行う。 

 

3. 使用済燃料貯蔵ラックと原子炉建屋の質量比較について 

使用済燃料貯蔵ラックと原子炉建屋の質量比較検討結果を表 3－1 に示す。算出した使

用済燃料貯蔵ラックの質量と原子炉建屋の質量を比較した結果，使用済燃料貯蔵ラック

の質量は躯体の質量に対して，割合が小さいことを確認した。 

 

表 3－1 質量比較検討結果 

検討項目 
使用済燃料貯蔵ラック 

[㎏] 

原子炉建屋 

[㎏] 

質量 1,283,688＊1 199,365,736＊2 

注記＊1 ：使用済燃料貯蔵プール内の使用済燃料貯蔵ラック総質量 

  ＊2 ：Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」より質点重量の合計値 

 

4. まとめ 

使用済燃料貯蔵ラックの地震時の挙動について，原子炉建屋との質量比較の検討を行

った結果，使用済燃料貯蔵ラックは原子炉建屋に対して十分質量が小さいことを確認し

た。よって，使用済燃料貯蔵ラックの質量はモデル上，固定荷重として考慮すれば，連

成の考慮は不要であることを確認した。 

以上のことから，使用済燃料貯蔵プール躯体側の評価としては，固定荷重のみ考慮す

れば問題なく，反力の考慮は不要といえる。 
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復水貯蔵槽の耐震性についての計算書に関する補足説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

 

1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  V-2-5-5-1-2「復水貯蔵槽の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を以下

に示す。 

 

別紙 1 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 2 地震荷重の入力方法 

別紙 3 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 4 鋼製ライナの検討 

別紙 5 誘発上下動の検討 

 



 

 

 

 

 

 

 

別紙 1 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 
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1. 概要 

  本資料は，復水貯蔵槽の応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件についての概要を

示すものである。 
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2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

  復水貯蔵槽の応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2－1に示す。 

 

  直接基礎の底面地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。 

・水平ばね 

    振動アドミッタンス理論に基づく水平ばねにより算出する。 

・鉛直ばね 

    回転ばね反力として生じる転倒モーメントを適切に評価するため，振動アドミッタンス理

論に基づく回転ばねより算出する。 

 

有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊については，以下のとおり。 

・シェル要素 

    要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重状態より要素

分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2以下，その他の

領域や応力変化が少ない領域では，1：3程度までで，分割に際しては 4角形要素を利用して

格子状とするのが一般的である。曲面版構造の場合は，平板要素や軸対象シェル要素の大き

さは，集中荷重や不連続部を含む曲面部近傍では 2.5√(R/t)を 10～20 分割すると適切な応

力分布が求められ，構造物の半径（R）と板厚（t）が考慮されている。また，面内曲げ・軸

力及び面外のせん断や曲げを受ける部材のシェル要素の辺の長さは，シェルの広がり方向の

応力分布の状態から決まり，応力変化が大きい領域は要素を小さくする必要がある。 

 

   注記＊：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE協会，2008年） 
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表 2－1 復水貯蔵槽(1/5) 

  

モデル概要 

〇モデル化範囲 

 ・基礎スラブ及び上部構造をモデル化する。 

 

〇使用要素 

 ・基礎スラブ，スラブ，壁：シェル要素 

・柱，はり，ブレース：はり要素 

 

 

 

 

（単位：m） 

モデル概要（全体図） 

 

RwJ

RwH
RwG

RwF

RwE

RwD
RwC

RwB

RwA

Rw7
Rw6

Rw5
Rw4

Rw3
Rw2

Rw1

PN
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表 2－1 復水貯蔵槽(2/5) 

  

モデル概要 

〇要素分割 

・要素一辺の長さを 1～2m程度として分割する。 

 

 

 

（単位：m） 

モデル概要（復水貯蔵槽） 

Rw2

Rw3

Rw4

Rw5

Rw6
RwG

RwF

PN

7号機 復水貯蔵槽 
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RwJ

RwH
RwG

RwF

RwE

RwD
RwC

RwB

RwA

Rw7
Rw6

Rw5
Rw4

Rw3
Rw2

Rw1

PN

表 2－1 復水貯蔵槽(3/5) 

 

  

境界条件，拘束条件 

復水貯蔵槽と接続する上部構造物の境界 

・復水貯蔵槽と接続する上部構造物との境界部においては，復水貯蔵槽と接続する床及び壁と

の間で生じる荷重の伝達や剛性による拘束を考慮している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル境界 

 

 

 

7 号機 

復水貯蔵槽 

（単位：m） 
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表 2－1 復水貯蔵槽(4/5) 

 

  

境界条件，拘束条件 

基礎スラブと地盤の境界 

・側面地盤は無視する。 

・基礎スラブの節点には，底面地盤を表現するばね要素を設ける。 

・水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：振動アドミッタンス理論による水平ばねＫＨ ＮＳ（ＥＷ）を節点支配面積Ａｉで離散化。 

      ＫＨｉ ＮＳ（ＥＷ）＝（ＫＨ ＮＳ（ＥＷ）／Ａ）×Ａｉ  Ａ：基礎スラブの底面積 

・鉛直剛性：転倒モーメントが支配的となるため振動アドミッタンス理論による回転ばねＫＲ

を節点支配面積Ａｉで離散化。 

      ＫＶｉ＝（ＫＲ ＮＳ／Ｉ ＮＳ＋ＫＲ ＥＷ／Ｉ ＥＷ）／2×Ａｉ  

Ｉ：基礎スラブの断面二次モーメント 

 

 

 

モデル概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎底面ばね（鉛直方向）
基礎浮上り考慮

基礎底面ばね（水平方向）
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表 2－1 復水貯蔵槽(5/5) 

 

 

境界条件，拘束条件 

基礎スラブと地盤の境界 

・基礎浮上りを考慮しない方が，浮上り側の壁に発生する引張応力を保守的に評価するため，基

礎浮上りを無視する。 

 

    概略平面図 

 

  

（１）基礎浮上り非考慮 （２）基礎浮上り考慮 

 

基礎浮上りの有無による壁の縦方向軸応力の比較（組合せケース 2，Rw2通り壁） 

 

 

RwF

T.M.S.L.16.1

(単位：kN/m)

荷重方向（紙面奥）

T.M.S.L.-1.1

RwG RwF

T.M.S.L.16.1

(単位：kN/m)

荷重方向（紙面奥）

T.M.S.L.-1.1

RwG

荷重方向 
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1. 概要 

  本資料は，復水貯蔵槽に作用する地震荷重の入力方法について示すものである。 
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2. 地震荷重の入力方法 

  復水貯蔵槽の応力解析に当たっては，FEM モデルに入力する地震荷重として，上部構造物の地

震荷重を考慮する。なお，FEM モデルについては，評価対象である復水貯蔵槽に加え，復水貯蔵

槽に作用する周辺の上部構造物からの地震荷重を適切に評価するため，建屋全体をモデル化して

いる。 

  地震荷重の入力方法は，廃棄物処理建屋の耐震性についての計算書に関する補足説明資料別紙

3「地震荷重の入力方法」の内容と同一である。 
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1. 概要 

  本資料は，復水貯蔵槽の応力解析における断面の評価部位の選定に関し，工認記載の断面の評

価要素の選定結果について示すものである。 
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2. 断面の評価部位の選定 

  復水貯蔵槽の荷重の組合せケースを表 2－1 に，復水貯蔵槽の配筋一覧を表 2－2～表 2－4 に，

板厚及び配筋領域図を図 2－1～図 2－5に示す。 

  各評価項目の検定値一覧を表 2－5，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果

を図 2－6～図 2－8 に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図を

図 2－9に示す。 
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表 2－1 荷重の組合せケース 

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1 

1.0：0.4 

下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＳＮ 

2 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＳＮ 

3 下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＮＳ 

4 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＮＳ 

5 下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ 

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＷＥ 

6 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ 

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＷＥ 

7 下向き 
(1.0＋0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ 

＋(1.0＋0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＥＷ 

8 上向き 
(1.0－0.4Ｋｖ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ 

＋(1.0－0.4Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋ＨｄＥＷ 

9 

0.4：1.0 

下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＳＮ 

10 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＳＮ 

11 下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＮＳ 

12 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＮＳ 

13 下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ 

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＷＥ 

14 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ 

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＷＥ 

15 下向き 
(1.0＋Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ 

＋(1.0＋Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＥＷ 

16 上向き 
(1.0－Ｋｖ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ 

＋(1.0－Ｋｖ)ＨｓＳＬ＋ＨｓＷＡ＋0.4ＨｄＥＷ 
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ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｓＳＮ ：水平地震荷重（S→N方向） 

ＳｓＮＳ ：水平地震荷重（N→S方向） 

ＳｓＷＥ ：水平地震荷重（W→E方向） 

ＳｓＥＷ ：水平地震荷重（E→W方向） 

Ｋｖ  ：鉛直震度 

ＨｓＳＬ ：静水圧荷重（スラブ） 

ＨｓＷＡ ：静水圧荷重（壁） 

ＨｄＳＮ ：動水圧荷重（S→N方向） 

ＨｄＮＳ ：動水圧荷重（N→S方向） 

ＨｄＷＥ ：動水圧荷重（W→E方向） 

ＨｄＥＷ ：動水圧荷重（E→W方向） 
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表 2－2 復水貯蔵槽の配筋（壁） 

部位 通り芯 
レベル 

T.M.S.L.(m) 

板厚 

(m) 

配筋 断面積 

(mm2/m) 1段目 2段目 

領域 A RwF通り壁 

RwG通り壁 

Rw2通り壁 

Rw6通り壁 

12.3～16.1 0.90 D29@200 D29@200 6420 

領域 B 6.5～12.3 1.20 D32@200 D32@200 7940 

領域 C -1.1～6.5 1.35 D35@200 D35@200 9570 

領域 D Rw4通り壁 -1.1～16.1 1.60 D38@200 D38@200 11400 

注：配筋は縦筋，横筋，内側，外側とも。 

 

 

（単位：m）     

図 2－1 復水貯蔵槽の配筋領域図（RwF通り壁，RwG通り壁） 

 

  

Rw2 Rw3 Rw4 Rw5 Rw6

T.M.S.L.-1.1

T.M.S.L.6.5 

T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

6.5

27.0

6.57.0 7.0

領域 B 

領域 A 

領域 C 

N

U
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（単位：m）        

図 2－2 復水貯蔵槽の配筋領域図（Rw2通り壁，Rw6通り壁） 

 

  

（単位：m）        

図 2－3 復水貯蔵槽の配筋領域図（Rw4通り壁） 

 

  

T.M.S.L.-1.1

T.M.S.L.6.5 

T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

RwF RwG

13.0

T.M.S.L.-1.1

T.M.S.L.6.5 

T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

RwF RwG

13.0

領域 B 

領域 A 

領域 C 

領域 D 

E

U

E

U
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表 2－3 復水貯蔵槽の配筋（底面スラブ，主筋） 

部位 
板厚 

(m) 

配筋 断面積 

(mm2/m) 1段目 2段目 

領域 E 1.50 D35@200 D35@200 9570 

注：配筋は上ば筋，下ば筋，NS方向，EW方向とも。 

 

 

 

  
（単位：m）        

 

図 2－4 復水貯蔵槽の配筋領域図（底面スラブ，主筋） 

 

  

RwF

1
3
.
0

RwG

Rw2 Rw3 Rw4 Rw5 Rw6

6.5 6.57.0 7.0

27.0

領域 E 

N

E
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表 2－4 復水貯蔵槽の配筋（底面スラブ，せん断補強筋） 

部位 鉄筋 ピッチ 
断面積 

(mm2/m) 

領域 F D19 @200×@400 3588 

 

 

 

 

（単位：m）        

 

図 2－5 復水貯蔵槽の配筋領域図（底面スラブ，せん断補強筋） 

 

  

RwF

1
3
.
0

RwG

Rw2 Rw3 Rw4 Rw5 Rw6

6.5

27.0

6.57.0 7.0

領域 F 

N

E
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表 2－5 各評価項目の検定値一覧 

項目 部位 方向 要素番号 
荷重 

ケース 
検定値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

壁 

縦 22759 2 0.892 

横 22822 2 0.963 

底面 

スラブ 

NS 10734 1 0.466 

EW 10803 5 0.573 

面外せん断力 

壁 

縦 22483 7 0.354 

横 22468 7 0.511 

底面 

スラブ 

NS 10710 1 0.476 

EW 10638 7 0.397 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 
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（単位：m）      

 

図 2－6 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（RwF通り壁） 

 

  

Rw2 Rw3 Rw4

T.M.S.L.-1.1

T.M.S.L.6.5 

T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

6.5

13.5

7.0

要素番号 22483 

面外せん断力 

ケース 7 

縦方向 

検定値：0.354 

要素番号 22468 

面外せん断力 

ケース 7 

横方向 

検定値：0.511 

N

U
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（単位：m）      

 

図 2－7 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（RwG通り壁） 

 

 

  

Rw2 Rw3 Rw4

T.M.S.L.-1.1

T.M.S.L.6.5 

T.M.S.L.12.3

T.M.S.L.16.1

6.5

13.5

7.0

要素番号 22759 

軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力 

ケース 2 

縦方向 

検定値：0.892 

要素番号 22822 

軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力 

ケース 2 

横方向 

検定値：0.963 

N

U
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（単位：m）      

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（底面スラブ） 

 

  

RwF

1
3
.
0

RwG

Rw2 Rw3 Rw4

6.5 7.0

13.5

要素番号 10638 

面外せん断力 

ケース 7 

EW方向 

検定値：0.397 

要素番号 10710 

面外せん断力 

ケース 1 

NS方向 

検定値：0.476 

要素番号 10803 

軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力 

ケース 5 

EW方向 

検定値：0.573 

要素番号 10734 

軸力＋曲げモーメント＋面内せん断力 

ケース 1 

NS方向 

検定値：0.466 

N

E
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（単位：kN/m） 

軸力（横方向，ケース 2） 

 

図 2－9 断面算定部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図(1/3) 
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（単位：kN・m/m） 

曲げモーメント（横方向，ケース 2） 

 

図 2－9 断面算定部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図(2/3) 
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（単位：kN/m） 

面内せん断力（横方向，ケース 2） 

 

図 2－9 断面算定部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図(3/3) 
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1. 概要 

  復水貯蔵槽はコンクリート躯体に鋼製ライナ（材質：SUS304，厚さ：4mm）を内張り

したもので，鋼製ライナは耐漏洩機能を，鉄筋コンクリート部分は支持機能を有してお

り，内張りの下のコンクリート躯体で強度を保持しているため，Ⅴ-2-5-5-1-2「復水貯

蔵槽の耐震性についての計算書」では，鉄筋コンクリート部分の構造強度の確認による

評価を実施している。 

本資料は，復水貯蔵槽の内面における鋼製ライナひずみの検討の補足説明資料であ

り，Ⅴ-2-5-5-1-2「復水貯蔵槽の耐震性についての計算書」の補足説明をするものであ

る。 

 

2. 復水貯蔵槽の鋼製ライナひずみの算出方法 

  復水貯蔵槽のライナひずみは，Ⅴ-2-5-5-1-2「復水貯蔵槽の耐震性についての計算

書」に示す応力解析結果を元に算出する。復水貯蔵槽内面の鋼製ライナについては，躯

体に追従するため，鉄筋コンクリートのひずみを鋼製ライナに生じるひずみとみなし

て，ひずみの検討を行うことで，耐漏洩機能の確認を行う。 
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 2.1 ひずみの評価式 

   ライナひずみは，下式により算出した鋼製ライナ側コンクリート表面の最大主ひず

み（ε1）及び最小主ひずみ（ε 2）の絶対値が大きい方の値とする。 

ε1＝
1

2
(εx＋εy)＋

1

2
√(εx－εy)

2
＋γxy

2 

ε2＝
1

2
(εx＋εy) −

1

2
√(εx－εy)

2
＋γxy

2 

x 方向の垂直ひずみ εx＝
1

Ｅ
(
Ｎ

ｘ

Ａ
＋

Ｍ
ｘ

Ｚ
)－

ν

Ｅ
(
Ｎ

ｙ

Ａ
＋

Ｍ
ｙ

Ｚ
) 

y 方向の垂直ひずみ εy＝
1

Ｅ
(
Ｎ

ｙ

Ａ
＋

Ｍ
ｙ

Ｚ
)－

ν

Ｅ
(
Ｎ

ｘ

Ａ
＋

Ｍ
ｘ

Ｚ
) 

せん断ひずみ    γxy＝
１

Ｇ
(
Ｎ

ｘｙ

Ａ
＋

Ｍ
ｘｙ

Ｚ
) 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｎｘｙ  ：面内せん断力 

Ｍｘｙ  ：ねじりモーメント 

Ａ   ：断面積 

Ｚ   ：断面係数 

Ｅ   ：ヤング係数 

Ｇ   ：せん断弾性係数 

ν   ：ポアソン比 

 

 2.2 許容値の設定 

   ライナひずみの許容値は，発電用原子力設備規格（コンクリート製原子炉格納容器

規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥ１- 2003）（日本機械学会 2003 年 12 月）（以下「ＣＣＶ規

格」という。）を準用し，表 CVE-3611-1 ライナプレートの許容ひずみより，引張：

3.0×10-3，圧縮：5.0×10-3 とする。 

   ＣＣＶ規格の許容値は，コンクリート製原子炉格納容器の円筒部ライナプレートに

限定されるものではなく，底部の平面のライナプレートにも適用されるものであるた

め，適用性について形状に依存するものではない。また，ライナプレートは鉄筋コン

クリート部分の変形によるひずみに対し，漏洩を生じることなく追従できる変形性能

を有していればよい（解説 CVE-3611）。よって，要求機能の観点からも，復水貯蔵槽

は鉄筋コンクリートに強度を，鋼製ライナに耐漏洩性をもたせた構造となっているた

め，ＣＣＶ規格におけるライナプレートの許容ひずみを準用することは，問題ないも

のと考える。 
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3. ライナひずみの検討結果 

  ライナひずみの検討結果を表 3－1 に示す。また，図 3－1 に最大ひずみの要素位置を

示す。 

表 3－1 検討結果 

検討項目 
最大ひずみの 

発生要素 
解析結果 許容値 備考 

ひずみ 22780 0.209×10-3 5.0×10-3 Ｓｓ地震時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 最大ひずみの要素位置図（ RwG 通り壁） 

 

4. まとめ 

  復水貯蔵槽の内面の鋼製ライナについて，ひずみの検討を行った。その結果，最大ひ

ずみは 0.209×10-3 であり，許容値 5.0×10-3 に対して十分小さいことを確認した。 

最大ひずみの発生要素 

（要素番号：22780） 
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1. 概要 

1.1 検討概要 

本資料は，廃棄物処理建屋の復水貯蔵槽の耐震評価における誘発上下動を考慮しな

い組合せ係数法の適用性について説明するものである。 

廃棄物処理建屋の復水貯蔵槽の耐震評価として行う水平及び鉛直方向の荷重の組合

せを考慮した評価において，誘発上下動を考慮しない組合せ係数法による評価値と水

平及び誘発上下動を考慮した鉛直方向の地震応答の時刻歴和による評価値の比較を行

うことで，誘発上下動を考慮しない組合せ係数法の適用性を確認する。 

 

1.2 検討方針・検討内容 

   廃棄物処理建屋の復水貯蔵槽の耐震評価における誘発上下動を考慮しない組合せ係

数法の適用性は，軸応力度の評価で確認する。 

誘発上下動が生じる Ss-1～3，Ss-8 の NS 方向について，水平応答の曲げモーメン

トによる鉛直軸応力度σ H の最大値と誘発上下動を考慮しない鉛直応答による軸応力

度σ Z の最大値に組合せ係数法を適用した軸応力度（以下「組合せ係数法による最大

軸応力度」という。）の包絡値が，水平応答の曲げモーメントによる鉛直軸応力度σ H

及び誘発上下動を考慮した鉛直応答による軸応力度σ Z の時刻歴を時々刻々組合せて

算定した時刻歴の最大値（以下「時刻歴和による最大軸応力度」という。）と同等又

は保守的であることを確認する。その結果，同等又は保守的と言えない場合は，時刻

歴和による最大軸応力度が上部構造へ及ぼす影響検討を行い，許容限界に対して十分

な余裕を有することを確認することにより，誘発上下動を考慮しない組合せ係数法を

適用しても安全上支障がないことを確認する。 

検討フローを図 1－1 に示す。 
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注記＊1：基本ケース（Ss-1～3，Ss-8，NS 方向）による検討。 
  ＊2：基本ケース（Ss-1～3，Ss-8，NS 方向）の地震荷重を包絡した検討。 
  ＊3：誘発上下動非考慮。 
  ＊4：誘発上下動考慮。 
  ＊5：材料物性の不確かさを考慮した検討。 

 

図 1－1 検討フロー 
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2. 検討結果 

組合せ係数法による最大軸応力度（①），時刻歴和による最大軸応力度（②）及び最

大軸応力度の比（①／②）を表 2－1 に示す。最大軸応力度の比（①／②）が 1.0 を下

回るケースがあることから，それらのケースについて，Ss-1～Ss-3 及び Ss-8 を包絡

し，誘発上下動を考慮しない組合せ係数法を適用して算出した軸応力度（③）及び最大

軸応力度の比（③／②）を表 2－2 に示す。 

Ss-1～Ss-3 及び Ss-8 を包絡し，誘発上下動を考慮しない組合せ係数法を適用して算

出した軸応力度は，時刻歴和による最大軸応力度に比べて保守的な値になっていること

から，誘発上下動を考慮しない組合せ係数法を適用しても安全上支障がないことを確認

した。 
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表 2－1 最大軸応力度の比較（基準地震動Ｓｓ）＊ 1（1/2） 

(a) Ss-1 

T.M.S.L. 

(m) 

組合せ係数法による 

最大軸応力度 

【誘発上下動非考慮】 

（N/mm2） 

②時刻歴和による 

最大軸応力度 

【誘発上下動考慮】 

（N/mm2） 

最大軸応力度の

比 

①／② 

①Ss-1 

12.3 2.91＊ 2 2.83 1.02 

6.5 2.47＊ 2 2.38 1.03 

-1.1 3.24＊ 2 3.21 1.00＊ 3 

 

(b) Ss-2 

T.M.S.L. 

(m) 

組合せ係数法による 

最大軸応力度 

【誘発上下動非考慮】 

（N/mm2） 

②時刻歴和による 

最大軸応力度 

【誘発上下動考慮】 

（N/mm2） 

最大軸応力度の

比 

①／② 

①Ss-2 

12.3 2.75＊ 2 2.62 1.04 

6.5 2.12＊ 2 2.03 1.04 

-1.1 2.56＊ 2 2.42 1.05 

 

(c) Ss-3 

T.M.S.L. 

(m) 

組合せ係数法による 

最大軸応力度 

【誘発上下動非考慮】 

（N/mm2） 

②時刻歴和による 

最大軸応力度 

【誘発上下動考慮】 

（N/mm2） 

最大軸応力度の

比 

①／② 

①Ss-3 

12.3 2.87＊ 2 2.89 0.99 

6.5 2.44＊ 2 2.48 0.98 

-1.1 3.23＊ 2 3.28 0.98 

注記＊1：基本ケース（NS 方向）の結果。 

  ＊2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント，鉛直方向に 0.4×最大応答軸力を

考慮したケース。 

  ＊3：組合せ係数法による最大軸応力度が時刻歴和による最大軸応力度を上回る。 
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表 2－1 最大軸応力度の比較（基準地震動Ｓｓ）＊ 1（2/2） 

(d) Ss-8 

T.M.S.L. 

(m) 

組合せ係数法による 

最大軸応力度 

【誘発上下動非考慮】 

（N/mm2） 

②時刻歴和による 

最大軸応力度 

【誘発上下動考慮】 

（N/mm2） 

最大軸応力度の

比 

①／② 

①Ss-8 

12.3 2.77＊ 2 2.79 0.99 

6.5 2.35＊ 2 2.35 1.00 

-1.1 3.18＊ 2 3.17 1.00＊ 3 

注記＊1：基本ケース（NS 方向）の結果。 

  ＊2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント，鉛直方向に 0.4×最大応答軸力を

考慮したケース。 

  ＊3：組合せ係数法による最大軸応力度が時刻歴和による最大軸応力度を上回る。 

 

表 2－2 最大軸応力度の比較（基準地震動Ｓｓ）＊ 1 

(a) Ss-3 

T.M.S.L. 

(m) 

組合せ係数法による 

最大軸応力度 

【誘発上下動非考慮】 

（N/mm2） 

②時刻歴和による 

最大軸応力度 

【誘発上下動考慮】 

（N/mm2） 

最大軸応力度の

比 

③／② 

③包絡 

12.3 2.95＊ 2 2.89 1.02 

6.5 2.52＊ 2 2.48 1.01 

-1.1 3.38＊ 3 3.28 1.03 

 

(b) Ss-8 

T.M.S.L. 

(m) 

組合せ係数法による 

最大軸応力度 

【誘発上下動非考慮】 

（N/mm2） 

②時刻歴和による 

最大軸応力度 

【誘発上下動考慮】 

（N/mm2） 

最大軸応力度の

比 

③／② 

③包絡 

12.3 2.95＊ 2 2.79 1.05 

6.5 2.52＊ 2 2.35 1.07 

注記＊1：基本ケース（NS 方向）の結果。 

  ＊2：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント（Ss-3），鉛直方向に 0.4×最大応

答軸力（Ss-1）を考慮したケース。 

  ＊3：水平方向に 1.0×最大応答曲げモーメント（Ss-8），鉛直方向に 0.4×最大応

答軸力（Ss-1）を考慮したケース。  
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3. まとめ 

  廃棄物処理建屋の復水貯蔵槽において，組合せ係数法による最大軸応力度が時刻歴和

による最大軸応力度よりも保守的であることを確認した。 

  よって，廃棄物処理建屋の復水貯蔵槽の耐震評価において誘発上下動を考慮しない組

合せ係数法を適用しても安全上支障がないことを確認した。 
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主排気筒の耐震性についての計算書に関する補足説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

 

1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を以下に

示す。なお，他建物・構築物の地震応答計算書の記載内容を共通的に補足する内容についても，

本資料で代表し説明する。 

 

別紙 1 既工認と今回工認モデル及び手法の比較 

別紙 2 主排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 3 地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不確かさに関する検討 

別紙 4 地震荷重と風荷重を重畳させた場合の影響検討 

別紙 5 接合部の耐震性について 

別紙 6 原子炉建屋と主排気筒の連成解析による影響評価 

 



 

 

別紙1 既工認と今回工認モデル及び手法の比較 
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1. 概要 

本資料は主排気筒の既工認時及び今回工認時の地震応答解析モデル及び手法の比較を

示すものである。 

 

 

2. 地震応答解析モデル及び手法の比較 

主排気筒の地震応答解析モデル及び手法の比較を表2－1に示す。また，今回工認時の

地震応答解析モデルを図2－1に示す。 

比較に用いる既工認時の地震応答解析モデル及び手法は，柏崎刈羽原子力発電所7号

機『柏崎刈羽原子力発電所第７号機の工事計画の認可について』（3資庁第6675号 平成

3年8月23日）（以下「建設時工認（認可）」という。）と柏崎刈羽原子力発電所7号機『工

事計画届出書』（総官発20第180号 平成20年8月25日）（以下「中越沖地震に伴う補強時

（届出）」という。）のものである。 
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表 2－1（1/2） 主排気筒の地震応答解析モデル及び手法の比較 

項目 内容 
建設時工認  

（認可） 

中越沖地震に伴う補強時 

（届出） 
今回工認 備考 

解析手法 
・質点系モデルを用いた時刻歴応答解

析（弾性解析） 
・同左 

・3次元立体フレームモデルを用いた時刻歴応

答解析（弾性解析） 
― 

解析コード ・ＤＡＣ２Ｎ ・ＤＹＮＡ２Ｅ ・同左 ― 

モデル 

モデル 
・鉄塔部と筒身部に分けた質点系モデ

ル 
・同左 

・原子炉建屋屋上（T.M.S.L.38.2m）より上部

を対象とした立体フレームモデル 
― 

材料物性 

・鋼材のヤング係数 

Ｅ＝2.05×105 N/mm2（SI換算） 

・鋼材のポアソン比 

ν＝0.3 

 
・同左 

・鋼材のヤング係数 

Ｅ＝2.05×105 N/mm2 

・鋼材のポアソン比 

ν＝0.3 

・コンクリートのヤング係数 

Ｅ＝2.88×104 N/mm2 

・コンクリートのポアソン比 

ν＝0.2 

① 

要素分割 

・はり要素：鉄塔部(主柱材，水平材，

斜材)及び筒身部 

・ばね要素：筒身支持部 

・はり要素：鉄塔部(主柱材，水

平材，斜材)及び筒身部 

・ばね要素：筒身支持部，制震装

置(オイルダンパー) 

・はり要素：筒身部，鉄塔部（主柱材，水平

材），基礎（鉄塔部，筒身部） 

・トラス要素：鉄塔部（斜材） 

・ばね要素：筒身支持部，制震装置(オイルダ

ンパー) 

― 

境界条件 ・T.M.S.L.38.2mを固定端 ・同左 ・同左 ― 

減衰定数 ・鋼材：2％ ・同左 
・鋼材：2％ 

・コンクリート：5％ 
― 

減衰 ・ひずみエネルギ比例型 ・同左 ・剛性比例型 ― 

筒身 

支持点 

T.M.S.L.80.0m 

T.M.S.L.65.0m 

T.M.S.L.48.0m 

T.M.S.L.76.25m 

T.M.S.L.48.0m 

（T.M.S.L.80.0m，T.M.S.L.65.0m

は解除） 

・同左 ② 

制震装置 ― 
オイルダンパー 

T.M.S.L.76.25m（8台） 
・同左 ② 
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表 2－1（2/2） 主排気筒の地震応答解析モデル及び手法の比較 

項目 内容 
建設時工認  

（認可） 

中越沖地震に伴う補強時 

（届出） 
今回工認 備考 

入力地震動 

の算定法 

水平 

・基準地震動による原子炉建屋全体の

地震応答解析から得られる屋上レベル

（T.M.S.L. 38.2m）における応答値 

・同左 ・同左 ― 

鉛直 ― ― 

・基準地震動による原子炉建屋全体の地震応

答解析から得られる屋上レベル（ T.M.S.L. 

38.2m）における応答値 

― 

評価方法 

・発生応力が許容応力度を超えないこ

とを確認 ・同左 

・3次元立体フレームモデルの時刻歴地震応答

解析により各部材に生じる応力が許容限界を

超えないことを確認 

― 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

① コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－」（（社）日本建築

学会，1999改定）に基づく。 

② 2007年新潟県中越沖地震後に実施した耐震補強工事による変更を考慮。 

 



 

別紙 1-4 

 

 

図2－1 主排気筒の地震応答解析モデル 

 



 

 

別紙2 主排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 
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1. 概要 

本資料は，主排気筒におけるモデル化，境界条件及び拘束条件についての概要を示す

ものである。 

 

2. モデル化，境界条件及び拘束条件 

主排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件を表2－1に示す。また，非常用ガス処理

系（以下「SGTS」という。）用排気筒の応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束

条件を表2－2に示す。 
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表2－1 主排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件（1/3） 

モデル概要（1/2） 

○モデル化範囲，対象部材 

・原子炉建屋屋上より上部の（T.M.S.L.38.2m～T.M.S.L.85.0m）の範囲 

・筒身部，鉄塔部（主柱材，斜材，水平材），基礎（鉄塔部，筒身部），制震装置（オ

イルダンパー） 

 

○使用要素 

・はり要素 ：筒身部，鉄塔部（主柱材，水平材），基礎（鉄塔部，筒身部）  

・トラス要素：鉄塔部（斜材） 

・ばね要素 ：制震装置（オイルダンパー），筒身支持部  

 

 

 
（単位：m）       

モデル化範囲 

  

モデル化範囲 
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表2－1 主排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件（2/3） 

モデル概要（2/2） 

○要素分割 

・鉄塔部はトラス構造であり，部材交点ごとに要素を分割する。 

 

○解析モデルの使い分け 

・動的地震荷重：下図に示す解析モデルを用いた地震応答解析により，各部材の応力

が出力される。この応力を用いて，各部材について断面算定を実施

する。 

 

・風荷重   ：下図に示す解析モデルを用いた静的応力解析により，各部材の応力

が出力される。この応力を用いて，各部材について断面算定を実施

する。このとき，制震装置（オイルダンパー）は考慮しないものと

して設定した。 

 

 

 

制震装置（オイルダンパー） 

 
補強リング    支持点アーム 

 

(a) 平面図（T.M.S.L.76.25m） 

 
① 減衰係数 

② ばね定数 

③ 支持点アーム 

 

(b) モデル概要 

解析モデル 制震装置（オイルダンパー） 
 

  

① ② 

③ 
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表2－1 主排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件（3/3） 

境界条件，拘束条件 

原子炉建屋屋上と基礎の境界（T.M.S.L. 38.2m） 

 

・基礎（鉄塔部及び筒身部）は，原子炉建屋の躯体と一体化しているため，完全固定と

する。 

 

 
原子炉建屋と基礎の境界 

 

荷重の入力方法 

 

・鉛直荷重  ：鉛直荷重に対する鉄塔部及び筒身部の分担応力の計算は，柏崎刈羽

原子力発電所 7 号機『工事計画届出書』（総官発 20 第 180 号 平成

20年 8月 25日）（以下「中越沖地震に伴う補強時（届出）」という。）

による。 

 

・静的地震荷重：静的荷重に対する鉄塔部及び筒身部の分担応力の計算は，鉛直荷重

と同様に中越沖地震に伴う補強時（届出）による。 

 

・動的地震荷重：原子炉建屋全体の地震応答解析から得られる原子炉建屋屋上レベル

（T.M.S.L. 38.2m）における応答値を入力地震動とし，主排気筒の

基礎を固定として入力する。 

 

・風荷重   ：解析モデルにおける鉄塔部及び筒身部の質点位置に対し，風荷重を

分配し載荷する。 

 

  

筒身部基礎

鉄塔部基礎

38.2

40.2

39.0

T.M.S.L.
(m)

基礎立上り部
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表2－2 SGTS用排気筒のモデル化，境界条件及び拘束条件 

モデル概要，境界条件及び拘束条件 

 

○モデル化範囲，対象部材及び使用要素 

・筒身基礎より上部の（T.M.S.L.39.0m～T.M.S.L.85.0m）の範囲 

・はり要素：筒身，SGTS 用排気筒，支持点 

 

○境界条件，拘束条件 

・筒身脚部は，φ3.4m の基礎により支持されてお

り，軸力，せん断力，曲げモーメントともに伝達

するため，固定とする。 

 

・SGTS 用排気筒脚部と基礎の境界は，軸力のみ伝

達するため，柱脚位置にてピン接合とする。 

 

・支持点の両端は，軸力のみ伝達するため，ピン接

合とする。 

 

 

モデル化範囲 

SGTS 用 

排気筒 筒身 

支持点 

解析モデル 

39.0

T.M.S.L.
(m)

56.5

65.0

72.5

76.25

80.0

85.0Ａ

Ｂ

Ｃ
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Ｆ
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別紙3 地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不確かさに関

する検討 
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1. 概要 

1.1 検討概要 

本資料は，主排気筒の地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不確かさに関

する検討について説明するものである。 

本資料では，材料物性の不確かさを考慮した原子炉建屋の応答＊を用いた地震応答

解析を行い，原子炉建屋の材料物性の不確かさが主排気筒に及ぼす影響について確認

する。なお，本資料においては，原子炉建屋の材料物性の不確かさを「建屋応答の不

確かさ」と呼ぶこととする。 

建屋応答の不確かさを考慮する検討ケース＊を表1－1に示す。 

表1－1中の下線部は，基本ケースとの差異を示す。 

 

表1－1 建屋応答の不確かさを考慮する検討ケース＊ 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 

回転ばね 

定数 
地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
100% 標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 

実強度＋σ 

（46.0N/mm2） 
100% 

標準地盤＋σ 

（新期砂層＋13%, 

古安田層＋25%, 

西山層＋10%） 

― 

③ケース 3 

（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 

実強度－σ 

（40.2N/mm2） 
100% 

標準地盤－σ 

（新期砂層－13%, 

古安田層－25%, 

西山層－10%） 

― 

④ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 

実強度 

（コア平均） 

（55.7N/mm2） 

100% 標準地盤 ― 

⑤ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 

実強度－2σ 

（37.2N/mm2） 
100% 標準地盤 ― 

⑥ケース 6 

（回転ばね低減） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
50% 標準地盤 ― 

 

注記＊：「原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資料」のうち，別紙3「地震応答

解析における材料物性の不確かさに関する検討」に基づく。 

 

  



 

別紙 3-2 

1.2 検討方針 

Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」では，建屋応答の不確かさを考

慮するため，入力地震動には，材料物性の不確かさを考慮した原子炉建屋全体の地震

応答解析結果から得られる屋上レベル（T.M.S.L.38.2m）における応答を用いている。

そのため，本検討における建屋応答の不確かさ及びその変動幅は，「原子炉建屋の地

震応答計算書に関する補足説明資料」のうち，別紙3「地震応答解析における材料物

性の不確かさに関する検討」に準拠し，主排気筒の地震応答解析モデルに対しては建

屋剛性の不確かさ（コンクリート強度）を考慮する。なお，建屋剛性の不確かさ（コ

ンクリート強度）は，基礎コンクリートの物性値に考慮する。 

検討は，表1－1に示す各検討ケースについて固有値解析及び地震応答解析を行い，

ケース1（基本ケース）の結果と比較することで，建屋応答の不確かさが主排気筒に

及ぼす影響について確認する。 

なお，各解析の方法及び諸元については，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性について

の計算書」と同一である。 

地震応答解析モデル図を図1－1に示す。 
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図1－1 主排気筒の地震応答解析モデル 

 

  

Ｚ(鉛直)

Ⅹ(N)

Ｙ(W)

Ss-1，3，8：2方向（3成分）同時入力
（水平1方向（並進・回転）及び鉛直方向)

Ss-2，4～7：3方向（5成分）同時入力
（水平2方向（並進・回転）及び鉛直方向）

注：並進成分を実線で，回転成分を破線で示す。
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2. 建屋応答の不確かさを考慮した設計用地震力の設定方法 

表1－1に示した検討ケースについて，原子炉建屋の応答を入力地震動として用いた解

析を実施することで，建屋応答の不確かさを設計用地震力として考慮する。 

建屋応答の不確かさを考慮したケースの応答値の算出に当たっては，基本ケースにお

ける主排気筒の応答を確認したうえで，主排気筒の応答への影響が大きい波（Ss-1，

Ss-2及びSs-8）に対して実施する（別紙3－1「原子炉建屋の材料物性の不確かさを考慮

した検討に用いる地震動の選定について」参照）。 

Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」における耐震評価では，入力地震

動毎に，全ての部材をモデル化した立体フレームモデルにおける各部材応力について断

面算定を行い、その中で断面算定結果（検定値）が最も厳しくなる地震応答解析結果を

設計用地震力（評価用応力）としている。なお，建屋応答の不確かさを考慮した地震応

答解析結果は，別紙3－2「原子炉建屋の材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結

果」に示す。 

入力地震動の組合せを表2－1に，入力地震動の加速度時刻歴波形を図2－1～図2－18

に示す。なお，図中の○印は，最大値発生時を示す。Ss-1及びSs-8は，2方向（3成分）

（水平1方向（並進・回転）及び鉛直方向）の同時入力とし，Ss-2は，3方向（5成分）（

水平2方向（並進・回転）及び鉛直方向）の同時入力とする。Ss-1及びSs-8の水平方向

については，NS方向とEW方向で構造としての対称性があるため，検定値が厳しい傾向に

あるNS方向を代表として用いる。なお，Ss-1のケース6，Ss-2のケース2以外の全ケース，

Ss-8のケース3及びケース6において誘発上下動を考慮している。 
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表2－1 入力地震動の組合せ（1/2） 

(a) Ss-1 

建屋応答の不確かさ 

検討ケース 

入力地震動の組合せ（Ss-1，2 方向（3 成分）同時入力） 

水平方向＊1 鉛直 

方向＊1 備考＊2 NS 方向 EW 方向 

並進 回転 並進 回転 並進 

ケース 1 

（基本ケース） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 2 
（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 3 
（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 6 

（回転ばね低減） 
〇 〇 ― ― 〇 誘発上下動考慮 

注記＊1 ：組み合わせる成分を「〇」で，組み合わせない成分を「―」で示す。 

＊2 ：誘発上下動を考慮しない場合は「―」で示す。 

 

(b) Ss-2 

建屋応答の不確かさ 

検討ケース 

入力地震動の組合せ（Ss-2，3 方向（5 成分）同時入力） 

水平方向＊1 鉛直 

方向＊1 備考＊2 NS 方向 EW 方向 

並進 回転 並進 回転 並進 

ケース 1 

（基本ケース） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 2 
（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 
〇 〇 〇 〇 〇 ― 

ケース 3 
（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 6 

（回転ばね低減） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

注記＊1 ：組み合わせる成分を「〇」で，組み合わせない成分を「―」で示す。 

＊2 ：誘発上下動を考慮しない場合は「―」で示す。  
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表2－1 入力地震動の組合せ（2/2） 

(c) Ss-8 

建屋応答の不確かさ 

検討ケース 

入力地震動の組合せ（Ss-8，2 方向（3 成分）同時入力） 

水平方向＊1 鉛直 

方向＊1 備考＊2 NS 方向 EW 方向 

並進 回転 並進 回転 並進 

ケース 1 

（基本ケース） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 2 
（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 3 
（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 
〇 〇 ― ― 〇 誘発上下動考慮 

ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 6 

（回転ばね低減） 
〇 〇 ― ― 〇 誘発上下動考慮 

注記＊1 ：組み合わせる成分を「〇」で，組み合わせない成分を「―」で示す。 

＊2 ：誘発上下動を考慮しない場合は「―」で示す。 
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－1 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-1） 
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-8 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－2 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－2 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－3 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-8 NS方向回転成分

-0.197

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

回
転
角
加

速
度
（

r
ad

/
s2
）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-1） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向 

図2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－6 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－7 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-1） 

  

ewav_k7rb_Ss-1m NS方向並進成分

11.1

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

加
速
度
（

m
/s

2 ）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－8 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－8 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－9 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－10 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-1） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-1ave 鉛直方向並進成分

-8.75

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

加
速
度
（

m
/s

2 ）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－11 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－11 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－12 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－13 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-1） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-1m2 鉛直方向並進成分
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－14 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-2m2_induced NS方向回転成分
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-2m2_induced EW方向並進成分
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－14 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-2m2_induced 鉛直方向並進成分
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－15 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-8m2 鉛直方向並進成分
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－16 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-1） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-1_0.5R_induced NS方向回転成分
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－17 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-2_0.5R_induced NS方向回転成分
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－17 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-2_0.5R_induced 鉛直方向並進成分
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－18 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-8_0.5R_induced NS方向回転成分
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-8_0.5R_induced 鉛直方向並進成分
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○印は最大値発生時を示す。
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3. 地震応答解析による建屋応答の不確かさの影響検討 

3.1 固有値解析結果 

建屋剛性の不確かさ（コンクリート強度）の影響検討として，基礎コンクリートの

剛性を変動させた解析モデルによる固有値解析を実施した。固有値解析結果を表3－1，

固有モードを図3－1～図3－4に示す。 

ケース1（基本ケース）に対し，基礎コンクリートの剛性を変動させた解析モデル

の固有振動数の変動幅は0％である。主排気筒では，建屋剛性の不確かさ（コンクリ

ート強度）による影響はみられない。 
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表3－1 固有値解析結果 

(a) NS方向 

 

 

(b) EW方向 

 

 

(c) 鉛直方向 

 

 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5

0.98   0.98   0.98   0.98   0.98   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

6.63   6.63   6.63   6.63   6.63   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

3.69   3.69   3.69   3.69   3.69   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

10.74   10.74   10.73   10.75   10.73   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

固有モード
NS方向　固有振動数ｆ1（Hz）

注：（　）内は，ケース1に対する比率を示す。

筒身1次

筒身2次

鉄塔1次

鉄塔2次

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5

0.98   0.98   0.98   0.98   0.98   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

6.67   6.67   6.67   6.68   6.67   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

3.71   3.71   3.71   3.71   3.71   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

11.15   11.15   11.15   11.16   11.15   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

EW方向　固有振動数ｆ1（Hz）

注：（　）内は，ケース1に対する比率を示す。

筒身2次

鉄塔2次

筒身1次

鉄塔1次

固有モード

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5

19.06   19.06   19.05   19.06   19.05   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

20.43   20.43   20.42   20.44   20.42   

(1.00)  (1.00)  (1.00)  (1.00)  

鉛直方向　固有振動数ｆ1（Hz）

鉄塔1次

筒身1次

注：（　）内は，ケース1に対する比率を示す。

固有モード
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振動数  ｆ１＝3.69(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝3.71(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝20.43(Hz) 

 
鉄塔NS方向1次 鉄塔EW方向1次 鉄塔鉛直方向1次 

   

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝19.06(Hz) 

 
筒身NS方向1次 筒身EW方向1次 筒身鉛直方向1次 

 

図3－1 固有モード（ケース2） 
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振動数  ｆ１＝3.69(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝3.71(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝20.42(Hz) 

 
鉄塔NS方向1次 鉄塔EW方向1次 鉄塔鉛直方向1次 

   

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝19.05(Hz) 

 
筒身NS方向1次 筒身EW方向1次 筒身鉛直方向1次 

 

図3－2 固有モード（ケース3） 
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振動数  ｆ１＝3.69(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝3.71(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝20.44(Hz) 

 
鉄塔NS方向1次 鉄塔EW方向1次 鉄塔鉛直方向1次 

   

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝19.06(Hz) 

 
筒身NS方向1次 筒身EW方向1次 筒身鉛直方向1次 

 

図3－3 固有モード（ケース4） 
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振動数  ｆ１＝3.69(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝3.71(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝20.42(Hz) 

 
鉄塔NS方向1次 鉄塔EW方向1次 鉄塔鉛直方向1次 

   

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝0.98(Hz) 

 

振動数  ｆ１＝19.05(Hz) 

 
筒身NS方向1次 筒身EW方向1次 筒身鉛直方向1次 

 

図3－4 固有モード（ケース5） 
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3.2 地震応答解析結果 

建屋応答の不確かさの影響検討として，建屋応答の不確かさを考慮した地震応答解

析を実施した。 

対象となる検討ケースは表1－1に示す検討ケースとし，代表として，入力地震動に

Ss-1を用いた結果を示す。 

最大応答値を図3－5～図3－10に示す。なお，図3－7及び図3－10では，以下の主柱

材の最大応力を包絡したものを「鉄塔部 主柱材包絡」として示す。 

・原子炉建屋のR1通りとRC通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR1通りとRD通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR2通りとRC通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR2通りとRD通りの交点に位置する主柱材 

また，制震装置（オイルダンパー）の最大応答値及び許容値を表3－2に示す。 

ケース1（基本ケース）に対し，水平及び鉛直いずれの方向についても，各検討ケ

ースの最大応答加速度，最大応答変位，最大応答軸力，最大応答曲げモーメントはお

おむね同等であることを確認した。また，制震装置（オイルダンパー）の最大応答値

は許容値以下である。 
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図3－5 最大応答加速度（Ss-1，NS方向） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   50.3  49.2  52.8  50.5  51.7  56.3  

76.25  44.6  42.9  45.5  43.4  45.3  48.2  

72.5   38.2  37.0  38.0  38.0  38.5  40.5  

65.0   27.8  27.1  28.2  28.4  28.7  30.6  

56.5   18.5  17.8  18.6  18.5  18.9  21.2  

48.0   18.3  19.4  15.5  17.8  18.6  18.6  

40.2   12.7  13.5  11.4  12.9  12.9  13.0  

38.2   12.2  12.9  11.1  12.3  12.4  12.5  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 25 50 75 100

（m/s2)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   70.9   72.9   62.0   70.3   70.0   68.8   

80.0   49.5   49.8   46.8   49.1   49.5   50.2   

76.25  42.5   40.6   41.3   41.6   42.8   44.3   

72.5   38.1   35.4   37.1   36.7   38.4   39.7   

65.0   27.1   24.4   28.1   24.9   27.8   30.3   

56.5   17.0   18.1   15.8   17.6   16.4   16.9   

48.0   16.1   17.1   13.6   16.0   16.5   16.3   

39.0   12.4   13.1   11.2   12.5   12.6   12.7   

38.2   12.2   12.9   11.1   12.3   12.4   12.5   
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0
38.2

0 25 50 75 100

（m/s2）

筒身部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図3－6 最大応答変位（Ss-1，NS方向） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   194    181    199    189    196    207    

76.25  167    155    171    162    169    178    

72.5   133    124    137    130    135    143    

65.0   79.4  73.2  81.8  77.4  80.5  86.1  

56.5   38.4  34.1  39.6  37.3  38.7  42.1  

48.0   11.7  9.70 12.7  11.4  11.7  13.2  

40.2   1.62 1.32 1.91 1.58 1.63 1.91 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減
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72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 100 200 300 400

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   261     247     266     255     264     276     

80.0   211     198     217     205     214     224     

76.25  175     162     181     169     178     187     

72.5   143     131     149     138     145     154     

65.0   86.6   76.7   92.7   82.3   88.6   94.6   

56.5   36.5   33.1   39.9   35.6   36.9   40.1   

48.0   12.1   10.2   13.0   11.8   12.2   13.5   

39.0   0.583 0.500 0.703 0.578 0.584 0.698 

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 100 200 300 400

（mm）

筒身部

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)
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(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図3－7 最大応答曲げモーメント（Ss-1，NS方向） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

76.25  

72.5   

68.75  

65.0   

60.75  

56.5   

52.25  

48.0   

40.2   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

2400   38.2   2290   2250   2190   2260   2310   

224   225   213   220   225   233   

455   441   447   449   458   480   

442   429   431   436   444   466   

285   273   281   281   288   303   

60.1 58.2 58.6 60.3 60.6 64.5 

79.2 75.4 78.1 78.1 79.9 84.5 

106   101   104   105   107   114   

42.2 40.0 41.7 41.7 42.6 45.3 

19.0 18.2 18.7 18.7 19.1 20.1 

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部
(kN･m)

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 1000 2000 3000 4000

（kN･m)

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.（m） 鉄塔部

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

80.0 939   965   821   931   927   912   

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

2020   2180   38.2 2040   1930   2040   2000   

1890   1820   1760   1810   1900   1990   

4810   5080   5330   5020   4620   5010   

3220   3030   2940   3030   2930   3080   

2510   2640   2850   2600   2440   2610   

2000   2030   2030   1920   2030   2210   

2290   2340   2040   2260   2270   2230   

T.M.S.L.
(m)

筒身部
(kN･m)

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 2500 5000 7500 10000

（kN･m)

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

筒身部T.M.S.L.（m）
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図3－8 最大応答加速度（Ss-1，鉛直方向） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   13.5   14.8   13.2   13.2   13.8   13.5   

76.25  13.3   14.8   12.9   13.1   13.5   13.3   

72.5   13.4   15.1   12.9   13.5   13.5   13.6   

65.0   12.1   13.1   10.4   12.0   12.2   12.3   

56.5   11.8   12.2   9.89  11.5   11.9   11.9   

48.0   10.3   10.6   9.05  10.0   10.4   10.4   

40.2   9.34  9.48  8.63  9.01  9.46  9.52  

38.2   9.40  9.55  8.73  9.00  9.43  9.51  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 10 20 30

（m/s2)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   11.6   12.3   10.9   11.2   11.8   11.6   

80.0   11.5   12.2   10.9   11.1   11.7   11.5   

76.25  11.4   12.1   10.8   11.0   11.6   11.4   

72.5   11.1   11.8   10.5   10.7   11.3   11.2   

65.0   10.5   11.1   9.89  10.1   10.6   10.7   

56.5   9.96  10.4   9.21  9.67  10.1   10.1   

48.0   9.49  9.93  8.86  9.22  9.61  9.63  

39.0   9.01  9.42  8.52  8.75  9.12  9.11  

38.2   9.00  9.41  8.52  8.75  9.11  9.10  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0
38.2

0 10 20 30

（m/s2）

筒身部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図3－9 最大応答変位（Ss-1，鉛直方向）  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   17.1   16.1   17.5   16.7   17.4   18.5   

76.25  17.6   16.5   18.0   17.2   17.9   19.0   

72.5   19.3   18.2   19.7   18.9   19.6   20.8   

65.0   13.6   12.8   14.0   13.3   13.8   14.7   

56.5   11.2   10.4   11.4   10.9   11.3   11.9   

48.0   5.58  4.96  5.93  5.46  5.63  6.19  

40.2   2.67  2.20  3.19  2.63  2.67  3.17  

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 10 20 30 40

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   0.929  0.987  0.879  0.897  0.943  0.939  

80.0   0.913  0.970  0.863  0.881  0.926  0.922  

76.25  0.884  0.939  0.836  0.854  0.897  0.894  

72.5   0.804  0.854  0.760  0.776  0.815  0.813  

65.0   0.636  0.675  0.601  0.614  0.645  0.645  

56.5   0.427  0.453  0.404  0.413  0.434  0.435  

48.0   0.224  0.237  0.211  0.217  0.227  0.229  

39.0   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   

38.2   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 1 2 3 4

（mm）

筒身部

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)
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(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図3－10 最大応答軸力（Ss-1） 

 

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   

76.25  

72.5   

68.75  

65.0   

60.75  

56.5   

52.25  

48.0   

40.2   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(kN)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部

24.4 23.5 24.1 23.5 24.7 24.3 

672   632   665   664   679   722   

695   652   685   687   702   747   

1780   1690   1760   1750   1800   1900   

3280   3140   3240   3220   3310   3480   

1820   1730   1800   1800   1840   1950   

3360   3220   3310   3300   3390   3560   

4480   4330   4400   4410   4500   4700   

4610   4470   4530   4540   4640   4850   

6380   38.2   6090   5910   5990   6010   6130   

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 2500 5000 7500 10000

（kN)

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.（m） 鉄塔部

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   

80.0   

55.7 58.5 52.5 54.2 56.4 55.7 

76.25  

72.5   

65.0   

56.5   

48.0   

39.0

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(kN)
T.M.S.L.

(m)

筒身部
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表3－2 制震装置（オイルダンパー）の最大応答値及び許容値（Ss-1） 

 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6
速度
(m/s)

1.91 1.84 1.89 1.87 1.93 2.01 2.60

変位
(mm)

124   116   127   120   126   133   175   

オイルダンパーの最大応答値
許容値
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4. まとめ 

建屋応答の不確かさを考慮した固有値解析及び地震応答解析結果より，以下の傾向を

確認した。 

 

・固有値解析より，固有振動数の変動幅は，基本ケースに対し0%である。 

・地震応答解析より，発生応力，加速度及び変位は，基本ケースとおおむね同等

である。 

 

上記の傾向については，以下の理由により発生したと考えられる。 

主排気筒の地震応答解析では，建屋応答の不確かさとして，入力地震動に材料物性の

不確かさを考慮した原子炉建屋の応答を用いている。「原子炉建屋の地震応答計算書に

関する補足説明資料」のうち，別紙3「地震応答解析における材料物性の不確かさに関

する検討」では，材料物性の不確かさによる応答への影響は小さい。また，主排気筒の

解析モデルに対しては，基礎コンクリートの剛性のみに建屋剛性の不確かさ（コンクリ

ート強度）を考慮している。よって，主排気筒における建屋応答の不確かさによる影響

は小さくなったと考えられる。 

 



 

別紙3－1 原子炉建屋の材料物性の不確かさを考慮した検討に用

いる地震動の選定について 
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1. 概要 

主排気筒を対象とした，原子炉建屋の材料物性の不確かさ（以下「建屋応答の不確か

さ」という。）を考慮した検討では，基本ケースを対象に，各入力地震動（Ss-1～Ss-8

による原子炉建屋全体の地震応答解析から得られる 原子炉建屋屋上レベル（

T.M.S.L.38.2m）の応答）による地震応答解析を行い，主排気筒の応答への影響が大き

い入力地震動に対して検討を実施する。 

本資料では，建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動の選定方法及び地震

動の選定結果について説明する。 

 

2. 選定方法 

建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動の選定方法を以下に示す。また，

選定方法のフローを図2－1に示す。 

 

① Ss-1～Ss-8の基本ケースについて，原子炉建屋の地震応答解析を行う。（Ⅴ-2-2-

1「原子炉建屋の地震応答計算書」による） 

② ①から得られるSs-1～Ss-8による原子炉建屋屋上レベル（T.M.S.L.38.2m）の時

刻歴応答波を入力地震動として，主排気筒の基本ケースについて地震応答解析を

行う。 

③ ②から得られる各入力時震動の応答（加速度，変位，軸力及び曲げモーメント）

を比較し，いずれかの応答が最大となる基準地震動Ｓｓを建屋応答の不確かさを

考慮した検討に用いる入力地震動とする。 
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図 2－1 建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動の選定法のフロー 

 

  

はい  いいえ

建屋応答の不確かさを考慮した検討
に用いる地震動とする

建屋応答の不確かさを考慮した検討
に用いる地震動としない

注記＊1：詳細は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」による。
　　＊2：応答値は，加速度，変位，軸力及び曲げモーメントとする。

検討開始

基本ケース＊1による原子炉建屋の地震応答解析
（Ss-1～Ss-8）

部材の最大応答値＊2の比較

応答値のいずれかが

Ss-1～Ss-8の中で

最大となる

時刻歴応答波を入力地震動とした
主排気筒の地震応答解析
基本ケース（Ss-1～Ss-8）
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3. 地震動の選定 

主排気筒の基準地震動Ｓｓに対する地震動の選定過程を以下に記載する。主排気筒の

基準地震動Ｓｓに対する最大応答値を表3－1～表3－16に示す。 

「2. 選定方法」に基づき確認した結果，Ss-1，Ss-2及びSs-8については，応答値の

いずれかがSs-1～Ss-8の中で最大となることから，建屋応答の不確かさの影響検討に用

いる地震動とする。 
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表 3－1 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，NS 方向） 

 

 

表 3－2 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，EW 方向） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0   50.3   47.9   37.2   18.7   21.7   19.0   21.7   41.3   50.3   

76.25  44.6   41.4   33.1   15.5   18.2   15.8   17.9   34.9   44.6   

72.5   38.2   33.5   28.4   12.0   14.7   12.1   13.8   28.5   38.2   

65.0   27.8   23.6   20.0   9.29  11.4   9.34  10.8   22.1   27.8   

56.5   18.5   15.7   13.7   8.53  8.49  8.80  8.11  16.2   18.5   

48.0   18.3   10.9   11.1   8.12  7.18  8.35  7.28  14.1   18.3   

40.2   12.7   8.85  9.17  6.36  5.29  6.58  5.19  11.7   12.7   

38.2   12.2   8.62  8.89  6.11  5.18  6.32  4.99  11.3   12.2   

85.0   70.9   60.3   47.6   26.8   27.3   28.2   27.3   53.4   70.9   

80.0   49.5   44.4   37.2   17.3   19.4   17.2   18.7   37.8   49.5   

76.25  42.5   33.3   29.6   11.4   15.2   12.3   14.0   31.9   42.5   

72.5   38.1   26.9   22.8   9.75  12.7   10.6   11.8   30.8   38.1   

65.0   27.1   23.6   17.5   8.29  11.8   8.90  10.9   23.6   27.1   

56.5   17.0   19.6   14.5   9.24  9.09  9.10  8.94  17.3   19.6   

48.0   16.1   11.1   11.1   7.88  7.01  8.11  6.83  14.0   16.1   

39.0   12.4   8.71  8.99  6.20  5.23  6.41  5.05  11.4   12.4   

38.2   12.2   8.62  8.89  6.11  5.18  6.32  4.99  11.3   12.2   

部位

鉄
塔
部

筒
身
部

注：下線部分は最大値を示す。

最大応答加速度（m/s2）T.M.S.L.
(m)

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0   48.4   48.4   35.9   28.7   28.4   31.1   36.3   37.3   48.4   

76.25  42.9   42.1   31.5   25.0   24.9   26.7   29.9   32.3   42.9   

72.5   37.0   34.3   26.9   20.0   20.1   21.1   23.0   27.1   37.0   

65.0   26.4   26.6   19.0   15.3   14.8   15.6   16.5   21.3   26.6   

56.5   16.4   18.1   12.3   12.3   11.5   12.5   13.3   14.6   18.1   

48.0   18.4   12.9   11.1   9.62  10.6   9.96  12.1   13.4   18.4   

40.2   13.2   11.9   8.68  7.24  8.78  7.38  9.27  11.0   13.2   

38.2   12.6   11.6   8.44  6.97  8.54  7.12  8.96  10.7   12.6   

85.0   67.8   62.9   46.7   37.0   42.1   37.6   52.8   48.0   67.8   

80.0   48.6   45.4   35.7   25.9   26.0   27.7   33.9   35.0   48.6   

76.25  39.6   37.4   28.1   21.1   20.8   22.4   22.0   30.3   39.6   

72.5   33.4   33.0   21.1   19.2   16.4   20.3   17.9   26.7   33.4   

65.0   22.0   22.4   15.7   15.7   12.4   17.1   14.9   19.5   22.4   

56.5   18.0   16.9   13.2   12.1   11.3   12.8   13.2   15.6   18.0   

48.0   15.7   12.8   10.2   9.08  10.1   9.60  11.3   13.0   15.7   

39.0   12.8   11.7   8.53  7.06  8.63  7.21  9.05  10.8   12.8   

38.2   12.6   11.6   8.44  6.97  8.54  7.12  8.96  10.7   12.6   

鉄
塔
部

筒
身
部

注：下線部分は最大値を示す。

部位
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（m/s2）



別紙 3-1-5 

表 3－3 最大応答加速度一覧表（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

 

表 3－4 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，NS 方向） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0   14.0   10.5   9.54  8.48  8.56  8.72  9.34  7.40  14.0   

76.25  14.0   10.6   9.35  8.44  8.50  8.71  9.31  7.23  14.0   

72.5   14.2   10.1   9.33  8.11  8.08  8.22  8.95  7.17  14.2   

65.0   12.4   8.83  7.88  7.22  6.98  6.99  8.00  5.59  12.4   

56.5   11.8   7.37  7.15  6.16  6.31  6.19  6.87  4.67  11.8   

48.0   10.3   6.31  6.24  5.30  5.68  5.49  5.94  3.72  10.3   

40.2   9.34  6.60  6.20  4.69  5.30  4.74  5.27  3.14  9.34  

38.2   9.40  6.83  6.40  4.71  5.48  4.80  5.68  3.13  9.40  

85.0   11.6   6.63  8.32  6.25  6.04  6.03  6.31  6.58  11.6   

80.0   11.5   6.62  8.26  6.21  6.01  5.98  6.27  6.51  11.5   

76.25  11.4   6.59  8.14  6.14  5.95  5.88  6.21  6.38  11.4   

72.5   11.1   6.52  7.83  5.96  5.79  5.63  6.02  6.02  11.1   

65.0   10.5   6.38  7.18  5.59  5.46  5.31  5.64  5.27  10.5   

56.5   9.96  6.21  6.56  5.14  5.09  5.10  5.20  4.39  9.96  

48.0   9.49  6.05  6.35  4.73  4.77  4.88  4.82  3.57  9.49  

39.0   9.01  5.89  6.11  4.45  4.52  4.64  4.50  3.01  9.01  

38.2   9.00  5.89  6.10  4.45  4.52  4.64  4.50  3.01  9.00  

注：下線部分は最大値を示す。

部位
T.M.S.L.

(m)

最大応答加速度（m/s2）

鉄
塔
部

筒
身
部

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0   194    170    138    58.0  78.2  59.7  67.4  161    194    

76.25  167    147    119    50.2  67.9  51.8  57.8  140    167    

72.5   133    116    94.9  39.6  54.2  40.8  45.5  114    133    

65.0   79.4  68.7  56.0  23.7  32.6  24.3  27.3  69.9  79.4  

56.5   38.4  32.1  26.9  12.2  15.8  12.4  13.0  34.6  38.4  

48.0   11.7  8.95 8.67 5.00 4.89 5.11 3.98 10.9  11.7  

40.2   1.62 1.24 1.19 0.747 0.706 0.777 0.612 1.54 1.62 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

85.0   261    234    189    88.9  121    90.4  97.3  237    261    

80.0   211    186    153    69.2  98.6  70.9  79.6  196    211    

76.25  175    152    127    55.2  82.1  56.9  66.9  166    175    

72.5   143    122    104    43.0  67.2  45.8  55.3  138    143    

65.0   86.6  71.4  64.3  24.2  41.2  27.5  34.7  86.8  86.8  

56.5   36.5  29.8  29.1  11.5  18.1  11.4  15.5  38.4  38.4  

48.0   12.1  9.32 9.05 5.16 5.07 5.23 4.22 11.3  12.1  

39.0   0.583 0.415 0.428 0.265 0.249 0.274 0.220 0.555 0.583

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

注：下線部分は最大値を示す。

部位
T.M.S.L.

(m)

最大応答変位（mm）

鉄
塔
部

筒
身
部
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表 3－5 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，EW 方向） 

 

 

表 3－6 最大応答変位一覧表（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0   180    181    130    100    100    106    103    149    181    

76.25  155    157    111    86.0  85.9  90.6  88.0  129    157    

72.5   123    126    88.4  67.8  67.6  71.3  69.6  104    126    

65.0   72.9  76.4  51.6  38.9  40.4  41.7  42.2  63.1  76.4  

56.5   34.0  36.3  23.3  19.2  19.3  20.6  20.9  30.2  36.3  

48.0   9.89 9.85 6.80 5.98 6.59 6.33 7.16 8.29 9.89 

40.2   1.51 1.67 1.06 0.947 1.12 1.01 1.16 1.43 1.67 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

85.0   247    271    170    156    186    172    200    224    271    

80.0   197    220    138    125    149    139    160    183    220    

76.25  161    182    114    103    123    115    131    153    182    

72.5   130    148    93.0  83.9  98.4  93.4  105    125    148    

65.0   75.1  89.0  56.7  50.8  57.2  56.7  60.8  76.6  89.0  

56.5   31.0  36.4  24.2  21.6  23.2  24.2  25.6  31.9  36.4  

48.0   9.34 10.5  7.08 5.89 6.96 6.27 7.87 8.76 10.5  

39.0   0.540 0.591 0.380 0.314 0.378 0.335 0.400 0.513 0.591

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

部位
T.M.S.L.

(m)

最大応答変位（mm）

鉄
塔
部

筒
身
部

注：下線部分は最大値を示す。

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0   17.1  25.5  12.5  13.0  14.0  13.6  13.3  13.7  25.5  

76.25  17.6  26.1  12.8  13.3  14.4  13.9  13.6  14.0  26.1  

72.5   19.3  24.8  14.0  12.6  13.6  13.2  12.9  15.4  24.8  

65.0   13.6  20.3  9.82 10.3  11.1  11.0  10.5  11.2  20.3  

56.5   11.2  13.8  7.94 7.27 7.85 7.74 7.27 9.48 13.8  

48.0   5.58 8.02 3.88 4.47 4.92 4.80 4.35 5.06 8.02 

40.2   2.78 3.69 1.95 2.48 2.98 2.65 2.51 2.64 3.69 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

85.0   0.929 0.551 0.651 0.499 0.485 0.467 0.504 0.496 0.929

80.0   0.913 0.541 0.640 0.490 0.476 0.459 0.495 0.487 0.913

76.25  0.884 0.525 0.619 0.474 0.461 0.444 0.479 0.471 0.884

72.5   0.804 0.478 0.562 0.431 0.419 0.402 0.435 0.426 0.804

65.0   0.636 0.381 0.442 0.341 0.332 0.317 0.344 0.333 0.636

56.5   0.427 0.258 0.295 0.228 0.223 0.214 0.231 0.219 0.427

48.0   0.224 0.137 0.153 0.119 0.117 0.113 0.120 0.111 0.224

39.0   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

注：下線部分は最大値を示す。

部位
T.M.S.L.

(m)

最大応答変位（mm）

鉄
塔
部

筒
身
部
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表 3－7 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，R2 通り-RC 通り間主柱材） 

 

 

表 3－8 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，R1 通り-RC 通り間主柱材） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0

76.25 23.8 19.1 20.3 17.7 16.4 18.7 16.2 18.1 23.8 

72.5 672   670   498   297   334   328   315   484   672   

68.8 695   696   519   318   351   348   333   503   696   

65.0 1780   1760   1300   748   857   831   808   1280   1780   

60.8 1820   1820   1350   796   896   878   847   1330   1820   

56.5 3280   3240   2390   1400   1550   1510   1470   2470   3280   

52.3 3360   3340   2460   1470   1620   1590   1540   2550   3360   

48.0 4480   4530   3280   1990   2110   2160   2000   3530   4530   

40.2 4610   4700   3400   2100   2220   2280   2110   3670   4700   

38.2 6090   5790   4520   2760   2850   2980   2680   5120   6090   

注：下線部分は最大値を示す。

鉄
塔
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答軸力 (kN)

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0

76.25 24.4 20.9 20.3 17.6 17.6 19.3 17.8 18.1 24.4 

72.5 612   947   433   528   552   552   526   412   947   

68.8 632   972   438   551   571   575   546   417   972   

65.0 1670   2540   1220   1370   1460   1440   1380   1190   2540   

60.8 1670   2580   1200   1420   1500   1490   1420   1150   2580   

56.5 3100   4710   2260   2490   2670   2610   2520   2290   4710   

52.3 3110   4800   2210   2570   2740   2700   2590   2230   4800   

48.0 4250   6490   3080   3340   3620   3510   3410   3280   6490   

40.2 4350   6650   3010   3480   3740   3650   3530   3190   6650   

38.2 5920   8380   4110   4180   4550   4360   4240   4320   8380   

注：下線部分は最大値を示す。

鉄
塔
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答軸力 (kN)
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表 3－9 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，R1 通り-RD 通り間主柱材） 

 

 

表 3－10 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，R2 通り-RD 通り間主柱材） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0

76.25 24.4 19.9 19.9 16.3 17.9 16.3 18.3 18.1 24.4 

72.5 638   652   466   315   283   329   315   463   652   

68.8 661   671   484   333   305   346   331   482   671   

65.0 1690   1740   1230   802   775   842   793   1230   1740   

60.8 1730   1780   1270   843   746   882   829   1280   1780   

56.5 3100   3200   2260   1450   1390   1510   1380   2350   3200   

52.3 3160   3270   2340   1520   1340   1580   1440   2420   3270   

48.0 4280   4390   3150   1970   1870   2040   1770   3380   4390   

40.2 4410   4510   3280   2080   1790   2140   1830   3510   4510   

38.2 5920   5300   4110   2530   2480   2620   2200   4410   5920   

注：下線部分は最大値を示す。

鉄
塔
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答軸力 (kN)

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0

76.25 22.6 18.9 19.3 16.5 17.3 16.3 17.0 16.9 22.6 

72.5 672   956   498   467   491   487   508   484   956   

68.8 695   982   519   482   505   502   526   503   982   

65.0 1780   2560   1300   1260   1380   1330   1340   1280   2560   

60.8 1820   2610   1350   1280   1350   1340   1370   1330   2610   

56.5 3280   4760   2390   2330   2510   2450   2460   2470   4760   

52.3 3360   4850   2460   2390   2520   2510   2510   2550   4850   

48.0 4480   6600   3280   3290   3460   3470   3430   3530   6600   

40.2 4610   6760   3400   3390   3560   3580   3530   3670   6760   

38.2 6090   8720   4520   4380   4720   4620   4550   5120   8720   

注：下線部分は最大値を示す。

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答軸力 (kN)

鉄
塔
部
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表 3－11 最大応答軸力一覧表（基準地震動Ｓｓ，筒身部） 

 

 

表 3－12 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，R2 通り-RC 通り間主柱材） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

85.0

80.0 55.7  43.5  46.4  38.4  39.2  40.1  41.0  43.2  55.7  

76.25 130    102    109    90.0  91.8  93.9  96.0  101    130    

72.5 366    287    305    253    258    263    269    284    366    

65.0 437    343    364    302    309    315    321    338    437    

56.5 565    446    471    392    401    406    415    435    565    

48.0 668    530    556    465    477    484    489    511    668    

40.2 874    702    732    615    632    643    639    661    874    

38.2 1110    904    945    802    814    835    822    822    1110    

注：下線部分は最大値を示す。

筒
身
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答軸力 (kN)

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

76.25 19.0  24.4  13.8  12.6  13.5  13.3  13.6  13.9  24.4  

72.5 42.2  41.6  31.4  18.4  20.7  20.3  19.6  30.5  42.2  

68.8 79.2  89.3  58.3  43.9  49.4  46.2  50.2  58.9  89.3  

65.0 106    107    79.2  46.3  52.7  51.4  49.7  73.9  107    

60.8 62.4  67.6  46.4  33.9  35.8  36.1  38.1  41.9  67.6  

56.5 285    277    211    125    136    138    133    211    285    

52.3 455    509    336    233    269    247    265    358    509    

48.0 442    458    329    199    213    223    218    331    458    

40.2 224    233    165    115    116    129    116    166    233    

38.2 2270    2160    1660    1050    1100    1120    1040    2040    2270    

注：下線部分は最大値を示す。

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答曲げモーメント (kN･m)

鉄
塔
部
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表 3－13 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，R1 通り-RC 通り間主柱材） 

 

 

表 3－14 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，R1 通り-RD 通り間主柱材） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

76.25 18.6  21.5  13.5  10.5  10.8  11.0  11.2  13.5  21.5  

72.5 38.4  58.6  27.0  32.6  34.4  34.2  32.7  25.9  58.6  

68.8 72.9  95.2  52.2  51.4  54.1  53.8  53.4  51.5  95.2  

65.0 97.2  149    70.7  82.8  87.2  86.8  82.7  65.5  149    

60.8 62.3  86.1  46.4  50.1  51.8  52.7  49.9  41.9  86.1  

56.5 263    398    190    215    228    225    215    187    398    

52.3 428    536    303    275    295    288    287    318    536    

48.0 423    645    301    352    379    372    365    298    645    

40.2 218    313    159    177    189    187    186    153    313    

38.2 2290    2930    1640    1590    1800    1670    1630    1890    2930    

注：下線部分は最大値を示す。

鉄
塔
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答曲げモーメント (kN･m)

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

76.25 18.6  23.9  13.5  12.1  13.2  12.8  13.2  13.5  23.9  

72.5 39.8  40.4  29.2  19.8  17.7  20.7  19.3  29.0  40.4  

68.8 72.9  87.8  52.2  40.6  42.5  44.1  48.1  53.2  87.8  

65.0 103    103    75.7  50.2  45.6  53.3  50.4  73.5  103    

60.8 67.2  66.9  50.1  35.4  32.0  38.3  39.1  46.6  67.2  

56.5 264    271    196    133    116    140    125    197    271    

52.3 428    487    303    218    240    237    254    318    487    

48.0 450    464    334    221    188    231    211    331    464    

40.2 224    235    172    130    121    139    126    153    235    

38.2 2290    1970    1640    978    1080    1070    1140    1890    2290    

注：下線部分は最大値を示す。

鉄
塔
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答曲げモーメント (kN･m)
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表 3－15 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，R2 通り-RD 通り間主柱材） 

 

 

表 3－16 最大応答曲げモーメント一覧表（基準地震動Ｓｓ，筒身部） 

 

  

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

80.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

76.25 19.0  22.0  13.8  10.4  10.9  11.0  11.3  13.9  22.0  

72.5 42.2  59.4  31.4  29.1  30.7  30.4  31.3  30.5  59.4  

68.8 79.2  99.5  58.3  46.9  51.1  49.5  54.7  58.9  99.5  

65.0 106    150    79.2  73.6  79.9  77.3  80.7  73.9  150    

60.8 67.2  85.7  50.1  45.2  47.8  47.6  50.4  46.6  85.7  

56.5 285    400    211    196    207    205    209    211    400    

52.3 455    555    336    254    283    268    285    358    555    

48.0 449    636    333    323    346    342    346    331    636    

40.2 224    296    170    153    166    166    171    166    296    

38.2 2270    3120    1660    1740    1920    1820    1770    2040    3120    

注：下線部分は最大値を示す。

鉄
塔
部

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答曲げモーメント (kN･m)

Ss-1 Ss-2 Ss-3 Ss-4 Ss-5 Ss-6 Ss-7 Ss-8 最大値

85.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

80.0 939    1150    631    605    664    623    787    707    1150    

76.25 2290    2860    1600    1450    1590    1490    1890    1740    2860    

72.5 2000    2580    1540    1380    1590    1470    1880    1410    2580    

65.0 2600    3040    1920    1710    1900    1820    2220    1810    3040    

56.5 3030    4200    2350    2260    2730    2430    2870    2550    4200    

48.0 5020    6460    3220    3120    3850    3460    3890    4580    6460    

39.0 1890    1890    1370    1060    1080    1090    1120    1540    1890    

38.2 2040    2180    1510    1280    1190    1330    1320    1770    2180    

注：下線部分は最大値を示す。

部
位

T.M.S.L.
(m)

最大応答曲げモーメント (kN･m)

筒
身
部
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4. 建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動 

主排気筒の建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動の選定結果を表4－1に

示す。地震動の選定にあたり，基本ケースにおける建屋応答の確認は，以下の資料に基

づき実施した。 

 

・Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」 

 

 

表 4－1 建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動 

建屋名 

建屋応答の不確かさを考慮

した検討に用いる地震動 

基準地震動Ｓｓ 

主排気筒 Ss-1，Ss-2，Ss-8 

 



 

 

別紙3－2 原子炉建屋の材料物性の不確かさを考慮した地震応答解

析結果 
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1. 概要 

本資料は，主排気筒を対象とし，「原子炉建屋の地震応答計算書に関する補足説明資

料」のうち，別紙3「地震応答解析における材料物性の不確かさに関する検討」に基づ

く原子炉建屋の応答を入力地震動として，原子炉建屋の材料物性の不確かさ（以下「建

屋応答の不確かさ」という。）を考慮した地震応答解析結果について示すものである。 

建屋応答の不確かさを考慮した検討に用いる地震動は，主排気筒の応答への影響が大

きいSs-1，Ss-2及びSs-8である（別紙3－1「原子炉建屋の材料物性の不確かさを考慮し

た検討に用いる地震動の選定について」参照）。 

入力地震動，固有値解析結果及びSs-1による地震応答解析の結果は，別紙3「地震応

答解析における原子炉建屋の材料物性の不確かさに関する検討」に示している。 

本資料では，Ss-2及びSs-8による地震応答解析結果について示す。 

 

2. 地震応答解析結果 

入力地震動の組合せを表2－1に，入力地震動の時刻歴波形を図2－1～図2－12に示す。

なお，図中の○印は，最大値発生時を示す。Ss-2は，3方向（5成分）（水平2方向（並

進・回転）及び鉛直方向）の同時入力とし，Ss-8は，2方向（3成分）（水平1方向（並

進・回転）及び鉛直方向）の同時入力とする。なお，Ss-2のケース2以外の全ケース，

Ss-8のケース3及びケース6において誘発上下動を考慮している。 

建屋応答の不確かさを考慮したSs-2及びSs-8に対する地震応答解析結果を図2－13～

図2－20に示す。なお，図2－17及び図2－20では，以下の主柱材の最大応力を包絡した

ものを「鉄塔部 主柱材包絡」として示す。 

・原子炉建屋のR1通りとRC通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR1通りとRD通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR2通りとRC通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR2通りとRD通りの交点に位置する主柱材 

また，制震装置（オイルダンパー）の最大応答値及び許容値を表2－2に示す。 

Ss-1の結果と同様にSs-2及びSs-8の結果は，ケース1（基本ケース）に対し，いずれ

の方向についても，各検討ケースの最大応答加速度，最大応答変位，最大応答軸力，最

大応答曲げモーメントはおおむね同等であることを確認した。また，制震装置（オイル

ダンパー）の最大応答値は許容値以下である。 
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表2－1 入力地震動の組合せ 

(a) Ss-2 

建屋応答の不確かさ 

検討ケース 

入力地震動の組合せ（Ss-2，3 方向（5 成分）同時入力） 

水平方向＊1 鉛直 

方向＊1 備考＊2 NS 方向 EW 方向 

並進 回転 並進 回転 並進 

ケース 1 

（基本ケース） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 2 
（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 
〇 〇 〇 〇 〇 ― 

ケース 3 
（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

ケース 6 

（回転ばね低減） 
〇 〇 〇 〇 〇 誘発上下動考慮 

注記＊1 ：組み合わせる成分を「〇」で，組み合わせない成分を「―」で示す。 

＊2 ：誘発上下動を考慮しない場合は「―」で示す。 

 

(b) Ss-8 

建屋応答の不確かさ 

検討ケース 

入力地震動の組合せ（Ss-8，2 方向（3 成分）同時入力） 

水平方向＊1 鉛直 

方向＊1 備考＊2 NS 方向 EW 方向 

並進 回転 並進 回転 並進 

ケース 1 

（基本ケース） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 2 
（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 3 
（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 
〇 〇 ― ― 〇 誘発上下動考慮 

ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 
〇 〇 ― ― 〇 ― 

ケース 6 

（回転ばね低減） 
〇 〇 ― ― 〇 誘発上下動考慮 

注記＊1 ：組み合わせる成分を「〇」で，組み合わせない成分を「―」で示す。 

＊2 ：誘発上下動を考慮しない場合は「―」で示す。  
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－1 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－1 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－2 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース1，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－3 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向 

図2－3 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース2，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-9 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－6 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース3，Ss-8） 

  

ewav_k7rb_Ss-8m_induced NS方向並進成分

-11.1

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

加
速
度
（

m
/s

2 ）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-12 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－7 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-2）（1/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-13 

 

(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－7 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-14 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－8 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース4，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-15 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－9 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-2）（1/2） 

  

ewav_k7rb_Ss-2m2_induced NS方向並進成分

-8.73

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

加
速
度
（

m
/s

2 ）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-16 

 

(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－9 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。

ewav_k7rb_Ss-2m2_induced 鉛直方向並進成分

-5.96

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

加
速
度
（

m
/s

2 ）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-17 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向 

図2－10 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース5，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-18 

 

(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) EW方向 並進成分 

図2－11 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-2）（1/2） 

  

ewav_k7rb_Ss-2_0.5R_induced NS方向並進成分

-9.17

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

加
速
度
（

m
/s

2 ）

時間（s)

○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-19 

 

(d) EW方向 回転成分 

 

 

(e) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－11 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-2）（2/2） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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(a) NS方向 並進成分 

 

 

(b) NS方向 回転成分 

 

 

(c) 鉛直方向（誘発上下動考慮） 

図2－12 入力地震動の加速度時刻歴波形（ケース6，Ss-8） 
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。
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○印は最大値発生時を示す。



 

別紙 3-2-21 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－13 最大応答加速度（Ss-2，NS方向）（1/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   47.9  42.2  48.5  46.3  48.5  52.3  

76.25  41.4  36.9  41.9  40.1  41.8  45.1  

72.5   33.5  30.3  33.8  32.4  33.8  35.9  

65.0   23.6  20.5  24.7  22.2  23.9  26.3  

56.5   15.7  12.9  17.0  14.8  16.0  17.2  

48.0   10.9  13.1  11.2  10.7  11.0  11.5  

40.2   8.85 8.86 9.11 8.60 8.97 9.37 

38.2   8.62 8.43 8.84 8.36 8.73 9.18 
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部
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56.5
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38.2
0 25 50 75 100

（m/s2)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   60.3   61.3   59.7   58.0   60.9   64.7   

80.0   44.4   41.0   44.5   42.9   44.9   47.9   

76.25  33.3   29.9   34.8   32.4   33.7   36.4   

72.5   26.9   26.1   29.5   25.2   27.5   31.4   

65.0   23.6   24.2   23.7   22.4   24.0   24.2   

56.5   19.6   20.4   17.2   18.8   19.7   20.0   

48.0   11.1   11.8   11.4   10.8   11.2   11.7   

39.0   8.71  8.60  8.93  8.43  8.82  9.25  

38.2   8.62  8.43  8.84  8.36  8.73  9.18  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減
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T.M.S.L.
(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0
38.2

0 25 50 75 100

（m/s2）

筒身部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)



 

別紙 3-2-22 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－13 最大応答加速度（Ss-8，NS方向）（2/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   41.3  38.2  44.1  39.6  41.6  42.6  

76.25  34.9  32.3  37.9  33.9  35.2  36.6  

72.5   28.5  26.1  31.8  28.4  28.5  30.7  

65.0   22.1  19.6  23.7  21.8  21.8  23.0  

56.5   16.2  15.0  17.4  15.3  16.3  16.3  

48.0   14.1  13.5  14.2  13.7  14.1  14.3  

40.2   11.7  11.3  11.5  11.5  11.5  11.7  

38.2   11.3  10.9  11.1  11.2  11.0  11.3  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減
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ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   53.4   50.3   54.3   50.7   54.1   54.6   

80.0   37.8   35.3   40.3   36.7   38.2   39.6   

76.25  31.9   28.9   35.3   31.4   32.1   33.8   

72.5   30.8   27.2   34.0   29.0   31.4   32.2   

65.0   23.6   20.0   26.9   21.6   24.4   25.4   

56.5   17.3   16.7   17.1   16.7   17.3   17.8   

48.0   14.0   13.4   14.0   13.6   13.9   14.0   

39.0   11.4   11.1   11.2   11.3   11.2   11.5   

38.2   11.3   10.9   11.1   11.2   11.0   11.3   
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減
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別紙 3-2-23 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－14 最大応答変位（Ss-2，NS方向）（1/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   170    147    180    164    172    187    

76.25  147    127    156    142    149    162    

72.5   116    100    125    113    118    129    

65.0   68.7  58.7  74.4  66.3  69.6  76.5  

56.5   32.1  26.8  35.5  30.9  32.7  36.2  

48.0   8.95 6.99 10.2  8.47 9.12 10.3  

40.2   1.24 0.928 1.50 1.15 1.27 1.50 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部
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48.0

40.2

38.2
0 100 200 300 400

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   234     202     244     226     237     256     

80.0   186     159     197     180     189     205     

76.25  152     128     163     147     154     169     

72.5   122     101     133     117     124     137     

65.0   71.4   57.7   80.6   68.6   72.6   81.9   

56.5   29.8   24.9   34.6   28.8   30.3   34.3   

48.0   9.32  7.42  10.5   8.86  9.49  10.6   

39.0   0.415 0.313 0.512 0.393 0.423 0.510 

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－14 最大応答変位（Ss-8，NS方向）（2/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   161    141    188    159    162    177    

76.25  140    122    163    137    141    154    

72.5   114    98.6  133    111    114    125    

65.0   69.9  59.7  82.9  68.4  70.2  77.5  

56.5   34.6  28.8  42.0  33.7  34.8  38.8  

48.0   10.9  8.47 14.0  10.6  11.0  12.5  

40.2   1.54 1.18 2.05 1.51 1.55 1.84 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部
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56.5

48.0

40.2

38.2
0 100 200 300 400

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   237     211     272     235     238     257     

80.0   196     172     226     193     197     212     

76.25  166     144     192     162     167     180     

72.5   138     119     161     134     139     150     

65.0   86.8   73.4   103     83.8   88.1   95.4   

56.5   38.4   31.1   48.1   36.7   39.2   43.2   

48.0   11.3   8.88  14.7   11.1   11.5   13.0   

39.0   0.555 0.424 0.744 0.552 0.555 0.670 

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 100 200 300 400

（mm）

筒身部

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)



 

別紙 3-2-25 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－15 最大応答加速度（Ss-2，EW方向） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   48.4  45.5  52.3  47.9  49.3  55.3  

76.25  42.1  38.3  45.9  41.5  42.6  47.3  

72.5   34.3  30.3  39.3  33.4  34.8  37.7  

65.0   26.6  21.8  29.3  25.8  26.0  28.5  

56.5   18.1  14.9  19.3  17.6  17.9  19.2  

48.0   12.9  13.7  14.2  12.5  12.7  13.7  

40.2   11.9  9.86 12.1  11.4  11.9  12.5  

38.2   11.6  9.62 11.7  11.1  11.6  12.2  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 25 50 75 100

（m/s2)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   62.9   57.1   66.4   60.6   64.1   72.1   

80.0   45.4   40.9   48.1   44.6   45.7   51.4   

76.25  37.4   31.7   42.9   36.5   37.7   40.7   

72.5   33.0   27.8   37.7   31.7   33.4   36.2   

65.0   22.4   21.4   25.6   20.9   23.5   25.6   

56.5   16.9   15.5   16.3   16.3   17.2   18.0   

48.0   12.8   12.3   14.0   12.4   12.7   13.6   

39.0   11.7   9.70  11.9   11.2   11.7   12.3   

38.2   11.6   9.62  11.7   11.1   11.6   12.2   
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0
38.2

0 25 50 75 100

（m/s2）

筒身部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)



 

別紙 3-2-26 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－16 最大応答変位（Ss-2，EW方向） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   181    150    214    176    184    203    

76.25  157    129    185    152    159    176    

72.5   126    104    149    123    128    142    

65.0   76.4  62.1  90.2  74.1  77.5  86.2  

56.5   36.3  29.1  43.1  35.2  36.8  41.5  

48.0   9.85 7.50 11.9  9.59 9.89 11.7  

40.2   1.67 1.23 2.09 1.61 1.68 2.04 

38.2   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 100 200 300 400

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   271     230     308     265     274     297     

80.0   220     186     249     214     222     241     

76.25  182     154     207     177     185     201     

72.5   148     124     169     144     151     164     

65.0   89.0   73.5   102     85.9   90.8   99.7   

56.5   36.4   29.1   42.9   35.0   37.2   41.7   

48.0   10.5   8.08  12.5   10.2   10.5   12.3   

39.0   0.591 0.427 0.751 0.579 0.593 0.732 

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 100 200 300 400

（mm）

筒身部

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)



 

別紙 3-2-27 

 

(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－17 最大応答曲げモーメント（Ss-2）（1/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

76.25  

72.5   

68.75  

65.0   

60.75  

56.5   

52.25  

48.0   

40.2   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

3470   38.2   3120   2570   3270   2950   3200   

313   270   341   297   321   347   

555   475   588   534   566   618   

645   518   690   609   664   729   

400   325   431   380   412   451   

86.1 69.9 91.8 81.7 88.3 96.9 

99.5 86.9 104   95.5 101   110   

150   121   162   142   154   168   

59.4 48.1 64.1 56.4 61.2 66.6 

24.4 20.3 25.6 23.3 24.9 27.3 

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部
(kN･m)

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 1000 2000 3000 4000

（kN･m)

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.（m） 鉄塔部

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

80.0 1150   1110   1180   1110   1170   1280   

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

2210   2420   38.2 2180   1880   2400   2090   

1890   1690   2020   1800   1910   2050   

6180   6590   7280   6460   5540   7160   

4540   4200   3700   4500   4100   4240   

2920   3090   3220   3040   2840   3120   

2580   2440   2460   2510   2610   2790   

2860   2690   2950   2770   2910   3190   

T.M.S.L.
(m)

筒身部
(kN･m)

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 2500 5000 7500 10000

（kN･m)

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

筒身部T.M.S.L.（m）



 

別紙 3-2-28 

 

(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－17 最大応答曲げモーメント（Ss-8）（2/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

76.25  

72.5   

68.75  

65.0   

60.75  

56.5   

52.25  

48.0   

40.2   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部
(kN･m)

13.9 12.7 15.5 13.8 13.9 15.0 

30.5 28.3 34.1 30.5 30.6 33.2 

58.9 54.4 65.8 58.7 59.0 63.8 

73.9 68.2 82.6 74.5 73.9 80.7 

211   195   235   211   212   228   

40.0 37.0 44.0 40.4 40.0 43.3 

358   329   396   355   358   383   

331   304   367   327   333   356   

166   154   180   162   166   174   

2140   38.2   2040   1830   2280   2000   2060   

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 1000 2000 3000 4000

（kN･m)

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.（m） 鉄塔部

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

80.0 707   666   720   671   716   723   

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

T.M.S.L.
(m)

筒身部
(kN･m)

1740   1630   1790   1660   1760   1790   

1410   1370   1390   1340   1440   1420   

1690   1870   1860   1810   1500   1960   

2700   2550   2350   2840   2520   2550   

4400   4650   4810   4580   4070   4990   

1540   1440   1740   1490   1570   1610   

1760   1770   38.2 1770   1690   1800   1730   

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 2500 5000 7500 10000

（kN･m)

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

筒身部T.M.S.L.（m）



 

別紙 3-2-29 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－18 最大応答加速度（Ss-2，鉛直方向）（1/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   10.5   11.0   11.9   9.94  10.8   11.8   

76.25  10.6   11.0   12.0   10.0   10.9   11.9   

72.5   10.1   10.3   11.4   9.59  10.3   11.2   

65.0   8.83  8.26  9.62  8.38  8.99  9.37  

56.5   7.37  6.86  7.50  7.16  7.48  7.60  

48.0   6.31  6.63  6.28  6.17  6.40  6.54  

40.2   6.60  6.87  5.63  6.50  6.67  6.80  

38.2   6.83  6.89  5.74  6.74  6.93  7.12  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 10 20 30

（m/s2)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   6.63  6.79  6.22  6.47  6.74  6.84  

80.0   6.62  6.76  6.19  6.46  6.71  6.82  

76.25  6.59  6.71  6.15  6.43  6.66  6.79  

72.5   6.52  6.58  6.05  6.37  6.58  6.71  

65.0   6.38  6.30  5.88  6.23  6.44  6.54  

56.5   6.21  6.18  5.66  6.06  6.27  6.35  

48.0   6.05  6.09  5.46  5.91  6.12  6.18  

39.0   5.89  5.99  5.26  5.75  5.96  6.02  

38.2   5.89  5.99  5.26  5.75  5.96  6.02  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0
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ケース5 ケース6
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別紙 3-2-30 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－18 最大応答加速度（Ss-8，鉛直方向）（2/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   7.37  8.04  6.82  6.95  7.53  7.46  

76.25  7.20  7.87  6.65  6.79  7.35  7.39  

72.5   7.17  7.78  6.57  6.75  7.33  7.43  

65.0   5.59  5.98  5.28  5.22  5.74  5.58  

56.5   4.67  4.83  4.84  4.28  4.84  4.67  

48.0   3.72  3.82  3.79  3.42  3.85  3.88  

40.2   3.14  3.26  3.20  3.02  3.18  3.55  

38.2   3.13  3.25  3.20  3.10  3.25  3.61  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 10 20 30

（m/s2)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   6.58  6.78  6.23  6.11  6.77  6.58  

80.0   6.51  6.70  6.16  6.04  6.69  6.51  

76.25  6.38  6.56  6.03  5.92  6.56  6.38  

72.5   6.02  6.18  5.69  5.59  6.19  6.02  

65.0   5.27  5.40  4.98  4.89  5.44  5.27  

56.5   4.39  4.48  4.14  4.06  4.53  4.39  

48.0   3.57  3.63  3.36  3.29  3.70  3.58  

39.0   3.01  3.14  3.13  2.93  3.05  3.51  

38.2   3.01  3.14  3.13  2.92  3.05  3.51  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5
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別紙 3-2-31 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－19 最大応答変位（Ss-2，鉛直方向）（1/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   25.5   20.1   27.9   24.1   26.3   29.0   

76.25  26.1   20.6   28.6   24.7   27.0   29.7   

72.5   24.8   19.6   27.1   23.4   25.6   28.2   

65.0   20.3   15.9   22.3   19.1   20.9   23.1   

56.5   13.8   10.8   15.3   13.0   14.3   15.9   

48.0   8.02  6.11  9.11  7.52  8.30  9.30  

40.2   3.69  2.87  4.48  3.64  3.70  4.35  

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 10 20 30 40

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   0.551  0.553  0.510  0.537  0.556  0.566  

80.0   0.541  0.543  0.501  0.528  0.546  0.556  

76.25  0.525  0.526  0.486  0.512  0.530  0.539  

72.5   0.478  0.479  0.442  0.467  0.483  0.491  

65.0   0.381  0.380  0.352  0.372  0.384  0.391  

56.5   0.258  0.256  0.238  0.252  0.260  0.265  

48.0   0.137  0.135  0.126  0.133  0.138  0.140  

39.0   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   

38.2   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0

38.2
0 1 2 3 4

（mm）

筒身部

ケース1 ケース2
ケース3 ケース4
ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－19 最大応答変位（Ss-8，鉛直方向）（2/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   13.7   12.2   15.8   13.5   13.8   15.0   

76.25  14.0   12.5   16.2   13.8   14.1   15.4   

72.5   15.4   13.7   17.7   15.2   15.5   16.9   

65.0   11.2   9.90  13.0   11.0   11.3   12.4   

56.5   9.48  8.24  11.1   9.30  9.52  10.5   

48.0   5.06  4.21  6.19  4.94  5.10  5.73  

40.2   2.55  1.94  3.41  2.52  2.56  3.06  

38.2   0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  0.00  
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 10 20 30 40

（mm)

鉄塔部

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.(m)

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   0.496  0.510  0.469  0.461  0.511  0.496  

80.0   0.487  0.500  0.460  0.452  0.502  0.487  

76.25  0.471  0.484  0.445  0.437  0.485  0.471  

72.5   0.426  0.437  0.403  0.395  0.439  0.426  

65.0   0.333  0.342  0.315  0.309  0.343  0.333  

56.5   0.219  0.225  0.207  0.203  0.226  0.219  

48.0   0.111  0.114  0.105  0.103  0.115  0.111  

39.0   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   

38.2   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   0.00   
注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(mm)
T.M.S.L.

(m)

筒身部

85.0

80.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

39.0
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（mm）

筒身部
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(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－20 最大応答軸力（Ss-2）（1/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   

76.25  

72.5   

68.75  

65.0   

60.75  

56.5   

52.25  

48.0   

40.2   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

9770   38.2   8720   7070   9240   8260   8970   

6760   5400   7220   6390   6960   7630   

4850   3900   5210   4590   5000   5470   

6600   5280   7060   6230   6800   7460   

4760   3820   5120   4500   4910   5380   

2610   2100   2810   2470   2690   2930   

982   794   1060   934   1010   1100   

2560   2060   2760   2420   2640   2880   

956   772   1030   908   986   1070   

(kN)
T.M.S.L.

(m)

鉄塔部

20.9 21.4 22.2 20.4 21.0 21.6 

80.080.0

76.25

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

38.2
0 2500 5000 7500 10000

（kN)

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.（m） 鉄塔部

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   

80.0   

43.5 43.9 42.4 42.9 43.8 43.5 

76.25  

72.5   

65.0   

56.5   

48.0   

39.0   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

(kN)
T.M.S.L.

(m)

筒身部
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0 500 1000 1500

（kN)

ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6
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(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－20 最大応答軸力（Ss-8）（2/2） 

  

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

80.0   

76.25  

72.5   

68.75  

65.0   

60.75  

56.5   

52.25  

48.0   

40.2   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減

5440   38.2   5120   4670   5670   5050   5130   

3670   3360   4060   3630   3670   3920   

2550   2350   2830   2540   2550   2750   
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484   450   540   481   488   523   
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T.M.S.L.

(m)
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72.5

65.0
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38.2
0 2500 5000 7500 10000
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ケース1 ケース2

ケース3 ケース4

ケース5 ケース6

T.M.S.L.（m） 鉄塔部

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

85.0   

80.0   

43.2 43.7 42.3 42.0 43.7 43.2 

76.25  

72.5   

65.0   

56.5   

48.0   

39.0   

注：ケース1…工認モデル（基本ケース），ケース2…建屋剛性＋σ・地盤剛性＋σ，

　　ケース3…建屋剛性－σ・地盤剛性－σ，

　　ケース4…建屋剛性コア平均，

　　ケース5…建屋剛性－2σ，ケース6…回転ばね低減
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表2－2 制震装置（オイルダンパー）の最大応答値及び許容値 

(a) Ss-2 

 

 

(b) Ss-8 

 

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6
速度
(m/s)

1.74 1.53 1.91 1.70 1.76 1.90 2.60

変位
(mm)

133   114   149   130   135   146   175   

オイルダンパーの最大応答値
許容値

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6
速度
(m/s)

1.42 1.30 1.58 1.40 1.43 1.53 2.60

変位
(mm)

117   104   132   115   118   126   175   

オイルダンパーの最大応答値
許容値



 

別紙3－3 減衰をレーリー減衰にした場合の地震応答解析結果 
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別紙 3-3-1 

1. 概要 

Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」では，減衰を剛性比例型減衰（鉄

塔部の水平方向1次固有振動数に対し，鉄骨造は2%，鉄筋コンクリート造（基礎）は5%

を設定）とした地震応答解析について示している。 

本資料では，減衰をレーリー減衰にした場合の地震応答解析を行い，剛性比例型減衰

の解析結果と比べることで，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」におけ

る減衰設定の妥当性を確認する。詳細には，以下に示す検討を実施する。 

・ Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 

・ Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討 

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討では，全周期帯の応答が大きく，

耐震評価への影響も大きい基準地震動Ss-1を用いた基本ケースを選定し，減衰の違いに

よる影響を確認することを目的とする。 

Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討では，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の

耐震性についての計算書」における断面算定結果（検定値）が最も厳しくなる検討ケー

スを対象に，減衰をレーリー減衰にした場合においても断面算定結果が許容値を超過し

ないことを確認することを目的とする。 

なお，入力地震動は，別紙3「地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不確か

さに関する検討」に基づき，Ss-1は，2方向（3成分）（NS方向（並進・回転）及び鉛直

方向）同時入力とし，Ss-2は，3方向（5成分）（水平2方向（並進・回転）及び鉛直方向）

同時入力とする。 

また，固有値解析結果は，別紙3「地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不

確かさに関する検討」に示すケース1（基本ケース）と同一である。 
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2. 地震応答解析結果 

固有値解析結果を表2－1に，減衰の設定方法を図2－1に，解析ケースを表2－2に示す。 

レーリー減衰は，主排気筒の応答に影響の大きい鉄塔NS方向の1次振動数（3.69Hz）

と主要モード（鉄塔水平2次）が存在する12.0Hzに対し，鋼材の減衰定数（2%）となる

ように設定した。 

減衰をレーリー減衰にした場合の基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果を図2－2

～図2－15に示す。なお，図2－8，図2－9，図2－14及び図2－15では，以下の主柱材の

最大応力を包絡したものを「鉄塔部 主柱材包絡」として示す。 

・原子炉建屋のR1通りとRC通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR1通りとRD通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR2通りとRC通りの交点に位置する主柱材 

・原子炉建屋のR2通りとRD通りの交点に位置する主柱材 

また，制震装置（オイルダンパー）の最大応答値及び許容値を表2－3に，地震応答解

析結果に基づく断面算定結果を表2－4に示す。 

減衰をレーリー減衰にした場合の地震応答解析結果は剛性比例型減衰に比べ，一部の

応答は大きくなるものの，制震装置（オイルダンパー）の最大応答値は許容値以下であ

り，減少傾向にある。 

また，各部材の断面算定結果について，Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対す

る検討では，筒身部Ｂ－Ｃ間を除き，レーリー減衰の断面算定結果（検定値）は剛性比

例型減衰の断面算定結果（検定値）以下となっている。なお，筒身部Ｂ－Ｃ間について

も検定値が0.71（剛性比例型減衰）から0.72（レーリー減衰）に増加してはいるものの，

その影響は軽微である。 

一方で，Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討では，剛性比例型減衰

に比べレーリー減衰の検定値が大きくなる部材がいくつかあり，検定値の変動は筒身部

が大きい傾向である。しかしながら，筒身部のうち，レーリー減衰の検定値が最大とな

るＢ－Ｃ間において，検定値は0.83（剛性比例型減衰）及び0.87（レーリー減衰）と変

動は小さく，いずれも裕度は確保されている。また，全部材中で最も検定値が大きくな

る主柱材Ｄ－Ｅ間について，剛性比例型減衰では検定値は0.99であったが，レーリー減

衰では検定値は0.95まで低減している。 

以上より，減衰をレーリー減衰にした場合についても耐震性に影響がないことを確認

するとともに，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」における減衰設定が

妥当であることを確認した。 
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表2－1 固有値解析結果（水平方向） 

 

 

 

図2－1 減衰の設定方法 

  

X
（NS方向）

Y
（EW方向）

Z
（鉛直方向）

筒身1次 0.98   1.021 1.528   0.000   0.000   

筒身2次 6.63   0.151 -1.201   0.000   0.000   

鉄塔1次 3.69   0.271 -1.616   0.000   0.000   

鉄塔2次 10.74   0.093 1.067   0.000   0.001   

筒身1次 0.98   1.018 0.000   1.511   0.000   

筒身2次 6.67   0.150 0.000   -1.186   0.000   

鉄塔1次 3.71   0.269 0.000   -1.538   0.000   

鉄塔2次 11.15   0.090 0.000   1.035   0.000   

NS

EW

方向
固有
モード

固有振動数
(Hz)

固有周期
(s)

刺激係数
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(NS方向鉄塔1次)

12Hz
0

1

2
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4

5

減
衰
定
数
（

%
）

振動数

レーリー減衰の設定（3.69Hz－12Hz）
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表2－2 検討ケース 

(a) Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 

検討ケース 地震動 
建屋応答の不確かさ（基本ケース） 

減衰 備考 コンクリート 
剛性 

回転ばね 
定数 

地盤 
剛性 

①ケース 1 
（工認モデル） 

Ss-1 
実強度 

（43.1N/mm2） 
100% 

標準 
地盤 

剛性比例型 
計算書＊ 
記載 

レーリー減衰 Ss-1 
実強度 

（43.1N/mm2） 
100% 

標準 
地盤 

レーリー  

 

(b) Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討 

検討ケース 地震動 
建屋応答の不確かさ（ケース 6） 

減衰 備考 コンクリート 
剛性 

回転ばね 
定数 

地盤 
剛性 

⑥ケース 6 
（回転ばね低減） 

Ss-2 
実強度 

（43.1N/mm2） 
50% 

標準 
地盤 

剛性比例型 
計算書＊ 
記載 

レーリー減衰 Ss-2 
実強度 

（43.1N/mm2） 
50% 

標準 
地盤 

レーリー  

注：下線部は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」記載ケースとの差異

を示す。 

注記＊：「計算書」とは，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」を指す。 
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(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－2 最大応答加速度（Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討，NS方向） 

  

ケース1 レーリー減衰

80.0   50.3  51.1  

76.25  44.6  44.2  

72.5   38.2  37.9  

65.0   27.8  28.6  

56.5   18.5  20.9  

48.0   18.3  18.9  

40.2   12.7  12.7  

38.2   12.2  12.2  
注：ケース1…剛性比例型減衰

(m/s2)

T.M.S.L.
(m)

鉄塔部

80.080.0

76.25
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65.0

56.5
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0 25 50 75 100
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鉄塔部

ケース1 レーリー減衰

T.M.S.L.(m)

ケース1 レーリー減衰
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別紙 3-3-6 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－3 最大応答加速度（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討，NS方向） 

  

ケース6 レーリー減衰

80.0   52.3  52.9  
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38.2   9.18 9.18 
注：ケース6 …剛性比例型減衰
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別紙 3-3-7 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－4 最大応答加速度（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討，EW方向） 

  

ケース6 レーリー減衰

80.0   55.3  54.5  

76.25  47.3  46.5  
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56.5   19.2  20.1  
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38.2   12.2  12.3  
注：ケース6 …剛性比例型減衰
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別紙 3-3-8 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－5 最大応答変位（Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討，NS方向） 
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38.2   0.00 0.00
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別紙 3-3-9 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－6 最大応答変位（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討，NS方向） 

  

ケース6 レーリー減衰
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別紙 3-3-10 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－7 最大応答変位（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討，EW方向） 
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別紙 3-3-11 

 

 

(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－8 最大応答曲げモーメント（Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討） 
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別紙 3-3-12 

 

 

(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－9 最大応答曲げモーメント（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討） 
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別紙 3-3-13 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－10 最大応答加速度（Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討，鉛直方向） 
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注：ケース1…剛性比例型減衰
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別紙 3-3-14 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

図2－11 最大応答加速度 

（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討，鉛直方向） 

  

ケース6 レーリー減衰
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注：ケース6 …剛性比例型減衰
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別紙 3-3-15 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－12 最大応答変位（Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討，鉛直方向） 

  

ケース1 レーリー減衰
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76.25  17.6   17.4   

72.5   19.3   19.1   
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56.5   11.2   11.1   

48.0   5.58  5.51  

40.2   2.67  2.67  

38.2   0.00  0.00  
注：ケース1…剛性比例型減衰
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別紙 3-3-16 

 

 

(a) 鉄塔部 

 

(b) 筒身部 

 

図2－13 最大応答変位（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討，鉛直方向） 

  

ケース6 レーリー減衰
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38.2   0.00  0.00  
注：ケース6 …剛性比例型減衰
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別紙 3-3-17 

 

 

(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－14 最大応答軸力（Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討） 
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別紙 3-3-18 

 

 

(a) 鉄塔部 主柱材包絡 

 

(b) 筒身部 

図2－15 最大応答軸力（Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討） 
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表2－3 制震装置（オイルダンパー）の最大応答値及び許容値 

 

オイルダンパーの最大応答値 

許容値 

Ss-1 を用いた 

ケース 1（基本ケース） 

に対する検討 

Ss-2 を用いた 

ケース 6（回転ばね低減） 

に対する検討 

剛性比例型 

減衰 

レーリー 

減衰 

剛性比例型 

減衰 

レーリー 

減衰 

速度 

(m/s) 
1.91 1.86 1.90 1.79 2.60 

変位 

(mm) 
124   118   146   139   175   
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表2－4（1/2） 断面算定結果 

(a) 主柱材 

 

 

(b) 斜材 

 

 

(c) 水平材 

  

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｂ－Ｃ 24.4 19.0 0.14 29.2 18.7 0.14 21.6 27.3 0.19 25.3 26.4 0.18  

Ｃ－Ｄ 695  79.2 0.54 702  78.9 0.54 1100  110   0.79 1050  108   0.77  

Ｄ－Ｅ 1820  106   0.62 1820  106   0.62 2930  168   0.99 2800  162   0.95  

Ｅ－Ｆ 3360  455   0.62 3320  447   0.61 5470  618   0.93 5250  599   0.90  

Ｆ－Ｇ 4610  455   0.52 4510  447   0.51 7630  729   0.84 7390  707   0.81  

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

剛性比例型減衰 レーリー減衰

評価用応力 評価用応力

Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

剛性比例型減衰標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 

レーリー減衰

評価用応力 評価用応力
  

  
 
  

  

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

  
 
  

  

  

  
 
  

  

  

  
 
  

  

評価用応力 評価用応力 評価用応力 評価用応力

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｂ－Ｃ 655  0.73 646  0.72 633  0.71 611  0.69

Ｃ－Ｄ 758  0.49 746  0.48 738  0.47 713  0.46

Ｄ－Ｅ 942  0.33 928  0.33 968  0.34 932  0.33

Ｅ－Ｆ 1100  0.21 1090  0.21 1130  0.22 1120  0.22

Ｆ－Ｇ 1210  0.14 1230  0.14 1360  0.16 1430  0.17

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

剛性比例型減衰

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

レーリー減衰 剛性比例型減衰 レーリー減衰

  

  

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

  

  

  

  

  

評価用応力 評価用応力 評価用応力 評価用応力

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

80.0 Ｂ 58.7   0.08 58.8   0.08 63.6   0.09 62.3   0.09

72.5 Ｃ 73.2   0.12 73.0   0.12 92.9   0.15 90.9   0.14

65.0 Ｄ 139     0.10 139     0.10 178     0.12 181     0.13

56.5 Ｅ 207     0.15 205     0.15 326     0.24 325     0.24

48.0 Ｆ 220     0.11 215     0.11 325     0.16 306     0.15

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
位
置

レーリー減衰剛性比例型減衰 剛性比例型減衰 レーリー減衰

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討
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表2－4（2/2） 断面算定結果 

（d） 筒身部 

 

 

 

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ａ－Ｂ 24.2 938 0.29 25.1 967 0.29 21.7 1090 0.33 21.7 1160 0.35

Ｂ－Ｃ 163  2290 0.71 168  2330 0.72 152  2720 0.83 148  2850 0.87

Ｃ－Ｄ 227  2290 0.72 209  2290 0.72 203  2450 0.77 206  2650 0.83

Ｄ－Ｅ 301  3020 0.57 314  2910 0.55 256  3630 0.67 274  3510 0.65

Ｅ－Ｆ 282  3980 0.73 292  3830 0.71 396  4570 0.85 421  4410 0.82

Ｆ－Ｇ 379  5020 0.50 381  4890 0.49 539  5660 0.57 562  5530 0.56

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づき，時刻歴断面算定結果を示す。

剛性比例型減衰 レーリー減衰
評価用応力 評価用応力

剛性比例型減衰
評価用応力

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

評価用応力
レーリー減衰

  

    
 
  

    

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

85.0

39.0

  

    
 
  

    

  

    
 
  

    

  

    
 
  

    



 

別紙 4 地震荷重と風荷重を重畳させた場合の影響検討 
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 概要 

本資料は主排気筒に対し，地震荷重に加えて風荷重（風速4.1m/s及び16.0m/s）を重

畳させた場合の耐震性に関する裕度を示すものである。詳細には，以下に示す検討を実

施する。 

・ Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 

・ Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討 

Ss-1 を用いたケース 1（基本ケース）に対する検討では，建屋応答の不確かさを含め

た各入力地震動の代表として，全周期帯の応答が大きく，耐震評価への影響も大きい基

準地震動 Ss-1 を用いた基本ケースを選定し，地震荷重と風荷重を重畳させた場合の影響

を確認することを目的とする。 

Ss-2 を用いたケース 6（回転ばね低減）に対する検討では，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の

耐震性についての計算書」における断面算定結果が最も厳しくなる検討ケースを対象に，

地震荷重と風荷重を重畳させた場合においても断面算定結果に一定の裕度を有すること

を確認することを目的とする。 

また，上述の各検討において重畳させる風荷重を以下に示す。 

・ 風速4.1m/sによる風荷重 

・ 風速16.0m/sによる風荷重 

なお，入力地震動は，別紙3「地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不確か

さに関する検討」に基づき，Ss-1については2方向（3成分）（NS方向（並進・回転）及

び鉛直方向）同時入力とし，Ss-2について3方向（5成分）（水平2方向（並進・回転）及

び鉛直方向）同時入力とする。 

また，固有値解析結果は，別紙3「地震応答解析における原子炉建屋の材料物性の不

確かさに関する検討」に示すケース1（基本ケース）と同一である。 
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 解析方針 

 解析モデル 

Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」における解析モデル（以下「工

認モデル」という。）では，既工認との整合性と保守性を担保するため，主柱材及び

筒身の実状の部材断面の切り替え位置よりも低い位置に部材の切り替え位置を設定し，

モデル化を行っている。本検討では，地震荷重に加えて，風荷重を重畳させた場合の

耐震性に関する裕度を確認することを目的としているため，主柱材及び筒身部につい

て，実状に合わせた切り替え位置を考慮したモデルに変更する。 

切り替え位置の一覧を表 2－1 に示す。主柱材は，工認モデルに対して，1.65m～

2.15m 高い位置に部材断面の切り替え位置を変更し，筒身は，Ｃ－Ｄ間で 0.25m 高い

位置，Ｅ－Ｆ間で 1.75m 高い位置に部材断面の切り替え位置を変更する。 

また，切り替え位置の変更を考慮した解析モデルを図 2－1 に示す。 
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表 2－1 切り替え位置の一覧 

部材 部材間 

切り替え位置のレベル 

T.M.S.L. (m) 

切り替え位置 

の差 

（①－②） 

 

(m) 

① 

本検討における 

解析モデル 

② 

工認モデル 

主柱材 

Ｂ－Ｃ 77.90 76.25 1.65 

Ｃ－Ｄ 70.40 68.75 1.65 

Ｄ－Ｅ 62.50 60.75 1.75 

Ｅ－Ｆ 54.40 52.25 2.15 

筒身 
Ｃ－Ｄ 69.00 68.75 0.25 

Ｅ－Ｆ 54.00 52.25 1.75 

切り替え位置の設定例（主柱材 Ｅ－Ｆ間） 
（「柏崎刈羽原子力発電所 7 号機工事の内発電所本館建物新設工事 原子炉建屋 施工図

一覧表（１１/１６） 排気筒鉄骨工事」のうち，KMG-205「鉄塔詳細図(2C)」) 

 

注：主柱材の切り替え位置は保守的に切り替え位置の始点とする。 

  

▼切り替え位置 
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主柱材凡例 

Ｂ－Ｃ  
Ｃ－Ｄ  
Ｄ－Ｅ  
Ｅ－Ｆ  
Ｆ－Ｇ  

 

 

(a) 主柱材のモデル化変更 

（本検討におけるモデル） 

(b) 工認モデル 

（参考） 

 

  

 

筒身部凡例 

 

 

 
 

 

(c) 筒身部のモデル化変更 

（本検討におけるモデル） 

(d) 工認モデル 

（参考） 

 

図 2－1 切り替え位置の変更を考慮した解析モデル（単位：m） 
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 風荷重 

風荷重は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」と同一方法により算

定し，作用方向も同一とする。また，風速については 4.1m/s 及び 16.0m/s の 2 ケース

について検討する。 

風荷重計算表を表 2－2 及び表 2－3 に示す。 

 

表 2－2 風荷重計算表（風速 4.1m/s） 

(a) 鉄塔部 

 

 

(b) 筒身部 

 

 

  

標高 速度圧

T.M.S.L. ｑ 風力係数 見付面積 風荷重 風力係数 見付面積 風荷重

(m) (kN/m2) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN)

80.00 0.0358 1.92 3.4 0.24 1.50 5.4 0.29

76.25 0.0358 1.82 7.6 0.50 1.44 11.9 0.62

72.50 0.0358 1.86 9.6 0.64 1.45 15.5 0.81

65.00 0.0358 1.72 16.8 1.04 1.36 27.1 1.32

56.50 0.0358 1.63 21.0 1.23 1.26 34.1 1.54

48.00 0.0358 1.48 24.3 1.29 1.15 39.7 1.64

40.20 0.0358 1.43 11.0 0.57 1.10 18.5 0.73

注記＊：NS方向，EW方向の包絡値を示す。

90°方向風荷重＊ 45°方向風荷重

標高 速度圧

T.M.S.L. ｑ 風力係数 見付面積 風荷重 風力係数 見付面積 風荷重

(m) (kN/m2) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN)

85.00 0.0365 0.90 6.0 0.20 0.90 6.0 0.20

80.00 0.0365 0.89 10.6 0.35 0.89 10.6 0.35

76.25 0.0365 0.88 9.0 0.29 0.88 9.0 0.29

72.50 0.0365 0.86 13.6 0.43 0.86 13.6 0.43

65.00 0.0365 0.83 19.3 0.59 0.83 19.3 0.59

56.50 0.0365 0.79 20.5 0.60 0.79 20.5 0.60

48.00 0.0365 0.74 21.2 0.58 0.74 21.2 0.58

39.00 0.0365 0.68 10.9 0.28 0.68 10.9 0.28

90°方向風荷重 45°方向風荷重
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表 2－3 風荷重計算表（風速 16.0m/s） 

(a) 鉄塔部 

 

 

(b) 筒身部 

 

 

  

標高 速度圧

T.M.S.L. ｑ 風力係数 見付面積 風荷重 風力係数 見付面積 風荷重

(m) (kN/m2) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN)

80.00 0.544 1.92 3.4 3.6 1.50 5.4 4.5

76.25 0.544 1.82 7.6 7.6 1.44 11.9 9.4

72.50 0.544 1.86 9.6 9.8 1.45 15.5 12.3

65.00 0.544 1.72 16.8 15.8 1.36 27.1 20.1

56.50 0.544 1.63 21.0 18.7 1.26 34.1 23.4

48.00 0.544 1.48 24.3 19.6 1.15 39.7 24.9

40.20 0.544 1.43 11.0 8.6 1.10 18.5 11.1

注記＊：NS方向，EW方向の包絡値を示す。

90°方向風荷重＊ 45°方向風荷重

標高 速度圧

T.M.S.L. ｑ 風力係数 見付面積 風荷重 風力係数 見付面積 風荷重

(m) (kN/m2) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN) Ｃｆ Ａ(m2) Ｐ(kN)

85.00 0.555 0.90 6.0 3.0 0.90 6.0 3.0

80.00 0.555 0.89 10.6 5.3 0.89 10.6 5.3

76.25 0.555 0.88 9.0 4.4 0.88 9.0 4.4

72.50 0.555 0.86 13.6 6.5 0.86 13.6 6.5

65.00 0.555 0.83 19.3 8.9 0.83 19.3 8.9

56.50 0.555 0.79 20.5 9.0 0.79 20.5 9.0

48.00 0.555 0.74 21.2 8.8 0.74 21.2 8.8

39.00 0.555 0.68 10.9 4.2 0.68 10.9 4.2

90°方向風荷重 45°方向風荷重
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 断面算定結果（検定値）に基づく影響評価 

断面算定結果を表 3－1 に示す。 

鉄塔部について，地震荷重と風荷重（風速 4.1m/s 及び 16.0m/s）を重畳させた場合の

検定値の変動はごく微小であることを確認した。特に，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性

についての計算書」において最も厳しい検定値（0.99）を示す主柱材Ｄ－Ｅ間について

も，重畳させる風荷重を風速 4.1m/s から風速 16.0m/s に変動させた場合においても検定

値は 0.01 程度の変動であることを確認した。 

主柱材の評価用応力の発生要素の比較（Ss-2（ケース 6））を図 3－1 に示す。 

部材断面の切り替え位置を変更することで，主排気筒の剛性が増加するとともに，部

材の評価位置が上がるため，風速 16.0m/s を重畳させたとしても主柱材Ｄ－Ｅ間の検定

値は 0.95 となる。 

また，筒身部についてはその他部材と比較をして受風面積が大きいことから，重畳さ

せる風荷重の増加に伴い，検定値も増加する傾向であることが確認されたが，最大検定

値はＥ－Ｆ間の検定値 0.81 であり，十分な裕度を有することを確認した。 

以上のことから，風荷重と地震荷重を重畳させた場合についても主排気筒の耐震性に

影響が無いことを確認した。 

 

 

表 3－1 断面算定結果（1/2） 

(a) 主柱材 

 

  

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｂ－Ｃ 24.2 15.0 0.11 24.1 14.9 0.11 21.5 19.7 0.14 21.5 19.7 0.14  

Ｃ－Ｄ 688  41.3 0.40 691  41.3 0.40 1060  63.6 0.61 1060  63.7 0.61  

Ｄ－Ｅ 1810  98.4 0.60 1830  99.4 0.61 2840  152   0.94 2850  153   0.95  

Ｅ－Ｆ 3370  272   0.50 3410  275   0.51 5330  418   0.79 5360  421   0.79  

Ｆ－Ｇ 4600  550   0.55 4670  558   0.56 7400  719   0.82 7460  726   0.83  

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

風速4.1m/sとの重畳 風速16.0m/sとの重畳

評価用応力 評価用応力

Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

風速4.1m/sとの重畳標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 

風速16.0m/sとの重畳

評価用応力 評価用応力
  

ｆ 
 
  

ｆ 

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

ｆ 
 
  

ｆ 

  

ｆ 
 
  

ｆ 

  

ｆ 
 
  

ｆ 
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(b) 斜材 

 

 

(c) 水平材 

 

 

表 3－1 断面算定結果（2/2） 

(d) 筒身部 

 

評価用応力 評価用応力 評価用応力 評価用応力

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｂ－Ｃ 649  0.73 656  0.74 613  0.69 616  0.69

Ｃ－Ｄ 758  0.49 769  0.49 721  0.46 729  0.47

Ｄ－Ｅ 948  0.34 961  0.34 945  0.34 953  0.34

Ｅ－Ｆ 1110  0.22 1130  0.22 1120  0.22 1140  0.22

Ｆ－Ｇ 1200  0.14 1220  0.14 1400  0.16 1470  0.17

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

風速4.1m/sとの重畳

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

風速16.0m/sとの重畳 風速4.1m/sとの重畳 風速16.0m/sとの重畳

  

ｆ 

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

ｆ 

  

ｆ 

  

ｆ 

評価用応力 評価用応力 評価用応力 評価用応力

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

80.0 Ｂ 60.1   0.09 62.0   0.09 63.6   0.09 64.9   0.09

72.5 Ｃ 76.3   0.12 80.9   0.13 96.7   0.15 101     0.16

65.0 Ｄ 138     0.10 145     0.10 182     0.13 189     0.13

56.5 Ｅ 228     0.17 232     0.17 335     0.25 346     0.25

48.0 Ｆ 201     0.10 204     0.10 294     0.15 306     0.15

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
位
置

風速4.1m/sとの重畳 風速16.0m/sとの重畳 風速4.1m/sとの重畳 風速16.0m/sとの重畳

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

  

ｆ 

  

ｆ 

  

ｆ 

  

ｆ 

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ａ－Ｂ 24.3 959 0.29 23.5 976 0.30 18.5 1070 0.32 21.4 1050 0.32

Ｂ－Ｃ 164  2340 0.73 164  2380 0.74 145  2660 0.82 137  2620 0.80

Ｃ－Ｄ 224  2250 0.71 224  2100 0.67 197  2390 0.75 240  2390 0.76

Ｄ－Ｅ 301  3020 0.57 246  3430 0.63 260  3530 0.65 274  3950 0.72

Ｅ－Ｆ 289  3610 0.67 287  4140 0.76 395  4080 0.76 333  4430 0.81

Ｆ－Ｇ 379  5100 0.51 382  5840 0.58 539  5620 0.57 469  5640 0.56

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づき，時刻歴断面算定結果を示す。

Ss-2を用いたケース6（回転ばね低減）に対する検討

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

評価用応力

風速16.0m/sとの重畳風速4.1m/sとの重畳

評価用応力

Ss-1を用いたケース1（基本ケース）に対する検討 

風速4.1m/sとの重畳 風速16.0m/sとの重畳

評価用応力 評価用応力
  

 ｆ  
 
  

 ｆ  

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

85.0

39.0

  

 ｆ  
 
  

 ｆ  

  

 ｆ  
 
  

 ｆ  

  

 ｆ  
 
  

 ｆ  
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注 1 ：実状に合わせた切り替え位置を考慮したモデルでは，風を重畳させた結果（風速 4.1m/s との重畳，

及び風速 16.0m/s との重畳）を示す。 

注 2 ：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。 

 

図 3－1 評価用応力の発生要素の比較（Ss-2（ケース 6），主柱材） 

 

切り替え位置 切り替え位置
T.M.S.L. T.M.S.L. 　Ｎ：軸力

(m) (m) 　Ｍ：曲げモーメント

80.0 Ｎ　　　Ｍ Ｎ　　　Ｍ

77.9 

76.25

72.5 

70.4 

68.75

65.0 

62.5 

60.75

56.5 

54.4 

52.25

48.0 

40.2 40.2 40.2 

工認モデル

（参考）

：Ｂ－Ｃ間の評価用
　応力の発生要素

：Ｃ－Ｄ間の評価用
　応力の発生要素

：Ｄ－Ｅ間の評価用
　応力の発生要素

：Ｅ－Ｆ間の評価用
　応力の発生要素

：Ｆ－Ｇ間の評価用
　応力の発生要素

T.M.S.L.
(m)

実状に合わせた切り替え位置
を考慮したモデル

F

G

D

E

C

B

T.M.S.L. 54.40

T.M.S.L. 62.50

T.M.S.L. 70.40

T.M.S.L. 77.90

T.M.S.L. 52.25

T.M.S.L. 60.75

T.M.S.L. 68.75

T.M.S.L. 76.25

2
.
1
5

1
.
7
5

1
.
6
5

1
.
6
5

G T.M.S.L. 40.2

T.M.S.L. 38.2

F T.M.S.L. 48.0

E T.M.S.L. 56.5

D T.M.S.L. 65.0

C T.M.S.L. 72.5

B T.M.S.L. 80.0

A T.M.S.L. 85.0

T.M.S.L. 52.25m

T.M.S.L. 60.75m

T.M.S.L. 68.75m

T.M.S.L. 76.25m

：φ771.2×19

：φ609.6×16

：φ508.0× 7.9

：φ406.4× 6.4

：φ318.5× 6

G T.M.S.L. 40.2m

T.M.S.L. 38.2m

F T.M.S.L. 48.0m

E T.M.S.L. 56.5m

D T.M.S.L. 65.0m

C T.M.S.L. 72.5m

B T.M.S.L. 80.0m

A T.M.S.L. 85.0m

：φ318.5× 6

：φ406.4× 6.4

：φ508.0× 7.9

：φ609.6×16

：φ711.2×19

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｂ－Ｃ 21.5 19.7 0.14 21.5 19.7 0.14 21.6 27.3 0.19

Ｃ－Ｄ 1060  63.6 0.61 1060  63.7 0.61 1100  110   0.79

Ｄ－Ｅ 2840  152   0.94 2850  153   0.95 2930  168   0.99

Ｅ－Ｆ 5330  418   0.79 5360  421   0.79 5470  618   0.93

Ｆ－Ｇ 7400  719   0.82 7460  726   0.83 7630  729   0.84

主柱材断面算定結果　Ss-2（ケース6）
風速16.0m/sとの重畳

評価用応力評価用応力

風速4.1m/sとの重畳標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

工認モデル(参考)

評価用応力
  

ｆ 
 
  

ｆ 

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

ｆ 
 
  

ｆ 

  

ｆ 
 
  

ｆ 
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1. 概要 

Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」においては，主排気筒を構成する

鉄塔部材，筒身部材，及び基礎について断面算定結果を示している。 

本資料では，主排気筒を構成する部材のうち，ボルト接合をしている鉄塔部材につい

て，その接合部の耐震性について確認した結果を示す。 
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2. 検討方針 

鉄塔部材の主柱材，斜材，及び水平材について，地震時において接合部が破断しない

ことを確認する。 

検討は，各部材の端部及び接合部の破断耐力が，基準地震動Ｓｓ（建屋応答の不確か

さの考慮を含む）による応力を上回っていることを確認する。 

 

鉄塔部材の接合形式は以下のとおりとなっている。 

主柱材 ：フランジ継手 

斜材 ：十字継手又はＩ字継手 

水平材 ：十字継手又はＩ字継手 

各部材の接合部の位置及び詳細図を図 2－1 及び図 2－2 に示す。 

なお，主柱材及び筒身部の溶接継手は，いずれも突合せ溶接であり母材と同等の耐力

があるため，接合部の検討は行わない。 

 

接合部の詳細は，柏崎刈羽原子力発電所の竣工図書のうち，「柏崎刈羽原子力発電所

第 7 号機本館建物新設工事 排気筒継手詳細図（K-7 SST-XX-S-006）」による。 
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図 2－1 接合部の位置  
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図 2－2 接合部詳細（1/3） 

 

 

図 2－2 接合部詳細（2/3）  
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図 2－2 接合部詳細（3/3） 

φ558.8×16.0

×12.7φ406.4

φ406.4×6.4

×7.9φ355.6

×6.0φ318.5

十字継手詳細
スプライス 使　　用

ボルト径
本　　数

継　　手

板　　厚 板　　厚

22 19 M24 32

(F10T)

(F10T)

24M221922

(F10T)

16M221216

(F10T)

16M221216

(F10T)

16M221216

(STK490)

(STK490)

(STK400)

(STK490)

(STK400)

(SM490A) (SM490A)

(SM490A)(SM490A)

(SM490A) (SM490A)

4
40

15
0

15
01
20 60

1
0

40
70

40
40
70

6
0
40

10

1
5.
75

31
8.
5

15
.
75

3
50

55
75
55
10
55 55
75 20

350

370380

6 10 6

PL-12SPL

16-M22

4

16

55
75
5555
1075

5520

380 370
350

1
5
.
2

3
5
5
.
6

3
8
6

1
5
.
2

4
4
0

1
5
0

1
2
0

1
50

6
0

4
0

7
0

4
0

1
0

6
0 4
07
0

1
0

4
0

LSPL -12P

16-M22

4 76 1
0

1
6

350
370380

2055
7510
5555

75
55

1
0

7
0

60
1
0
40
40

15
0
1
2
0
1
5
0 4
0

4
0

7
0
6
0

16-M22

4

1
06

16

6

SPL P-12L

L-19PSPL

10
2
2

6 1
0

4

24-M22

6
0

7
0

4
0
4
0

1
5
0

1
2
0

1
5
0 4
0

4
0

1
0

6
0
7
0
1
0

55 75
5555
1075 55

20

530 370
350

1
6
.
8

4
0
6
.
4

4
4
0

1
6.
8

1
6
.
8

4
0
6.
4

1
6
.8

4
40

22
0

2
2
0

640 635

5
9
0

5
5
8
.8

15
.
6

1
5
.6

6

2
2

60075 35
75

45
75

7545
45

1
3
0 45
6
5 6
5

4513
0
45

10 45
45

101
0

4

SPL P-19L

32-M24

(SM490A)

(F10T)

(F10T)

(F10T)

(F10T)

(F10T)

(SM490A)

(SM490A)

75
75

75 75

ｂ5

ｂ4

ａ3

ｂ3

ａ2



別紙 5-6 

以下に各部位の検討方針を示す。 

なお，検討に当たっては，「鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年）」及び「2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技

術政策総合研究所・国立研究開発法人建築研究所）」に準拠して算定する。 

 

2.1 主柱材 

フランジ継手部について，継手位置のボルトに生じる検討用応力が，破断耐力以下

であることを確認する。 

検討用応力Ｎ ’は以下により算定する。 

Ｎ ’ ＝ (
Ｎ

Ａ
＋

Ｍ

Ｚ
)×Ａ 

 

ここで， 

Ｎ ：評価用応力（主柱材に発生する軸力の最大値）(kN) 

Ａ ：主柱材の断面積(mm2) 

Ｍ ：評価用応力（主柱材に発生する曲げモーメントの最大値）(kN･m) 

Ｚ ：主柱材の断面係数(mm3) 

 

継手位置の破断耐力Ｐｕは，以下により算定する。  

Ｐｕ＝Ｔ×ｎ 

ここで， 

Ｔ ：高力ボルト 1 本あたりの引張破断耐力(kN) 

ｎ ：高力ボルト本数 
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2.2 斜材及び水平材 

十字継手部及びＩ字継手部について，接合部の部材端部（十字継手部はスプライス

プレートを含む），接合ファスナー，ファスナーのはしあき部分，ガセットプレート

及び溶接部に対して，破断形式に応じた破断耐力を算定し，部材に生じる応力が破断

耐力以下であることを確認する。 

以下に示す部材端部及び接合部の破断形式(1)～(5)の各々の場合について，破断耐

力Ａｊ・σｕを算定し，その最小の値を接合部の破断耐力とする。 

(1) 部材端部で破断する場合 

Ａｊ・σｕ＝Ａ１・ｂσｕ 

Ａ1 ＝Ａｇ－Ａｄ 

ここで，ｂσｕ ：部材端部の破断応力度(N/mm2) 

Ａｇ ：部材端部の断面積(mm2) 

Ａｄ ：部材端部の欠損断面積(mm2) 

Ａｊ・σｕ：部材端部の破断耐力(N) 

 

(2) 部材の接合ファスナーで破断する場合 

Ａｊ・σｕ＝0.75・Ａ2・ｆσｕ 

Ａ2 ＝ｎ・ｍ・ｆＡ 

ここで，ｆσｕ ：接合ファスナーの破断応力度(N/mm2) 

ｎ ：ファスナーの数 

ｍ ：ファスナーがせん断を受ける面の数 

ｆＡ ：ファスナー1 つの断面積(mm2) 

ただし，ねじ部がせん断面にかかる時は， 

ｆＡ＝0.75・π(ｄ／2)2 

ｄ ：ファスナーの呼び径（mm） 

Ａｊ・σｕ：接合ファスナーの破断耐力(N) 

 

(3) ファスナーのはしあき部分で破断する場合 

a. 部材端部の場合 

Ａｊ・σｕ＝ 1Ａ3・ｂσｕ 

1Ａ3 ＝ｎ・ｂｅ・ｂｔ 

ここで，ｂσｕ ：部材端部の破断応力度(N/mm2) 

ｂｅ ：部材端部のはしあき距離(mm) 

ｂｔ ：部材端部のファスナー接合部での板厚(mm) 

ｎ ：ファスナーの数 

Ａｊ・σｕ：ファスナーのはしあき部分の破断耐力(N) 



別紙 5-8 

 

b. ガセットプレートの場合 

Ａｊ・σｕ＝2Ａ3・ｇσｕ 

2Ａ3 ＝ ｎ・ｇｅ・ｇｔ 

ここで，ｇσｕ ：ガセットプレートの破断応力度(N/mm2) 

ｇｅ ：ガセットプレートのはしあき距離(mm) 

ｇｔ ：ガセットプレートのファスナー接合部での板厚(mm) 

ｎ ：ファスナーの数 

Ａｊ・σｕ：ガセットプレートのはしあき部分の破断耐力(N) 

 

(4) ガセットプレートの破断による場合  

Ａｊ・σｕ＝Ａ4・ｇσｕ 

Ａ4 ＝（2 ／ 3・ℓ1＋ｂ）・ｇｔ－Ａｄ 

ここで，ｇσｕ ：ガセットプレートの破断応力度(N/mm2) 

ℓ1 ：応力方向の両端ボルト間の距離(mm) 

ｂ ：応力直交方向の両端ボルト間の距離(mm) 

ｇｔ ：ガセットプレートの板厚(mm) 

Ａｄ ：ガセットプレートのファスナー端部における欠損断面積(mm2) 

Ａｊ・σｕ：ガセットプレートの破断耐力(N) 

 

(5) 溶接部で破断する場合 

接合部はすみ肉溶接であるため， 

Ａｊ・σｕ＝1 ／ 3・Ａ5・ａσｕ 

Ａ5 ＝∑0.7・Ｓ・ℓｅ 

ここで，ａσｕ ：接合される母材の破断応力度(N/mm2) 

ℓｅ ：すみ肉溶接の有効長さ(mm)（ℓｅ＝ℓ－2Ｓとする。） 

ℓ ：１つの連続したすみ肉溶接の長さ(mm) 

Ｓ ：すみ肉溶接のサイズ(mm) 

Ａｊ・σｕ：溶接部の破断耐力(N) 
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3. 検討条件 

各部材の接合部検討用の諸元を表 3－1～表 3－3 に示す。 

 

表 3－1 接合部検討用諸元（フランジ継手部：主柱材） 

   

 

表 3－2 接合部検討用諸元（Ｉ字継手部：斜材及び水平材） 

   

フランジ継手

ｃ1

主柱材Ｄ－Ｅ

径(mm) φ508.0

厚さ(mm) 7.9

材料 STK490

M24

HTB

Ａ mm2 12410    

Ｚ mm3 1530000    

ｎ 本 20    

σｕ N/mm2 490    

ｆσｕ N/mm2 1000    

記号の説明

Ａ　　：断面積

Ｚ　　：断面係数

ｎ　　：高力ボルト本数

σｕ　：接合部の破断応力度（鋼材の引張強さ）

ｆσｕ　：高力ボルトの引張強さ（F10T）

符号

使用部材

使用ボルト

検討用諸元

ｂ1 ｂ2 ａ1

斜材Ｂ－Ｃ 斜材Ｃ－Ｄ 水平材Ｂ，Ｃ

径(mm) φ216.3 φ267.4 φ216.3

厚さ(mm) 4.5 6.0 4.5

材料 STK490 STK490 STK400

M22 M22 M22

HTB HTB HTB

Ａ0 mm2 2994   4927   2994   

ｈ mm 250   300   250   

ｔ mm 12   16   12   

Ａｇ mm2 3000   4800   3000   

ｒ 列 2   2   2   

ｆ 列 4   6   3   

ｍ 面 1   1   1   

ｄ０ mm 24   24   24   

σu N/mm2 490   490   400   

fσu N/mm2 1000   1000   1000   

記号の説明

Ａ0 ：斜材又は水平材の断面積

ｈ　 ：Ｉ字プレートの幅

ｔ　　：Ｉ字プレートの厚さ

Ａｇ ：Ｉ字プレートの断面積

ｒ　　：ファスナー群1箇所あたりの軸直交方向ボルト列数

ｆ　　：ファスナー群1箇所あたりの軸方向ボルト列数

ｍ　 ：ファスナーがせん断を受ける面の数

ｄ０ ：高力ボルト孔径

σｕ ：接合部の破断応力度（鋼材の引張強さ）

ｆσｕ ：高力ボルトの引張強さ（F10T）

符号

Ｉ字継手

使用ボルト

使用部材

検討用諸元
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表 3－3 接合部検討用諸元（十字継手部：斜材及び水平材） 

   

  

ｂ3 ｂ4 ｂ5 ａ2 ａ3

斜材Ｄ－Ｅ 斜材Ｅ－Ｆ 斜材Ｆ－Ｇ 水平材Ｄ，Ｅ 水平材Ｆ

径(mm) φ355.6 φ406.4 φ558.8 φ318.5 φ406.4

厚さ(mm) 7.9 12.7 16.0 6.0 6.4

材料 STK490 STK490 STK490 STK400 STK400

M22 M22 M24 M22 M22

HTB HTB HTB HTB HTB

Ａ0 mm2 8629   15710   27280   5891   8042   

ｈ mm 440   440   590   440   440   

ｔ mm 16   22   22   16   16   

Ａｇ mm2 13824   18876   25476   13824   13824   

ｒ 列 2   2   2   2   2   

ｆ 列 2   3   4   2   2   

ｍ 面 2   2   2   2   2   

ｄ０ mm 24   24   26   24   24   

ｂｓ mm 150   150   220   150   150   

ｔｓ mm 12   19   19   12   12   

σｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

ｆσｕ N/mm2 1000   1000   1000   1000   1000   

記号の説明

Ａ0 ：斜材又は水平材の断面積

ｈ ：十字プレートの幅

ｔ ：十字プレートの厚さ（ガセットプレートも同様）

Ａｇ ：十字プレートの断面積

ｒ　　 ：ファスナー群1箇所あたりの軸直交方向ボルト列数

ｆ　　 ：ファスナー群1箇所あたりの軸方向ボルト列数

ｍ　 ：ファスナーがせん断を受ける面の数

ｄ０ ：高力ボルト孔径

ｂｓ ：十字プレートスプライスプレートの幅

ｔｓ ：十字プレートスプライスプレートの厚さ

σｕ ：接合部の破断応力度（鋼材の引張強さ）

ｆσｕ ：高力ボルトの引張強さ（F10T）

符号

十字継手

使用部材

使用ボルト

検討用諸元
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4. 検討結果 

4.1 検討用応力 

各部材の接合部検討用の評価応力を表 4－1～表 4－3 に示す。 

 

表 4－1 接合部検討用応力（主柱材） 

 

 

表 4－2 接合部検討用応力（斜材） 

 

 

表 4－3 接合部検討用応力（水平材） 

 

標　高

T.M.S.L.

(m) Ｎ Ｍ Ｎ’ 地震動

(kN) (kN･m) (kN) （ケース）

Ｄ－Ｅ 2930  168  4290  
Ss-2

（ケース6）
 φ508.0× 7.9 ｃ1

備考

継手形式 符号

部
材
間

検討用応力 使　用　部　材

寸法
(㎜)

フランジ継手66.5

標　高

T.M.S.L.

(m) Ｎ 地震動

(kN) （ケース）

Ｂ－Ｃ 699  
Ss-1

（ケース6）
ｂ1

Ｃ－Ｄ 807  
Ss-1

（ケース6）
ｂ2

Ｄ－Ｅ 995  
Ss-2

（ケース3）
ｂ3

Ｅ－Ｆ 1190  
Ss-2

（ケース3）
ｂ4

Ｆ－Ｇ 1360  
Ss-2

（ケース6）
ｂ5

部
材
間

検討用応力

 φ267.4× 6

 φ355.6× 7.9

 φ406.4×12.7

備考

継手形式 符号

使　用　部　材

寸法
(㎜)

 φ216.3× 4.5

 φ558.8×16

Ｉ字継手

Ｉ字継手

十字継手

十字継手

十字継手

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

標　高

T.M.S.L.

(m) Ｎ 地震動

(kN) （ケース）

Ｂ 65.3 
Ss-1

（ケース6）
ａ1

Ｃ 92.9 
Ss-2

（ケース6）
ａ1

Ｄ 178   
Ss-2

（ケース6）
ａ2

Ｅ 326   
Ss-2

（ケース6）
ａ2

Ｆ 325   
Ss-2

（ケース6）
ａ3

部
材
位
置

備考

継手形式 符号

Ｉ字継手

Ｉ字継手

十字継手

十字継手

十字継手

使　用　部　材

寸法
(㎜)

検討用応力

 φ216.3×4.5

 φ216.3×4.5

 φ318.5×6

 φ318.5×6

 φ406.4×6.4

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0
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4.2 検討結果  

各部材の接合部検討用の破断耐力の算定結果を表 4－4～表 4－6 に示す。 

 

表 4－4 接合部検討用の破断耐力（フランジ継手部：主柱材） 

  

 

 

  

フランジ継手

ｃ1

主柱材Ｄ－Ｅ

　主柱材継手部の検討

有効断面積(M24) mm2 353      

Ｔ kN 353      

ｎ 本 20      

破断耐力
Ｐｕ

kN 7060      

符号
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表 4－5 接合部検討用の破断耐力（Ｉ字継手部：斜材及び水平材） 

 

  

ｂ1 ｂ2 ａ1

斜材Ｂ－Ｃ 斜材Ｃ－Ｄ 水平材Ｂ，Ｃ

径(mm) φ216.3 φ267.4 φ216.3

厚さ(mm) 4.5 6.0 4.5

材料 STK490 STK490 STK400

M22 M22 M22

HTB HTB HTB

(1)　部材端部で破断する場合（Ｉ字プレート端部）

ｂσｕ N/mm2 490   490   400   

Ａｇ mm2 3000   4800   3000   

Ａｄ mm2 576   768   576   

Ａ１ mm2 2424   4032   2424   

Ａｊ・σｕ kN 1180   1970   969   

(2)　部材の接合ファスナーで破断する場合

ｆσｕ N/mm2 1000   1000   1000   

ｎ 箇所 8   12   6   

ｍ 面 1   1   1   

ｆＡ mm2 285   285   285   

Ａ２ mm2 2280   3420   1710   

Ａｊ・σｕ kN 1710   2560   1280   

(3)　ファスナーのはしあき部分で破断する場合

　ａ.　部材端部の場合（Ｉ字プレート端部のはしあき）

ｂσｕ N/mm2 490   490   400   

ｂｅ mm 45   55   45   

ｂｔ mm 12   16   12   

ｎ 箇所 8   12   6   

１Ａ３ mm2 4320   10560   3240   

Ａｊ・σｕ kN 2110   5170   1290   

　ｂ.　ガセットプレートの場合（ガセットプレートのはしあき）

ｇσｕ N/mm2 490   490   400   

ｇｅ mm 45   55   45   

ｇｔ mm 12   16   12   

ｎ 箇所 8   12   6   

２Ａ３ mm2 4320   10560   3240   

Ａｊ・σｕ kN 2110   5170   1290   

(4)　ガセットプレートの破断による場合

ｇσｕ N/mm2 490   490   400   

ℓ１ mm 225   275   150   

ｂ mm 160   120   160   

ｇｔ mm 12   16   12   

Ａｄ mm2 576   768   576   

Ａ４ mm2 4462   6233   3422   

Ａｊ・σｕ kN 2180   3050   1360   

(5)　溶接部で破断する場合

ａσｕ N/mm2 490   490   400   

ℓ mm 930   1030   725   

ℓe mm 906   1006   689   

Ｓ mm 4 4 6

Ａ５ mm2 5074   5634   5788   

Ａｊ・σｕ kN 1430   1590   1330   

破断耐力
Ｐｕ＝min{Ａｊ・σｕ}

kN 1180   1590   969   

注：下線部は破断耐力を決定する形式を示す。

符号

使用ボルト

Ｉ字継手

使用部材
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表 4－6 接合部検討用の破断耐力（十字継手部：斜材及び水平材）（1/2） 

  

 

  

ｂ3 ｂ4 ｂ5 ａ2 ａ3

斜材Ｄ－Ｅ 斜材Ｅ－Ｆ 斜材Ｆ－Ｇ 水平材Ｄ，Ｅ 水平材Ｆ

径(mm) φ355.6 φ406.4 φ558.8 φ318.5 φ406.4

厚さ(mm) 7.9 12.7 16.0 6.0 6.4

材料 STK490 STK490 STK490 STK400 STK400

M22 M22 M24 M22 M22

HTB HTB HTB HTB HTB

(1)　部材端部で破断する場合

　ａ.　十字プレート端部

ｂσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

Ａｇ mm2 13824   18876   25476   13824   13824   

Ａｄ mm2 3072   4224   4576   3072   3072   

Ａ１ mm2 10752   14652   20900   10752   10752   

Ａｊ・σｕ kN 5260   7170   10200   4300   4300   

　ｂ.　スプライスプレート端部

ｂσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

Ａｇ mm2 14400   22800   33440   14400   14400   

Ａｄ mm2 4608   7296   7904   4608   4608   

Ａ１ mm2 9792   15504   25536   9792   9792   

Ａｊ・σｕ kN 4790   7590   12500   3910   3910   

(2)　部材の接合ファスナーで破断する場合

ｆσｕ N/mm2 1000   1000   1000   1000   1000   

ｎ 箇所 16   24   32   16   16   

ｍ 面 2   2   2   2   2   

ｆＡ mm2 285   285   339   285   285   

Ａ２ mm2 9120   13680   21696   9120   9120   

Ａｊ・σｕ kN 6840   10200   16200   6840   6840   

(3)　ファスナーのはしあき部分で破断する場合

　ａ.　部材端部の場合（十字プレート端部のはしあき）

ｂσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

ｂｅ mm 55   55   45   55   55   

ｂｔ mm 16   22   22   16   16   

ｎ 箇所 16   24   32   16   16   

１Ａ３ mm2 14080   29040   31680   14080   14080   

Ａｊ・σｕ kN 6890   14200   15500   5630   5630   

　ｂ.　部材端部の場合（スプライスプレートのはしあき）

ｓσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

ｓｅ mm 55   55   45   55   55   

ｓｔ mm 12   19   19   12   12   

ｎ 箇所 16   24   32   16   16   

２Ａ３ mm2 21120   50160   54720   21120   21120   

Ａｊ・σｕ kN 10300   24500   26800   8440   8440   

　ｃ.　部材端部の場合（ガセットプレートのはしあき）

ｇσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

ｇｅ mm 55   55   45   55   55   

ｇｔ mm 16   22   22   16   16   

ｎ 箇所 16   24   32   16   16   

２Ａ３ mm2 14080   29040   31680   14080   14080   

Ａｊ・σｕ kN 6890   14200   15500   5630   5630   

使用部材

使用ボルト

符号

十字継手
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表 4－6 接合部検討用の破断耐力（十字継手部：斜材及び水平材）（2/2） 

   

 

 

  

ｂ3 ｂ4 ｂ5 ａ2 ａ3

斜材Ｄ－Ｅ 斜材Ｅ－Ｆ 斜材Ｆ－Ｇ 水平材Ｄ，Ｅ 水平材Ｆ

径(mm) φ355.6 φ406.4 φ558.8 φ318.5 φ406.4

厚さ(mm) 7.9 12.7 16.0 6.0 6.4

材料 STK490 STK490 STK490 STK400 STK400

M22 M22 M24 M22 M22

HTB HTB HTB HTB HTB

(4)　ガセットプレートの破断による場合

ｇσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

ℓ１ mm 75   150   225   75   75   

ｂ mm 340   340   480   340   340   

ｇｔ mm 16   22   22   16   16   

Ａｄ mm2 1536   2112   2288   1536   1536   

Ａ４ mm2 10579   18357   27976   10579   10579   

Ａｊ・σｕ kN 5180   8990   13700   4230   4230   

(5)　溶接部で破断する場合

ａσｕ N/mm2 490   490   490   400   400   

ℓ mm 2085   2209   3041   1436   1486   

ℓe mm 2025   2149   2971   1366   1366   

Ｓ mm 6   6   7   7   12   

Ａ５ mm2 17010   18052   29116   13387   22949   

Ａｊ・σｕ kN 4810   5100   8230   3090   5290   

破断耐力
Ｐｕ＝min{Ａｊ・σｕ}

kN 4790   5100   8230   3090   3910   

注：下線部は破断耐力を決定する形式を示す。

十字継手

使用部材

使用ボルト

符号
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各部材について，検討用応力と接合部の破断耐力の比較を表 4－7～表 4－9に示す。 

検討用応力は，接合部の破断耐力以下となる。 

 

表 4－7 検討用応力と接合部の破断耐力の比較（主柱材） 

  

 

表 4－8 検討用応力と接合部の破断耐力の比較（斜材） 

  

 

表 4－9 検討用応力と接合部の破断耐力の比較（水平材） 

  

 

 

標　高

T.M.S.L.

(m) Ｎ' Ｐｕ

(kN) (kN)

Ｄ－Ｅ 4290  7060  0.61 ｃ1フランジ継手

部
材
間

備考

継手形式 符号Ｎ’／Ｐｕ

検討用
応力

破断
耐力

検定値

66.5

標　高

T.M.S.L.

(m) Ｎ Ｐｕ

(kN) (kN)

Ｂ－Ｃ 699  1180  0.60 ｂ1

Ｃ－Ｄ 807  1590  0.51 ｂ2

Ｄ－Ｅ 995  4790  0.21 ｂ3

Ｅ－Ｆ 1190  5100  0.24 ｂ4

Ｆ－Ｇ 1360  8230  0.17 ｂ5

部
材
間

検討用
応力

破断
耐力

検定値

Ｎ／Ｐｕ

備考

継手形式 符号

Ｉ字継手

Ｉ字継手

十字継手

十字継手

十字継手

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

標　高

T.M.S.L.

(m) Ｎ Ｐｕ

(kN) (kN)

Ｂ 65.3 969  0.07 ａ1

Ｃ 92.9 969  0.10 ａ1

Ｄ 178   3090  0.06 ａ2

Ｅ 326   3090  0.11 ａ2

Ｆ 325   3910  0.09 ａ3

備考

継手形式 符号

Ｉ字継手

Ｉ字継手

十字継手

十字継手

十字継手

破断
耐力

検定値

Ｎ／Ｐｕ

部
材
位
置

検討用
応力

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0
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 概要 

本資料では，主排気筒の地震応答解析モデルについて，既工認と同様に原子炉建屋と

分離した解析モデルを採用することの妥当性を，主排気筒と原子炉建屋を連成した地震

応答解析（「以下「連成解析」という。）を実施することにより確認する。 

主排気筒の配置図を図 1－1 に示す。 

主排気筒は，原子炉建屋の屋上（T.M.S.L.＊ 1 38.2m）に位置しており，Ⅴ-2-7-2-1

「主排気筒の耐震性についての計算書」（以下「STK 今回工認」という。）における地震

応答解析モデルには，原子炉建屋屋上（T.M.S.L. 38.2m）より上部を対象とした立体フ

レームモデル（以下「STK 単独モデル」という。）を採用している。 

本資料では，以下の解析を行うことにより，原子炉建屋との連成の影響が小さいこと

を断面算定結果（検定値）で確認する。 

①減衰及び誘発上下動の影響 

連成解析を行うにあたり，「減衰を原子炉建屋で採用しているひずみエネルギ比例

型減衰に合わせること」及び「連成解析で考慮することができない誘発上下動を

考慮しないこと」による影響をSTK単独モデルで確認する。 

②連成の影響 

①による影響を確認した上で，連成の影響確認では，STK単独モデルによる地震

応答解析（以下「STK単独解析」という。）と連成解析の断面算定結果を比較する

ことで，連成解析が主排気筒の耐震性に与える影響を確認する。 

 

注記＊1：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 
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図 1－1 主排気筒配置図（単位：m） 
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 解析方針 

検討ケースを表 2－1 に示す。 

入力地震動について，STK 単独解析では，STK 今回工認における断面算定結果として，

主柱材Ｄ－Ｅ間の検定値が 0.99 で最も厳しくなる Ss-2（ケース 6）を用いるものとし，

原子炉建屋屋上（T.M.S.L. 38.2m）で 3 方向（5 成分）（水平 2 方向（並進・回転）及び

鉛直方向）の同時入力とする。連成解析では，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」

（以下「R/B 今回工認」という。）の方法を準用し，Ss-2 を入力（3 方向（3 成分）（水平

2 方向（並進）及び鉛直方向））する。 

検討ケースについて，①STK 今回工認は，「別紙 3－2 原子炉建屋の材料物性の不確か

さを考慮した地震応答解析結果」で検討したケースであり，STK 単独解析で誘発上下動

を考慮し，減衰は剛性比例型減衰を設定している。②減衰変更は，①STK 今回工認の減

衰をひずみエネルギ比例型減衰に変更している。③誘発上下動変更は，①STK 今回工認

の減衰をひずみエネルギ比例型減衰，誘発上下動を非考慮に変更している。④連成解析

は，連成解析で誘発上下動を非考慮とし，減衰はひずみエネルギ比例型減衰を設定して

いる。 

解析モデルとして，STK 単独モデルを図 2－1，原子炉建屋の地震応答解析モデル（以

下「R/B 単独モデル」という。）を図 2－2，連成解析の解析モデル（以下「R/B 連成モデ

ル」という。）の概念図を図 2－3 に示す。 

図 2－1 及び図 2－2 に示す STK 単独モデル及び R/B 単独モデルは，それぞれ STK 今回

工認及び R/B 今回工認に示す地震応答解析モデルと同一である。 

R/B 連成モデルは，上記で示す STK 単独モデルを R/B 単独モデルと原子炉建屋屋上

（T.M.S.L. 38.2m）で多点拘束により結合している。なお，R/B 単独モデルでは主排気

筒の重量を考慮しているが，R/B 連成モデルでは主排気筒をモデル化するため，当該重

量を差し引くものとする。 
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表 2－1 検討ケース 

注記＊1 ：組み合わせる成分を「〇」で示す。 

＊2 ：誘発上下動を考慮する。  

検討 

ケース名 

解析 

モデル 

主排気筒への入力（Ss-2（ケース 6）） 

水平方向＊1 鉛直 

方向＊1 減衰 NS 方向 EW 方向 

並進 回転 並進 回転 並進 

①STK 今回工認 
STK 

単独 
〇 〇 〇 〇 〇＊2 剛性比例型 

②減衰変更 
STK 
単独 

〇 〇 〇 〇 〇＊2 
ひずみエネルギ

比例型 

③誘発上下動 
変更 

STK 
単独 

〇 〇 〇 〇 〇 
ひずみエネルギ

比例型 

④連成解析 
R/B 
連成 

〇 〇 〇 〇 〇 
ひずみエネルギ

比例型 
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図 2－1 STK 単独モデル 

  

Ｚ(鉛直)

Ⅹ(N)

Ｙ(W)

Ss-1，3，8：2方向（3成分）同時入力
（水平1方向（並進・回転）及び鉛直方向)

Ss-2，4～7：3方向（5成分）同時入力
（水平2方向（並進・回転）及び鉛直方向）

注1：並進成分を実線で，回転成分を破線で示す。
注2：赤線は，RB単独モデル（NS方向）の
     地震応答解析による応答の入力方向を示す。
注3：青線は，RB単独モデル（EW方向）の
     地震応答解析による応答の入力方向を示す。
注4：緑線は，RB単独モデル（鉛直方向）の
     地震応答解析による応答の入力方向を示す。
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(a) NS 方向             (b) EW 方向 

 

 

(c) 鉛直方向 

 

図 2－2 R/B 単独モデル 

  

注記＊1 ：RCCV 回転ばね 

  ＊2 ：屋根トラス端部回転拘束ばね 
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注 1：赤線部は主排気筒（立体フレームモデル）であり，図 2－1 をモデル化する。 

注 2：青線部は原子炉建屋（質点系モデル）であり，原子炉建屋の各方向の応答を主排気

筒で考慮するために，図 2－2 に示す 3 方向のモデルを主排気筒と T.M.S.L. 38.2m

において同時に多点拘束で結合する。本図では，例として NS 方向のみを記載する。 

注 3：主排気筒と原子炉建屋の詳細は，それぞれ STK 今回工認と R/B 今回工認に示す通り

である。 

 

図 2－3 R/B 連成モデルの概念図  

T.M.S.L. 85.0 m 

T.M.S.L. 80.0 m 

T.M.S.L. 38.2 m 

T.M.S.L. 49.7 m 

T.M.S.L. 31.7 m 

T.M.S.L. 23.5 m 

T.M.S.L. 18.1 m 

T.M.S.L. 12.3 m 

T.M.S.L.  4.8 m 

T.M.S.L. -1.7 m 

T.M.S.L. -8.2 m 

T.M.S.L. -13.7 m 

主排気筒 

（立体フレームモデル） 

原子炉建屋 

（質点系モデル） 

多点拘束 
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 地震応答解析結果 

表 3－1 に地震応答解析結果に基づく断面算定結果を示す。 

主柱材の検定値について，STK 単独解析である②減衰変更及び③誘発上下動変更は，

①STK 今回工認に対して減少する傾向にある。これは，②減衰変更及び③誘発上下動

変更が同じ検定値であるため，ひずみエネルギ比例型減衰の影響であることを確認し

た。④連成解析の検定値は，②減衰変更及び③誘発上下動変更よりもやや小さいもの

の，検定値が①STK 今回工認に対して減少する傾向は，②減衰変更及び③誘発上下動

変更と同じである。なお，全部材中で最も検定値が大きくなる主柱材Ｄ－Ｅ間につい

て，①STK 今回工認では検定値が 0.99 であったが，②減衰変更及び③誘発上下動変更

で 0.98，④連成解析では 0.96 まで低減している。 

斜材及び水平材の検定値は，各ケースでおおむね整合している。 

筒身部の検定値について，②減衰変更，③誘発上下動変更及び④連成解析は，①

STK 今回工認に対して，T.M.S.L. 65.0m 以上で増大する傾向にあるものの，最大でも

0.89 となっている。T.M.S.L. 65.0m 以上の検定値については，②減衰変更，③誘発上

下動変更及び④連成解析がほぼ同じであり，ひずみエネルギ比例型減衰の影響で①

STK 今回工認より検定値が増加したものの，連成による影響は軽微である。 

 

以上より，原子炉建屋と主排気筒を連成した場合についても耐震性に影響が無いこ

とを確認するとともに，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」で原子炉

建屋と分離した解析モデルを採用することの妥当性を確認した。 
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表 3－1 断面算定結果（1/2） 

(a) 主柱材 

 

 

(b) 斜材 

 

 

(c) 水平材 

 

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｂ－Ｃ 21.6 27.3 0.19 26.6 27.3 0.19 22.9 27.3 0.19 22.7 26.9 0.18  

Ｃ－Ｄ 1100  110   0.79 1070  111   0.78 1070  111   0.78 1060  110   0.78  

Ｄ－Ｅ 2930  168   0.99 2870  167   0.98 2870  167   0.98 2830  166   0.96  

Ｅ－Ｆ 5470  618   0.93 5390  616   0.92 5390  615   0.92 5300  612   0.91  

Ｆ－Ｇ 7630  729   0.84 7580  724   0.83 7580  724   0.83 7440  703   0.82  

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

③誘発上下動変更 ④連成解析

評価用応力 評価用応力

STK単独解析 連成解析

①STK今回工認標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

②減衰変更

評価用応力 評価用応力
  

  
 
  

  

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

  
 
  

  

  

  
 
  

  

  

  
 
  

  

評価用応力 評価用応力 評価用応力 評価用応力

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｂ－Ｃ 633  0.71 631  0.71 631  0.71 627  0.70

Ｃ－Ｄ 738  0.47 736  0.47 736  0.47 731  0.47

Ｄ－Ｅ 968  0.34 960  0.34 960  0.34 955  0.34

Ｅ－Ｆ 1130  0.22 1150  0.22 1150  0.22 1130  0.22

Ｆ－Ｇ 1360  0.16 1430  0.17 1430  0.17 1420  0.16

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

①STK今回工認

STK単独解析 連成解析

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
間

②減衰変更 ③誘発上下動変更 ④連成解析

  

  

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

40.2

  

  

  

  

  

  

評価用応力 評価用応力 評価用応力 評価用応力

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

Ｎ
(kN)

80.0 Ｂ 63.6   0.09 63.4   0.09 63.4   0.09 65.2   0.09

72.5 Ｃ 92.9   0.15 93.0   0.15 93.0   0.15 91.0   0.14

65.0 Ｄ 178     0.12 185     0.13 185     0.13 176     0.12

56.5 Ｅ 326     0.24 330     0.24 331     0.24 324     0.24

48.0 Ｆ 325     0.16 314     0.16 314     0.16 311     0.16

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づく。

標　高
T.M.S.L.

(m)

部
材
位
置

①STK今回工認 ②減衰変更 ③誘発上下動変更 ④連成解析

STK単独解析 連成解析
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表 3－1 断面算定結果（2/2） 

(d) 筒身部 

 

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ｎ
(kN)

Ｍ
(kN･m)

Ａ－Ｂ 21.7 1090 0.33 21.3 1180 0.36 24.8 1180 0.36 27.4 1180 0.36

Ｂ－Ｃ 152  2720 0.83 149  2890 0.88 168  2890 0.89 186  2890 0.89

Ｃ－Ｄ 203  2450 0.77 193  2680 0.83 224  2670 0.83 229  2720 0.85

Ｄ－Ｅ 256  3630 0.67 259  3640 0.67 279  3640 0.67 278  3600 0.66

Ｅ－Ｆ 396  4570 0.85 424  4560 0.85 319  4560 0.84 310  4470 0.82

Ｆ－Ｇ 539  5660 0.57 578  5700 0.58 426  5710 0.57 419  5700 0.57

注：断面算定方法は，Ⅴ-2-7-2-1「主排気筒の耐震性についての計算書」に基づき，時刻歴断面算定結果を示す。

部
材
間

連成解析

③誘発上下動変更 ④連成解析

評価用応力 評価用応力評価用応力

②減衰変更

STK単独解析

①STK今回工認

評価用応力
標　高

T.M.S.L.
(m)

  

    
 
  

    

80.0

72.5

65.0

56.5

48.0

85.0

39.0
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中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書に関する補足説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

 

1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  V-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書」の記載内容を補足するための資料を以

下に示す。 

 

別紙 1 中央制御室遮蔽他のスラブの耐震性評価 

 

（参考資料 1）計算機プログラム（解析コード）の概要 
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別紙 1－1 天井スラブを支持する鉄骨小ばりの耐震性評価 
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1. 概要 

本資料は，V-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書」におけるスラブの

鉛直地震力に対する耐震評価を補足的に説明するものである。 
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2. 評価方針 

中央制御室遮蔽及び中央制御室バウンダリを構成するスラブは遮蔽性及び気密性を維

持するための構成部材の一つであり，基準地震動Ｓs による地震力に対し機能維持が求

められている。 

地震時の機能維持の確認では，当該スラブは十分に剛であるとし，地震荷重は質点系

モデルにおいて，当該部が位置する質点の鉛直方向の応答値を用いている。 

ここでは，当該スラブの支持条件を適切にモデル化した 3 次元 FEM モデルを用いた固

有値解析により当該スラブの振動特性を確認し，1 次固有振動数が 20Hz を下回る場合に

は，当該スラブの応答増幅について影響評価を行う。 
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3. 振動特性の確認 

3.1 解析方針 

評価対象部位の振動性状の確認は，3次元 FEMモデルを用いた固有値解析により行う。 

図 3－1 に示す耐震壁及び大ばりで囲まれたスラブのうち，スラブのスパンから判断

して，鉛直方向地震力による増幅の影響が最も大きいと思われる部位を評価対象部位

としてモデル化する。また，大ばりについても幅の半分をモデル化し，はりの柔性の

影響を考慮する。解析モデルに使用する FEM 要素は，形状及び厚さを踏まえたシェル

要素とする。境界条件は，V-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書」で

は，はりもしくは耐震壁に支持されている状況に応じ，四辺固定版または両端固定ば

りとしてモデル化している。本検討における境界条件は，耐震壁で支持されている範

囲は固定とし，下部に壁がない大ばり及び鉄筋コンクリート造の小ばりは，鉛直変位

方向のみ自由とする。 

固有値解析には，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」及び「ＤＩＡＮＡ」を用

いる。 

使用材料の物性値を表 3－1 及び表 3－2 に，解析モデルを図 3－2 に示す。 

 

表 3－1 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.88×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 

 

表 3－2 鉄骨の物性値 

諸元 物性値 

鋼種 SM41A（SM400 相当） 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 

 

 

  







別紙 1-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 中央制御室（上部）天井スラブ 

（RF，T.M.S.L.24.1m） 

図 3－1 スラブの評価を記載する部材の位置（3/3） 

  

（単位：m） 

天井スラブ① 

天井スラブ② 天井スラブ③ 

鉄骨小ばり 

：小ばり 
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(a) 床スラブ① 

 

 

 

 

(b) 床スラブ② 

 

図 3－2 解析モデル図（1/3） 

  

1F，T.M.S.L.12.3m 

c1 c2 c3 c4 c5

cA

cB

cC

cD

cE

cF

cG

① ② 

X 

Y  

 ， ：固定   ：鉛直のみ自由  （ハッチング部ははりの範囲を示す。） 



別紙 1-8 

 

 

(c) 床スラブ③ 

 

 

 

 

(d) 床スラブ④ 

 

図 3－2 解析モデル図（2/3） 

  

2F，T.M.S.L.17.3m 

c1 c2 c3 c4 c5

cA

cB

cC

cD

cE

cF

cG

③ ④ 

 ， ：固定   ：鉛直のみ自由  （ハッチング部ははりの範囲を示す。） 

X 

Y  
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(e) 天井スラブ① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(f) 天井スラブ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(g) 天井スラブ③ 

 

図 3－2 解析モデル図（3/3）  

RF，T.M.S.L.24.1m 

c1 c2 c3 c4 c5

cA

cB

cC

cD

cE

cF

cG

① 

② ③ 

X 

Y  

 ， ：固定   ：鉛直のみ自由   ：鉄骨小ばり 

（ハッチング部ははりの範囲を示す。） 

注記：鉄骨小ばりのモデル化に当たっては，はり位置のオフセットを考慮している。 
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3.2 固有値解析結果 

床及び天井スラブの固有振動数を表 3－3 に，モード図を図 3－3 に示す。 

1 次固有振動数が 20Hz を下回っているスラブについては応答増幅の影響評価を行う

こととする。なお，天井スラブ②及び天井スラブ③以外は 1 次固有振動数が 20Hz を上

回っており，当該部位の応答の増幅は考慮しない。 

 

表 3－3 床及び天井スラブの固有振動数 

部位 
T.M.S.L. 

（m） 
次数 

固有振動数 

（Hz） 
刺激係数＊ 備考 

床スラブ① 12.3 

1 次 27.9 -18.21  

2 次 36.6   0.35  

3 次 42.4  -3.70  

床スラブ② 12.3 

1 次 27.2  18.09  

2 次 39.3   3.87  

3 次 40.9   0.04  

床スラブ③ 17.3 

1 次 28.5 -17.52  

2 次 37.6   0.31  

3 次 43.4  -3.62  

床スラブ④ 17.3 

1 次 24.6  15.03  

2 次 37.2  -2.74  

3 次 38.9  -7.23  

天井スラブ① 24.1 

1 次 28.3  16.61  

2 次 45.9   1.02  

3 次 49.0   0.94  

天井スラブ② 24.1 

1 次 14.4  17.68 20Hz を下回る 

2 次 27.0   1.36  

3 次 28.6   1.06  

天井スラブ③ 24.1 

1 次 14.6  18.00 20Hz を下回る 

2 次 24.2   0.00  

3 次 28.9   1.17  

注記＊：一般化質量の値が 1.0 になるように正規化した値を示す。 
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1 次：27.9 Hz 3 次：42.4 Hz 

 

 

2 次：36.6 Hz  

(a) 床スラブ① 

  

1 次：27.2 Hz 3 次：40.9 Hz 

 

 

2 次：39.3 Hz  

(b) 床スラブ② 

 

図 3－3 床スラブ及び天井スラブのモード図（1/4） 
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1 次：28.5 Hz 3 次：43.4 Hz 

 

 

2 次：37.6 Hz  

(c) 床スラブ③ 

  

1 次：24.6 Hz 3 次：38.9 Hz 

 

 

2 次：37.2 Hz  

(d) 床スラブ④ 

 

図 3－3 床スラブ及び天井スラブのモード図（2/4） 
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1 次：28.3 Hz 3 次：49.0 Hz 

 

 

2 次：45.9 Hz  

(e) 天井スラブ① 

  

1 次：14.4 Hz 3 次：28.6 Hz 

 

 

2 次：27.0 Hz  

(f) 天井スラブ② 

 

図 3－3 床スラブ及び天井スラブのモード図（3/4） 
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1 次：14.6 Hz 3 次：28.9 Hz 

 

 

2 次：24.2 Hz  

(g) 天井スラブ③ 

 

図 3－3 床スラブ及び天井スラブのモード図（4/4） 
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4. 応答増幅の影響評価 

 固有値解析の結果，1 次固有振動数が 20Hz を下回った天井スラブ②及び天井ス

ラブ③を評価対象とし，振動特性を踏まえ鉛直方向の応答増幅による影響評価を

行う。 

 

4.1 評価方法 

 鉛直方向の応答増幅の影響評価にあたっては，評価対象が位置する質点の床

応答スペクトルより，評価対象の 1 次固有振動数に相当する応答加速度から鉛

直震度を算出し，その鉛直震度を用いて得られた応力により影響評価を行う。

評価にあたっては，材料物性の不確かさを考慮する。 

 

4.2 応力解析方法 

 （1）荷重ケース 

 作用荷重のうち地震荷重は，固定荷重及び積載荷重と同じ下向きに作用する

場合に生じる応力が最大となるため，地震荷重は鉛直下向きの場合のみを考慮

する。 

 （2）発生応力の算出 

 影響評価を行うスラブにおいて，基準地震動Ｓｓ（鉛直方向）に対する質点

系モデルの床レベルの加速度応答スペクトル図より，スラブの 1 次固有振動数

相当の最大加速度を求め，この最大応答加速度を重力加速度で除すことにより

鉛直震度を算出する。 

 地震時の発生応力は，長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメ

ント及びせん断力を鉛直震度により係数倍することで算出する。なお，長期荷

重時の端部曲げモーメント及び中央部曲げモーメントは「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」に準拠し

て算出する。 

 評価対象が位置する質点の鉛直方向の減衰定数 5%の加速度応答スペクトル

を図 4－1 に，それらより算出した鉛直震度を表 4－1 に示す。なお，加速度応

答スペクトルは材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡し，誘

発上下動による鉛直方向の応答加速度も考慮したもの（図 4－1 の黒色実線）

とする。また，図 4－1 には誘発上下動による鉛直方向の応答加速度非考慮の

もの（赤色破線）も参考に示す。 

 長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力を表

4－2 に示す。評価に用いた荷重及び荷重の組合せは V-2-8-4-3「中央制御室遮

蔽の耐震性についての計算書」に基づき設定した。また，鉛直震度より算出し

た端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力を表 4－3 に示す。 
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注：図中の包絡スペクトルは，材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡し

たものである。 

 

図 4－1 天井スラブ②及び天井スラブ③が位置する質点の 

鉛直方向の加速度応答スペクトル 

（質点番号 1，鉛直方向） 
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25.00

30.00

35.00

40.00

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

m/
s
2 ）

周期（s）

天井スラブ②固有周期

天井スラブ③固有周期

包絡スペクトル（誘発上下動非考慮）

包絡スペクトル（誘発上下動考慮）

減衰定数：0.05 

天井スラブ③ 
14.6 Hz 

（0.0685 s） 

天井スラブ② 
14.4 Hz 

（0.0694 s） 
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表 4－1 1 次固有振動数を考慮した鉛直震度 

項目 天井スラブ② 天井スラブ③ 

1 次固有振動数における加速度応答 

スペクトルの値（m/s2） 
21.46 20.97 

上記のスペクトルの値から算出した 

鉛直方向震度（長期荷重を含む） 
3.19 3.14 

 

 

表 4－2 長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力 

部位 方向 

端部曲げ 

モーメント 

Ｍ(kNm) 

中央部曲げ 

モーメント 

Ｍ(kNm) 

せん断力 

Ｑ(kN) 

天井スラブ② 
短辺（NS 方向） 

両端固定ばり 
9.1 4.5 24.7 

天井スラブ③ 
短辺（NS 方向） 

両端固定ばり 
7.5 3.7 22.5 

 

 

表 4－3 鉛直震度より算出した端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力 

部位 方向 

端部曲げ 

モーメント 

Ｍ(kNm) 

中央部曲げ 

モーメント 

Ｍ(kNm) 

せん断力 

Ｑ(kN) 

天井スラブ② 
短辺（NS 方向） 

両端固定ばり 
25.2 12.6 68.6 

天井スラブ③ 
短辺（NS 方向） 

両端固定ばり 
20.5 10.2 61.4 

 

 

  





 

 

 

 

 

 

 

別紙 1－1 天井スラブを支持する鉄骨小ばりの耐震性評価 
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1. 概要 

本資料では，「別紙 1 中央制御室遮蔽他のスラブの耐震性評価」（以下「別紙 1」とい

う。）の応答増幅を考慮した天井スラブ評価においてモデル化している，天井スラブを支

持する鉄骨小ばりの応答増幅について影響評価を行う。 
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2. 評価方針  

別紙 1 において，スラブの支持条件を適切にモデル化した 3 次元 FEM モデルを用いた

固有値解析によりスラブの振動特性を確認し，1 次固有振動数が 20Hz を下回る天井スラ

ブ②及び天井スラブ③について応答増幅に対する影響評価を行っている。天井スラブ②

及び天井スラブ③の位置を図 2－1 に，解析モデルを図 2－2 に，刺激係数が支配的な 1

次のモード図を図 2－3 に，天井スラブの固有振動数を表 2－1 に示す。 

本資料では，上記スラブを支持する鉄骨小ばりについて，別紙 1 と同様に応答増幅に

対する影響評価を行う。なお，評価にあたっては材料物性の不確かさを考慮する。 

評価対象の鉄骨小ばりの位置を図 2－4 に，鋼材の弾性限強度を表 2－2 に示す。 
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中央制御室（上部）天井スラブ 

（RF，T.M.S.L.24.1m） 

図 2－1 スラブの評価を記載する部材の位置 

  

（単位：m） 

天井スラブ② 天井スラブ③ 

鉄骨小ばり 

：小ばり 
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(a) 天井スラブ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 天井スラブ③ 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 解析モデル図 

 

 

  

RF，T.M.S.L.24.1m 

c1 c2 c3 c4 c5

cA

cB

cC

cD

cE

cF

cG

② ③ 

X 

Y  

 ， ：固定   ：鉛直のみ自由   ：鉄骨小ばり 

（ハッチング部ははりの範囲を示す。） 

注：鉄骨小ばりのモデル化に当たっては，はり位置のオフセットを考慮している。 
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表 2－1 天井スラブの固有振動数 

部位 
T.M.S.L. 

（m） 
次数 

固有振動数 

（Hz） 
刺激係数＊ 備考 

天井スラブ② 24.1 

1 次 14.4  17.68 20Hz を下回る 

2 次 27.0   1.36  

3 次 28.6   1.06  

天井スラブ③ 24.1 

1 次 14.6  18.00 20Hz を下回る 

2 次 24.2   0.00  

3 次 28.9   1.17  

注記＊：一般化質量の値が 1.0 になるように正規化した値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 次：14.4 Hz 

 

(a) 天井スラブ② 

 

1 次：14.6 Hz 

 

(b) 天井スラブ③ 

 

 

図 2－3 天井スラブの 1 次モード図 
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注：天井スラブ②の鉄骨小ばり間隔は 2.2m，天井スラブ③の鉄骨小ばり間隔は両

端部が 1.75m，中央部の 3 スパンが 2.0m である。 

 

 

図 2－4 評価対象の鉄骨小ばりの位置（RF，T.M.S.L.24.1m） 

 

 

  

（単位：m） 鉄骨小ばり① 鉄骨小ばり② 

鉄骨小ばり 
天井スラブ② 天井スラブ③ 
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表 2－2 鋼材の弾性限強度 

（単位：N/mm2） 

材 料 板 厚 
基準強度 

Ｆ値 

弾性限強度 

圧縮＊ 

引張 
曲げ＊ せん断＊ 

SM41（SM400A相当） t≦40mm 235 258 258 149 

注記＊：「2015年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研

究所・国立研究開発法人建築研究所）」（以下「技術基準解説書」という。）に基

づき，Ｆ値に1.1倍の割増しを考慮する。 
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3. 評価方法 

3.1 モデル化の基本方針 

鉄骨小ばりの上部が天井スラブに埋め込まれているため，合成ばりとして評価する。

鉄骨小ばりの断面図を図 3－1 に示す。 

鉄骨小ばりにかかる荷重は，屋根スラブの荷重のうち鉄骨小ばりでの負担幅を考慮

した荷重及び鉄骨小ばりの自重を考慮する。鉄骨小ばりに発生する応力は別紙 1 の結

果を踏まえ，応答増幅による影響を考慮し，1 次固有振動数に相当する応答加速度か

ら算出した鉛直震度を用いて，固定荷重，積載荷重及び積雪荷重を係数倍することで

算出する。固定荷重を表 3－1 に，積載荷重を表 3－2 に，積雪荷重を表 3－3 に，1 次

固有振動数を考慮した鉛直震度を表 3－4 に，解析諸元を表 3－5 示す。 

作用荷重のうち地震荷重は，固定荷重及び積載荷重と同じ下向きに作用する場合に生

じる応力が最大となるため，地震荷重は鉛直下向きの場合のみを考慮する。鉄骨小ば

りを含む天井スラブの固有値解析結果より，刺激係数が大きい 1 次固有モード形状を

考慮した鉛直震度分布を用いる。1 次固有モード形状を考慮した鉛直震度分布を図 3

－2 に示す。 

応力解析は，鉛直荷重を静的に作用させたはりモデルによる弾性応力解析にて断面

力を算定する。解析に使用するコードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」である。解析モ

デル図を図 3－3 に示す。解析モデルに使用する要素は，はり要素である。また，両端

はピン支持とする。解析モデルの節点数は 9，要素数は 8 である。 

 

 
 

鉄骨小ばり① 鉄骨小ばり② 

 

図 3－1 鉄骨小ばりの断面図 
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表 3－1 固定荷重(Ｇ) 

部位 固定荷重（kN/m） 

鉄骨小ばり① 42.38 

鉄骨小ばり② 39.23 

 

表 3－2 積載荷重(Ｐ) 

部位 積載荷重（kN/m2） 

鉄骨小ばり① 0.88 

鉄骨小ばり② 0.88 

 

表 3－3 積雪荷重(ＳＮＬ) 

外力の状態 積雪荷重（kN/m2） 

地震時 2.89 

 

 

表 3－4 1 次固有振動数を考慮した鉛直震度 

項目 鉄骨小ばり① 鉄骨小ばり② 

1 次固有振動数における加速度応答 

スペクトルの値（m/s2） 
21.46 20.97 

上記のスペクトルの値から算出した 

鉛直方向震度（長期荷重を含む） 
3.19 3.14 

 

 

  
鉄骨小ばり① 鉄骨小ばり② 

 

図 3－2 1 次固有モード形状を考慮した鉛直震度分布 
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表 3－5 鉄骨小ばりの諸元 

項目 鉄骨小ばり① 鉄骨小ばり② 

使用部材 BH-1200×500×16×36 BH-1200×500×16×36 

負担幅Ｂ（m） 2.2 2.0 

評価スパンＬ（m） 21.1 21.1 

断面係数Ｚ（×103mm3）＊1 30343 30116 

せん断断面積Ａ（mm2）＊2 13440 13440 

ヤング係数Ｅ（N/mm2） 205000 205000 

せん断弾性係数Ｇ（N/mm2） 79000 79000 

注記＊1：合成ばりとして評価し，鋼材のコンクリートに対するヤング係数比は「鉄筋

コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定）」に基づきヤング係数比ｎ＝13 を用いた。 

＊2：ボルトの欠損を考慮。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 解析モデル 
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4. 断面の評価方法 

鉄骨小ばりの評価は，はりモデルを用いた弾性応力解析により評価対象部位に生じる

曲げモーメント及びせん断力による応力度が許容限界を超えないことを確認する。なお，

許容限界については，終局耐力に対し妥当な安全裕度を有する許容限界を設定し，その

許容限界は，表 2－2 に示すように，弾性限強度として「鋼構造設計規準－許容応力度設

計法－（社）日本建築学会，2005 改定」のＦ値に「技術基準解説書」に基づき 1.1 倍の

割増しを考慮する。 

鉄骨小ばりの増幅を考慮した端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断

力を表 4－1 に示す 

 

表 4－1 鉄骨小ばりの増幅を考慮した端部曲げモーメント， 

中央部曲げモーメント及びせん断力 

部位 位置 

端部曲げ 

モーメント 

Ｍ(kNm) 

中央部曲げ 

モーメント 

Ｍ(kNm) 

せん断力 

Ｑ(kN) 

鉄骨小ばり① 
要素 8 3085 － 1239 

要素 4 － 7481 － 

鉄骨小ばり② 
要素 8 2802 － 1125 

要素 4 － 6802 － 
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5. 評価結果 

「4. 断面の評価方法」に基づいた鉄骨小ばり①及び鉄骨小ばり②の評価結果を表 5－

1 に示す。鉄骨小ばりの増幅を考慮した場合の発生応力が許容限界を超えないことを確

認した。 

 

表 5－1 鉄骨小ばりの評価結果 

発生 

応力 

部材 鉄骨小ばり① 鉄骨小ばり② 

種別 
BH-1200×500×16×36 

SM41 

BH-1200×500×16×36 

SM41 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメントＭ 

(×106N･mm) 
7481 6802 

断面係数Ｚ 

（×103mm3） 
30343 30116 

曲げ応力度σｂ 

（N/mm2） 
247 226 

許容限界ｆｂ 

(N/mm2) 
258 258 

検定値 

σｂ/ｆｂ 
0.96 0.88 

せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ 

(×103N) 
1239 1125 

せん断断面積Ａ 

（mm2）＊ 
13440 13440 

せん断応力度τ 

（N/mm2） 
92 84 

許容限界ｆｓ 

(N/mm2) 
149 149 

検定値 

τ/ｆｓ 
0.62 0.57 

注記＊：ボルトの欠損を考慮。 
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（参考資料 1）計算機プログラム（解析コード）の概要  
 
ＤＩＡＮＡ  
1. 使用状況一覧 

使用補足説明資料 バージョン 

別紙 1 

 

中央制御室遮蔽他のスラブの耐震性評価 Ver.10.2 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＤＩＡＮＡ 

使用目的 固有値解析 

開発機関 TNO DIANA 社 

開発時期 1983 年 

使用したバージョン Ver.10.2 

コードの概要 

本解析コードは，TNO DIANA BV（オランダ）により開

発され，国内においては JIP テクノサイエンス（株）に

より保守されている汎用市販有限要素法プログラムであ

る。 

土木及び建築分野に特化した要素群及び材料非線形モ

デルを数多くサポートしていることが特徴で，日本国内

では，建設部門を中心として，官公庁，大学及び民間を

問わず，多くの利用実績がある。 

 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認

（Validation） 

 本解析コードは，中央制御室遮蔽他及び緊急時対策所

遮蔽のスラブの 3 次元有限要素法による固有値解析に使

用している。 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・本解析コードを用いて評価したシェル要素の固有振動

数が理論解と良い一致を示すことを確認している。 

・動作環境を満足する計算機にインストールして使用し

ている。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりであ

る。 

・検証内容のとおり，シェル要素の固有値解析について

検証していることから，解析の目的に照らして今回の

解析に適用することは妥当である。 
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3. 解析手法 

3.1 一般事項 

本解析コードは，有限要素法による汎用非線形構造解析プログラムである。材料

非線形性及び幾何学的非線形性を考慮した構造物の静的応力変形解析や動的解析，

熱伝導解析，地盤の浸透流，圧密解析が提供されている。また，各分野特有の連成

問題（熱応力，構造－流体連成，圧密－浸透流連成等）も解析可能である。本解析

コードは，コントロール建屋の床スラブの固有値解析に使用している。 

 

3.2 解析コードの特徴 

本解析コードの主な特徴を以下に示す。 

・非線形構造問題（材料及び幾何学的非線形）に必要な機能が充実している。 

・数多くの要素及び材料構成則が提供されており，多様な構造物のモデル化

が可能である。 

・連成問題が解析可能である。 

 

また，今回の解析における本解析コードの使用要素はシェル要素である。 
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3.3 解析フローチャート 

本計算機コードを用いた解析フローチャートを図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

図 3－1 解析フローチャート 

 

 

START 

解析条件の入力 

  ・寸法 

  ・材料物性 等 

解析結果の出力 

END 

固有値解析 
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3.4 検証(Verification)と妥当性確認(Validation) 

3.4.1 理論解とシミュレーション解析の比較による検証 

(1) 検証概要 

シェル要素の固有振動数について，本コードによる解析結果と理論解との

比較を行った。 

 

 (2) 検証モデル及び検討条件 

シェル要素を用いて作成した検証モデルを図 3－2 に，検証条件を表 3－1

に示す。検討モデルの両端はピン支持とした。 

 

図 3－2 検証モデル 

 

表 3－1 検証条件 

諸元 記号 入力値 単位 

長さ l 2000 (mm) 

断面積 A 2500 (mm2) 

断面二次モーメント I 5.21E+05 (mm4) 

ねじり定数 J 8.80E+05 (mm4) 

せん断面積係数 K 0.833 (-) 

ヤング係数 E 2.27E+04 (N/mm2) 

ポアソン比 ν 0.20 (-) 

密度 ρ 2.40E-09 (ton/mm3) 
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3.4.2 解析結果と理論解との比較 

解析結果と理論解の固有振動数の比較を表 3－2 に示す。理論解は「機械工

学便覧」（引用文献(1)参照）に示されている「支持－支持」のモデルに対す

る(3.1)式に基づき導出した。また，各次数におけるシェル要素の解析結果（モ

ード図）を，図 3－3 に示す。 

表 3－2 に示すとおり，本コードによる解析結果と理論解はよく一致してい

ることが確認できる。 

 

表 3－2 固有振動数の解析結果と理論解の比較 

次数 

固有振動数[Hz] 解析結果 * 

理論解 理論解 解析結果 

1 次 17.43 17.42 1.00 

2 次 69.74 69.51 1.00 

3 次 156.91 155.78 0.99 

 

 

・固有振動数  

  f=
λ

2

2π l2√ EI

ρA
                       (3.1) 

 

  ここで，ｆ：固有振動数（Hz） 

      l ：長さ（m） 

      E ：ヤング係数（N/m2） 

      I ：断面二次モーメント（m4） 

      ρ：比重（kg/m3） 

      A ：断面積（m2） 

      λ：振動数係数（1 次：π，2 次：2π，3 次：3π） 

 

  



（参考）1-7 

 

1 次 

 

 

2 次 

 

 

3 次 

図 3－3 解析結果（モード図）   
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4. 引用文献 

(1) 日本機械学会（編）：機械工学便覧 基礎編 A3 力学・機械力学 1986.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



資料 11 

 

 

 

 

原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての 

計算書に関する補足説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」の記載内容を補足す

るための資料を以下に示す。 

 

 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

別紙 3 地震荷重の入力方法 

別紙 4 応力解析における断面の評価部位の選定 

別紙 5 応力解析における応力平均化の考え方 

別紙 6 地震荷重の算定方法 

別紙 7 貫通部における平均応力の考え方 

別紙 8 重大事故等時の高温による剛性低下の考え方 

別紙 9 床スラブによる拘束条件に対する補助壁等の影響 

 

 

 

 

 



 

別紙 1 応力解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 
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1. 概要 

本資料は，原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の既工認時及び

今回工認時の応力解析モデル及び手法の比較を示すものである。 
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2. 応力解析モデル及び手法の比較 

RCCVの応力解析モデル及び手法の比較を表2－1に示す。また，今回工認時の応力解析

モデルを図2－1に示す。 

比較に用いる既工認時の応力解析モデル及び手法は，平成3年8月23日付け3資庁第6675

号にて認可された工事計画の添付資料Ⅳ-2-7-1（Ⅱ）「原子炉格納容器コンクリート部の

耐震性についての計算書」（以下「既工認」という。）のものである。 
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 表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（RCCV）（1/3） 
項

目 
内容 既工認 今回工認 備考 

解析手法 ・3次元 FEMモデルを用いた応力解析（弾性解析） 

（荷重状態Ⅲ）   

・同左 

（荷重状態Ⅳ，Ⅴ） 

・3次元 FEMモデルを用いた応力解析（弾塑性解析） 

－ 

解析コード ・ＮＡＳＴＲＡＮ 

（荷重状態Ⅲ）    

・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ 

（荷重状態Ⅳ，Ⅴ）  

・ＡＢＡＱＵＳ 

－ 

モ 

デ 

ル 

モデル化 

範囲 

（上部構造モデル） 

・RCCV シェル部，トップスラブ部，使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾燥器・気水分

離器ピット及びダイヤフラムフロア（東西軸に対して北半分をモデル化） 
（基礎スラブモデル） 

・RCCV 底部を含む基礎スラブ 

上記をそれぞれモデル化 

（上部構造モデル部分） 

・RCCV シェル部，トップスラブ部，使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾燥器・気水

分離器ピット及びダイヤフラムフロア（全周をモデル化） 
（基礎スラブモデル部分） 

・RCCV 底部を含む基礎スラブ 

上記を一体でモデル化 

① 

② 

材料物性 

検討時の各規準，コンクリートの設計基準強度に基づき設定 
・コンクリートのヤング係数 上部構造 ：Ｅ＝2.65×104 N/mm2 （SI換算） 

基礎スラブ：Ｅ＝2.55×104 N/mm2 （SI換算） 

・コンクリートのポアソン比：ν＝0.167 

適用規準等の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数 上部構造 ：Ｅ＝2.88×104 N/mm2  

基礎スラブ：Ｅ＝2.79×104 N/mm2  
・コンクリートのポアソン比：ν＝0.2 

・鉄筋のヤング係数：Ｅ＝2.05×105 N/mm2 

・鉄筋のポアソン比：ν＝0.3 

③ 

④ 

⑤ 

要素種別 ・シェル要素 

（荷重状態Ⅲ） 

・同左 

（荷重状態Ⅳ，Ⅴ） 

・積層シェル要素 

－ 

境界条件 

（上部構造モデル） 
・東西軸に対して対称 

・基礎スラブの上端で固定 

・側面の水平及び回転ばねを考慮せず 
・周辺床の剛性を考慮 

・ライナの剛性を考慮せず 

（基礎スラブモデル） 
・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは，浮上りを考慮 

・側面の水平及び回転ばねを考慮せず 
・上部構造物の剛性を考慮 

（上部構造モデル部分） 
・全周をモデル化 

・基礎スラブモデル部分と一体化 

・側面の水平及び回転ばねを考慮せず 
・周辺床の剛性を考慮 

・ライナの剛性を考慮せず 

（基礎スラブモデル部分） 
・底面を弾性地盤ばねにより支持 

・底面の弾性地盤ばねは，浮上りを考慮 

・側面の水平及び回転ばねを考慮 
・上部構造物の剛性を考慮 

② 

  



 

 

別
紙

1
-4 

 表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（RCCV）（2/3） 
項目 内容 既工認 今回工認 備考 

モ 

デ 

ル 

非線形 

特性 
・考慮しない 

（荷重状態Ⅲ）    

・同左 

（荷重状態Ⅳ，Ⅴ） 

コンクリート 

・圧縮側のコンクリート構成則 ：CEB-FIP Model codeに基づき設定 

・ひび割れ発生後の引張軟化曲線：出雲ほか（1987）による式 

鉄筋 

・バイリニア型 

－ 

地震荷重との 

組合せ 

荷重状態Ⅲ：ＤＬ＋Ｐ１（＋Ｔ１）＋Ｈ１＋Ｋ１＋Ｒ４１， 

ＤＬ＋Ｐ２５（＋Ｔ２５）＋Ｋ１＋Ｒ４１ 
荷重状態Ⅳ：ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋Ｋ２＋Ｒ４２， 

ＤＬ＋Ｐ２１＋Ｋ１＋Ｒ４１  

 
 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重（浮力を含む） 

Ｐ１ ：運転時圧力 Ｔ１ ：運転時温度荷重 
Ｐ２１ ：異常時圧力（直後） 

Ｐ２５ ：異常時圧力（720時間後） Ｔ２５ ：異常時温度荷重（720時間後） 

Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重 
Ｋ１ ：Ｓ１地震荷重（地震時土圧荷重を含む） 

Ｋ２ ：Ｓ２地震荷重（地震時土圧荷重を含む） 

Ｒ４１ ：Ｓ１地震時配管荷重 
Ｒ４２ ：Ｓ２地震時配管荷重 

荷重状態Ⅲ：ＤＬ＋Ｐ１（＋Ｔ１）＋Ｈ１＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋Ｅｄ， 

ＤＬ＋Ｐ２５（＋Ｔ２５）＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋Ｅｄ 
荷重状態Ⅳ：ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋Ｅｓ， 

ＤＬ＋Ｐ２１＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋Ｅｄ  

荷重状態Ⅴ：ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋Ｋｄ＋Ｒｄ＋Ｅｄ， 
ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋Ｋｓ＋Ｒｓ＋Ｅｓ 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重（浮力を含む） 

Ｐ１ ：運転時圧力 Ｔ１ ：運転時温度荷重 
Ｐ２１ ：異常時圧力（直後） 

Ｐ２５ ：異常時圧力（720時間後） Ｔ２５ ：異常時温度荷重（720時間後） 

Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重   
Ｋｄ ：Ｓｄ地震荷重 Ｅｄ ：Ｓｄ地震時土圧荷重 

Ｋｓ ：Ｓｓ地震荷重 Ｅｓ ：Ｓｓ地震時土圧荷重 

Ｒｄ ：Ｓｄ地震時配管荷重 
Ｒｓ ：Ｓｓ地震時配管荷重 

ＰＳＡＬ ：SA(L)時圧力 ＨＳＳＡＬ ：SA(L)時水圧荷重  

ＨＳＡ ：チャギング荷重（SA時） 
ＰＳＡＬＬ ：SA(LL)時圧力 ＨＳＳＡＬＬ ：SA(LL)時水圧荷重  

－ 

荷 

重 

の 

設 

定 

死荷重 
及び 

活荷重 

（上部構造モデル） 

・躯体自重，機器配管重量，静水圧 

（基礎スラブモデル） 

・躯体自重，機器配管重量，静水圧，上部構造物からの荷重及び浮力 

（上部構造モデル部分） 

・同左 

（基礎スラブモデル部分） 

・同左 

－ 

運転時荷重 ・運転時圧力，運転時温度荷重及び逃がし安全弁作動時荷重 ・同左 － 

異常時荷重 ・異常時圧力，異常時温度荷重 ・同左 － 

重大事故等

時荷重 
・考慮せず ・重大事故等時圧力，重大事故等時水圧荷重及び重大事故等時水力学的動荷重 － 
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 表 2－1 応力解析モデル及び手法の比較（RCCV）（3/3） 

項目 内容 既工認 今回工認 備考 

荷 

重 

の 

設 

定 

地震荷重 

（上部構造モデル） 

・上部構造の各階床位置に地震力（水平力，曲げモーメント，鉛直力）を入力 

（基礎スラブモデル） 

・上部構造からの地震力（水平力，曲げモーメント，鉛直力）及び基礎部の付
加地震力を入力 

（上部構造モデル部分） 

・同左 

（基礎スラブモデル部分） 

・同左 

－ 

地震時 

土圧荷重 

Ｐａ＝10.0＋0.65・γ・ｈ 

  γ  ：土の単位体積重量（t/m3） 

  ｈ  ：地表面からの深さ（m） 

Ｓｄ地震時 Ｐａ＝260＋0.65･γ･ｈ 

Ｓｓ地震時 Ｐａ＝460＋0.65･γ･ｈ 

  γ  ：土の単位体積重量（kN/m3） 

  ｈ  ：地表面からの深さ（m） 

 

・地震時土圧は，常時土圧に地震時増分土圧を加えて算出 

・地震時増分土圧は「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991

追補版（（社）日本電気協会）」の地震時増分土圧算定式から加力側増分土圧及

び支持側増分土圧を包絡したものとして評価 

－ 

地震時 

配管荷重 
・配管貫通部の地震時配管反力 ・同左 － 

評価 

方法 
応力解析 

・荷重状態Ⅲ：発生応力が許容限界を超えないことを確認 

・荷重状態Ⅳ：発生応力又はひずみが許容限界を超えないことを確認 

・荷重状態Ⅲ,Ⅳ：同左 

・荷重状態Ⅴ：発生応力又はひずみが許容限界を超えないことを確認 

⑥ 

⑦ 

【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

①荷重状態Ⅲ及びⅣのモデルについて，設置変更許可時は上部構造モデルと基礎スラブモデルをそれぞれモデル化する方針としていたが，上部構造と基礎スラブを一体でモデル化する荷重状

態Ⅴとの評価の整合性及び近年の計算機能力の向上を踏まえ，荷重状態Ⅲ及びⅣも一体でモデル化することとした。 

②記載したモデル化範囲及び境界条件は，地震荷重時のものである。地震荷重以外の荷重時については，以下の変更を行っている。 

温度荷重以外の荷重時：原子炉本体基礎及び下部ドライウェルアクセストンネルをモデル化範囲に加え，境界条件として外壁の剛性を考慮したロッド要素を基礎スラブに接続する。 

温度荷重時：上記に加えてライナの剛性を考慮する。 

それぞれの詳細については，別紙 2「応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方」に示す。 

③コンクリートのヤング係数及びせん断弾性係数については，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－」（(社)日本建築学会，1999改定）に基づき再計算 

④「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－」（（社）日本建築学会，2005改定）に基づき設定 

⑤ コンクリートのヤング係数を算出するための圧縮強度は実強度，断面の評価のための圧縮強度は設計基準強度を採用 

⑥「発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格」（（社）日本機械学会,2003）に基づき評価 

⑦弾性解析による荷重状態Ⅲについては，既工認時と同様に，モデル化範囲及び境界条件が異なる荷重ごとに解析を行い，解析結果を組み合わせた応力により評価を実施する。 

弾塑性解析による荷重状態Ⅳ及びⅤについては，荷重の種類で区分した解析ステップを設定し，解析ステップごとにモデル化範囲及び境界条件を変えて荷重を入力する一連の解析を実施し，

最終的な応力又はひずみにより評価を実施する。なお，解析ステップは圧力及び地震荷重以外の荷重，圧力，地震荷重の順であり，荷重ごとのモデル化範囲及び境界条件の考え方は弾性解

析と同じである。 
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（a） 全体図 （b） 北側半分図化 

図 2－1 応力解析モデル図（地震荷重時） 

 

 

 

Ｎ 

Ｅ 

Ｎ 

Ｅ 
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別紙 1-1-1 

1. 概要 

原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の応力解析においては，既

工認＊における異常時圧力及び異常時温度荷重から今回工認における異常時圧力及び異

常時温度荷重を設定している。本資料は，その考え方について示すものである。 

 

注記＊：平成 4 年 3 月 27 日付け 3 資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付資料Ⅳ

-1-3「原子炉格納施設の基礎の説明書」及びⅣ-3-4-1-1「原子炉格納容器コン

クリート部の強度計算書」 
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2. 今回工認における荷重の組合せ 

RCCV の応力解析における荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

している荷重の組合せを用いている。Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」における荷重の

組合せを表 2－1 に示す。表 2－1 に示すとおり，荷重状態Ⅲ及びⅣにおいて，異常時圧

力Ｐ２及び異常時温度荷重Ｔ２を用いた荷重の組合せを設定しており，荷重状態Ⅲの注記

に「冷却材喪失事故時の荷重としての圧力の最大値は考慮しない」，荷重状態Ⅳの注記

に「冷却材喪失事故後の最大内圧とＳｄ（又は静的地震力）との組合せを考慮する」と

記載している。 

また，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」における荷重及び荷重の組合せは，「発電用

原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」

（以下「CCV 規格」という。）における荷重の組合せに基づき設定している。CCV 規格に

おける荷重の組合せを表 2－2 に示す。表 2－2 に示すとおり，荷重状態Ⅲの（異常＋地

震）時は，異常発生から 10-1 年以降の圧力及び温度荷重を考慮すること，荷重状態Ⅳの

（異常＋地震）時は，異常時圧力の最大値を考慮することが備考に記載されている。 

以上より，RCCV の応力解析における異常時圧力及び異常時温度荷重は，異常発生から

10-1 年以降の圧力及び温度荷重並びに異常時圧力の最大値を用いることとしている。 
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表 2－1 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」における荷重の組合せ 
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表 2－2 CCV 規格における荷重の組合せ（抜粋） 
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3. 既工認における異常時圧力及び異常時温度荷重 

今回工認においては，異常時の条件が既工認から変更ないため，既工認の異常時圧力

及び異常時温度荷重をそのまま用いている。 

既工認における異常時圧力を表 3－1 に，異常時温度荷重を表 3－2 に示す。表 3－1 及

び表 3－2 に示すとおり，既工認においては，異常発生後の経過時間として「直後」，「30

分」，「6 時間」，「230 時間」及び「720 時間」の 5 種類を設定している。今回工認におい

ては，これらの中から「2. 今回工認における荷重の組合せ」に示した「異常発生から

10-1 年以降の圧力及び温度荷重並びに異常時圧力の最大値」に相当するものを選定して

いる。即ち，10-1 年（≒30 日＝720 時間）以降に相当する「720 時間」の圧力Ｐ２５及び

温度荷重Ｔ２５，並びに，異常時圧力の最大値に相当する「直後」の圧力Ｐ２１を選定し

ている。なお，「30 分」，「6 時間」及び「230 時間」の異常時圧力及び異常時温度荷重に

ついては，既工認において，地震荷重と組み合わせない荷重状態Ⅲの異常時に用いてい

る。 
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4. まとめ 

RCCV の応力解析における今回工認の異常時圧力及び異常時温度荷重の設定の考え方に

ついて整理した。今回工認における荷重の組合せと既工認における異常時圧力及び異常

時温度荷重を踏まえ，今回工認における異常時圧力及び異常時温度荷重を適切に設定し

ていることを確認した。 

 



別紙 2 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件の考え方 

 



 

目 次 

 

1. 概要  ·································································  別紙 2-1 

2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件  ························  別紙 2-2 
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1. 概要 

本資料は，原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の応力解析におけるモデル

化，境界条件及び拘束条件についての概要を示すものである。 
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2. 応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件 

RCCVの応力解析におけるモデル化，境界条件及び拘束条件を表 2－1に示す。 

 

  直接基礎の底面及び側面の地盤ばねの設定における基本的な考え方は，以下のとおり。 

(1) 底面地盤ばね 

  ・水平ばね 

    振動アドミッタンス理論に基づく水平ばねより算出する。 

  ・鉛直ばね 

   基礎浮上りを考慮し，回転ばね反力として生じる転倒モーメントを適切に評価するため，

振動アドミッタンス理論に基づく回転ばねより算出する。 

 

(2) 側面地盤ばね 

  ・水平ばね 

    Novakの手法に基づく水平ばねにより算出する。 

・鉛直ばね 

    Novakの手法に基づく回転ばねにより算出する。 

 

有限要素法を用いた解析モデルにおける要素分割の考え方＊については，以下のとおり。 

・はり要素 

はり要素の場合は，曲げの変位関数が 3次で精度が高いため，基本的に要素分割の細分化

は不要であるが，部材の接合点間で変位情報出力や荷重入力がある場合には複数要素に細分

し，曲線部材がある場合は，その曲線が直線近似できる程度の分割にすることが一般的であ

る。また，分布荷重がある場合や分布質量が関係する自重荷重などの計算では，要素分割す

ることにより質量分布がより正確になり，解析結果の精度が向上する。更に，要素分割の細

分化により，変形図やモード図で構造物の変形状態を容易に把握することが可能となる。 

 

・シェル要素 

要素分割は，基本的には発生する応力状態によって決まり，構造形状と荷重条件より要素

分割数を考慮する。要素形状の縦横比（アスペクト比）は，重要部分で 1：2以下，その他の

領域や応力変化が少ない領域では，1：3程度までで，分割に際しては 4角形要素を利用して

格子状とするのが一般的である。曲面板構造の場合は，平板要素や軸対称シェル要素の大き

さは，集中荷重や不連続部を含む曲面部近傍では 2.5√（R/t）を 10～20 分割すると適切な

応力分布が求められ，構造物の半径（R）と板厚（t）が考慮されている。また，面内曲げ・

軸力及び面外のせん断や曲げを受ける部材のシェル要素の辺の長さは，シェルの広がり方向

の応力分布の状態から決まり，応力変化が大きい領域は要素を小さくする必要がある。 

 

注記＊：構造解析のための有限要素法実践ハンドブック（非線形 CAE協会，2008年） 
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表 2－1 モデル化，境界条件及び拘束条件（1/6） 

モデル概要 

○モデル化範囲 

・地震荷重時は RCCVシェル部，トップスラブ部，使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾燥器・気水分

離器ピット，ダイヤフラムフロア及び RCCV底部を含む基礎スラブをモデル化する。 

・地震荷重以外の荷重時は，原子炉本体基礎及び下部ドライウェルアクセストンネルを上記の

モデル化範囲に加える。 

・上部構造モデル部分については周辺床及び外壁の剛性を境界条件として考慮する。 

・基礎スラブモデル部分については外壁及び中間壁の剛性を境界条件として考慮する。 

 

 

 

 

 

モデル化範囲（単位：m） 

 

 

 

  

モデル化範囲 

境界条件として考慮 
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表 2－1 モデル化，境界条件及び拘束条件（2/6） 

モデル概要 

○使用要素 

【荷重状態Ⅲ】 

・シェル要素 

【荷重状態Ⅳ，Ⅴ】 

・積層シェル要素 

 

○要素分割 

・要素の一辺の長さを 2.0m程度とし，壁，スラブ及び開口の配置を考慮して分割する。 

 

 

 

モデル概要（地震荷重時） 

 

 

 

 

 

 

  

Ｎ 

Ｅ 
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表 2－1 モデル化，境界条件及び拘束条件（3/6） 

境界条件，拘束条件 

上部構造物と基礎スラブの境界 

・基礎スラブと上部構造物の境界部においては，上部構造物の剛性を考慮することで，基礎スラ

ブの応力・変形状態を評価する。 

・外壁の脚部については，多点拘束を設ける。（外壁の脚部の節点の鉛直方向が平面保持するよ

うに変形を拘束する。） 

・中間壁の脚部については，はり要素を設ける。 

・開口部については，はり要素の剛性を低減することで考慮する。 

・基礎スラブから立ち上がる独立柱については，その剛性を考慮しない。 

はり要素の剛性（断面性能） 

・曲げ剛性（断面二次モーメント） ：I＝t×h3／12 

・せん断剛性（せん断断面積）   ：As＝t×h 

t：壁の厚さ 

h：モデル化する壁の高さ 

基礎スラブと地盤の境界 

・地震時の評価については，基礎スラブと底面地

盤との間に底面地盤を表現するギャップ要素

を設け，基礎スラブと底面地盤との間の剝離

（基礎スラブの浮上り）を考慮している。 

・地震時以外の評価については，基礎スラブの浮

上りは考慮せず，静的地盤定数から算定される 

 地盤ばねを設ける。なお，静的地盤ばね定数は 

既工認と同じ値とする。 

                             モデル概要 

〇ギャップ要素 

鉛直ばねに引張力が発生した際に，水平剛性及び鉛直剛性をゼロとし，浮上りを考慮する。 

      

注：鉛直ばねに引張力が発生した場合には，水平剛性もゼロとする。 

      （a） 水平剛性            （b） 鉛直剛性 

ギャップ要素の概念図 

 

  

鉛直剛性 

鉛直ばね応力 

O 

引張 

圧縮 

変位 変位 

水平ばね応力 

O 

水平剛性 

ギャップ要素 
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表 2－1 モデル化，境界条件及び拘束条件（4/6） 

境界条件，拘束条件 

基礎スラブと地盤の境界 

○底面地盤ばね 

水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：振動アドミッタンス理論による水平ばね KHを節点支配面積 Aiで離散化。 

      KHi＝（KH NS／A＋KH EW／A）／2×Ai   A：基礎スラブの底面積 

・鉛直剛性：地震時は，転倒モーメントが支配的となるため振動アドミッタンス理論による回

転ばね KRを節点支配面積 Ai で離散化。地震時以外は，静的地盤ばね定数 KVを節

点支配面積 Aiで離散化。 

      地震時  ：KVi＝（KR NS／I NS＋KR EW／I EW）／2×Ai   

I：基礎スラブの断面二次モーメント 

      地震時以外：KVi＝（KV／A）×Ai  A：基礎スラブの底面積 

 
底面地盤ばね 

○側面地盤ばね 

水平剛性及び鉛直剛性は以下のとおり設定する。 

・水平剛性：Novakの手法に基づく側面水平地盤ばね定数 sKsを節点支配長さ Liで離散化。 

sksi＝（sKs／(2×LNS＋2×LEW)）×Li 

LNS:基礎スラブ辺長（NS方向） 

LEW:基礎スラブ辺長（EW方向） 

・鉛直剛性：Novakの手法に基づく側面回転地盤ばね定数 sKrを節点支配長さ Liで離散化。 

skvi＝（sKr／ I’NS＋sKr／ I’EW ）／2×Li 

I’NS(EW)＝LEW(NS)×LNS(EW)2／2＋LNS(EW)3／6 

 

 

側面地盤ばね 

 
  

基礎スラブ底面全体で 

離散化 

基礎スラブ外周で 

離散化 
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表 2－1 モデル化，境界条件及び拘束条件（5/6） 

境界条件，拘束条件 

上部構造物と周辺構造物との境界 

地震荷重時 

 

・ 原子炉本体基礎及び下部ドライウェル

アクセストンネルはモデル化しない。 

・ RCCVシェル部，トップスラブ部，使

用済燃料貯蔵プール及び蒸気乾燥器・

気水分離器ピットは，周辺床（はり要

素，ロッド要素）の剛性による拘束を

考慮するが，外壁の剛性を考慮したロ

ッド要素は基礎スラブに接続しない。 

・ ライナの剛性は考慮しない。 

地震荷重及び温度荷重以外の荷重時 

 

・ RCCVシェル部，トップスラブ部，使

用済燃料貯蔵プール及び蒸気乾燥器・

気水分離器ピットは，周辺床（はり要

素，ロッド要素）の剛性による拘束を

考慮し，外壁の剛性を考慮したロッド

要素は基礎スラブに接続する。 

・ ライナの剛性は考慮しない。 

温度荷重時 

 

・ RCCVシェル部，トップスラブ部，使

用済燃料貯蔵プール及び蒸気乾燥器・

気水分離器ピットは，周辺床（はり要

素，ロッド要素）の剛性による拘束を

考慮し，外壁の剛性を考慮したロッド

要素は基礎スラブに接続する。 

・ ライナの剛性を考慮する。 

  

赤線：はり要素

青線：ロッド要素

E

N

X

Y
Z

節点数：7805
要素数：11024

境界条件
(北側半分図化)

赤線：はり要素

青線：ロッド要素

E

N

X

Y
Z

節点数：8398
要素数：11552

境界条件
(北側半分図化)

赤線：はり要素

青線：ロッド要素

E

N

X

Y
Z

節点数：8398
要素数：11552

境界条件
(北側半分図化)
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表 2－1 モデル化，境界条件及び拘束条件（6/6） 

境界条件，拘束条件 

上部構造物と周辺構造物との境界 

はり要素の剛性（断面性能） 

・軸剛性（軸断面積）        ：A＝t×h 

・曲げ剛性（断面二次モーメント）  ：I＝t×h3／12 

                     ＋A×(h／2＋D／2)2 

・せん断剛性（せん断断面積）    ：As＝t×h 

t：床の厚さ 

h：モデル化する床の幅＊1 

D：壁の厚さ 

ロッド要素の剛性（断面性能）  

・軸剛性（軸断面積＊2）       ：A＝t×h 

 

t：壁の厚さ 

h：モデル化する壁の幅＊3 

注記＊1：プールガーダに取り付く床の幅については，既工認と同様に，下図のとおりプールの最外

端からプールガーダに対して 30°の角度の範囲として設定する。 

 

 

 

＊2：RCCV 周辺床の軸断面積については，既工認と同様に，各階の床スラブと等価な面積とな

る穴あき円盤の半径方向軸剛性をもとに設定する。 

＊3：プールガーダに取り付く外壁の幅については，既工認と同様に，東側及び西側の外壁長さ

の 1／2として設定する。 



 

別紙 3 地震荷重の入力方法 

 



 

目 次 
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別紙 3-1 

1. 概要 

本資料は，コンクリート製原子炉格納容器（以下「RCCV」という。）に作用する地震

荷重の入力方法について示すものである。 
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2. 地震荷重の入力方法 

RCCV の応力解析に当たって，FEM モデルに入力する地震荷重として，水平地震力，鉛

直地震力及び地震時土圧荷重を考慮する。 

地震荷重の入力は，基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的地震力に対する

地震応答解析結果を考慮し，FEM モデルに入力する水平力，曲げモーメント及び鉛直力

が，各質点位置で地震応答解析結果と等価になるように設定する。 

具体的には，水平地震力については，地震応答解析により求まる各層の最大応答せん

断力に基づく水平力を FEM モデルに入力する。上部構造モデル部分については，地震応

答解析モデルの各質点位置に相当する FEM モデルの各節点に節点荷重として入力する。

上部構造物から作用する基礎スラブへの地震時反力については，FEM モデルにおける上

部構造物脚部に対応する各節点に，節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重として入

力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面地

盤ばねと基礎スラブ側面地盤ばねのそれぞれの最大水平力の合算値から，上部構造物か

ら作用する水平力を差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加せん断力」という。）

を FEM モデルの基礎スラブの各節点に，節点の支配面積に応じて分配し，節点荷重とし

て入力する。 

また，地震応答解析により求まる各質点の最大応答曲げモーメントと FEM モデルに入

力した水平力により発生する曲げモーメントの差分を FEM モデルに入力する。上部構造

モデル部分については，偶力に置換して節点荷重として入力する。上部構造物から作用

する基礎スラブへの地震時反力は，偶力に置換して水平力の入力位置に節点荷重として

入力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より求まる基礎スラブ底面

地盤ばねと基礎スラブ側面地盤ばねのそれぞれの最大曲げモーメントの合算値から，上

部構造物から作用する曲げモーメントを差し引いた値と等価になる荷重（以下「付加曲

げモーメント」という。）を FEM モデルの基礎スラブの各節点に，節点の支配面積と中

心位置からの距離に応じて偶力に置換して分配し，節点荷重として入力する。EW 方向の

プール部の回転ばねによる曲げモーメントについては，プールガーダの長さで除して求

めた外壁からの鉛直方向の反力を，プールガーダの端部及び基礎スラブの外壁脚部に節

点荷重として入力する。 

なお，水平地震力及び曲げモーメントについては，耐震壁の位置に対応する節点に入

力することを原則とするが，プールガーダは建屋中央部の耐震壁と同じ厚さの壁が外壁

まで連続することから，プールガーダ全体に対応する節点に入力する。また，曲げモー

メントの偶力への置換については，建屋中心軸からの平面保持を仮定している。外壁部

については，地震応答解析モデルの曲げ剛性評価において考慮しているフランジ部脚部

への入力も可能であるが，外壁脚部は多点拘束していることから，フランジ部の負担分

を含め，ウェブ部にのみ入力する。 

鉛直地震力については，地震応答解析により求まる各質点の最大応答加速度及び基礎



 

別紙 3-3 

直上の部材の軸力から算出した鉛直震度及び軸力係数に基づく鉛直力を FEM モデルに入

力する。上部構造モデル部分については，FEM モデルの各節点に，節点の支配重量に鉛

直震度を乗じた節点荷重として入力する。上部構造物から作用する基礎スラブへの地震

時反力については，FEM モデルにおける上部構造物脚部位置に対応する各節点の支配面

積に応じて上部構造物の重量を分配した支配重量に鉛直震度（軸力係数）を乗じた節点

荷重として入力する。基礎スラブモデル部分については，地震応答解析より求まる基礎

スラブ底面地盤ばねの鉛直力から上部構造物から作用する鉛直力を差し引いた値と等価

になる荷重（以下「付加軸力」という。）を基礎スラブの重量で除して付加軸力係数を

算定する。そして，FEM モデルの基礎スラブの各節点の支配重量に付加軸力係数を乗じ

た節点荷重として入力する。 

地下外壁部に作用する地震時土圧荷重により基礎スラブに作用する荷重は，外壁を各

階スラブ位置で支持した連続ばりモデルを用いて算定する。算定した外壁脚部に生じる

単位長さ当たりの曲げモーメント及びせん断力は，基礎スラブ外周の節点の支配長さに

応じて分配し，節点荷重として入力する。なお，曲げモーメントについては，壁厚を考

慮した偶力に置換し，節点荷重として入力する。 

FEM モデルに入力する地震荷重の概念図を図 2－1 に示す。また，FEM モデルに入力す

る地震荷重を図 2－2 に示す。なお，図 2－2 における地震時土圧荷重は，地震時増分土

圧荷重として示す。 
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(a) 水平地震力 

 

 

 

(b) 曲げモーメント 

図 2－1 FEM モデルに入力する地震荷重の概念図（1/2） 

  

Ｑ1

Ｑ2

ＱＳ

Ｐ1

Ｐ2

ＰＢＱＲ

Ｐ1＝Ｑ1

・
・
・
・
・
・

■上部構造モデル部分に作用させる水平力Ｐの算出

Ｐ2＝Ｑ2－Ｑ1

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加せん断力ＰＢの算出

ＰＢ＝ＱＲ－ＱＳ

ＰＢ：FEMに入力する付加せん断力
ＱＲ：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる水平力
ＱＳ：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに

作用するせん断力

Ｑi：地震応答解析による最大応答せん断力
Ｐi：FEMに入力する水平力

Ｍ”1＝Ｍ1－Ｍ’1

Ｍ”2＝Ｍ2－(Ｍ’2＋Ｍ”1)Ｍ1

Ｍ2

ＭＳ

Ｐ1

Ｐ2

Ｐ3

Ｍ’1

Ｍ’2

Ｍ”1

Ｍ”2

ＭＲ
ＭＢ

・・・・・・

Ｍi ：地震応答解析による最大応答曲げモーメント
Ｍi ：FEMに入力した水平力により発生する曲げモーメント
Ｍ”i：当該階に入力する曲げモーメント

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加曲げモーメントＭＢの算出

ＭＢ＝ＭＲ－ＭＳ

ＭＢ：FEMに入力する付加曲げモーメント
ＭＲ：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる曲げモーメント
ＭＳ：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに

作用する曲げモーメント

■上部構造モデル部分に作用させる曲げモーメントＭ”の算出

 
Ｍ ’i 
Ｍi 

Ｍ ’’i 
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(c) 鉛直地震力 

 

ＱＡ：基礎スラブに入力するせん断力 

ＭＡ：基礎スラブに入力する曲げモーメント 

(d) 地震時土圧荷重 

図 2－1 FEM モデルに入力する地震荷重の概念図（2/2） 

 

Ｎ1

ＮＳ

α1

ＮＢ

ＮＲ

Ｎ2α2

Ｎ1＝α1×ｍ

・
・
・
・
・
・

■上部構造モデル部分に作用させる鉛直力Ｎの算出

■基礎スラブモデル部分に作用させる付加軸力ＮＢの算出

ＮＢ＝ＮＲ－ＮＳ

ＮＢ：FEMに入力する付加軸力
ＮＲ：地震応答解析より設定した地盤ばねに生じる鉛直力
ＮＳ：地震応答解析より設定した上部構造物から基礎スラブに

作用する鉛直力

αi ：地震応答解析により設定した鉛直震度
Ｎi ：FEMに入力する鉛直力
ｍ ：各節点の支配重量

Ｎ2＝α2×ｍ

 710 kN/m2 462 kN/m2

 260 kN/m2

1180 kN/m2 662 kN/m2

 460 kN/m2
Sd地震時土圧荷重 Ss地震時土圧荷重

連続ばりモデル
CRF

4F

3F

2F

1F

B1F

B2F

B3F
ＱＡ 

ＭＡ 
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(a) 水平力（ NS 方向）  上部構造モデル部分  

 

  

 

(b) 水平力（ EW 方向）  上部構造モデル部分  

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 1/11）   

PN 

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 
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(c) 曲げモーメント（ NS 方向）  上部構造モデル部分  

 

 

(d) 曲げモーメント（ EW 方向）  上部構造モデル部分  

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 2/11）  

  

PN 

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 

PN 
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(e) 鉛直力  上部構造モデル部分  

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 3/11）   

PN 

地震荷重加力方向 
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(f) 水平力（ NS 方向）  基礎スラブモデル部分  

 

 

  

 

(g) 水平力（ EW 方向）  基礎スラブモデル部分  

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 4/11）  

  

地震荷重加力方向 

PN 

地震荷重加力方向 
PN 
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(h) 曲げモーメント（ NS 方向）  基礎スラブモデル部分  

 

 

  

(i) 曲げモーメント（ EW 方向）  基礎スラブモデル部分  

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 5/11）  

 

  

地震荷重加力方向 

PN 

地震荷重加力方向 
PN 
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(j) 鉛直力  基礎スラブモデル部分  

図 2－2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 6/11）   

PN 

地震荷重加力方向 
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(k) 付加せん断力（NS 方向）  

 

 

(l) 付加せん断力（EW 方向） 

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 7/11）   

地震荷重加力方向 

PN 

地震荷重加力方向 
PN 
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(m) 付加曲げモーメント（NS 方向） 

 

 

(n) 付加曲げモーメント（EW 方向） 

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 8/11）   

地震荷重加力方向 

PN 

地震荷重加力方向 
PN 
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(o) 付加軸力 

図 2－ 2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 9/11）  

  

PN 

地震荷重加力方向 
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(p) 地震時増分土圧荷重（NS 方向） せん断力 

 

 

(q)  地震時増分土圧荷重（EW 方向） せん断力 

図 2－2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 10/11）  

  

PN 

PN 

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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(r)  地震時増分土圧荷重（NS 方向） 曲げモーメント 

 

 

(s) 地震時増分土圧荷重（EW 方向） 曲げモーメント 

図 2－2 FEM モデルに入力する地震荷重（ 11/11）  

PN 

PN 

地震荷重加力方向 

地震荷重加力方向 
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別紙 4-1 

1. 概要 

本資料は，原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の応力解析にお

ける断面の評価部位の選定に関し，工認記載の断面の評価要素の選定結果について示す

ものである。 
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2. 断面の評価部位の選定 

RCCV の荷重の組合せケースを表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 荷重の組合せケース（1/6） 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅲ 地震時 

（1） 

1-1 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ  

1-2 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-3 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-4 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-5 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-6 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-7 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-8 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-9 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-10 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-11 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-12 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-13 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-14 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-15 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-16 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-17 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-18 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-19 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-20 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-21 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-22 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-23 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-24 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

注：[ ]は応力状態 2 に対する荷重を表す。  
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表 2－1 荷重の組合せケース（2/6） 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅲ （異常＋

地震）時 

（1） 

2-1 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-2 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-3 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-4 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-5 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-6 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-7 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-8 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-9 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

2-10 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

2-11 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

2-12 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

2-13 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

2-14 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

2-15 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

2-16 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

2-17 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-18 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-19 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-20 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-21 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-22 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

2-23 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

2-24 ＤＬ＋Ｐ２５＋[Ｔ２５]－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

注：[ ]は応力状態 2 に対する荷重を表す。 
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表 2－1 荷重の組合せケース（3/6） 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅳ 地震時

（2） 
3-1 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

3-2 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

3-3 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

3-4 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

3-5 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

3-6 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

3-7 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

3-8 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

3-9 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

3-10 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 

3-11 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

3-12 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 

3-13 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

3-14 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 

3-15 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

3-16 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 
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表 2－1 荷重の組合せケース（4/6） 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅳ （異常＋

地震）時 

（2） 

4-1 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-2 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-3 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-4 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-5 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-6 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-7 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-8 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-9 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

4-10 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

4-11 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

4-12 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

4-13 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

4-14 ＤＬ＋Ｐ２１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

4-15 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

4-16 ＤＬ＋Ｐ２１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

4-17 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-18 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-19 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-20 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-21 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-22 ＤＬ＋Ｐ２１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

4-23 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

4-24 ＤＬ＋Ｐ２１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 
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表 2－1 荷重の組合せケース（5/6） 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅴ （異常＋

地震）時 

（3） 

5-1 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-2 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-3 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-4 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-5 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-6 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-7 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＮＳ 

5-8 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋1.0ＥｄＥＷ 

5-9 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-10 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

5-11 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-12 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

5-13 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-14 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 

5-15 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＮＳ 

5-16 ＤＬ＋ＰＳＡＬ＋ＨＳＳＡＬ＋ＨＳＡ－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋Ｒｄ＋0.4ＥｄＥＷ 
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表 2－1 荷重の組合せケース（6/6） 

荷重 

状態 

荷重時 

名 称 

ケース 

No． 

 

荷重の組合せ 

Ⅴ （異常＋

地震）時 

（4） 

6-1 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

6-2 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

6-3 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

6-4 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

6-5 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

6-6 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

6-7 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＮＳ 

6-8 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋1.0ＥｓＥＷ 

6-9 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

6-10 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 

6-11 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

6-12 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 

6-13 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

6-14 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 

6-15 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＮＳ 

6-16 ＤＬ＋ＰＳＡＬＬ＋ＨＳＳＡＬＬ－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋Ｒｓ＋0.4ＥｓＥＷ 
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2.1 シェル部 

シェル部の配筋領域図を図2－1に，配筋一覧を表2－2に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表2－3に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断

面の評価結果を図2－2に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力

コンター図を図2－3に示す。 
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図 2－1 配筋領域図（シェル部） 
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表 2－2 配筋一覧（シェル部） 

(a) 子午線（φ）方向 

T.M.S.L. 

(m) 
配筋＊ 

21.3 

3×320-D51 

11.0 

2×320-D51 

＋1×320-D41 

-8.2 

注記＊：内側及び外側とも，同一配筋。 

 

(b) 円周（θ）方向 

T.M.S.L. 

(m) 
配筋＊ 

21.3 

2-D51@300 

17.7 

3-D51@300 

8.7 

2-D51@300 

＋1-D41@300 

4.5 

2-D51@300 

＋1-D41@600 
-8.2 

注記＊：内側及び外側とも，同一配筋。 
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（1/3） 

(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

1-19 0.407

1-23 0.552

1-21 0.351

子午線 9 1-3 0.680

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 13

面内せん断力 - 21

面外せん断力 子午線 100010

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

評価項目

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値評価項目

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

2-23 0.350

子午線 9 2-3 0.770

2-8 0.426

2-23 0.505

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 9

面内せん断力 - 100210

面外せん断力 子午線 100432

コンクリート圧縮応力度
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（2/3） 

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 11

面内せん断力 - 111

面外せん断力 子午線 431

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

3-1 0.228

子午線 109 3-3 0.171

3-8 0.500

3-5 0.698

膜力 子午線 11 3-1 0.692圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

11 4-5 0.301

100 4-17 0.423

431 4-8 0.266

177 4-3 0.086

11 4-17 0.092

評価項目

子午線

子午線

子午線

-

子午線

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

膜力

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度
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表 2－3 各評価項目の検定値一覧（3/3） 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

面外せん断力

膜力

等価膜力
＋

曲げモーメント

面内せん断力 - 111 5-5

0.146

子午線 40 5-4 0.216

0.514

5-1

子午線 94 5-4

0.429

0.393

子午線 11

子午線 100011 5-7

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

評価項目

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

面外せん断力

面内せん断力

膜力 子午線 11

等価膜力
＋

曲げモーメント

6-1 0.255

子午線 39 6-4 0.218

11子午線

- 111 6-5 0.679

子午線 100003

6-1 0.739

6-4 0.485

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

評価項目
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(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（1/6） 

  

913

21

θ

φ

0°90°180°

100010

θ

φ

180°270°0°

要素番号：21 

面内せん断応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.552 

 

要素番号：9 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-3 

検定値：0.680 

 

要素番号：13 

コンクリート圧縮応力度

ケース：1-21 

検定値：0.351 

 

要素番号：100010 

面外せん断応力度 

ケース：1-19 

検定値：0.407 
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注：  は，検定値が最大となる要素を示す。  

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（2/6） 

  

θ

φ

0°90°180°

9

θ

φ

180°270°0°

100210

100432

要素番号：9 

鉄筋引張応力度 

ケース： 2-3 

検定値：0.770 

要素番号：100432 

面外せん断応力度 

ケース：2-8 

検定値：0.426 

 

要素番号：100210 

面内せん断応力度 

ケース：2-23 

検定値：0.505 

 

要素番号：9 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：2-23 

検定値：0.350 
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(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（3/6） 

  

θ

φ

0°90°180°

11

109111

431

要素番号：111 

面内せん断応力度 

ケース：3-5 

検定値：0.698 

 

要素番号：431 

面外せん断応力度 

ケース：3-8 

検定値：0.500 

 

要素番号：109 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-3 

検定値：0.171 

 

要素番号：11 

圧縮応力度 

ケース：3-1 

検定値：0.692 

要素番号：11 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-1 

検定値：0.228 
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(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（4/6） 

  

θ

φ

0°90°180°

11

431

177

100

要素番号：177 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-3 

検定値：0.086 

 

要素番号：431 

面外せん断応力度 

ケース：4-8 

検定値：0.266 

 

要素番号：100 

面内せん断応力度 

ケース：4-17 

検定値：0.423 

 

要素番号：11 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-17 

検定値：0.092 

要素番号：11 

圧縮応力度 

ケース：4-5 

検定値：0.301 
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(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（5/6） 

  

θ

φ

0°90°180°

11

40

94

111

θ

φ

180°270°0°

100011

要素番号：11 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：5-1 

検定値：0.146 

要素番号：111 

面内せん断応力度 

ケース：5-5 

検定値：0.429 

要素番号：40 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：5-4 

検定値：0.216 

要素番号：94 

面外せん断応力度 

ケース：5-4 

検定値：0.514 

要素番号：100011 

圧縮応力度 

ケース：5-7 

検定値：0.393 
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(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

図 2－2 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（6/6） 

  

θ

φ

0°90°180°

111

39 11

θ

φ

180°270°0°

100003

要素番号：39 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：6-4 

検定値：0.218 

 

要素番号：111 

面内せん断応力度 

ケース：6-5 

検定値：0.679 

要素番号：11 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：6-1 

検定値：0.255 

要素番号：100003 

面外せん断応力度 

ケース：6-4 

検定値：0.485 

要素番号：11 

圧縮応力度 

ケース：6-1 

検定値：0.739 
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(a) 等価膜力（子午線方向，ケース 2-3） 

 

 

(b) 曲げモーメント（子午線方向，ケース 2-3） 

 

図 2－3 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

  

要素番号：9 (kN/m) 

引張 

圧縮 

90° 0° 180° 

θ

φ 

要素番号：9 (kN･m/m) 

外側引張 

内側引張 
90° 0° 180° 

θ

φ
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2.2 トップスラブ部 

トップスラブ部の配筋領域図を図2－4に，配筋一覧を表2－4に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表2－5に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断

面の評価結果を図2－5に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力

コンター図を図2－6に示す。 
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注：配筋はＲ４通りに対して対称である。 

図 2－4 配筋領域図（トップスラブ部）（単位：m） 
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表 2－4 配筋一覧（トップスラブ部） 

(a) 主筋 

領域 方向 配筋* 

Ａ 
NS 3-D41@300 

EW 3-D41@300 

Ｂ 
NS 

1-D41@150 

＋2-D41@300 

EW 3-D41@300 

Ｃ 
NS 

2-D41@150 

＋1-D41@300 

EW 3-D41@300 

注記＊：上ば筋及び下ば筋とも，同一配筋。 

 

(b) せん断補強筋 

領域 せん断補強筋 

ａ D19@300×300 

ｂ D19@150×150 
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表 2－5 各評価項目の検定値一覧（1/3） 

(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

NS 1411 1-23 0.544

面外せん断力 NS 101413 1-23 0.839

軸力
＋

曲げモーメント

EW 101425 1-14 0.341コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

評価項目

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

NS 1411 2-23 0.559

面外せん断力 NS 101413 2-23 0.887

軸力
＋

曲げモーメント

EW 101425 2-14 0.358コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

評価項目
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表 2－5 各評価項目の検定値一覧（2/3） 

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値評価項目

軸力
＋

曲げモーメント

NS 101412 3-5

面外せん断力 NS 1413 3-3

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

0.069

NS 101412 3-5 0.041

0.875

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

101413 4-17 0.742

1411 4-17 0.039

101411 4-19 0.054

評価項目

NS

NS

NS

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度
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表 2－5 各評価項目の検定値一覧（3/3） 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

5-12

NS 1401 5-9 0.105

0.162

EW 1471 5-4 0.860

NS 1413

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

EW 1472

NS

NS

101411 6-3 0.055

6-2 0.033

1413 6-3 0.897

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目
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(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

図 2－5 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（1/3） 

  

101413
1411

101425

PN

101425

101413
1411

PN

要素番号：1411 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.544 

 

要素番号：101425 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-14 

検定値：0.341 

 

要素番号：101413 

面外せん断応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.839 

 

要素番号：1411 

鉄筋引張応力度 

ケース：2-23 

検定値：0.559 

 

要素番号：101425 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：2-14 

検定値：0.358 

 

要素番号：101413 

面外せん断応力度 

ケース：2-23 

検定値：0.887 
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(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

図 2－5 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（2/3）  

1413

101412

PN

101413
1411

101411

PN

要素番号：1413 

面外せん断応力度 

ケース：3-3 

検定値：0.875 

 

要素番号：1411 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-17 

検定値：0.039 

 

要素番号：101413 

面外せん断応力度 

ケース：4-17 

検定値：0.742 

 

要素番号：101411 

コンクリート圧縮ひずみ

ケース：4-19 

検定値：0.054 

 

要素番号：101412 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-5 

検定値：0.069 

 
要素番号：101412 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-5 

検定値：0.041 

 



 

別紙 4-29 

 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。  

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

図 2－5 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（3/3） 

1413

1401

1471

PN

1413

101411

1472

PN

要素番号：1471 

面外せん断応力度 

ケース：5-4 

検定値：0.860 

要素番号：1472 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：6-2 

検定値：0.033 

 

要素番号：1413 

面外せん断応力度 

ケース：6-3 

検定値：0.897 

 

要素番号：101411 

コンクリート圧縮ひずみ

ケース：6-3 

検定値：0.055 

 

要素番号：1401 

コンクリート圧縮ひずみ

ケース：5-9 

検定値：0.105 

要素番号：1413 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：5-12 

検定値：0.162 
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面外せん断力（NS 方向，ケース 6-3） 

 

図 2－6 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

  

要素番号：1413 (kN/m) 

PN 
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2.3 底部 

底部の配筋領域図を図2－7に，配筋一覧を表2－6に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表2－7に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断

面の評価結果を図2－8に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力

コンター図を図2－9に示す。 
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(a) 主筋 

 

 

(b) せん断補強筋 

 

図 2－7 配筋領域図（底部）  
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表 2－6 配筋一覧（底部） 

(a) 主筋 

領域 
上ば筋 下ば筋 

方向 配筋 方向 配筋 

Ａ 

NS 3-D38@130 NS 5-D38@200 

EW 3-D38@130 EW 5-D38@200 

Ｂ 

放射 5×160-D38 NS 5-D38@200 

円周 
2-D38@200 

＋3-D38@400 
EW 5-D38@200 

Ｃ 

放射 5×320-D38 NS 5-D38@200 

円周 
2-D38@200 

＋3-D38@400 
EW 5-D38@200 

Ｄ 

放射 5×320-D38 NS 5-D38@200 

円周 5-D38@200 EW 5-D38@200 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

ａ D35@200×80/周 

ｂ D35@200×160/周 

ｃ D35@200×160/周 

ｄ D35@400×400 
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表 2－7 各評価項目の検定値一覧（1/3） 

(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

0.525

面外せん断力 放射 10002374 1-22 0.592

軸力
＋

曲げモーメント

0.464

NS 10002161 1-19

放射 10002161 1-19

評価項目

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

0.653

面外せん断力 放射 10002374 2-22 0.575

軸力
＋

曲げモーメント

0.519

放射 10002180 2-23

放射 10002161 2-19

評価項目

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度
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表 2－7 各評価項目の検定値一覧（2/3） 

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

  注 1：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

注 2：( )内は，応力平均化前の値を示す。 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

0.832

1.02

評価項目

0.153

0.067

放射 10002171 3-2

面外せん断力 放射 10002371 3-2

軸力
＋

曲げモーメント NS 10002141 3-1

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度
(    )

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

10002374 4-22 0.502

10002161 4-19 0.025

10002161 4-19 0.065

放射

評価項目

放射

NS

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度
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表 2－7 各評価項目の検定値一覧（3/3） 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

面外せん断力

軸力
＋

曲げモーメント

0.083

0.062

放射 10002171 5-2

NS 10002141 5-5

0.872放射 10002250 5-2

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

放射 10002171 6-2 0.160

0.080

放射 10002371 6-2 0.967

NS 10002141 6-1

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目
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(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（1/6） 

  

PN

10002374

10002161

要素番号：10002161 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-19 

検定値：0.464 

 

要素番号：10002374 

面外せん断応力度 

ケース：1-22 

検定値：0.592 

 

要素番号：10002161 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-19 

検定値：0.525 
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(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（2/6） 

 

10002161

PN

10002374

10002180
10002161

要素番号：10002161 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：2-19 

検定値：0.519 

 

要素番号：10002374 

面外せん断応力度 

ケース：2-22 

検定値：0.575 

 

要素番号：10002180 

鉄筋引張応力度 

ケース：2-23 

検定値：0.653 
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注：  は，検定値が最大となる要素を示す。  

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（3/6） 

  

PN

10002371

10002141

10002171要素番号：10002171 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-2 

検定値：0.153 

 

要素番号：10002141 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-1 

検定値：0.067 

 

要素番号：10002371 

面外せん断応力度 

ケース：3-2 

検定値：0.832 
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(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（4/6） 

  

PN

10002161

10002374

要素番号：10002161 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-19 

検定値：0.065 

 

要素番号：10002374 

面外せん断応力度 

ケース：4-22 

検定値：0.502 

 
要素番号：10002161 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-19 

検定値：0.025 
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(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（5/6） 

  

PN

10002141

10002171

10002250

要素番号：10002171 

コンクリート圧縮ひずみ

ケース：5-2 

検定値：0.083 

 

要素番号：10002141 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：5-5 

検定値：0.062 

 

要素番号：10002250 

面外せん断応力度 

ケース：5-2 

検定値：0.872 
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(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

図 2－8 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（6/6） 

 

  

PN

10002371

10002141

10002171

要素番号：10002171 

コンクリート圧縮ひずみ

ケース：6-2 

検定値：0.160 

 

要素番号：10002141 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：6-1 

検定値：0.080 

 

要素番号：10002371 

面外せん断応力度 

ケース：6-2 

検定値：0.967 
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面外せん断力（放射方向，ケース 3-2） 

 

図 2－9 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

  

要素番号：10002371 

(kN/m) 

PN 



 

別紙 4-44 

2.4 貫通部 

貫通部の開口補強筋概要図を図2－10に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表2－8に，断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断

面の評価結果を図2－11～図2－16に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケー

スの断面力コンター図を図2－17に示す。 
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図 2－10 開口補強筋概要図（片面当たり） 

  



 

別紙 4-46 

表 2－8 各評価項目の検定値一覧（1/3） 

(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

 

  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

検定値

0.156面外せん断力 子午線 LDA3 1-8

1-9 0.743

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH13 1-6 0.334

円周 LDA16 1-19 0.529

円周 MD4 1-17 0.675
MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA3 1-16 0.377

面外せん断力 円周 MA5

評価項目

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

検定値

0.187面外せん断力 子午線 LDA16 2-17

2-9 0.729

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH14 2-6 0.365

円周 LDA16 2-19 0.511

円周 MB6 2-19 0.785
MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA3 2-16 0.316

面外せん断力 円周 MA5

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面外せん断応力度

評価項目
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表 2－8 各評価項目の検定値一覧（2/3） 

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

検定値

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 MA5 3-8 0.122

円周 MB15 3-7 0.100

0.716

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 LDH14 3-6

面外せん断力 円周 MD13 3-13

面外せん断力 子午線 LDA5 3-3

0.280

子午線 LDH14 3-4 0.284

0.174

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

検定値

0.155LDA6 4-3

0.161

LDA16 4-19 0.132

LDH14 4-6

0.100

MA5 4-13 0.535

MB14 4-19

MA12 4-23 0.081

円周

子午線

子午線

子午線

円周

子午線

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

評価項目
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表 2－8 各評価項目の検定値一覧（3/3） 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

注：  は，検定値が最大となる領域を示す。 

 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

 

 

  

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

検定値

MS/FDW
開口

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

子午線 MD15 5-4 0.168

0.230

子午線 FA11 5-3 0.894

子午線 MB13 5-3

0.295

子午線 LDA12 5-2 0.376

子午線 LDH14 5-6

0.329子午線 LDA3 5-16

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

評価項目

面外せん断応力度

部位 方向 領域番号
組合せ
ケース

検定値

L/Dアクセス
トンネル開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

MS/FDW
開口

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

0.133

子午線 MB13 6-3 0.131

子午線 MA3 6-4

0.709

子午線 LDH14 6-6 0.325

円周 MA5 6-13

0.324

子午線 LDA3 6-7 0.264

子午線 LDH14 6-4

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

面外せん断応力度

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

評価項目

面外せん断応力度
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 2－11 断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断面の評価結果 

荷重状態Ⅲ・地震時（1）  

0°

MA3

MA5

MD4

θ

φ

0°

LDA16 LDA3

θ

φ

180°

LDH13

θ

φ

領域番号：MA3 

コンクリート圧縮応力度

ケース：1-16 

検定値：0.377 

 

領域番号：MD4 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-17 

検定値：0.675 

 

領域番号：MA5 

面外せん断応力度 

ケース：1-9 

検定値：0.743 

 

領域番号：LDA16 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-19 

検定値：0.529 

 

領域番号：LDA3 

面外せん断応力度 

ケース：1-8 

検定値：0.156 

 

領域番号：LDH13 

コンクリート圧縮応力度

ケース：1-6 

検定値：0.334 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

 

 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 2－12 断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断面の評価結果 

荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1）  

0°

MB6

MA3

MA5

θ

φ

0°

LDA16

θ

φ

180°

LDH14

θ

φ

領域番号：MB6 

鉄筋引張応力度 

ケース：2-19 

検定値：0.785 

 

領域番号：MA5 

面外せん断応力度 

ケース：2-9 

検定値：0.729 

 

領域番号：LDA16 

鉄筋引張応力度 

ケース：2-19 

検定値：0.511 

 

領域番号：LDH14 

コンクリート圧縮応力度

ケース：2-6 

検定値：0.365 

 

領域番号：LDA16 

面外せん断応力度 

ケース：2-17 

検定値：0.187 

 

領域番号：MA3 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：2-16 

検定値：0.316 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 2－13 断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断面の評価結果 

荷重状態Ⅳ・地震時（2）  

0°

MB15

MA5

θ

φ

MD13

0°

LDA5

θ

φ

180°

LDH14

θ

φ

領域番号：MB15 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-7 

検定値：0.100 

 

領域番号：MD13 

面外せん断応力度 

ケース：3-13 

検定値：0.716 

 

領域番号：MA5 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-8 

検定値：0.122 

 

領域番号：LDA5 

面外せん断応力度 

ケース：3-3 

検定値：0.174 

 

領域番号：LDH14 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-4 

検定値：0.284 

 

領域番号：LDH14 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-6 

検定値：0.280 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

 

 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 2－14 断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断面の評価結果 

荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2）  

0°

MB14
MA12

MA5

θ

φ

0°

LDA6

LDA16

LDA6

θ

φ

180°

LDH14

θ

φ

領域番号：MB14 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-19 

検定値：0.100 

 

領域番号：MA5 

面外せん断応力度 

ケース：4-13 

検定値：0.535 

 

領域番号：MA12 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-23 

検定値：0.081 

 

領域番号：LDA16 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-19 

検定値：0.132 

 

領域番号：LDH14 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-6 

検定値：0.161 

 

領域番号：LDA6 

面外せん断応力度 

ケース：4-3 

検定値：0.155 
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注：  は，検定値が最大となる領域を示す。  

(a) MS/FDW 開口 

 

 

 

 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 2－15 断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断面の評価結果 

荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3）  

0°

FA11

MD15

MB13

θ

φ

0°

LDA12

LDA3

θ

φ

180°

LDH14

θ

φ

領域番号：MB13 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：5-3 

検定値：0.230 

 

領域番号：MD15 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：5-4 

検定値：0.168 

 

領域番号：FA11 

面外せん断応力度 

ケース：5-3 

検定値：0.894 

 

領域番号：LDA3 

面外せん断応力度 

ケース：5-16 

検定値：0.329 

 

領域番号：LDH14 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：5-6 

検定値：0.295 

 

領域番号：LDA12 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：5-2 

検定値：0.376 
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(a) MS/FDW 開口 

 

 

 

 

 

 

(b) L/D アクセストンネル開口 

 

図 2－16 断面力ごとの検定値が最大となる領域及び断面の評価結果 

荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4）  

0°

MA3

MA5
MB13

θ

φ

0°

LDA3

θ

φ

180°

LDH14

θ

φ

領域番号：MB13 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：6-3 

検定値：0.131 

 

領域番号：MA3 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：6-4 

検定値：0.133 

 

領域番号：MA5 

面外せん断応力度 

ケース：6-13 

検定値：0.709 

 

領域番号：LDA3 

面外せん断応力度 

ケース：6-7 

検定値：0.264 

 

領域番号：LDH14 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：6-6 

検定値：0.325 

 

領域番号：LDH14 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：6-4 

検定値：0.324 
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面外せん断力（子午線方向，ケース 5-3） 

 

図 2－17 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

  

領域番号：FA11 
(kN/m) 

0° 

θ

φ
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2.5 局部 

局部の局部補強筋範囲を図2－18に，局部補強筋一覧を表2－9に示す。 

各評価項目の検定値一覧を表2－10に，断面力ごとの検定値が最大となる要素及び

断面の評価結果を図2－19に，断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断

面力コンター図を図2－20に示す。 
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図 2－18 局部補強範囲 

 

表 2－9 局部補強筋一覧 

方向 配筋＊ 

円周（θ） 3-D51@300 

注記＊：内側及び外側とも，同一配筋。 

 

 

 

  

T.M.S.L. 21.3m

T.M.S.L. 17.7m

0°36° 324°

MS開口

FDW開口

局部補強範囲
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表 2－10 各評価項目の検定値一覧（1/3） 

(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

361 1-17 0.590

面外せん断力 円周 100318 1-6 0.577

面内せん断力 - 404 1-23 0.586

評価項目

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 1-24 0.368

円周

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

2-17 0.583

面外せん断力 円周 100318 2-6 0.689

面内せん断力 - 435 2-21 0.558

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 2-24 0.316

円周 361

評価項目

コンクリート圧縮応力度

鉄筋引張応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度
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表 2－10 各評価項目の検定値一覧（2/3） 

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

注：  は，検定値が最大となる要素を示す。 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

等価膜力
＋

曲げモーメント

子午線 401 3-8 0.093

円周 406 3-7

- 100284 3-3 0.541

面外せん断力 円周 100283 3-6

0.043

膜力 子午線 100284 3-15 0.250

0.967

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

評価項目

面内せん断力

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

0.153100284 4-7

0.487

100336 4-21 0.348

100318 4-6

0.063

100309 4-17 0.047

303 4-21子午線

子午線

円周

-

子午線

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

膜力

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

評価項目
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表 2－10 各評価項目の検定値一覧（3/3） 

(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

膜力

0.677

- 283 5-1 0.253

子午線 395 5-12

子午線 278 5-8 0.052

0.158

子午線 305 5-3 0.176

子午線 401 5-4コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

評価項目

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度

方向 要素番号
組合せ
ケース

検定値

等価膜力
＋

曲げモーメント

面外せん断力

面内せん断力

膜力 子午線 284

子午線 401 6-4 0.123

6-8 0.220

0.075

円周 100283 6-6 0.944

子午線 100284 6-1

0.524- 100284 6-3

コンクリート圧縮ひずみ

鉄筋引張ひずみ

評価項目

圧縮応力度

面内せん断応力度

面外せん断応力度
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(a) 荷重状態Ⅲ・地震時（1） 

 

 

 

   

 

 

(b) 荷重状態Ⅲ・（異常＋地震）時（1） 

図 2－19 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（1/3） 

  

0°36° 324°

361

404
401

100318

θ

φ

0°36° 324°

435

361

θ

φ

401

100318

要素番号：361 

鉄筋引張応力度 

ケース：1-17 

検定値：0.590 

 

要素番号：100318 

面外せん断応力度 

ケース：1-6 

検定値：0.577 

 

要素番号：404 

面内せん断応力度 

ケース：1-23 

検定値：0.586 

 

要素番号：401 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：1-24 

検定値：0.368 

 

要素番号：435 

面内せん断応力度 

ケース：2-21 

検定値：0.558 

 

要素番号：401 

コンクリート圧縮応力度 

ケース：2-24 

検定値：0.316 

 

要素番号：361 

鉄筋引張応力度 

ケース：2-17 

検定値：0.583 

 

要素番号：100318 

面外せん断応力度 

ケース：2-6 

検定値：0.689 
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注：  は，検定値が最大となる要素を示す。  

(c) 荷重状態Ⅳ・地震時（2） 

 

 

 

   

 

 

 

(d) 荷重状態Ⅳ・（異常＋地震）時（2） 

図 2－19 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（2/3） 

  

0°36° 324°

401406

100283

100284
θ

φ

0°36° 324°

303

100284

100309 100318

100336

θ

φ

要素番号：100284 

圧縮応力度 

ケース：3-15 

検定値：0.250 

 

要素番号：100283 

面外せん断応力度 

ケース：3-6 

検定値：0.967 

 

要素番号：406 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：3-7 

検定値：0.043 

 

要素番号：401 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：3-8 

検定値：0.093 

 

要素番号：100336 

面内せん断応力度 

ケース：4-21 

検定値：0.348 

 

要素番号：100309 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：4-17 

検定値：0.047 

 

要素番号：100284 

圧縮応力度 

ケース：4-7 

検定値：0.153 

 

要素番号：100318 

面外せん断応力度 

ケース：4-6 

検定値：0.487 

 

要素番号：303 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：4-21 

検定値：0.063 

 

要素番号：100284 

面内せん断応力度 

ケース：3-3 

検定値：0.541 
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(e) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（3） 

 

 

 

 

 

 

(f) 荷重状態Ⅴ・（異常＋地震）時（4） 

図 2－19 断面力ごとの検定値が最大となる要素及び断面の評価結果（3/3）  

0°36° 324°

401

283

278

305

θ

φ

395

0°36° 324°

401

284

θ

φ

100283

100284

要素番号：278 

圧縮応力度 

ケース：5-8 

検定値：0.052 

 

要素番号：305 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：5-3 

検定値：0.176 

 

要素番号：283 

面内せん断応力度 

ケース：5-1 

検定値：0.253 

 

要素番号：401 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：5-4 

検定値：0.158 

 

要素番号：284 

圧縮応力度 

ケース：6-8 

検定値：0.220 

 

要素番号：401 

コンクリート圧縮ひずみ 

ケース：6-4 

検定値：0.123 

 

要素番号：100284 

鉄筋引張ひずみ 

ケース：6-1 

検定値：0.075 

 

要素番号：100283 

面外せん断応力度 

ケース：6-6 

検定値：0.944 

 

要素番号：395 

面外せん断応力度 

ケース：5-12 

検定値：0.677 

 

要素番号：100284 

面内せん断応力度 

ケース：6-3 

検定値：0.524 

 



 

別紙 4-64 

 

面外せん断力（円周方向，ケース 3-6） 

 

図 2－20 断面の評価部位の選定に関する荷重組合せケースの断面力コンター図 

要素番号：100283 (kN/m) 

324° 0° 36° 

θ

φ



 

別紙 5 応力解析における応力平均化の考え方 
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1. 概要 

3 次元 FEM モデルを用いた応力の算定において，FEM 要素に応力集中等が見られる場合

については，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，

2005)」（以下「RC-N 規準」という。）に基づき，応力の再配分等を考慮してある一定の

領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行っている。この場合，当該要素における

応力度ではなく，周囲の複数の要素で平均化した応力度に対して断面の評価を実施して

いることから，本資料では，原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）

における複数の要素での応力平均化の考え方及びその結果を示す。 
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2. 応力平均化の考え方 

2.1 応力平均化を実施した領域における断面の評価要素 

断面の評価要素は，応力平均化を行うことによって応力が変わることから，応力平

均化前の断面力に対する検定値を元に選定している。 

RCCV 底部では，応力平均化前の応力分布において，局所的に大きな面外せん断力が

発生している要素を断面の評価要素とし，応力平均化を行い，応力平均化後の値に対

する断面の評価を実施した。 

応力平均化を実施した要素を表 2－1，要素位置図を図 2－1 に示す。 

 

表 2－1 応力平均化要素 

部位 評価項目 方向 要素番号 
組合せ 

ケース 

平均化前の検定値 

（発生値／許容値） 

底部 
面外 

せん断力 

面外 

せん断 

応力度 

放射 10002370 

3-2 

（荷重状態Ⅳ・ 

地震時(2)） 

1.01 

放射 10002371 

3-2 

（荷重状態Ⅳ・ 

地震時(2)） 

1.02 
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図 2－1 要素位置図 

  

PN 
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2.2 応力平均化の方法 

3 次元 FEM モデルを用いた応力解析においては，部材断面やモデル形状が大きく変

化して不連続になっている箇所は，局部的な応力集中が発生しやすい。 

図 2－2 に RCCV の 3 次元 FEM モデルを示す。図 2－2 に示すように，当該部はシェル

部との接続部分であり，応力が集中しやすい。図 2－3 に示す面外せん断力のコンター

図を見ると，当該要素周辺では大きな面外せん断力が発生していることが分かる。 

そこで，今回の RCCV の応力解析においては，RC-N 規準を参考に，コンクリ－トの

ひび割れによる応力の再配分を考慮し，応力の平均化を行った。なお，今回の RCCV の

応力解析には弾塑性解析を採用し，材料の非線形特性を設定しているが，面外せん断

力に対しては非線形特性を考慮できないことから，算出された応力に対して平均化を

行った。 

RC-N 規準においては，「線材では，部材端に生じる斜めせん断ひび割れによって部

材有効せい程度離れた断面の引張鉄筋の応力度が部材端と同じ大きさまで増大する現

象（テンションシフト）が生じるが，面材では，斜めひび割れが発生した場合におい

ても，材軸直交方向への応力再配分によって，線材におけるテンションシフトのよう

な現象は生じにくいと考えられる。」とされており，耐震壁の面外せん断力について，

「面材であるため，局部的に応力の集中があったとしても，応力の再配分を生じ，破

壊に至ることはない。」とされている。また，基礎スラブのような大断面を有する面

材の面外せん断力について，「通常の場合，FEM 解析の要素サイズは，基礎スラブ版厚

より小さいため，付図 2.2 に模式的に示されるように設計用面外せん断力は想定され

るひび割れ領域での平均面外せん断力に対して大きめの評価となっているといえる。

また，基礎スラブにおいても，耐震壁と同様，面材における面外せん断力の再配分も

期待できる。」とされている。RC-N 規準の付図 2.2 を図 2－4 に示す。 

壁，床スラブ，基礎スラブのような面材については，RC-N 規準に示されるように，

面材に荷重を作用させる直交部材からせん断破壊面が 45 度の角度で進展すると考えら

れることから，せん断破壊面が面材の表面から裏面まで貫通する範囲，すなわち部材

厚の範囲に応力が再配分されると考えられる。RCCV 底部における面外せん断力に対す

る応力平均化の考え方を図 2－5 に示す。 

以上より，応力の平均化は，応力コンター図及び基礎スラブの直上の壁配置等を考

慮し，当該要素の壁から離れる側の応力方向に位置する隣接要素に対して，壁面から

基礎スラブの部材厚である 5.5m 分の範囲で行った。各要素について応力平均化範囲を

図 2－6 に示す。なお，応力平均化範囲には中間壁が存在するが，図 2－5 のとおり，

せん断破壊面が中間壁の下部を通ること，図 2－3 のとおり，中間壁の位置でせん断力

分布が不連続になっていないことから，中間壁の下部も応力平均化範囲として考慮す

る。 
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図 2－2 RCCV の 3 次元 FEM モデル（地震荷重時） 

PN 

応力平均化要素位置 
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組合せケース 3-2（放射方向） 

図 2－3 面外せん断力のコンター図 

  

PN 

(kN/m) 
注：太線部は耐震壁の位置を示す。 
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図 2－4 RC-N 規準の付図 2.2 

 

 

 

図 2－5 RCCV 底部における面外せん断力に対する応力平均化の考え方 

 

  

せん断破壊面 

RCCV シェル部 
中間壁 

部材厚ｔ 

応力平均化範囲 
（部材厚ｔ） 

45° 
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(a) 要素番号 10002370 

図 2－6 応力平均化範囲（1/2） 

 応力平均化実施要素 

 平均化実施に用いた周辺要素 

 壁直下の範囲（平均化対象外） 

PN 
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(b) 要素番号 10002371 

図 2－6 応力平均化範囲（2/2） 

 応力平均化実施要素 

 平均化実施に用いた周辺要素 

 壁直下の範囲（平均化対象外） 

PN 
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2.3 応力平均化の結果 

応力平均化の手法として，下式のとおり，要素面積を考慮した重み付け平均で平均

化を行っている。応力平均化に用いる各要素の発生値，面積及び重み付け値を表2－2

に示す。また，応力平均化の結果を表2－3に示す。 

 

τａｖｅ＝∑(τｉ×Ａｉ)／ΣＡｉ 

ここで， 

τａｖｅ ：平均化後の面外せん断応力度 

τｉ  ：平均化前の各要素の面外せん断応力度（発生値） 

Ａｉ  ：応力平均化範囲における各要素の面積 

 

表2－2 応力平均化に用いる各要素の発生値，面積及び重み付け値 

応力平均化  

対象要素 
方向 

組合せ 

ケース 
要素番号 

発生値 

τｉ 

(N/mm2) 

要素面積 

Ａｉ 

(m2) 

重み付け値 

τｉ×Ａｉ 

(×106N) 

10002370 放射 3-2 

10001125 1.23 3.27 4.01 

10001126 1.28 2.91 3.71 

10001153 1.89 2.32 4.39 

10001154 1.86 2.25 4.19 

10002410 2.35 2.28 5.37 

10002432 2.22 0.87 1.93 

10002370 3.04 2.66 8.08 

    合計 16.56 31.68 

10002371 放射 3-2 

10001127 1.28 2.91 3.73 

10001128 1.25 3.27 4.08 

10001155 1.87 2.25 4.21 

10001156 1.92 2.32 4.46 

10002411 2.37 2.28 5.40 

10002433 2.28 0.87 1.98 

10002371 3.07 2.66 8.18 

    合計 16.56 32.04 
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表2－3 応力平均化結果 

要素番号 方向 組合せケース 

面外せん断応力度 

(N/mm2) 

平均化前 平均化後 

10002370 放射 3-2 3.04 1.91 

10002371 放射 3-2 3.07 1.93 
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2.4 断面の評価結果 

2.4.1 断面の評価方法 

荷重状態Ⅳ・地震時（2）の面外せん断応力度について，発生値が許容値を超

えないことを確認する。許容値は，「発電用原子力設備規格 コンクリート製原

子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」に基づき算出する。 

 

2.4.2 断面の評価結果 

応力平均化後の評価結果を表 2－4 に示す。表 2－4 より，応力平均化後の面外

せん断応力度の発生値が許容値を超えないことを確認した。 

 

表 2－4 応力平均化後の評価結果 

要素番号 方向 
組合せ 

ケース 

面外せん断応力度 

(N/mm2) 平均化後の検定値 

（発生値／許容値） 
発生値 許容値 

10002370 放射 3-2 1.91 2.32 0.824 

10002371 放射 3-2 1.93 2.32 0.832 
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別紙 6－1 原子炉建屋の 3 次元 FEM モデルを用いたせん断力負担割合の検討 
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1. 概要 

本資料は，原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の応力解析にお

けるＳｄ地震荷重，Ｓｓ地震荷重，地震時土圧荷重及び地震時配管荷重の算定方法につ

いて示すものである。 

なお，Ｓｄ地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より計算される

動的地震力と静的地震力の 2 つに分類されるため，それぞれの算定方法を示す。 
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2. 動的地震力の算定 

動的地震力は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」における材料物性の不確か

さ等を考慮した地震応答解析により算定する地震荷重である。具体的には，「工事計画

に係る説明資料（建屋・構築物の地震応答計算書）」のうち「原子炉建屋の地震応答計

算書に関する補足説明資料」の別紙 3-2「材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析

結果」に示す弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果にお

ける水平方向の最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメント並びに鉛直方向の最大応

答加速度及び最大応答軸力を用いて算定する。 

ここで，応力解析モデルは，RCCV，使用済燃料貯蔵プール（以下「SFP」という。），

蒸気乾燥器・気水分離器ピット，ダイヤフラムフロア及び基礎スラブを一体としたモデ

ルであるが，本章では，応力解析モデルのうち基礎スラブを除いた部分（以下「上部構

造物」という。）と基礎スラブについて，それぞれの動的地震力の算定方法を示す。 

なお，今回工認の地震応答解析モデルにおいて考慮している補助壁については，応力

解析モデルにおいてモデル化している補助壁とモデル化していない補助壁があるため，

本資料ではそれらを分類して取り扱う。応力解析モデルにおける補助壁の分類を図 2－1

に示す。 
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(a)  B3F，T.M.S.L.-8.2m 

 

 

(b)  B2F，T.M.S.L.-1.7m 

図 2－1 応力解析モデルにおける補助壁の分類（単位：m）（1/3）  

【凡例】 

：モデル化範囲の補助壁 

：モデル化範囲外の補助壁 

【凡例】 

：モデル化範囲の補助壁 

：モデル化範囲外の補助壁 
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(c)  B1F，T.M.S.L. 4.8m 

 

 

(d)  1F，T.M.S.L. 12.3m 

図 2－1 応力解析モデルにおける補助壁の分類（単位：m）（2/3）  

【凡例】 

：モデル化範囲の補助壁 

：モデル化範囲外の補助壁 

【凡例】 

：モデル化範囲の補助壁 

：モデル化範囲外の補助壁 
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(e)  2F，T.M.S.L. 18.1m 

 

 

(f)  3F，T.M.S.L. 23.5m 

図 2－1 応力解析モデルにおける補助壁の分類（単位：m）（3/3） 

  

【凡例】 

：モデル化範囲の補助壁 

：モデル化範囲外の補助壁 

【凡例】 

：モデル化範囲の補助壁 

：モデル化範囲外の補助壁 
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2.1 上部構造物 

2.1.1  動的水平地震力 

上部構造物に入力する動的水平地震力は，水平方向の地震応答解析における

RCCV 部の各階の最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメントを用いて，入力せ

ん断力及び入力曲げモーメントを算定する。 

 

(1)   入力せん断力 

地震応答解析におけるせん断スケルトン曲線については，既工認から変更して

補助壁を考慮しているため，既工認における負担比率ではなく，せん断断面積比

を基に上部構造物の入力せん断力を算定する。上部構造物の入力せん断力の算定

フローを図 2－2 に示す。 

まず，水平方向の地震応答解析における基本ケース（ケース 1）及び材料物性

の不確かさを考慮したケース（ケース 2～6）（以下「パラスタケース」という。）

の RCCV 部の最大応答せん断力を各層で包絡する。 

次に，各層で包絡した最大応答せん断力からモデル化範囲外の補助壁が負担す

るせん断力を減じる。モデル化範囲外の補助壁が負担するせん断力は，せん断断

面積比より算定したせん断力と，モデル化範囲外の補助壁のせん断スケルトン曲

線における第 1 折れ点のせん断耐力の 90％のうち，小さい方とする。これは，モ

デル化範囲の負担せん断力と整合させるためであり，また，地震応答解析におけ

る補助壁の耐力の設定に対して，応力解析における補助壁負担分を保守的に小さ

く設定するためである。 

さらに，モデル化範囲外の補助壁が負担するせん断力を減じたせん断力から，

中間壁が負担するせん断力を減じる。中間壁が負担するせん断力は，せん断断面

積比より算定する。 

以上の手順により算定した上部構造物の入力せん断力を表 2－1 及び表 2－2 に

示す。 

 

(2)   入力曲げモーメント 

地震応答解析における曲げスケルトン曲線については，既工認と同様に補助壁

を考慮していないため，既工認における負担比率を基に上部構造物の入力曲げモ

ーメントを算定する。上部構造物の入力曲げモーメントの算定フローを図 2－3 に

示す。 

まず，水平方向の地震応答解析における RCCV 部の基本ケース及びパラスタケー

スの最大応答曲げモーメントを各層で包絡する。 

次に，各層で包絡した最大応答曲げモーメントから中間壁が負担する曲げモー
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メントを減じる。中間壁が負担する曲げモーメントは，既工認における RCCV と中

間壁の曲げモーメントの負担比率より算定する。なお，曲げモーメントについて

は，地震応答解析と同様に補助壁負担分を考慮せず，保守的にすべて耐震壁が負

担することとしている。 

以上の手順により算定した上部構造物の入力曲げモーメントを表 2－3 及び表 2

－4 に示す。 

 

 

 

図 2－2 上部構造物の入力せん断力の算定フロー 

  

② Ｑ１からモデル化範囲外の補助壁負担分Ｑ補助壁を減じてＱ２を算定 

Ｑ２＝Ｑ１－Ｑ補助壁 

③ Ｑ２から中間壁負担分Ｑ中間壁を減じて入力せん断力Ｑ３を算定 

Ｑ３＝Ｑ２－Ｑ中間壁 

Ｑ中間壁＝Ｑ２×Ａｓ中間壁/(Ａｓ－Ａｓ補助壁) 

Ａｓ中間壁：中間壁のせん断断面積 

① RCCV 部の最大応答せん断力の包絡値Ｑ１を算定 

（地震応答解析における基本ケース及びパラスタケースの包絡値） 

・モデル化範囲外の補助壁のせん断スケルトン 

 曲線における第 1 折れ点のせん断耐力の 90％ 

・Ｑ１×（Ａｓ補助壁/Ａｓ） 

Ｑ補助壁＝min 

Ａｓ補助壁：モデル化範囲外の補助壁のせん断断面積 

Ａｓ：地震応答解析におけるせん断断面積 
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図 2－3 上部構造物の入力曲げモーメントの算定フロー  

① RCCV 部の最大応答曲げモーメントの包絡値Ｍ１を算定 

（地震応答解析における基本ケース及びパラスタケースの包絡値） 

 

② Ｍ１から中間壁負担分Ｍ中間壁
＊1 を減じて入力曲げモーメントＭ２

＊2

を算定 

注記＊1：中間壁負担分は，既工認における RCCV と中間壁の曲げモー

メントの負担比率より算定する。 

  ＊2：曲げモーメントの符号は既工認と同様とする。 
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表 2－1 上部構造物の入力せん断力の算定結果（Ｓｄ） 

(a)  NS 方向 

 

 

(b)  EW 方向 

 

  

包絡値

Ｑ1
決定ケース

(m) (×103kN) (×103kN)

   23.5～31.7 23.1   Sd-1 ケース6 20.9   

   18.1～23.5 95.3   Sd-1 ケース6 81.8   

   12.3～18.1 125     Sd-8 ケース3 86.6   

    4.8～12.3 159     Sd-8 ケース3 111     

   -1.7～ 4.8 206     Sd-8 ケース3 137     

   -8.2～-1.7 261     Sd-8 ケース3 137     

入力
せん断力

Ｑ3

最大応答せん断力

T.M.S.L.

包絡値

Ｑ1
決定ケース

(m) (×103kN) (×103kN)

   23.5～31.7 49.9   Sd-2 ケース6 44.4   

   18.1～23.5 149     Sd-2 ケース3 129     

   12.3～18.1 152     Sd-2 ケース3 97.8   

    4.8～12.3 177     Sd-2 ケース6 113     

   -1.7～ 4.8 229     Sd-2 ケース6 124     

   -8.2～-1.7 232     Sd-2 ケース3 138     

T.M.S.L.

最大応答せん断力 入力
せん断力

Ｑ3
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表 2－2 上部構造物の入力せん断力の算定結果（Ｓｓ） 

(a)  NS 方向 

 

 

(b)  EW 方向 

  

包絡値

Ｑ1
決定ケース

(m) (×103kN) (×103kN)

   23.5～31.7 86.1   Ss-1 ケース5 77.7   

   18.1～23.5 185     Ss-1 ケース5 161     

   12.3～18.1 261     Ss-1 ケース5 182     

    4.8～12.3 340     Ss-8 ケース3 254     

   -1.7～ 4.8 382     Ss-1 ケース4 279     

   -8.2～-1.7 447     Ss-1 ケース3 246     

T.M.S.L.

最大応答せん断力 入力
せん断力

Ｑ3

包絡値

Ｑ1
決定ケース

(m) (×103kN) (×103kN)

   23.5～31.7 82.5   Ss-2 ケース4 73.4   

   18.1～23.5 259     Ss-2 ケース5 223     

   12.3～18.1 302     Ss-2 ケース5 194     

    4.8～12.3 379     Ss-2 ケース6 268     

   -1.7～ 4.8 462     Ss-2 ケース4 299     

   -8.2～-1.7 434     Ss-2 ケース2 268     

T.M.S.L.

最大応答せん断力 入力
せん断力

Ｑ3
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表 2－3 上部構造物の入力曲げモーメントの算定結果（Ｓｄ） 

(a)  NS 方向 

 

 

(b) EW 方向 

 

  

(m) (×106kN･m) (×106kN･m)

31.7 0.0711    Sd-1 ケース2 0.0720    

0.213     Sd-1 ケース2 0.213     

1.00      Sd-1 ケース2 1.00      

1.45      Sd-1 ケース2 1.45      

2.03      Sd-1 ケース2 2.04      

2.63      Sd-1 ケース2 2.63      

3.28      Sd-1 ケース2 3.28      

4.16      Sd-1 ケース2 4.16      

4.59      Sd-1 ケース2 4.59      

5.43      Sd-1 ケース2 5.27      

5.73      Sd-1 ケース2 5.27      

-8.2 6.91      Sd-8 ケース3 6.08      

18.1

12.3

4.8

-1.7

23.5

T.M.S.L

入力曲げ
モーメント

Ｍ2

包絡値

Ｍ1
決定ケース

最大応答曲げモーメント

(m) (×106kN･m) (×106kN･m)

31.7 0.615    Sd-1 ケース6 0.616    

0.905    Sd-1 ケース6 0.906    

1.16     Sd-2 ケース5 -1.16     

0.582    Sd-2 ケース2 -0.583    

0.796    Sd-2 ケース2 -0.797    

1.27     Sd-1 ケース2 1.28     

1.97     Sd-1 ケース2 1.97     

2.92     Sd-1 ケース2 2.93     

3.48     Sd-1 ケース2 3.48     

4.49     Sd-2 ケース3 4.49     

4.84     Sd-2 ケース3 4.84     

-8.2 6.21     Sd-2 ケース3 5.78     

回転ばね＊ 2.39     Sd-1 ケース2 2.40     

注記＊：プール壁がRCCVの曲げ変形を拘束する影響を考慮した回転ばね。

-1.7

T.M.S.L

最大応答曲げモーメント 入力曲げ
モーメント

Ｍ2

包絡値

Ｍ1
決定ケース

23.5

18.1

12.3

4.8
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表 2－4 上部構造物の入力曲げモーメントの算定結果（Ｓｓ） 

(a) NS 方向 

 

 

(b) EW 方向 

 

  

(m) (×106kN･m) (×106kN･m)

31.7 0.136    Ss-1 ケース5 0.137    

0.644    Ss-1 ケース5 0.644    

1.53     Ss-1 ケース4 1.53     

2.17     Ss-1 ケース4 2.17     

3.13     Ss-1 ケース6 3.13     

4.19     Ss-1 ケース2 4.19     

5.10     Ss-1 ケース2 5.10     

6.79     Ss-1 ケース2 6.79     

7.86     Ss-1 ケース2 7.86     

9.38     Ss-1 ケース2 9.11     

9.91     Ss-1 ケース2 9.11     

-8.2 12.1      Ss-8 ケース3 10.7      

12.3

4.8

-1.7

23.5

18.1

最大応答曲げモーメント 入力曲げ
モーメント

Ｍ2

包絡値

Ｍ1
決定ケース

T.M.S.L

(m) (×106kN･m) (×106kN･m)

31.7 1.26    Ss-1 ケース6 1.26     

1.63    Ss-1 ケース6 1.63     

3.49    Ss-2 ケース3 -3.49     

2.19    Ss-2 ケース3 -2.19     

1.58    Ss-2 ケース5 -1.58     

1.81    Ss-1 ケース4 1.81     

3.01    Ss-1 ケース2 3.01     

4.66    Ss-1 ケース4 4.66     

5.73    Ss-1 ケース2 5.73     

7.45    Ss-2 ケース3 7.46     

8.06    Ss-2 ケース3 8.06     

-8.2 10.3     Ss-2 ケース1 9.60     

回転ばね＊ 5.18    Ss-1 ケース2 5.18     

注記＊：プール壁がRCCVの曲げ変形を拘束する影響を考慮した回転ばね。

12.3

4.8

-1.7

23.5

18.1

T.M.S.L

最大応答曲げモーメント 入力曲げ
モーメント

Ｍ2

包絡値

Ｍ1
決定ケース
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2.1.2  動的鉛直地震力 

上部構造物に入力する動的鉛直地震力は，鉛直方向の地震応答解析における外

壁・RCCV 部の各質点の最大応答加速度を用いて鉛直震度として算定する。ここで，

最大応答加速度は，地震応答解析における基本ケース及びパラスタケースの誘発

上下動を考慮した最大応答加速度を各質点で包絡したものとする。 

鉛直震度の算定結果を表 2－5 に示す。 

 

表 2－5 上部構造物の鉛直震度の算定結果 

(a)  Ｓｄ 

T.M.S.L 

(m) 

最大応答加速度 

鉛直震度 包絡値 

(m/s2) 
決定ケース 

31.7 4.63 Sd-1 ケース 2 0.47 

23.5 4.51 Sd-1 ケース 2 0.46 

18.1 4.38 Sd-1 ケース 2 0.45 

12.3 4.23 Sd-1 ケース 2 0.43 

4.8 4.10 Sd-1 ケース 3 0.42 

-1.7 4.03 Sd-1 ケース 3 0.41 

-8.2 4.02 Sd-1 ケース 3 0.41 

 

(b)  Ｓｓ 

T.M.S.L 

(m) 

最大応答加速度 

鉛直震度 包絡値 

(m/s2) 
決定ケース 

31.7 9.33 Ss-1 ケース 2 0.95 

23.5 9.09 Ss-1 ケース 2 0.93 

18.1 8.83 Ss-1 ケース 2 0.90 

12.3 8.52 Ss-1 ケース 2 0.87 

4.8 8.17 Ss-1 ケース 3 0.83 

-1.7 8.13 Ss-1 ケース 3 0.83 

-8.2 8.18 Ss-1 ケース 3 0.84 
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2.2 基礎スラブ 

上部構造物から基礎スラブに入力する動的地震力は，補助壁を介さず，既工認と同

様に RCCV，中間壁及び外壁を介して基礎スラブに入力する。これは，補助壁を介した

基礎スラブへの入力を考慮しないことで荷重を集中させ，基礎スラブを保守的に評価

するためである。 

 

2.2.1  動的水平地震力 

基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定フローを図 2－4 に示す。図 2－4

に示す RCCV 部及び外壁部最下層部材の応答値は，水平方向の地震応答解析におけ

る基本ケース及びパラスタケースの最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメン

トをそれぞれ包絡したものである。 

外壁部の応答値については，基礎スラブの外壁（以下「ボックス壁」という。）

脚部位置に入力する。 

RCCV 部の応答値については，せん断断面積比に応じて中間壁負担分と RCCV 負

担分に分配し，中間壁負担分は基礎スラブの中間壁脚部位置に入力する。一方，

原子炉本体基礎（以下「RPV 基礎」という。）負担分は，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の

基礎の地震応答計算書」における RPV基礎の最下層の応答を包絡した値を，RPV基

礎脚部位置に入力する。RCCV 負担分は，RPV 基礎負担分を減じた上で基礎スラブ

の RCCV シェル部脚部位置に入力する。 

以上の手順により算定した基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定結果を

表 2－6 及び表 2－7 に示す。 
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図 2－4 基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定フロー 

  

RCCV 部最下層 

部材の応答値＊1 

外壁部最下層 

部材の応答値＊1 

RCCV シェル部脚部 

位置に入力＊3 

RCCV 負担分 中間壁負担分 

RPV 基礎脚部 

位置に入力＊3 
中間壁脚部 

位置に入力＊3 
ボックス壁脚部 

位置に入力＊3 

RCCV 負担分 

－RPV 基礎負担分＊2 
RPV 基礎負担分＊2 

注記＊1：地震応答解析における基本ケース及びパラスタケースの包絡値。 

  ＊2：Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」における RPV 基礎の最下

層の応答を包絡した値。 

  ＊3：入力曲げモーメントを算定する際は，最大応答曲げモーメントが基礎スラ

ブ上端位置での曲げモーメントであることを考慮して，基礎スラブの厚さ

中心位置での曲げモーメントに補正する。補正は，下式から算定する付加

曲げモーメントΔＭを加算することで行う。 

 

ΔＭ＝Ｑ×ｔ/2 

Ｑ：入力せん断力，ｔ：基礎スラブ厚(5.5m) 

せん断断面積比で分配 
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表 2－6 基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定結果（Ｓｄ）（1/2） 

(a)  NS 方向 せん断力 

 

 

(b)  EW 方向 せん断力 

 

  

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×103kN) (×103kN)

ボックス壁(RA通り) 174     

ボックス壁(RG通り) 174     

中間壁(RB通り) 49.0   

中間壁(RF通り) 36.7   

RCCV 133     

RPV基礎 43.3   

RCCV部 261    Sd-8 ケース3

最大応答せん断力

外壁部 348    Sd-8 ケース3

入力せん断力

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×103kN) (×103kN)

ボックス壁(R1通り) 208     

ボックス壁(R7通り) 208     

中間壁(R2通り) 26.6   

中間壁(R3通り) 15.7   

中間壁(R5通り) 12.7   

中間壁(R6通り) 17.0   

RCCV 117     

RPV基礎 43.3   

RCCV部 232    Sd-2 ケース3

外壁部 415    Sd-2 ケース3

最大応答せん断力 入力せん断力
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表 2－6 基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定結果（Ｓｄ）（2/2） 

(c)  NS 方向 曲げモーメント 

 

 

(d)  EW 方向 曲げモーメント 

 

  

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×106kN･m) (×106kN･m)

ボックス壁(RA通り) 6.62    

ボックス壁(RG通り) 6.62    

中間壁(RB通り) 1.43    

中間壁(RF通り) 1.07    

RCCV 4.23    

RPV基礎 0.904   

入力曲げモーメント

Sd-1 ケース6

RCCV部 6.91   Sd-8 ケース3

最大応答曲げモーメント

外壁部 12.3    

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×106kN･m) (×106kN･m)

ボックス壁(R1通り) 6.87    

ボックス壁(R7通り) 6.87    

中間壁(R2通り) 0.782   

中間壁(R3通り) 0.462   

中間壁(R5通り) 0.374   

中間壁(R6通り) 0.501   

RCCV 3.83    

RPV基礎 0.904   

Sd-2 ケース3

入力曲げモーメント

RCCV部 6.21   Sd-2 ケース3

外壁部 12.6    

最大応答曲げモーメント
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表 2－7 基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定結果（Ｓｓ）（1/2） 

(a)  NS 方向 せん断力 

 

 

(b)  EW 方向 せん断力 

  

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×103kN) (×103kN)

ボックス壁(RA通り) 312     

ボックス壁(RG通り) 312     

中間壁(RB通り) 83.6   

中間壁(RF通り) 62.7   

RCCV 241     

RPV基礎 59.3   

RCCV部 447    Ss-1 ケース3

外壁部 624    Ss-8 ケース4

最大応答せん断力 入力せん断力

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×103kN) (×103kN)

ボックス壁(R1通り) 379     

ボックス壁(R7通り) 379     

中間壁(R2通り) 49.7   

中間壁(R3通り) 29.3   

中間壁(R5通り) 23.8   

中間壁(R6通り) 31.8   

RCCV 241     

RPV基礎 59.3   

外壁部 758    Ss-2 ケース4

RCCV部 434    Ss-2 ケース2

最大応答せん断力 入力せん断力
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表 2－7 基礎スラブに入力する動的水平地震力の算定結果（Ｓｓ）（2/2） 

(c)  NS 方向 曲げモーメント 

 

 

(d)  EW 方向 曲げモーメント 

 

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×106kN･m) (×106kN･m)

ボックス壁(RA通り) 11.5    

ボックス壁(RG通り) 11.5    

中間壁(RB通り) 2.50   

中間壁(RF通り) 1.88   

RCCV 7.79   

RPV基礎 1.20   

Ss-1 ケース6

入力曲げモーメント

RCCV部 12.1   Ss-8 ケース3

外壁部 21.3   

最大応答曲げモーメント

応答軸 包絡値 決定ケース 部位 入力値

(×106kN･m) (×106kN･m)

ボックス壁(R1通り) 11.8     

ボックス壁(R7通り) 11.8     

中間壁(R2通り) 1.31    

中間壁(R3通り) 0.776   

中間壁(R5通り) 0.629   

中間壁(R6通り) 0.841   

RCCV 6.75    

RPV基礎 1.20    

入力曲げモーメント

Ss-2 ケース1

外壁部 21.4   Ss-2 ケース6

RCCV部 10.3   

最大応答曲げモーメント
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2.2.2  動的鉛直地震力 

上部構造物から基礎スラブに入力する動的鉛直地震力は，鉛直方向の地震応答

解析における最下層の最大応答軸力を上部構造物の重量で除すことにより，軸力

係数として算定する。最大応答軸力は，地震応答解析における基本ケース及びパ

ラスタケースの包絡値とする。ここで，最大応答軸力は，誘発上下動の影響を考

慮したものである。上部構造物から入力する動的鉛直地震力（軸力係数）の算定

結果を表 2－8 に示す。 

RPV 基礎から基礎スラブに入力する動的鉛直地震力は，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体

の基礎の地震応答計算書」における RPV 基礎の最下層の軸力を包絡した値を，RPV

基礎の重量で除すことにより，軸力係数として算定する。RPV 基礎から入力する

動的鉛直地震力（軸力係数）の算定結果を表 2－9 に示す。 

基礎スラブ全体に作用する動的鉛直地震力は，鉛直方向の地震応答解析におけ

る底面地盤ばねの鉛直力から，上部構造物から基礎スラブに入力する動的鉛直地

震力を減じた値と等価になる荷重（以下「付加軸力」という。）を基礎スラブの

重量で除した付加軸力係数として算定する。付加軸力は，地震応答解析における

基本ケース及びパラスタケースの包絡値とする。ここで，付加軸力係数は，誘発

上下動の影響を考慮したものである。付加軸力係数の算定結果を表 2－10 に示す。 

 

表 2－8 上部構造物から入力する動的鉛直地震力（軸力係数）の算定結果 

地震動 

最大応答軸力 

軸力係数 包絡値 

(×104kN) 
決定ケース 

Ｓｄ 60.9 Sd-1 ケース 2 0.44 

Ｓｓ 122 Ss-1 ケース 2 0.88 

 

表 2－9 RPV 基礎から入力する動的鉛直地震力（軸力係数）の算定結果 

地震動 
最大応答軸力＊ 

(×104kN) 
軸力係数 

Ｓｄ 4.02 0.49 

Ｓｓ 7.97 0.96 

注記＊：Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」における RPV

基礎の最下層の軸力を包絡した値。 
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表 2－10 付加軸力係数の算定結果 

地震動 

付加軸力 
付加 

軸力係数 
包絡値 

(×104kN) 
決定ケース 

Ｓｄ 21.3 Sd-1 ケース 3 0.38 

Ｓｓ 42.2 Ss-1 ケース 3 0.76 
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3. 静的地震力の算定 

上部構造物及び基礎スラブに入力する静的水平地震力及び静的鉛直地震力は，既工認

の値を用いる。 
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4. 地震時土圧荷重の算定 

4.1 算定方法 

図 4－1 に地震時土圧荷重の算定方法を示す。地震時土圧荷重は，「原子力発電所耐

震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会）」に基づき，

常時土圧に地震時増分土圧を加えて算定した地震時土圧を包絡させて設定する。 

地震時増分土圧は，建物・構築物に対し加力側に作用する地震時増分土圧と建物・

構築物を支える支持側の地震時増分土圧を算定し，地盤一般部は加力側増分土圧及び

支持側増分土圧を包絡した値とし，岩盤部は支持側増分土圧とする。 

地表面から古安田層まで（T.M.S.L.-6.0m～T.M.S.L.12.0m）の荷重は，基本ケース

及びパラスタケースごとに算定した地震時土圧を包絡するように，既工認の荷重分布

形状に合わせて設定する。 

西山層（T.M.S.L.-13.7m～T.M.S.L.-6.0m）については，基本ケース及びパラスタ

ケース毎に算定した地震時土圧のうち T.M.S.L.-13.7m～T.M.S.L.-6.0m の地震時土圧

の包絡値を一定として設定する。 
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(a)  Ｓｄ地震時土圧 

 

 

(b)  Ｓｓ地震時土圧 

 

図 4－1  地震時土圧荷重の算定方法 
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4.2 算定結果 

表 4－1 に地震時土圧荷重の算定結果，図 4－2 に地震時土圧による荷重分布を示す。 

 

表 4－1 地震時土圧荷重の算定結果 

T.M.S.L. 

(m) 

Ｓｄ地震時土圧荷重 

(kN/m2) 

Ｓｓ地震時土圧荷重 

(kN/m2) 

-6.0～12.0 260＋0.65・γ・ｈ 460＋0.65・γ・ｈ 

-8.2～-6.0 710 1180 

注：記号は以下のとおり。 

γ：土の単位体積重量(kN/m3) 

ｈ：地表面からの深さ(m) 

 

  

 Ｓｄ地震時土圧荷重           Ｓｓ地震時土圧荷重      

 

図 4－2 地震時土圧による荷重分布 

  

 710 kN/m2

T.M.S.L.-8.2m

T.M.S.L.12.3m

T.M.S.L.-6.0m

 260 kN/m2

 462 kN/m2  1180 kN/m2

T.M.S.L.-8.2m

T.M.S.L.12.3m

T.M.S.L.-6.0m  662 kN/m2

 460 kN/m 2
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5. 地震時配管荷重の算定 

地震時配管荷重については，設計荷重として設定している。設計荷重は主蒸気配管に

ついてはⅤ-2-5-2-1-2「管の耐震性についての計算書」に，給水配管についてはⅤ-2-

5-1(2)「管の耐震性についての計算書」において実施する解析の結果を包絡するよう設

定する。 

 



別紙 6－1 原子炉建屋の 3 次元 FEM モデルを用いた 

せん断力負担割合の検討 
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1. 概要 

本資料は，原子炉建屋の外壁（以下「ボックス壁」という。），鉄筋コンクリート製

原子炉格納容器（以下「RCCV」という。），RCCV とボックス壁の間の耐震壁（以下「中

間壁」という。）及び補助壁が負担するせん断力の割合を，3 次元 FEM を用いて確認し

た結果を示すものである。 

なお，本検討は，原子炉建屋の高さ及び平面形状が共通であることを踏まえ，柏崎刈

羽原子力発電所 6 号機原子炉建屋を対象に実施したものである。 
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2. 検討方針 

原子炉建屋の一層分を取り出した 3 次元 FEM モデルを用いて，上階の床スラブ位置に

単位長さの強制変位を入力した際のボックス壁，RCCV，中間壁及び補助壁が負担するせ

ん断力の割合を算定し，応力解析に用いているせん断力負担割合が妥当であることを確

認する。 

本検討においては，以下の理由により B3F を代表して検討を行う。 

 

・地震応答解析で発生する層せん断力が最も大きく，RCCV 部のせん断力が最も大きく

なる層である。 

・中間壁は B3F の NS 方向及び EW 方向と B2F の NS 方向の一部のみに存在しており，ボ

ックス壁，RCCV，中間壁及び補助壁へのせん断力の分配が網羅的に確認できる層で

ある。 

・一層分を取り出し，地震応答解析モデルと同様の床剛の仮定に基づき一様の強制変

位を入力し各壁のせん断力負担割合を算定した場合，他の階でも同様の結果となる

ことが予想される。 

・建屋上層まで 3 次元 FEM でモデル化し，上部に強制変形を加え最下層で評価する検

討方法も考えられるが，原子炉建屋の耐震壁の変形はせん断変形の割合が大きく，

最下層のみをモデル化し強制変形を与えた場合と同等の結果になると予想される。 
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3. 検討条件 

3.1 モデル化の基本方針 

本検討では，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

応力解析モデルは，原子炉建屋の B3Fのボックス壁，RCCV，中間壁，補助壁及び B2F

の床スラブを取り出したモデルである。 

解析モデルに使用する FEM 要素は，シェル要素とする。使用する要素は四辺形及び

三角形で，この要素は均質等方性材料によるシェル要素である。 

境界条件は，B3F の各壁脚部を固定条件とし，B2F の床スラブ全節点に NS 方向と EW

方向のそれぞれに単位長さの強制変位を与える。B2F の床スラブ全節点は，NS 方向と

EW 方向の水平方向の強制変位以外の拘束は考慮せず，B2F 床スラブの面外剛性のみが

壁部材の鉛直方向の変形を拘束する条件としている。 

なお，基準地震動Ｓｓにより各壁部材の剛性が低下することが考えられるが，外壁

部及び RCCV 部が同様に剛性低下した場合，強制変位を与えた際の各壁のせん断力負担

割合は剛性低下を考慮しない場合と変わらないことから，弾性応力解析を用いる。 

3 次元 FEM モデルを図 3－1 に，使用材料の物性値を表 3－1 に示す。 
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(a) モデル全体図（南西面） 

 

 

(b) モデル壁図（南西面） 

 

図 3－1 3 次元 FEM モデル図 
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表 3－1 使用材料（コンクリート）の物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数

（N/mm2） 
2.88×104 ＊ 

ポアソン比 0.2 

注記＊：剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 
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3.2 せん断力負担割合の算出方針 

3 次元 FEM モデルの各壁脚部に生じる加力方向と同方向の水平反力値を，ボックス

壁，RCCV，中間壁及び補助壁ごとに集計し，各壁の水平反力値の合計値に対する各壁

の水平反力値の比率をせん断力の負担割合として算出する。その際，集計する各壁は，

地震応答解析モデルで考慮している壁と同様とするが，地震応答解析モデルで考慮し

ている壁に，直交して取り付く壁（以下「直交壁」という。）に発生する水平反力値

についても，取り付いている壁の水平反力値として集計する。 

6 号機原子炉建屋の B3F の各壁分類を図 3－2 に示す。 
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図 3－2 B3F の各壁の分類（6 号機原子炉建屋） 
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4. 検討結果 

本検討によるせん断力負担割合（以下「3次元 FEMせん断力負担割合」という。）を，

別紙 6「地震荷重の算定方法」の「2.1.1(1) 入力せん断力」の方法で算定したせん断

力に基づくせん断力負担割合（以下「応力解析せん断力負担割合」という。）と比較し

て表 4－1 に示す。 

3 次元 FEM せん断力負担割合は，応力解析せん断力負担割合と概ね同程度となってい

ることを確認した。 

なお，直交壁に発生する水平力の割合は，表 4－2 に示すとおり 10％程度となってお

り，直交壁のせん断力負担割合に対する影響は小さい。また，表 4－1 に示す応力解析せ

ん断力負担割合のうち，補助壁の負担割合は，せん断断面積比により算定した補助壁が

負担するせん断力と，補助壁のせん断スケルトン曲線における第 1 折れ点のせん断耐力

の 90％のうち，小さい方のせん断力による負担割合を示している。 

 

表 4－1(a) 各壁せん断力負担割合 NS 方向 

 

 

表 4－1(b) 各壁せん断力負担割合 EW 方向 

 

 

表 4－2 直交壁に発生する水平力の割合 

 

ボックス壁 0.51 0.53

RCCV 0.24 0.24

中間壁 0.12 0.11

補助壁 0.13 0.12

応力解析
せん断力負担割合

3次元FEM
せん断力負担割合

ボックス壁 0.53 0.54

RCCV 0.22 0.23

中間壁 0.08 0.10

補助壁 0.17 0.13

3次元FEM
せん断力負担割合

応力解析
せん断力負担割合

方向

3次元FEM水平力合計
（直交壁含む）

（×106kN)

3次元FEM水平力合計
（直交壁のみ）

（×106kN)

直交壁に発生する
水平力の割合

NS方向 699 73 0.10

EW方向 721 78 0.11
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5. まとめ 

3 次元 FEM モデルを用いて算出したせん断力負担割合を，応力解析で用いているせん

断力負担割合と比較し，応力解析に用いているせん断力負担割合が妥当であることを確

認した。 



 

別紙 7 貫通部における平均応力の考え方 
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1. 概要 

原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の応力解析においては，弾

塑性解析を採用している。一方，貫通部の断面の評価においては，発電用原子力設備規

格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）（以下「CCV 規格」

という。）の CVE-3531 に基づく平均応力を用いている。本資料は，その妥当性について

説明するものである。 
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2. 貫通部における平均応力 

RCCV の応力解析では，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性について

の計算書」（以下「RCCV の耐震計算書」という。）に示すとおり，荷重状態Ⅳ及びⅤに対

する評価では弾塑性解析を採用している。また，CCV 規格の CVE-3531 では，弾性解析に

より求まる応力に対して検討を行う場合，開口の直径の 3／4 倍を超えない範囲の平均応

力を用いることができるとされている。 

RCCV の耐震計算書の「6.1.2 貫通部の評価結果」における荷重状態Ⅳ及びⅤに対す

る貫通部の断面の評価のうち，膜力及び曲げモーメント並びに面外せん断力に対する断

面の評価の検定値が最大となる領域及び断面の評価結果を図 2－1 に示す。 

膜力及び曲げモーメントに対する断面の評価に用いるコンクリート及び鉄筋のひずみ

については，材料の非線形特性を考慮して算定しているため，平均応力を用いず，各領

域内で要素ごとに算定されたひずみの最大値を用いた評価を行っている。 

それに対して，面外せん断力に対する断面の評価に用いる面外せん断力については，

弾塑性解析においても材料の非線形特性を考慮できないことから，平均応力を用いた断

面の評価を行っている。なお，応力解析モデルにおける開口の周辺は，シェル部厚の 1

／2 程度以下の幅で詳細にモデル化している。このような場合には，開口の縁から適切

な範囲での平均的な応力に対して構造の検討を実施することができると考えられる。 

以上より，今回工認では荷重状態Ⅳ及びⅤに対する評価において弾塑性解析を採用し

ているものの，貫通部の断面の評価において CCV 規格における平均応力の規定を適用す

ることは妥当である。 
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(a) 主蒸気配管及び給水配管開口 

 

 

 

 

(b) 下部ドライウェルアクセストンネル開口 

 

図 2－1 膜力及び曲げモーメント並びに面外せん断力に対する断面の評価の 

検定値が最大となる領域及び断面の評価結果（荷重状態Ⅳ及びⅤ） 
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3. まとめ 

RCCV の貫通部の断面の評価において，弾塑性解析を用いた評価を行う場合に，CCV 規

格に基づき平均応力の規定を適用することの妥当性を確認した。 

 



 

別紙 8 重大事故等時の高温による剛性低下の考え方 
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1. 概要 

原子炉格納容器コンクリート部の応力解析について，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コ

ンクリート部の耐震性についての計算書」（以下「耐震計算書」という。）では，重大事

故等時の高温による剛性低下を考慮していない。一方，Ⅴ-3-3-6-1-1-1「原子炉格納容

器コンクリート部の強度計算書」（以下「強度計算書」という。）では，重大事故等時の

高温による剛性低下を考慮している。本資料は，その考え方について示すものである。 
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2. 重大事故等時の高温による剛性低下の考え方 

耐震計算書の「別紙 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（原

子炉格納容器コンクリート部）」において示しているとおり，重大事故等時の高温状態

に対して鉄筋コンクリート構造物の強度及び剛性への影響が小さいことから，鉄筋コン

クリート構造物においては剛性低下を考慮しないことを基本としている。 

図 2－1 に重大事故等時の原子炉格納容器温度の変化を示す。原子炉格納容器気相部の

温度は一時的に 200℃を超えるが，構造健全性評価上考慮すべき壁面の温度は最高で約

165℃である。 

耐震計算書における温度の考え方は，「工事計画に係る説明資料（耐震性に関する説

明書）」のうち「重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の組合せにつ

いて」に示すとおり，事象発生後以降の最高となる壁面温度である約 165℃を包絡する

値として，限界圧力（0.62MPa）における飽和温度（約 168℃）を考慮することとしてい

る。 

一方，強度計算書における温度の考え方は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に

関する説明書」において示している。重大事故等時の原子炉格納容器の放射性物質閉じ

込め機能の確認を行うために，評価温度として設定しており，その温度は，産業界でシ

ビアアクシデント時の原子炉格納容器の耐性の指標として用いられている 200℃として

いる。この温度は，耐震計算書における温度の考え方を踏まえると，実現象を超えた保

守的な設定値となっていると言える。 

以上より，鉄筋コンクリート構造物においては剛性低下を考慮しないことが基本であ

るが，強度計算書においては，実現象を超えた評価温度として高い値を設定しているこ

とから，重大事故等時の温度影響を確認する観点から剛性低下を考慮することとしてい

る。 
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図 2－1 重大事故等時の原子炉格納容器温度の変化 

（Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」より引用） 
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3. 先行審査実績との比較 

耐震計算書及び強度計算書における重大事故等時の剛性低下についての先行審査実績

との比較を表 3－1 に示す。なお，比較対象は，原子炉格納容器がコンクリート製原子炉

格納容器である大飯 3/4 号と，BWR の最新審査実績である東海第二とした。 

耐震計算書において剛性低下を考慮せず，強度計算書において剛性低下を考慮すると

いう考え方は，柏崎刈羽 7 号と整合していることが確認できる。 
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表 3－1 先行審査実績との比較 

  大飯 3/4 号 東海第二 柏崎刈羽 7 号 

耐震計算書＊1，＊2 剛性低下の考慮 考慮していない 考慮していない 考慮していない 

強度計算書＊3，＊4 

剛性低下の考慮 考慮している 考慮している 考慮している 

原子炉格納容器内の 

評価温度 
200℃ 200℃ 200℃ 

注記＊1：大飯 3/4 号については，資料 13-17-7-5-1「原子炉格納容器の耐震計算書(コンクリート部)」を指す。 

  ＊2：東海第二については，Ⅴ-2-9-2-2「原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震性についての計算書」を指す。 

  ＊3：大飯 3/4 号については，資料 36 別添 1「原子炉格納容器 重大事故等時の閉じ込め機能健全性について」を指す。大飯 3/4 号

の資料 14-3-6「重大事故等クラス 2 容器の強度計算書」においては，資料 36 別添 1「原子炉格納容器 重大事故等時の閉じ込

め機能健全性について」を引用している。 

  ＊4：東海第二については，Ⅴ-3-9-1-1-7「原子炉格納容器底部コンクリートマットの強度計算書」を指す。 

注：大飯 3/4 号及び東海第二の欄の記載内容については，公開資料を基に解釈したものである。 

 



 

別紙 8-6 

4. まとめ 

原子炉格納容器コンクリート部の応力解析について，重大事故等時の高温による剛性

低下を，耐震計算書では考慮せず，強度計算書では考慮することの考え方を整理した上

で，先行審査実績との整合性を確認した。 
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1. 概要 

原子炉格納容器コンクリート部（以下「RCCV」という。）の応力解析では，RCCV に取

り付く床スラブの剛性による拘束効果を考慮している。本資料は，床スラブの剛性につ

いて，コンクリート強度のばらつきや補助壁等の考慮により拘束効果が大きくなった場

合に，RCCV の評価結果に与える影響を検討するものである。 

まず，RCCV の応力解析において，RCCV に対して床スラブの剛性が極端に大きくなった

場合を想定した感度解析を実施し，評価結果に与える影響が小さいことを確認する。次

に，補助壁等の考慮の有無による床スラブの拘束効果の変動を確認し，その変動が上記

の感度解析で考慮した変動に比べて小さいことを確認する。 
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2. 床スラブによる拘束条件に対する補助壁等の影響 

2.1 床スラブの拘束効果の変動による感度解析 

2.1.1  検討方法 

     感度解析は，図 2－1 に示す RCCV の応力解析モデルと同一のモデルを用いて，

床スラブによる拘束効果として考慮しているロッド要素及びはり要素の剛性のみ

を変更した弾塑性応力解析として実施する。 

     床スラブの剛性の変動は，コンクリート強度を 43.1N/mm2（ヤング係数 2.88×

104N/mm2）から実機のコア平均の強度 55.7N/mm2（ヤング係数 3.27×104N/mm2）に

することで考慮し，ヤング係数比で約 14％大きくする。実際には RCCV と床スラ

ブのコンクリートが同一であることを踏まえると，このような拘束効果の変動は

生じないものと考えられるが，床スラブに加えて RCCV のコンクリート強度も大き

くする場合，両者の剛性が同等となり，解析結果の差が小さくなると予測され，

拘束効果及び評価結果に与える影響の把握には適さないと考えられるため，RCCV

の剛性に対して床スラブの剛性が極端に大きくなるように，RCCV のコンクリート

強度は変更しないこととする。 

 

 

 

図 2－1 RCCV の応力解析モデル（地震荷重時） 

  

赤線：はり要素

青線：ロッド要素

E

N

X

Y
Z

境界条件
(北側半分図化)
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2.1.2  検討ケース 

     表 2－1 に弾塑性解析による RCCV の評価における検定値一覧を示す。検討用の

組合せケースは，RCCV に対する床スラブの拘束効果の影響が大きいと考えられる

シェル部及び局部で検定値が最も大きい組合せケース No.3-6（荷重状態Ⅳ・地震

時（2），水平 1.0，W→E 方向，鉛直下向き）とする。 

 

表 2－1 弾塑性解析による RCCV の評価における検定値一覧 

評価項目 シェル部 
トップ 

スラブ部 
底部 貫通部 局部 

等価膜力＊1 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート

圧縮ひずみ 

0.255 

(6-1) 

0.105 

(5-9) 

0.160 

(6-2) 

0.325 

(6-6) 

0.158 

(5-4) 

鉄筋ひずみ 
0.218 

(6-4) 

0.162 

(5-12) 

0.080 

(6-1) 

0.376 

(5-2) 

0.176 

(5-3) 

膜力 圧縮応力度 
0.739 

(6-1) 
－ － － 

0.250 

(3-15) 

面内せん断力 
面内せん断 

応力度 

0.698 

(3-5) 
－ － － 

0.541 

(3-3) 

面外せん断力 
面外せん断 

応力度 

0.514 

(5-4) 

0.897 

(6-3) 

0.832＊2 

(3-2) 

0.894＊2 

(5-3) 

0.967 

(3-6) 

注 1：（）内は検定値に対応する組合せケース No.を示す。 

注 2：  は，シェル部及び局部で最大の検定値を示す。 

注記＊1：トップスラブ部及び底部では軸力＋曲げモーメントを示す。 

  ＊2：応力平均化後の値を示す。 
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2.1.3  検討結果 

表 2－2 に影響検討における検定値一覧を示す。コンクリート強度による床スラ

ブの拘束効果の変動としてヤング係数比で約 14％の増加を考慮したが，各評価項

目に対して剛性の変更前後で検定値の変化はほとんどなく，検定値は 1.0 以下で

ある。したがって，床スラブの拘束効果の変動が RCCV の評価結果に与える影響は

小さいと考えられる。 

 

表 2－2 影響検討における検定値一覧（組合せケース No.3-6） 

(a)  剛性変更前 

評価項目 シェル部 
トップ 

スラブ部 
底部 貫通部 局部 

等価膜力＊1 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート

圧縮ひずみ 
0.163 0.050 0.054 0.280 0.070 

鉄筋ひずみ 0.085 0.026 0.021 0.165 0.028 

膜力 圧縮応力度 0.571 － － － 0.191 

面内せん断力 
面内せん断 

応力度 
0.602 － － － 0.330 

面外せん断力 
面外せん断 

応力度 
0.344 0.599 0.708 0.480＊2 0.967 

注記＊1：トップスラブ部及び底部では軸力＋曲げモーメントを示す。 

  ＊2：応力平均化後の値を示す。 

 

(b)  剛性変更後 

評価項目 シェル部 
トップ 

スラブ部 
底部 貫通部 局部 

等価膜力＊1 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート

圧縮ひずみ 
0.162 0.049 0.054 0.279 0.068 

鉄筋ひずみ 0.085 0.025 0.021 0.164 0.027 

膜力 圧縮応力度 0.571 － － － 0.192 

面内せん断力 
面内せん断 

応力度 
0.600 － － － 0.332 

面外せん断力 
面外せん断 

応力度 
0.345 0.593 0.708 0.480＊2 0.964 

注記＊1：トップスラブ部及び底部では軸力＋曲げモーメントを示す。 

  ＊2：応力平均化後の値を示す。 
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2.2 補助壁等による床スラブの拘束効果への影響 

2.2.1  既工認時の検討 

RCCV の応力解析モデルにおいて，RCCV に取り付く床スラブは，その円周方向の

剛性により，RCCV が圧力等を受けた場合の半径方向の変位を拘束するロッド要素

として考慮している。ロッド要素の円周方向剛性は，図 2－2 に示すように内圧を

作用させた場合の半径方向の変位が，床スラブを面積が等価な穴あき円盤に置換

した場合の変位と同一になるように既工認時から設定している。 

また，既工認時においては，構造が類似した第 6 号機と併せて，図 2－3 に示す

ように床スラブをシェル要素，外壁をはり要素でモデル化した FEM 解析による床

スラブの半径方向ばね剛性と，穴あき円盤の半径方向ばね剛性がほぼ等しいこと

により，ロッド要素の妥当性を確認している。表 2－3 に，半径方向のばね剛性の

比較を示す。表に示すように，外壁等の影響による拘束効果の変動は約 5～9％で

ある。 

 

 

図 2－2 RCCV に取り付く床スラブのロッド要素への置換方法 
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図 2－3 既工認時の FEM 解析モデル（1 階, T.M.S.L.12.3m） 

 

表 2－3 半径方向ばね剛性の比較 

 
①FEM 解析 

（×104t/m） 

②円盤置換 

（×104t/m） 
②／① 

第 6 号機 8.737 8.313 0.95 

第 7 号機 9.235 8.367 0.91 

 

  

外壁（はり要素） 
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2.2.2  検討方法 

今回工認では，RCCV に取り付く床スラブについて，既工認時に外壁を考慮した

FEM モデルにより剛性の妥当性を確認していたことを考慮し，補助壁及び中間壁

の考慮の有無が拘束効果に与える影響を確認する。具体的には，各階を取り出し

た床スラブの補助壁及び中間壁がない場合とある場合の FEM モデルを作成し，

RCCV 側から半径方向の単位荷重を入力した弾性応力解析を実施し，半径方向の変

位の比較を行う。 

図 2－4～図 2－6 に各階床スラブの FEM モデルを示す。床スラブから立ち上がる

外壁，補助壁及び中間壁のモデル化範囲は，上下階の中心間の高さまでとする。

材料物性については，ヤング係数を 2.88×104N/mm2，ポアソン比を 0.2 としてい

る。境界条件については，壁の上下端の節点及び RCCV 外周の節点を鉛直方向固定

としている。入力荷重については，1.0kN/m の単位荷重を床スラブの最内周節点

の支配長さに応じた節点荷重として，半径方向に作用させる。図 2－7 に入力荷重

図の例を示す。 
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(a)  補助壁及び中間壁がない場合 

 

  

(b)  補助壁及び中間壁がある場合 

図 2－4 地下 2 階床スラブの FEM モデル（T.M.S.L.-1.7m） 

  

PN 

PN 
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(a)  補助壁及び中間壁がない場合 

 

 

(b)  補助壁及び中間壁がある場合 

図 2－5 地下 1 階床スラブの FEM モデル（T.M.S.L. 4.8m） 

  

PN 

PN 
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(a)  補助壁及び中間壁がない場合 

 

(b)  補助壁及び中間壁がある場合 

図 2－6 1 階床スラブの FEM モデル（T.M.S.L.12.3m） 

  

PN 

PN 
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図 2－7 入力荷重図の例（1 階床スラブ）  

PN 
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2.2.3  検討結果 

表 2－4 に半径方向変位の比較を示す。ここで，半径方向変位は，図 2－8～図 2

－10 の変形図に示すように，床スラブの最内周節点の半径方向変位の分布はほぼ

均等となっていることから，各階床スラブの最内周節点の半径方向変位の平均値

としている。表に示すように補助壁及び中間壁がない場合とある場合で半径方向

変位に大きな差がなく，拘束効果は約 5％の増大となっており，補助壁及び中間

壁の影響は小さいと考えられる。これは，補助壁及び中間壁の拘束効果に寄与す

る剛性が，床スラブ自体の面内剛性に比べて小さいためと考えられる。 

 

表 2－4 半径方向変位の比較 

フロア 

① 

補助壁及び 

中間壁がない場合 

（×10-6m） 

② 

補助壁及び 

中間壁がある場合 

（×10-6m） 

比率 

（②／①） 

1 階 

（T.M.S.L.12.3m） 
0.921 0.873 0.95 

地下 1 階 

（T.M.S.L. 4.8m） 
1.16 1.10 0.95 

地下 2 階 

（T.M.S.L.-1.7m） 
1.11 1.05 0.95 
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(a)  補助壁及び中間壁がない場合 

 

 

(b)  補助壁及び中間壁がある場合 

図 2－8 地下 2 階床スラブの変形図（T.M.S.L.-1.7m） 

  

黒破線：変形前 

赤実線：変形後 

PN 

PN 
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(a)  補助壁及び中間壁がない場合 

 

(b)  補助壁及び中間壁がある場合 

図 2－9 地下 1 階床スラブの変形図（T.M.S.L. 4.8m） 

 

 

 

黒破線：変形前 

赤実線：変形後 

PN 

PN 
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(a)  補助壁及び中間壁がない場合 

 

(b)  補助壁及び中間壁がある場合 

図 2－10 1 階床スラブの変形図（T.M.S.L.12.3m） 

  

黒破線：変形前 

赤実線：変形後 

PN 

PN 
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3. まとめ 

RCCV の応力解析において，RCCV に取り付く床スラブの拘束効果がコンクリート強度の

ばらつきや補助壁等の考慮により大きくなった場合に，RCCV の評価結果に与える影響を

検討した。 

2.1 では，コンクリート強度による床スラブの拘束効果の変動として，床スラブのコ

ンクリート強度を大きくし，RCCV に対してヤング係数比で約 14％増加させた感度解析を，

床スラブの拘束効果の影響が大きいと考えられる RCCV シェル部及び局部で検定値が最も

大きいケースについて実施した。解析の結果，検定値の変化はほとんどないことから，

床スラブの拘束効果の変動が評価結果に与える影響が小さいことを確認した。 

2.2 では，補助壁等による床スラブの拘束効果の変動は，外壁等により約 5～9％，補

助壁及び中間壁により約 5％となり，小さいことを確認した。 

以上より，床スラブの拘束効果の変動は，外壁等と補助壁及び中間壁で併せて約 10～

14％となり，2.1 における感度解析で考慮した変動と同程度であることから，2.1 で床ス

ラブの拘束効果の変動による感度が小さかったことを踏まえると，補助壁等による床ス

ラブの拘束効果の変動が評価結果に与える影響も小さいと考えられる。 
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